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１．概 要

（１）ミッションとその活動

社会経済研究所は、(a) 社会が直面する様々な経済問題について世界中の経済学研究機関と競争か
つ協調しながら世界トップレベルの理論的・実証的研究、政策分析、経済実験を行い、(b) 研究の過
程で得られた新たな知見を広く国際社会に還元し、(c) 経済政策や制度設計に貢献することをミッシ
ョンとしている。

そのために本研究所では、(1) 国際的な経験を多く積んだ著名な研究者を世界中から採用、(2) ペン
シルベニア大学（米国）と共同で経済学の分野における国際的に権威ある学術誌 International Economic
Review (IER)の編集・発行、(3) 斬新なアイディアに基づく理論および実証分析とその発表と自由な討
論の機会であるセミナーの実施、(4) 経済実験ラボ及びモバイル実験システムでの優れた経済制度の
探求、(5) 最新の理論に基づく質の高いデータを使った緻密な政策分析とそれに基づく現実的な提言
やマスコミ・政府審議会の場での意見表明と政策策定への参画を行ってきている。

本研究所での具体的な研究テーマとしては、経済成長および景気循環に関する研究、租税制度・社

会保障制度・入札制度などの公的制度設計に関する研究、企業・消費者・政府行動に関する研究、国

際貿易・国際金融に関する研究などがある。現在では、不況、不良債権、社会保障、失業、消費、資

産価格、法の経済分析、企業戦略といった現代社会において最も重要度の高い研究テーマが分析され

ている。

こうした活動の成果は、本研究所から、2008年「日本学士院賞」、2012年「日本学士院学術奨励
賞」、日本経済学会の 2001年「中原賞」及び 2006年「石川賞」の受賞者、並びに同学会におけるプ
ログラム委員長・招待講演者を輩出するなど、わが国の経済学研究の分野では広範囲にわたって高い

評価を得ている。また、新聞・雑誌などへの寄稿、一般向けの講演会・シンポジウムでの報告、経済

学に関する啓蒙的書籍の刊行、公共政策に関して国家レベルでの諮問機関への参加など、研究で得ら

れた経済学の知見を広く社会に還元することにも積極的に取り組んでいる。

（２）特 色

社会経済研究所の国際的な観点からみた特色は、 (1) 世界中から国際的な経験を積んだ優秀な研究
者を採用していること、(2) 国際的研究拠点として国際的に権威ある学術誌を発行していること、(3)
世界中から著名な研究者を長期的、短期的に招へいして共同研究を行っていることがあげられる。国

内的には (i) 近代経済学に特化していること、 (ii)最新設備を有する経済実験ラボ及びモバイル実験
システムを備え、経済学理論の実証的な検証による新たな経済制度の設計に役立てていること、(iii) 最
新の理論に基づく政策分析を行い、かつ、定期的にセミナーを行い内外の研究者と交流を深めている

ことがあげられる。

 本研究所は、これまで、オハイオ州立大学、カリフォルニア大学アーバイン校、ジョンズホプ

キンズ大学、ピッツバーグ大学、ペンシルべニア大学などから国際的な研究及び教育経験を持

つ多くの研究者をスタッフとして採用している。現在の研究スタッフは、イェール大学、エク

スマルセイユ大学、ケンブリッジ大学、ニース・ソフィアアンティポリス大学、バルセロナ自

治大学、ブラウン大学、レンヌ第一大学、パダボーン大学、ヨーク大学などで客員研究員等と

しての経験を持つ者も多く、経済学の新たな知見を深める事に積極的に取り組んでいる。また、

研究スタッフの出身大学が特定の大学に集中しておらず、本研究所が学閥にとらわれず、実績

第一主義でスタッフの採用を行っていることを反映している。

本研究所は、ペンシルベニア大学（米国）と共同編集により国際的な経済学学術誌 International
Economic Review (IER)を発行しており、経済学の国際的な研究拠点として機能している。
また、VRS（Visiting Research Scholar 外国人研究員）制度は、海外からの研究者を招へいし、国
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際的な共同研究を活発化させることに役立っている。

本研究所では、オリジナルアンケート調査、民間調査機関のデータ、政府が行う統計調査（特別集

計に関する許可を得て使用する場合も多い）を用いて質の高い政策分析を行っている。

経済実験ラボにおける経済実験の様子

（３）行動経済学研究センター

(URL:http://www.iser.osaka-u.ac.jp/iser-rcbe/rcbe1.html)
社会経済研究所は、これまでの行動経済学・実験経済学研究の実績を踏まえて、21世紀COEプロ
グラム（本学大学院の経済学研究科・人間科学研究科・国際公共政策研究科・基礎工学研究科・高等

司法研究科との共同）を主体として平成 16年 4月から本研究所に附属行動経済学研究センターを設
置した。行動経済学研究センターは、日本で初めての行動経済学研究の研究拠点である。当センター

には、専任教員名 6名、特任教員 1名、特任研究員（ポスト・ドクター）1名を配置し、さらに関係
部局からの兼任教員 13名が参加している。
平成 16年から毎年 1回、一般社会人、学生および専門家を参加対象とするシンポジウムを開催し
ている。第 17回目となる 2020年 9月には「デジタルプラットフォームの現状と未来」をテーマに開
催した。
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（４）共同利用・共同研究拠点

本研究所は行動経済学に関する共同研究の拠点として活動することを大きな目的としている。

平成 16年度に、附属行動経済学研究センターを設置し、21世紀COEプログラム「アンケート調
査と実験による行動マクロ動学」、グローバルCOEプログラム「人間行動と社会経済のダイナミク
ス」、科学研究費補助金特定領域研究（領域代表）「実験社会科学 - 実験が切り開く 21世紀の社会
科学 -」、特別教育研究経費「香港科学技術大学実験ビジネスセンターとの連携による経済実験プロ
ジェクト」などの行動経済学関連の大規模プロジェクトの拠点として機能してきた。

行動経済学の基礎および応用研究を遂行することで、日本の社会経済制度の設計や経済政策への提

言を行うことができる。新しい研究分野である行動経済学に基づいた政策提言を行うためには、一研

究所だけに留まらず、研究者の知を広範に組織することができる共同研究の枠組みが有効である。研

究者の広範な組織化は、各学会に代表される研究者コミュニティが行っているが、実際に研究の実施

には、各大学・研究機関を核とした拠点が必要であり、研究者コミュニティの意向を反映した研究拠

点を形成することで、研究者間、研究機関間の共同研究を推進することができる。

本研究所は、これまで研究者個人としての共同研究に加え、組織としても共同研究を行ってきた。

例えば、特別教育研究経費を用いて、香港科学技術大学実験ビジネスセンター（平成 17年１月に本
研究所との学術交流協定締結）と経済実験に関する共同研究を行っている。また、ペンシルベニア大

学とは国際的な経済学学術誌(IER)を過去 50年以上にわたって共同編集し、発行してきた。
これらの活動が認められ、平成 21年には文部科学大臣から共同利用・共同研究拠点として認定さ
れた（実施は平成 22年）。なお、本拠点は平成 25年度の中間評価ではA評価、平成 27年度の期末
評価では S評価、平成 30年度の中間評価はA評価を受けている。
本研究所は、今までの研究者個人及び組織としての共同研究を基礎に、組織として更なる一体的な

共同研究活動に取り組もうとしており、この活動を通して、新たな知見の創出、課題の発見、共同研

究への若手研究者の参加の促進等を行うことで、経済学分野全体の発展に寄与するものである。
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（５）沿 革

本研究所は、大阪大学経済学部附属の研究施設として 1954年 3月に設置された社会経済研究室
を発端としている。大阪大学法文学部の創設は 1948年、経済学部の法文学部からの分離独立は 1953
年だということを考えると、社会経済研究室が経済学部独立後いかに早い段階で設置されたかが分

かる。この研究室の設置は、戦後の混乱した時代に正統的な経済理論を構築することの必要性を痛

感した経済学部長高田保馬の並々ならぬ努力によって初めて実現した。研究室のスタートは、教授、

助教授一人ずつという小規模なものであった。初代室長兼教授には高田が就任し、助教授には当時

経済学部の森嶋通夫が併任した（1958年以降専任）。1958年には 1講座（教授、助教授、助手各 1
名）が追加され、その翌年には市村真一、建元正弘をそれぞれ和歌山大学、名古屋大学から研究室

の助教授として迎え、少し遅れて東京理科大学から二階堂副包を同じく助教授として迎えた。

1959年には、関西経済連合会の寄附に基づいて 1講座が増設され、1962年に国に移管された。
1960年には、社会経済研究所とペンシルベニア大学（米国）で共同編集の国際的な経済学学術誌(IER)
が創刊されたが、当初は関西経済連合会が発行していた。このことは、本研究所が関西経済界の強

いバックアップを受けてきたことを示している。名称も 1962年から社会経済研究施設と変更され、
研究活動の成果があがるにつれて、研究施設の英語名 The Institute of Social and Economic Research
が欧米の経済学界の注目を集めるようになった。今日の本研究所の基礎は、この時期の実績による

といっても過言ではない。1964年以降における研究施設の成長は急テンポで、1965年までには 5
つの講座を擁することになり、安井琢磨を東北大学から社会経済研究施設長に迎えた。

1966年 4月に、経済学部附属社会経済研究施設から大阪大学附置研究所社会経済研究所に改組さ
れた。大阪大学には、すでに微生物病研究所、産業科学研究所、および蛋白質研究所の三つの自然

科学の研究所が設けられていたが、社会経済研究所の設置によって初めて社会科学の研究所が加え

られたわけである。

その後、幾度かの部門拡大が行われた後、1986年 4月に理論経済学、計量経済学、および経済統
計学の 3大部門制に改編され、2004年 4月には、理論経済学、実証経済学、政策研究の 3大部門に
改編、さらに附属施設として行動経済学研究センターが設置された。

このように、本研究所は、日本における社会科学研究の偉大な先駆者である高田保馬によって創

設され、安井琢磨、森嶋通夫らの研究によって、日本における近代経済学研究の中心として広く世

界に名を轟かせる存在となった。なお、安井・森嶋両氏は、その後、文化勲章を受章している。こ

の伝統は、今日もなお脈々と継承されており、経済理論、実証分析、政策研究の各分野において、

日本を代表する研究者を擁して、日本における経済学研究をリードし続けている。

2

( 1 2)

IER
IER
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（２）組 織

（2021年 3月 31日現在）

所 長 堀 井 亮 （ほりい りょう）

副 所 長 芹 澤 成 弘 （せりざわ しげひろ）

副 所 長 敦 賀 貴 之 （つるが たかゆき）

運営諮問委員会（○専門委員会委員）

委 員 長 ○ 堀 井 亮 （ほりい りょう）

（大阪大学社会経済研究所長・教授）

委 員 ○ 大 垣 昌 夫 （おおがき まさお）

（慶応義塾大学経済学部・教授）

○ 柴 田 章 久 （しばた あきひさ）

（京都大学経済研究所・教授）

〇 原 真 人 （はら まこと）

（朝日新聞社・経済部編集委員）

○ 二 神 孝 一 （ふたがみ こういち）

（大阪大学大学院経済学研究科・教授）

○ 三 野 和 雄 （みの かずお）

（同志社大学経済学部・教授）

○ 上 東 貴 志 （かみひがし たかし）

（神戸大学経済経営研究所・教授）

〇 藤 枝 克 治 （ふじえだ かつじ）

（毎日新聞出版・週刊エコノミスト編集長）

○ 芹 澤 成 弘 （せりざわ しげひろ）

（大阪大学社会経済研究所副所長・教授）

○ 敦 賀 貴 之 （つるが たかゆき）

（大阪大学社会経済研究所副所長・教授）

○ 花 木 信 行 （はなき のぶゆき）

（附属行動経済学研究センター長・教授）

研 究 部 門

理論経済学部門 教 授 青 柳 真 樹 （あおやぎ まさき）

教 授 芹 澤 成 弘 （せりざわ しげひろ）

教 授 松 島 法 明 （まつしま のりあき）

特任教授（常勤） ERASLANHULYAKEVSERKUZUCU
（えらすらん ふるや けぶさー くずく）

実証経済学部門 准教授 朱 連 明 （しゅ れんめい）

特任教授（常勤） 山 形 孝 志 （やまがた たかし）

特任教授（常勤） BRAGUINSKYSERGUEY （ぶらぎんすきー せるげい）

政策研究部門 教 授 石 田 潤一郎 （いしだ じゅんいちろう）

教 授 敦 賀 貴 之 （つるが たかゆき）

教 授 堀 井 亮 （ほりい りょう）

特任教授（常勤） 小 野 善 康 （おの よしやす）

特任准教授（常勤） 生 藤 昌 子 （いけふじ まさこ）

特任研究員 前 田 大 輝 （まえだ だいき）
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行動経済学研究センター

センター長・教授 花 木 伸 行 （はなき のぶゆき）

講 師 DAONGUYEN THANG （だお ぐえん たん）

講 師 YOODONGHOON （ゆー どんふん）

助 教 明 坂 弥 香 （あけさか みか）

助 教 島 田 夏 美 （しまだ なつみ）

特任助教（常勤） TSETSZKWAN （しゃ しくん）

特任研究員（常勤） DUAN JIEYI （だん けついち）

招へい教員等

招へい教員 大 垣 昌 夫

（慶應義塾大学経済学部教授）

招へい教員 SISIRA JAYASURIYA
（Monash大学経済学部教授）

招へい教員 新 谷 元 嗣

（東京大学大学院経済学研究科教授）

招へい教員 CHONGWOOCHOE
（Monash大学経済学部教授）

招へい教員 ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（神戸大学経済経営研究所教授）

招へい教員 宮 際 計 行

（フロリダ国際大学経済学部准教授）

招へい教員 小 川 一 夫

（関西外国語大学教授）

招へい教員 YUZHOU
（京都大学大学院経済学研究科特定講師）

招へい教員 LIJUN PAN
（南京大学商学院助教）

招へい教員 池 田 新 介

（関西学院大学教授）

招へい教員 GERHARDWOLFGANGLORENZ ILLING
（LMUUniversity ofMunich 教授）

招へい教員 KAYUICHARLESLEUNG
（CityUniversity ofHongKong准教授）

招へい教員 HIKMETGUNAY
（Manitoba経済学部教授）

招へい教員 TONGLI
（Vanderbilt教授）

招へい教員 MATTHIASSCHLEGL
（上智大学経済学部経済学科助教）

招へい教員 SUNNING
（南京審計大学教授）
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事 務 部

事 務 長 三 宅 信 久 （みやけ のぶひさ）

庶務係長 伊 藤 栄時郎 （いとう えいじろう）

会計係長 福 原 泰 行 （ふくはら やすゆき）

共通施設

電算機室

室長・助手 柴 田 博 子 （しばた ひろこ）

図 書 室

室長・助手 右 藤 惠 子 （うとう けいこ）

編 集 室

編集補佐 栗 棟 惠 美 （くりむね えみ）

経済実験ラボ

担当・ 教授 花 木 伸 行 （はなき のぶゆき）

（３）現 員 （2021年 3月 31日現在）

部門名等 教授 准教授 講 師 助教 特任教員 研究員 助手 事務職員

等

合 計

理論経済学部門 3 1 4

実証経済学部門 1 2 3

政策研究部門 3 2 1 6

行動経済学研究

センター

1 2 2 1 1 7

教員以外の職員 2 7 9

非常勤職員 5 5

合 計 7 1 2 2 6 2 2 12 34

（４）所内委員会

委 員 会 等 名 教 員 名（左端は委員長） 備 考

会計委員 敦賀 堀井

図書委員 松島 DAO
森嶋文庫・高田文庫

管理責任者兼務

実験室・計算機運営委員 花木 島田 謝 柴田

研究会委員 YOO DAO 明坂 島田 謝

研究広報委員 花木 堀井 YOO

IER委員 青柳 石田 敦賀 堀井

IER会計委員 敦賀

委 員 会 等 名 教 員 名（左端は委員長） 備 考

教務委員 石田



 9   

事 務 部

事 務 長 三 宅 信 久 （みやけ のぶひさ）

庶務係長 伊 藤 栄時郎 （いとう えいじろう）

会計係長 福 原 泰 行 （ふくはら やすゆき）

共通施設

電算機室

室長・助手 柴 田 博 子 （しばた ひろこ）

図 書 室

室長・助手 右 藤 惠 子 （うとう けいこ）

編 集 室

編集補佐 栗 棟 惠 美 （くりむね えみ）

経済実験ラボ

担当・ 教授 花 木 伸 行 （はなき のぶゆき）

（３）現 員 （2021年 3月 31日現在）

部門名等 教授 准教授 講 師 助教 特任教員 研究員 助手 事務職員

等

合 計

理論経済学部門 3 1 4

実証経済学部門 1 2 3

政策研究部門 3 2 1 6

行動経済学研究

センター

1 2 2 1 1 7

教員以外の職員 2 7 9

非常勤職員 5 5

合 計 7 1 2 2 6 2 2 12 34

（４）所内委員会

委 員 会 等 名 教 員 名（左端は委員長） 備 考

会計委員 敦賀 堀井

図書委員 松島 DAO
森嶋文庫・高田文庫

管理責任者兼務

実験室・計算機運営委員 花木 島田 謝 柴田

研究会委員 YOO DAO 明坂 島田 謝

研究広報委員 花木 堀井 YOO

IER委員 青柳 石田 敦賀 堀井

IER会計委員 敦賀

委 員 会 等 名 教 員 名（左端は委員長） 備 考

教務委員 石田

文書委員 DAO YOO 明坂 島田

研究支援委員 芹澤

森口賞委員 朱 DAO YOO 明坂 謝

外国人研究員招へい委員 松島

若手研究者育成委員会 堀井 石田 芹澤 敦賀 花木 松島 朱

所長、副所長、他委

員

評価委員 堀井 芹澤 敦賀

所長、副所長、

防火対策委員 芹澤 堀井 松島

施設運営委員が兼ね

る

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ相談員 柴田
事務長、ﾊﾗｽﾒﾝﾄ相談室全学

相談員

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止対策委員会 堀井 芹澤 敦賀 朱 柴田 事務長

安全衛生委員会 柴田

安全管理者 柴田

研究倫理委員会委員 堀井 敦賀 朱 柴田

コンプライアンス推進室 石田 DAO

省エネルギー委員会 芹澤 堀井 松島
施設運営委員が兼ね

る

男女協働参画推進委員会 堀井 敦賀

学生相談室 朱 柴田

施設運営委員会 芹澤 松島 堀井

行動経済学研究センター運営委員会 花木 堀井 芹澤

（５）財 政

運営費交付金 （2021年 3月 31日現在）
区 分 2018年度 2019年度 2020年度

人 件 費 255,759,628円 229,960,624円 235,302,034円

物 件 費 59,696,461円 57,512,625円 60,973,082円

受託研究（受入）

2018年度 2019年度 2020年度
1件 600,000円 0件 0円 0件 0円
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科学研究費補助金

区 分 2018年度 2019年度 2020年度
特別推進研究 0円( 0件) 0円( 0件) 0円( 0件)

基盤研究(S) 31,600,000円( 1件） 28,950,000円( 1件） 24,800,000円( 1件）

基盤研究(A) 0円( 0件) 0円( 0件) 0円( 0件)

基盤研究(B) 7,800,000円( 3件） 11,130,000円( 4件) 6,400,000円( 3件)

基盤研究(C) 2,300,000円( 2件) 1,500,000円( 2件) 3,000,000円( 3件)

挑戦的萌芽研究 1,700,000円( 2件)

挑戦的研究（萌芽） 100,000円( 1件) 1,700,000円( 2件) 1,700,000円( 2件)

若手研究(A)
若手研究(B) 1,000,000円( 1件) 900,000円( 1件)

若手研究 2,200,000円( 2件) 1,700,000円( 2件) 2,400,000円( 3件)

研究活動スタート支援 600,000円( 1件) 1,100,000円( 1件) 600,000円( 1件)

国際共同研究加速基金

（帰国発展研究） 0円( 0件) 4,520,000円( 1件) 4,520,000円( 1件)

国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化(B)） 1,200,000円( 1件)

特別研究員奨励費 0円( 0件) 3,400,000円( 4件) 3,400,000円( 5件)

計 47,300,000円

(13件)

54,900,000円

(18件)

48,020,000円

(18件）

科学研究費補助金採択率 及び 1人当たりの件数

2018年度 2019年度 2020年度
社研採択率

(新規採択数/新規申請数)
63.6％

(7件/11件)

44.4％

(4件/9件)

63.6％

(7件/11件)

全国採択率

(文部科学省HPから抜粋)
24.9％ 28.4％ 28.4％

1人当たり実施件数
(社研実施件数/教員数)

0.81件

(13件/16名)

0.78件

(14件/18名)

1件

(18件/18名)

科学研究費補助金採択課題一覧

区 分 研究代表者 研究課題名
2020年度
配当金額

基盤研究(S) 小野 善康 長期不況 行動経済学的分析           円

基盤研究(B) 堀井 亮
市場仲介 経済成長 日欧 研究所   国際共

同研究      
         円

基盤研究(B) 石田 潤一郎         創出  制度 設計             円

基盤研究(B) 松島 法明
寡占市場    個人情報活用 消費者   個

人情報管理 経済理論分析
         円

基盤研究(C) 山形 孝志
時空間相関  動学         統計的

推計手法開発   応用
         円

基盤研究(C) 敦賀 貴之
小国開放経済    経常収支 理論分析 不完

全情報 役割
       円

基盤研究(C) YOO DONGHOON
                                                  

                         
         円

挑戦的研究（萌芽） 青柳 真樹
                                     

                         
       円

挑戦的研究（萌芽） 芹澤 成弘 大学 研究生産性 国際比較 経済学 場合          円
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科学研究費補助金

区 分 2018年度 2019年度 2020年度
特別推進研究 0円( 0件) 0円( 0件) 0円( 0件)

基盤研究(S) 31,600,000円( 1件） 28,950,000円( 1件） 24,800,000円( 1件）

基盤研究(A) 0円( 0件) 0円( 0件) 0円( 0件)

基盤研究(B) 7,800,000円( 3件） 11,130,000円( 4件) 6,400,000円( 3件)

基盤研究(C) 2,300,000円( 2件) 1,500,000円( 2件) 3,000,000円( 3件)

挑戦的萌芽研究 1,700,000円( 2件)

挑戦的研究（萌芽） 100,000円( 1件) 1,700,000円( 2件) 1,700,000円( 2件)

若手研究(A)
若手研究(B) 1,000,000円( 1件) 900,000円( 1件)

若手研究 2,200,000円( 2件) 1,700,000円( 2件) 2,400,000円( 3件)

研究活動スタート支援 600,000円( 1件) 1,100,000円( 1件) 600,000円( 1件)

国際共同研究加速基金

（帰国発展研究） 0円( 0件) 4,520,000円( 1件) 4,520,000円( 1件)

国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化(B)） 1,200,000円( 1件)

特別研究員奨励費 0円( 0件) 3,400,000円( 4件) 3,400,000円( 5件)

計 47,300,000円

(13件)

54,900,000円

(18件)

48,020,000円

(18件）

科学研究費補助金採択率 及び 1人当たりの件数

2018年度 2019年度 2020年度
社研採択率

(新規採択数/新規申請数)
63.6％

(7件/11件)

44.4％

(4件/9件)

63.6％

(7件/11件)

全国採択率

(文部科学省HPから抜粋)
24.9％ 28.4％ 28.4％

1人当たり実施件数
(社研実施件数/教員数)

0.81件

(13件/16名)

0.78件

(14件/18名)

1件

(18件/18名)

科学研究費補助金採択課題一覧

区 分 研究代表者 研究課題名
2020年度
配当金額

基盤研究(S) 小野 善康 長期不況 行動経済学的分析           円

基盤研究(B) 堀井 亮
市場仲介 経済成長 日欧 研究所   国際共

同研究      
         円

基盤研究(B) 石田 潤一郎         創出  制度 設計             円

基盤研究(B) 松島 法明
寡占市場    個人情報活用 消費者   個

人情報管理 経済理論分析
         円

基盤研究(C) 山形 孝志
時空間相関  動学         統計的

推計手法開発   応用
         円

基盤研究(C) 敦賀 貴之
小国開放経済    経常収支 理論分析 不完

全情報 役割
       円

基盤研究(C) YOO DONGHOON
                                                  

                         
         円

挑戦的研究（萌芽） 青柳 真樹
                                     

                         
       円

挑戦的研究（萌芽） 芹澤 成弘 大学 研究生産性 国際比較 経済学 場合          円

若手研究 朱 連明
                                            

                                
       円

若手研究 潘 麗君
                                    

                                    
       円

若手研究 明坂 弥香 高齢化社会 介護 就業 関  政策評価分析        円

研究活動スタート支援
DAO NGUYEN

THANG

                                           

                                             
       円

国際共同研究加速基金

（帰国発展研究）
花木 伸行

   経済理論 再考 向  実験 行動経済学

分析
         円

国際共同研究加速基金

（国際共同研究強化

(B)）

芹澤 成弘            国際共同研究          円

特別研究員奨励費(DC2) 酒井 良祐
理論分析 経済実験 基  耐戦略的 望   

      制度 設計
         円

特別研究員奨励費(DC2) 橘高 勇太
企業間競争    消費者保護政策 消費者探索

理論        
         円

特別研究員奨励費(DC2) 下平 勇太
学習        協力行動 生起     

解明
       円

特別研究員奨励費(DC1) 篠崎 弘毅
大規模 組 合        制度     

研究
       円

特別研究員奨励費(DC2) 猿田 冬樹
         理論分析           

市場  応用
       円

総 計           円

共同利用・共同研究拠点予算額

2018年度 2019年度 2020年度
15,007,000円 14,507,000円 14,507,000円

研究大学強化促進費補助金

2018年度 2019年度 2020年度
6,490,000円 6,470,000円 5,634,000円

日本学術振興会外国人研究者招へい事業

2018年度 2019年度 2020年度
0円 0円 0円

奨学寄附金（受入）

2018年度 2019年度 2020年度
2件 1,000,000円 0件 0円 0件 0円
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（６）施設・設備

施 設

研 究 棟 （ Ａ 棟 ） ＲＣ5階建延べ 2,009㎡ （平成 26年度竣工）
研 究 棟 （ Ｂ 棟 ） ＲＣ4階建延べ 986㎡ （昭和 61年度竣工）

計 － 2,995㎡ （平成 26年度竣工）
※平成 26年 3月A棟耐震改修工事が終了、安全性の向上及び国際共同研究用の研究室を増築
設 備

図書室

電 動 式 集 密 棚 1台
電 動 式 集 密 書 架 1台

（７）図書

当研究所の図書室は経済学と関連分野の専門書、専門雑誌を多数所蔵しているが、近年の利用形態

の変化に伴い、2021年 3月末で閉室する。2021年 4月以降、貸し出しなど一部業務は研究支援室に
引き継がれる。

社研には 2つの文庫がある。一つ目は日本の代表的な社会学者・経済学者であり、本学経済学部附
属社会経済研究室時代の初代室長である高田保馬博士の著作および関連図書 134冊を収集した「高田
文庫」である。2つ目は世界的な経済学者として文化勲章を受け、戦後から 2000年代初めまで日本の
理論経済学研究活動の中心的な発信者のひとりであった森嶋通夫博士（本学・ロンドン大学名誉教授）

の著作物ならびに関連図書 114冊を所蔵している「森嶋文庫」がある。
また、文庫ではないが、初代所長で文化勲章を受けた安井琢磨博士所蔵の書籍、雑誌、ノート類や

校正原稿など 600点以上を 2020年 10月に整理しリスト化した。
(2021年 3月 31日現在)

区 分 図 書 冊 数（冊） 雑 誌 種 類 数（種）

和 書 13,711 665
洋 書 20,859 405

計 34,570 1,070

* 図書冊数には製本雑誌・視聴覚資料を含む。

（８）情報通信・電子計算機システム

本研究所のコンピュータネットワークシステムは、大阪大学総合情報通信システム（ODINS）を経
由して、インターネットに接続している。電子メールによる情報交換や、ファイルの送受信はもとよ

り、世界各国との共同研究のためにはなくてはならないシステムとなっている。

本研究所の電子計算機システムは、１台のファイルサーバ、１台の仮想サーバを設置しており、仮

想サーバにおいてWebサーバ、DHCPサーバ等を運用し、各教員研究室や端末室のコンピューターか
らネットワーク接続で利用している。また、このシステムではVPNサーバを設置しており、外部か
らのVPN接続の利便性を図っている。ファイルサーバには TeraStation TS3400RN1204、仮想サーバに
は PRIMERGYRX2530M2を使用している。
教員研究室や大学院生端末室のコンピューターからサーバに接続して、新しい経済モデルや統計手

法の開発および統計計算、回帰分析、経済理論モデルの推定とシミュレーション等の計算処理に使用

されている。ファイルサーバでは各種データや論文の格納、ファイルの共有による共同研究を効率的

に運用している。また、コンピュータネットワークを使用した経済実験も盛んに行われている。
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（６）施設・設備

施 設

研 究 棟 （ Ａ 棟 ） ＲＣ5階建延べ 2,009㎡ （平成 26年度竣工）
研 究 棟 （ Ｂ 棟 ） ＲＣ4階建延べ 986㎡ （昭和 61年度竣工）

計 － 2,995㎡ （平成 26年度竣工）
※平成 26年 3月A棟耐震改修工事が終了、安全性の向上及び国際共同研究用の研究室を増築
設 備

図書室

電 動 式 集 密 棚 1台
電 動 式 集 密 書 架 1台

（７）図書

当研究所の図書室は経済学と関連分野の専門書、専門雑誌を多数所蔵しているが、近年の利用形態

の変化に伴い、2021年 3月末で閉室する。2021年 4月以降、貸し出しなど一部業務は研究支援室に
引き継がれる。

社研には 2つの文庫がある。一つ目は日本の代表的な社会学者・経済学者であり、本学経済学部附
属社会経済研究室時代の初代室長である高田保馬博士の著作および関連図書 134冊を収集した「高田
文庫」である。2つ目は世界的な経済学者として文化勲章を受け、戦後から 2000年代初めまで日本の
理論経済学研究活動の中心的な発信者のひとりであった森嶋通夫博士（本学・ロンドン大学名誉教授）

の著作物ならびに関連図書 114冊を所蔵している「森嶋文庫」がある。
また、文庫ではないが、初代所長で文化勲章を受けた安井琢磨博士所蔵の書籍、雑誌、ノート類や

校正原稿など 600点以上を 2020年 10月に整理しリスト化した。
(2021年 3月 31日現在)

区 分 図 書 冊 数（冊） 雑 誌 種 類 数（種）

和 書 13,711 665
洋 書 20,859 405

計 34,570 1,070

* 図書冊数には製本雑誌・視聴覚資料を含む。

（８）情報通信・電子計算機システム

本研究所のコンピュータネットワークシステムは、大阪大学総合情報通信システム（ODINS）を経
由して、インターネットに接続している。電子メールによる情報交換や、ファイルの送受信はもとよ

り、世界各国との共同研究のためにはなくてはならないシステムとなっている。

本研究所の電子計算機システムは、１台のファイルサーバ、１台の仮想サーバを設置しており、仮

想サーバにおいてWebサーバ、DHCPサーバ等を運用し、各教員研究室や端末室のコンピューターか
らネットワーク接続で利用している。また、このシステムではVPNサーバを設置しており、外部か
らのVPN接続の利便性を図っている。ファイルサーバには TeraStation TS3400RN1204、仮想サーバに
は PRIMERGYRX2530M2を使用している。
教員研究室や大学院生端末室のコンピューターからサーバに接続して、新しい経済モデルや統計手

法の開発および統計計算、回帰分析、経済理論モデルの推定とシミュレーション等の計算処理に使用

されている。ファイルサーバでは各種データや論文の格納、ファイルの共有による共同研究を効率的

に運用している。また、コンピュータネットワークを使用した経済実験も盛んに行われている。

（９）編 集 室

1960（昭和35）年に米国ペンシルベニア大学経済学部と共同で創刊した International Economic Review
（IER）の編集に携わっている。国際的学術雑誌等の発行という編集室の業務は、研究発表の場を提
供することで、経済学発展の一端を担っているといえる。

（１０）経済実験ラボ

2002（平成 14）年 3月に本研究所 B棟 1階に第 1経済実験ラボ（72㎡）が、2008（平成 20）年
4月に第 2経済実験ラボ（54㎡）が稼働した。2015年（平成 27年）にクライアント PC・モニター
と 2台のサーバを含む周辺機器を最新の仕様に更新、2020年度（令和 2）にクライアント PCを更
新した。現在は、操作が他人から見えないように遮断された机（28台）（第一ラボ）、17台（第二
ラボ）にデスクトップ型パソコンが置かれ、専用サーバとネットワークで接続されている。

また、2012（平成 24）年 1月にモバイル実験システムが稼動した。このモバイル実験システムは、
無線ネットワーク環境でノートパソコンを使う移動式経済実験ラボである。2019年 2月にタブレッ
ト型ノートパソコン 30台に更新した。また 2020年度（令和 2）にオンライン経済実験に対応でき
るよう、oTree 及び z-Tree unleashed サーバを設置、また Qualtricsを使用したオンラインアンケー
トプラットフォームを導入した。

これらを用いて行われる経済実験は、コンピューターを用いて、実験経済学や行動経済学を基に

した経済環境下での被験者の意志決定により、経済環境の特性や人々の行動を明らかにする手法の

一つである。また、ラボの PCを用いて、実験用ソフトウェアを用いた授業が行われる。
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３．研 究 活 動

本研究所は、レフェリー制雑誌への論文掲載、引用ともに、日本の全経済系研究機関の中でトップ

クラスにあり、経済学研究における日本最高水準のパフォーマンスを示している。教員の論文は国際

査読誌に多数発表されている。また、多数の学術雑誌等の編集にも携わっている（International

Economic Review, Japan and the World Ecomomy, Review of Development Economics、法と経済学研

究）。

（１）研究領域・近年の研究テーマ

教 授 （ 2021 年 3 月 31 日現在）

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

青 柳 真 樹

（あおやぎ まさき）

東京大学工学部卒

Ph.D（ﾌﾟﾘﾝｽﾄﾝ大学（米国））

ゲーム理論

メカニズム・デザイン

(1) ネットワーク財

(2) プラットフォーム

(3) 繰り返しゲームにおける信念

(4) 戦略的不確実性

石 田 潤一郎

（いしだ じゅんいちろう）

ﾐｼｶﾞﾝ州立大学卒（米国）

Ph.D（ｳｨｽｺﾝｼﾝ大学（米国））

応用ミクロ経済学 (1) 動学的環境における学習モデル

(2) 評判形成のインセンティブ

芹 澤 成 弘

（せりざわ しげひろ）

筑波大学第一学群卒

Ph.D.（ﾛﾁｪｽﾀｰ大学（米国））

メカニズム・デザイン

ゲーム理論

(1) 投票モデル

(2) 公共財モデル

(3) 純粋交換経済モデル

(4) 割り当てモデル

(5) オークション・モデル

(6) マッチング・モデル

(7) 経済実験

敦 賀 貴 之

（つるが たかゆき）

早稲田大学政治経済学部卒

Ph.D.(ｵﾊｲｵ州立大学（米国）)

景気循環

マクロ経済学

応用時系列分析

(1) 物価変動

(2) 実質為替レート

(3) 不完全情報モデル

(4) 金融・財政政策の効果

花 木 伸 行

（はなき のぶゆき）

筑波大学第三学群卒

Ph.D.（ｺﾛﾝﾋﾞｱ大学（米国））

実験経済学

行動経済学

(1) マクロ金融

(2) 認知能力と戦略的行動

(3) 国際比較

(4) コミュニケーション

堀 井 亮

（ほりい りょう）

京都大学工学部卒

博士（経済学）（大阪大学）

経済成長理論

応用マクロ経済学（政策

・環境・人口・金融等）

(1) 長期の経済成長の持続可能性

(2) 知識蓄積と経済成長パターン

(3) 環境と経済成長・発展の相互関係

(4) 知的所有権・人口動態・教育・金融制度

などが経済成長に与える影響

松 島 法 明

（まつしま のりあき）

東京工業大学工学部卒

博士（工学）（東京工業大学）

応用ミクロ経済学
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経営の経済分析、

公共経済学）

戦略的相互依存関係を考慮した、企業活動に
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３．研 究 活 動
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・環境・人口・金融等）

(1) 長期の経済成長の持続可能性

(2) 知識蓄積と経済成長パターン

(3) 環境と経済成長・発展の相互関係

(4) 知的所有権・人口動態・教育・金融制度
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松 島 法 明
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戦略的相互依存関係を考慮した、企業活動に

関する理論分析（寡占理論とその応用）

特任教授（常勤）

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

ERASLAN HULYA KEVSER KUZUCU

(えらすらん ふるや けぶさー くずく)

Bilkent University

Ph.D.(Economics)

(University of Minnesota)

Political Economy,

Bargaining and Voting

and their applications

(1) dynamic implications of costly policy

change,

(2) multilateral bargaining with

asymmetric information,

(3) team and task design,

(4) operationalizing pseudo-market

mechanisms.

小 野 善 康

（おの よしやす）

東京工業大学工学部卒

博士（経済学）（東京大学）

マクロ経済学

国際マクロ経済学

貿易理論

(1) 国際的不況過程と経済政策

(2) 資産選好と不況

BRAGUINSKY SERGUEY

（ぶらぎんすきー せるげい）

USSR Academy of Sciences,Moscow

Ph.D. degree(Economics)

(Keio University)

economics of

institutions

Industry evolution, entrepreneurship,

innovation, growth and development;

economics of institutions

山 形 孝 志

（やまがた たかし）

立命館大学国際関係学部卒

Ph.D.（ﾏﾝﾁｪｽﾀｰ大学（英国））

計量経済学 Estimation and inference for panel data

models

准教授

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

ZHU LIANMING

(しゅ れんめい)

East China Normal University

博士（経済学）（横浜国立大学）

International Trade

Chinese Economy

Applied

Microeconometrics

(1) Globalization and its impact on local

economy

(2) Firm participation in global value

chains

(3) Place-based policies

(4) Program evaluations

特任准教授（常勤）

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

生 藤 昌 子

（いけふじ まさこ）

神戸市立外国語大学卒

博士（経済学）（大阪大学）

経済成長

環境経済学

(1)カタストロフィック・リスクと環境政策

(2)地震リスクと不動産価格

(3)温室効果ガス削減とその影響の緩和政策

(4)不況経済の環境政策
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講 師

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

DAO NGUYEN THANG

（だお ぐえん たん）

National Economics University

Ph.D. (Economics)

(Universite Catholique de Louvain)

Growth Theories,

Demographic

Economics,

Environmental and

Resource Economics

(1) Unified Growth Theory

(2) Demographic Transition in Developing

and Least Developed Countries

(3) Environmental and Resource Economics

YOO DONGHOON

(ゆー どんふん)

University of Utah

Ph.D. (Economics)

(University of Rome Tor Vergata)

Macroeconomics Information frictions, fluctuations,

behavioral macroeconomics

助 教

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

明 坂 弥 香

（あけさか みか）

関西学院大学経済学部卒

博士（経済学）（大阪大学）

労働経済学

行動経済学

応用ミクロ計量経済学

(1) 行動経済学パラメターの変化

(2) 最低賃金の引き上げが雇用・世帯所得に

与える影響

(3) 事業所内・事業所間賃金格差の変遷

(4) 妊娠初期の経済状況が新生児の健康に

与える影響

(5) 高齢夫婦の退職行動

(6)男女間の大学専攻学部の差の原因と結果

島 田 夏 美

（しまだ なつみ）

甲南大学経済学部卒

博士（社会工学）（筑波大学）

マーケットデザイン

実験経済学

(1) 情報開示に関する研究

(2) マッチングに関する研究

特任助教（常勤）

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

TSE TSZ KWAN

（しゃ しくん）

復旦大学経済学部卒

博士（経済学）（京都大学）

Experimental

Economics, Behavioral

Economics

(1) Cognitive ability and cooperation in

infinitely repeated public goods

games

(2) Strategy analysis on transboundary

cooperative behavior in infinitely

repeated public goods game

(3) Making Better Decision in financial

market: Human Forecaster vs.

Algorithmic Forecaster

特任研究員（常勤）

研 究 領 域 近 年 の 研 究 テ ー マ

DUAN JIEYI

（だん けついち）

西北政法大学民商法学部卒

博士（経済学）（大阪府立大学）

実験経済学

行動経済学

An experimental study

on quantitative easing
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（２）他機関との共同研究

年度別プロジェクト件数 （ 2021 年 3 月 31 日現在）

2018年度 2019年度 2020年度

プロジェクト件数
新規 34(18) 30(10) 42(27)

継続 38 63(9) 47(5)

合計（件数） 72(18) 93(19) 93(19)

相手先別プロジェクト件数

相手先機関（国公立大学） 43(16) 92(58) 113(76)

相手先機関（私立大学） 41(25) 42(24) 58(32)

相手先機関（海外） 39(8) 58(15) 92(35)

相手先機関（その他） 4(2) 5(3) 4(3)

相手先別プロジェクト合計 127(51) 197(100) 267(146)

相手先機関数

相手先機関（国公立大学） 26(16) 38(26) 28(20)

相手先機関（私立大学） 33(22) 31(18) 22(14)

相手先機関（海外） 35(8) 54(13) 74(24)

相手先機関（その他） 4(2) 6(3) 4(3)

相手先機関合計 98(48) 129(60) 128(61)

( )は共同利用・共同研究拠点としてのプロジェクトであり内数

○主な共同研究プロジェクト

・繰り返しゲームにおける信念についての研究

・内生的な情報獲得を考慮したコミュニケーションの研究

・関税政策と経済厚生

・割当問題における戦略抑制 domainの研究

・金融政策の効果に関する研究

・ Modeling Air-travel Booking Behavior and Industry Dynamics

・定常成長と技術進歩の方向

・購買行動情報を用いた価格差別の分析

・ Place-Based Policies and China's Special Economic Zone

・ Short Panel Data Models with Interactive effects

・大震災と不動産価格

・ Environmental change, local resource and slow demographic transition

・ Diagnostic Keynesian Cycles

・高齢夫婦の労働供給の補完性：法定退職年齢引き上げによる検証

・ Cognitive ability and cooperation in infinitely repeated public goods games

など 83件
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○共同研究先機関

信州大学、高知工科大学、京都大学、神戸大学、筑波大学、電気通信大学、東京大学、一橋大学、

関西大学、近畿大学、大阪産業大学、沖縄国際大学、大阪産業大学、龍谷大学、早稲田大学、名古屋

商科大学、京都産業大学、法政大学、関西学院大学、

University of California（アメリカ）、University of Birmingham (イギリス)、香港大学（中国・

香港）、New York University（アメリカ）、Northwestern University（アメリカ）、Singapore Management

University（シンガポール）、Varderbilt University (アメリカ）、

日本銀行

など 122機関

（３）研究論文の発表状況

（ 2021 年 3 月 31 日現在）

2018 年度 2019 年度 2020 年度

件数 37 43 50*

レフェリー付き 14 17 13*

○主な掲載雑誌等

Economic Inquiry, Economic Modelling, Energy Economics, Environmental Modeling & Assessment,

International Journal of Economic Theory, Japan and the World Economy, Journal of Econometrics,

Journal of Economic Dynamics and Control, Journal of Economic Theory, Journal of Industrial

Economics (2), Journal of Population Economics, Journal of the European Economic Association,

Management Science, Review of Behavioral Economics, Review of Industrial Organization (2),

Social Choice and Welfare, Strategic Management Journal, The Annals of Regional Science, The

Japanese Economic Review, The RAND Journal of Economics, Theoretical Economics

*他近刊 12 件（内レフェリー付 11 件）

（４）レフェリー経験数

（ 2021 年 3 月 31 日現在）

2020年度中に、本研究所研究スタッフは 78の学術誌に合計 240回レフェリーとして貢献した。こ

れは、本研究所スタッフの研究能力が広く学界に認められ、高い水準にあることを示したデータであ

ると言える。

○主な学術雑誌の例

・ American Economic Review

・ Economic Modelling

・ Economic Inquiry

・ Economic Theory

・ The European Journal of Finance

・ Journal of Economic Theory

・ Journal of Economics and Management Strategy

・ Management Science

・ Social Choice and Welfare

など計 78誌に 240回参加

2018 年度 2019 年度 2020 年度

雑誌数 49 48 78

回数 82 72 240
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2020年度中に、本研究所研究スタッフは 78の学術誌に合計 240回レフェリーとして貢献した。こ

れは、本研究所スタッフの研究能力が広く学界に認められ、高い水準にあることを示したデータであ
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など計 78誌に 240回参加

2018 年度 2019 年度 2020 年度

雑誌数 49 48 78
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（５）国内外の学会等での発表状況

（ 2021 年 3 月 31 日現在）

国内での学会等での発表件数

2018 年度 2019 年度 2020 年度

件数 27 44 28

海外での学会等での発表件数

2018 年度 2019 年度 2020 年度

基調・招待講演 7 2 2

口頭発表等 27 41 26
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経済・社会科学系４附置研究所 及びシンガポール国立大学経済学部、

香港大学経営経済学部の研究生産性比較調査（2020年）

1．はじめに
理系の多くの学問分野では、著作の被引用回数やレフェリー付きの国際学術誌への論文公刊数が、

研究成果を評価する上で一つの重要な目安になる。国際的には、経済学をはじめとする社会科学でも

同様である。論文や著書などの著作が引用されることは、その著作の重要性が第三者に認められてい

ると考えられ、被引用回数は著作の質の客観的な指標とされている。また、著名な国際学術誌への掲

載には厳しい審査があるため、そのような学術誌への論文掲載数も、質を重視した研究評価方法とし

て国際的なスタンダードになっている。

しかし、分野が違うと、論文掲載数や被引用回数の数値の意味も、大きな違いがある。スポーツに

例えると、サッカー選手とバスケット選手を年間得点数で比較しても意味がない。リーグで年間数十

点得点する選手は、サッカーではリーグ・ランキング上位に入るが、バスケットでは並の選手である。

サッカーでは年間試合数が少なく、数点しか入らない試合がほとんどである一方、バスケットでは試

合数も多くかつ100点以上入る試合もあるからである。同じことが違う学術分野の比較にも言える。分
野によって、引用スピード、学術誌数、さらに学術誌の年間掲載論文数や採択率も大きく異なる。分

野間で学術誌数や論文数が違えば、当然、引用回数も違う。実際、被引用数データを提供しているト

ムソン・ロイター学術情報事業も、異分野間の被引用数比較に注意を促している。1

そこでこの調査では、大阪大学社会経済研究所と、日本国内の他の経済・社会科学系附置研究所、

すなわち東京大学社会科学研究所、一橋大学経済研究所、京都大学経済研究所の研究業績を、著名国

際学術誌に掲載された論文数と被引用回数をもとに比較してみた。シンガポール国立大学は2020年タ
イムズ・ハイアー・エデュケーション発表の大学ランキングで、世界第25位の大学、香港大学は世界
第35位の大学である。大阪大学社会経済研究所と3附置研究所の研究生産性を国際的なレベルで把握す
るために、シンガポール国立大学経済学部、香港大学経営経済学部とも比較した。

以下、研究業績の比較方法とその結果を説明する。

2．各部局所属研究者のリスト
各部局の研究業績は、その部局に所属する研究者の研究業績に基づいて計算される。どの範囲まで

それぞれの部局に所属する研究者と見なすべきかで、結果が変わる可能性があるので注意する必要が

ある。本調査では、その範囲を以下のように定めた。

比較対象とする部局には、専任の研究者以外にも、一時的に所属する研究者や他の機関の研究者が、

客員研究員、兼任教員、特任教員、特命教員などのポストで所属している場合がある。そのような研

究者の研究業績は、その部局本来の研究業績とは考えられないものが多いため、本調査では、所属す

る研究者のリストからそれらの研究者を除き、専任教員に絞ることにした。

助教などの教員用ポストで、研究・教育サポート要員が雇用されている場合もある。そのような要

員を研究者のリストから除くことが本来望ましい。しかし、研究・教育サポート要員と研究を本務と

する研究者を区別することが難しい場合があり、個別に判断すると恣意的になってしまう危険もある。

そのため、本調査では、一律に専任助教以上の研究者を対象とすることにした。2

以上の判断から、本調査では、「部局に所属する研究者」を、「2020年４月１日時点、各部局HP
に掲載されている専任の助教以上の研究者」とした。3

ただし、複数の大学に正規の教員として雇用されるクロスアポイントメント契約の教員については、

調査対象部局へのウェイトが高い教員のみを、研究者リストに入れることにした。

3．国際的著名学術誌掲載数による比較
3.1. 国際的著名学術誌のリストと計算方法
論文掲載数による業績比較の結果は、研究業績を計算する学術誌のリストに左右される。研究業績

1 トムソン・ロイター学術情報事業、「研究評価のためのビブリオメトリックス手法」、2014年。
2 助教と似た「助手」というポストもある。かつて助手は教員用ポストであった。しかし、現在では、研究・教育
サポート要員のためのポストであることが多いため、この調査においては研究者のリストから除くことにした。
3 各部局のHPで調べた後、それぞれの部局の教員にmailで問い合わせ、確認した。
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経済・社会科学系４附置研究所 及びシンガポール国立大学経済学部、

香港大学経営経済学部の研究生産性比較調査（2020年）

1．はじめに
理系の多くの学問分野では、著作の被引用回数やレフェリー付きの国際学術誌への論文公刊数が、

研究成果を評価する上で一つの重要な目安になる。国際的には、経済学をはじめとする社会科学でも

同様である。論文や著書などの著作が引用されることは、その著作の重要性が第三者に認められてい

ると考えられ、被引用回数は著作の質の客観的な指標とされている。また、著名な国際学術誌への掲

載には厳しい審査があるため、そのような学術誌への論文掲載数も、質を重視した研究評価方法とし

て国際的なスタンダードになっている。

しかし、分野が違うと、論文掲載数や被引用回数の数値の意味も、大きな違いがある。スポーツに

例えると、サッカー選手とバスケット選手を年間得点数で比較しても意味がない。リーグで年間数十

点得点する選手は、サッカーではリーグ・ランキング上位に入るが、バスケットでは並の選手である。

サッカーでは年間試合数が少なく、数点しか入らない試合がほとんどである一方、バスケットでは試

合数も多くかつ100点以上入る試合もあるからである。同じことが違う学術分野の比較にも言える。分
野によって、引用スピード、学術誌数、さらに学術誌の年間掲載論文数や採択率も大きく異なる。分

野間で学術誌数や論文数が違えば、当然、引用回数も違う。実際、被引用数データを提供しているト

ムソン・ロイター学術情報事業も、異分野間の被引用数比較に注意を促している。1

そこでこの調査では、大阪大学社会経済研究所と、日本国内の他の経済・社会科学系附置研究所、

すなわち東京大学社会科学研究所、一橋大学経済研究所、京都大学経済研究所の研究業績を、著名国

際学術誌に掲載された論文数と被引用回数をもとに比較してみた。シンガポール国立大学は2020年タ
イムズ・ハイアー・エデュケーション発表の大学ランキングで、世界第25位の大学、香港大学は世界
第35位の大学である。大阪大学社会経済研究所と3附置研究所の研究生産性を国際的なレベルで把握す
るために、シンガポール国立大学経済学部、香港大学経営経済学部とも比較した。

以下、研究業績の比較方法とその結果を説明する。

2．各部局所属研究者のリスト
各部局の研究業績は、その部局に所属する研究者の研究業績に基づいて計算される。どの範囲まで

それぞれの部局に所属する研究者と見なすべきかで、結果が変わる可能性があるので注意する必要が

ある。本調査では、その範囲を以下のように定めた。

比較対象とする部局には、専任の研究者以外にも、一時的に所属する研究者や他の機関の研究者が、

客員研究員、兼任教員、特任教員、特命教員などのポストで所属している場合がある。そのような研

究者の研究業績は、その部局本来の研究業績とは考えられないものが多いため、本調査では、所属す

る研究者のリストからそれらの研究者を除き、専任教員に絞ることにした。

助教などの教員用ポストで、研究・教育サポート要員が雇用されている場合もある。そのような要

員を研究者のリストから除くことが本来望ましい。しかし、研究・教育サポート要員と研究を本務と

する研究者を区別することが難しい場合があり、個別に判断すると恣意的になってしまう危険もある。

そのため、本調査では、一律に専任助教以上の研究者を対象とすることにした。2

以上の判断から、本調査では、「部局に所属する研究者」を、「2020年４月１日時点、各部局HP
に掲載されている専任の助教以上の研究者」とした。3

ただし、複数の大学に正規の教員として雇用されるクロスアポイントメント契約の教員については、

調査対象部局へのウェイトが高い教員のみを、研究者リストに入れることにした。

3．国際的著名学術誌掲載数による比較
3.1. 国際的著名学術誌のリストと計算方法
論文掲載数による業績比較の結果は、研究業績を計算する学術誌のリストに左右される。研究業績

1 トムソン・ロイター学術情報事業、「研究評価のためのビブリオメトリックス手法」、2014年。
2 助教と似た「助手」というポストもある。かつて助手は教員用ポストであった。しかし、現在では、研究・教育
サポート要員のためのポストであることが多いため、この調査においては研究者のリストから除くことにした。
3 各部局のHPで調べた後、それぞれの部局の教員にmailで問い合わせ、確認した。

を適切に比較するために、リストに経済学の分野で実際に評価の高い学術誌が含まれている必要があ

る。また、特定の大学の研究者が掲載しやすい学術誌がリストに含まれていると、その大学に有利な

比較結果になってしまう。それを避けるために、学術誌リストの作成に際して、中立性にも留意しな

ければならない。そのため、この調査では、学術研究の評価でスタンダードなデータベースをもとに、

一定の基準でできるだけ機械的に学術誌リストを作成した。

クラリベイト・アナリティクスのWeb of Scienceは、旧トムソン・ロイター社以来4、多くの分野の

学術研究の評価で広く利用されているデータベースであり、この調査でもWeb of Scienceを利用した。
Web of Scienceでは、各分野の引用データに基づいた学術誌の評価指標として AIS (Article Influence
Score)を公表している。経済学分野の学術誌のAISランキングは、短期間でも大きな変動があるため、
この調査では、過去 10年間（2010年から 2019年まで）の年間ランキングに基づいて、次のように
「TOP20」、「TOP50」、「TOP100」、「TOP200」というリストを作成した。
経済学TOP20: 10年間に、上位 20位以内に４回以上入った学術誌のリスト（22誌）
経済学TOP50: 10年間に、上位 50位以内に４回以上入った学術誌のリスト（53誌）
経済学TOP100: 10年間に、上位 100位以内に４回以上入った学術誌のリスト（109誌）
経済学TOP200: 10年間に、上位 200位以内に５回以上入ったか、または上記の

「経済学TOP100」に入る学術のリスト（合計 202誌）
これら４つの学術誌リストは附録に記載してある。ただし、この調査では、研究論文評価のために

学術誌の審査機能に着目しているので、依頼論文が中心である学術誌、また一般投稿を受け付けてい

ない学術誌をリストから排除してある。5

経済学 TOP20に含まれるのは、経済学分野を代表する文字どおりトップ・ジャーナルである。経済
学TOP50のリストには、経済学の上位総合誌とともに、経済学の各専門領域のトップの学術誌が入っ
ている。経済学 TOP 100のリストには、加えて、各専門領域の上位学術誌が入っている。
経済学 TOP200には、さらに多様な学術誌が含まれている。日本固有の経済現象を扱っている論文
を多く掲載している Journal of the Japanese and International Economiesも、経済学 TOP200に含まれてい
る。ランキング上位の学術誌のほとんどは欧米で編集されているので、日本固有の経済現象に関する

論文などは、掲載されにくい傾向がある。経済学TOP200ではそのような論文も一部カウントされて
いる。

高いランキングの学術誌のリストの方が、一般に論文掲載の審査基準は高くなっており、質の高い

研究の指標に適している。しかし、学術誌は、単に質の高さだけではなく、独自の編集方針に従って

論文を審査するので、質の高い論文でも、編集方針に合わない論文は審査で却下される場合がある。

低いランキングの学術誌はそのような論文も含んでいる。そのため、４つの学術誌リストを併用する

ことより、多面的な業績評価が可能になる。

本調査の比較対象となった部局には、経済学以外の分野の研究者も所属している。特に、東京大学

社会科学研究所は、社会学、政治学や法学など経済学以外の分野の研究者が多く所属している。香港

大学経営経済学部も、1) Economics、2) Finance、3) Management and Strategy、4)Accounting and Law、
5)Marketing、6) Innovation and InformationManagementの６領域があり、多様な分野の研究者が所属し
ている。そのような研究者の研究業績をカウントするために、経済学の隣接分野を含んだ「拡張リス

ト」を次のように作成した。

拡張リスト： 経済学 TOP200に含まれている学術誌に加えて、Web of Science の SSCI (Social
Sciences Citation Index) の Business (152誌)、Business, Finance (108誌)、Management (226誌)、Law (154
誌)、Sociology (150誌)、History (100誌)、History of Social Sciences (34誌)、Political Science (180
誌)、Industrial Relations& Labor (30誌)、Area Studies (77誌)、International Relations (95誌)、Urban Studies
(42誌)、および SCI (Sciences Citation Index) のOperation Research&Management Sciences (83誌)、
Statistics& Probability (124誌) に分類されている学術誌

4 2016年 10月にトムソン・ロイター IP&Science事業部が、クラリベイト・アナリティクスとして独立し、Web
of Scienceなどのサービスを提供している。
5 各学術誌のウェブ・サイトを調べた結果、この基準により、Brooking Papers on EconomicActivity、Economic Policy、
Journal of Economic Literature、Journal of Economic Perspectives、Annual Review of Economics、National Tax Journal、
OxfordReview of Economic Policyを排除した。
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経済学以外の研究者が多く所属している部局は、経済学TOP20、TOP50、TOP100、TOP200という
経済学学術誌中心のリストでの業績比較では不利になっている。しかし、上記のように、拡張リスト

が含む経済学以外の学術誌の数は、経済学 TOP200（202誌）よりもはるかに多くなっている。さらに、
経済系リストは、一定以上のランキングの学術誌だけを選定したが、拡張リストは、Web of Science の
経済学隣接分野の学術誌をランキングにかかわらず全て含んでいる。したがって、拡張リストの学術

誌への論文掲載数比較では、経済学以外の研究者の不利益がかなり緩和されていると考えられる。

3.2. 論文掲載数の計算方法
共同研究として発表された論文は、論文に記載されている著者数で割ってカウントした。例えば、

ある研究者が３人の共同論文を掲載すれば、1/3本とカウントした。学術誌に掲載された文章でも、
editorとしての執筆やBookReviewなどは研究業績としてカウントしなかった。
以前に掲載された論文の間違いを訂正するCorrigendumは論文としてカウントしなかった。（まず

Aという論文が掲載され、その後Aの間違いが見つかり、それを訂正するために同じ著者によりBと
いう論文が掲載された場合には、Aを１本の論文としてカウントしたが、Bは論文としてカウントし
なかった。）以前の調査では Proceedingsへ掲載された論文をカウントしなかったが、今回の調査では
Proceedingsへの掲載もカウントした。6

3.3. 論文掲載数の計算期間
経済学で優れた研究業績を出すには、非常に長い研究期間が必要なことがある。例えば、審査期間

に１年以上、採択された論文が実際学術誌に掲載されるまでに、さらに１年以上かかることもある。

そのような分野の研究業績を比較するためには、できるだけ長い期間で論文掲載数を計算することが

望ましい。一方、計算期間があまりにも長いと、現在の研究活動を評価するためには不適切になる。

どちらの観点からでも、研究成果を測定できるように、上記の経済学 TOP20、TOP50、TOP100、TOP200
と拡張リストについて、各部局の論文掲載数を次の３期間で計算した。

(1) 2016年１月１日から 2020年 12月 31日の最近 5年間
(2) 2011年１月１日から 2020年 12月 31日の最近 10年間
(3) 2001年１月１日から 2020年 12月 31日の最近 20年間

3.4. 論文掲載数の計算結果
過去５年間、10年間、20年間での、各学術誌リストへの論文の掲載数は、下の表の通りである。
表で、「総数」は、各部局の論文掲載数の総和である。「一人当」は、各部局の一人当たりの論文数、

つまり「総数」を教員数で割った数値である。一人当たりの論文数は、部局間の規模の違いを考慮し

た研究業績の比較に適している一方、少数の研究者に数値が大きく左右されてしまう傾向がある。そ

のため、この調査では、中位値という統計値も併用する。「中位値」は、各部局の教員を論文数の多

い順にならべ、ちょうど中位にある教員の論文数である。表では、拡張リストの「一人当」の数値が

大きい順に、各部局（附属または附置されている大学名で表記）を並べている。

東京大学社会科学研究所は、経済学以外の研究者が多数所属しているので、拡張リストのみ、総数、

一人当、中位値を計算した。

「国内、合計、平均」の行の「拡張リスト」に対応する升目は、シンガポール（NUS）と香港大学
（HKU）を除いた日本の４附置研究所の合計、平均、中位値の統計値を記載している。その行の「拡
張リスト」以外に対応する升目は、さらに東京大学社会科学研究所を除いた日本の３附置研究所の合

計、平均、中位値の統計値を記載している。

「全体、合計、平均」の行の「拡張リスト」に対応する升目は、NUS、HKUと日本の４附置研究
所の合計、平均、中位値の統計値を記載している。その行の「拡張リスト」以外に対応する升目は、

東京大学社会科学研究所を除いた６部局の合計、平均、中位値の統計値を記載している。

6 この基準により、以前の調査ではカウントしていなかったAmericanEconomic ReviewのProceedings号（例
年、５月に発行される号）への論文を、今回の調査ではカウントしている。
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経済学以外の研究者が多く所属している部局は、経済学TOP20、TOP50、TOP100、TOP200という
経済学学術誌中心のリストでの業績比較では不利になっている。しかし、上記のように、拡張リスト

が含む経済学以外の学術誌の数は、経済学 TOP200（202誌）よりもはるかに多くなっている。さらに、
経済系リストは、一定以上のランキングの学術誌だけを選定したが、拡張リストは、Web of Science の
経済学隣接分野の学術誌をランキングにかかわらず全て含んでいる。したがって、拡張リストの学術
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3.3. 論文掲載数の計算期間
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(3) 2001年１月１日から 2020年 12月 31日の最近 20年間

3.4. 論文掲載数の計算結果
過去５年間、10年間、20年間での、各学術誌リストへの論文の掲載数は、下の表の通りである。
表で、「総数」は、各部局の論文掲載数の総和である。「一人当」は、各部局の一人当たりの論文数、

つまり「総数」を教員数で割った数値である。一人当たりの論文数は、部局間の規模の違いを考慮し
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い順にならべ、ちょうど中位にある教員の論文数である。表では、拡張リストの「一人当」の数値が

大きい順に、各部局（附属または附置されている大学名で表記）を並べている。

東京大学社会科学研究所は、経済学以外の研究者が多数所属しているので、拡張リストのみ、総数、

一人当、中位値を計算した。

「国内、合計、平均」の行の「拡張リスト」に対応する升目は、シンガポール（NUS）と香港大学
（HKU）を除いた日本の４附置研究所の合計、平均、中位値の統計値を記載している。その行の「拡
張リスト」以外に対応する升目は、さらに東京大学社会科学研究所を除いた日本の３附置研究所の合

計、平均、中位値の統計値を記載している。

「全体、合計、平均」の行の「拡張リスト」に対応する升目は、NUS、HKUと日本の４附置研究
所の合計、平均、中位値の統計値を記載している。その行の「拡張リスト」以外に対応する升目は、

東京大学社会科学研究所を除いた６部局の合計、平均、中位値の統計値を記載している。

6 この基準により、以前の調査ではカウントしていなかったAmericanEconomic ReviewのProceedings号（例
年、５月に発行される号）への論文を、今回の調査ではカウントしている。 大阪大学社会経済研究所は、過去 5年間、10年間、20年間の期間において、ほとんどの学術誌リ
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ストで、一人当たりの論文数と中位値と両方の統計値で国内 1位である。（10年間における TOP20
のリストでは、例外的に 2位）この調査でとりあげた東京大学社会科学研究所、一橋大学経済研究所、
京都大学経済研究所は、日本国内でトップクラスの経済・社会科学系大学部局である。論文掲載数を

それらと比較して、大阪大学社会経済研究所は非常に高い数値を出していることから、論文掲載数で

評価して大阪大学社会経済研究所は国内トップの研究成果を出していると考えられる。

3つの表の中には、合計 2（一人当と中位値）＊３期間＊５リスト＝30の生産性の指標がある。しか
し、TOP20の中位値は、全ての期間で全ての部局がゼロである。残りの 27の生産性の指標値で、シ
ンガポール国立大学経済学部と香港大学経営経済学部と比較すると、大阪大学社会経済研究所は、18
の指標で 1位、7の指標で 2位である。2020年タイムズ・ハイアー・エデュケーション大学ランキン
グで世界第 25位のシンガポール国立大学経済学部、同ランキング 35位の香港大学経営経済学部の論
文掲載数と比較しても、このように大阪大学社会経済研究所は健闘していることから、大阪大学社会

経済研究所は、世界的に非常に高い研究成果を出していると言える。

一般に、一人当たりの論文数は、中位値よりも大きくかつその差は大きい。他部局と比較して、大

阪大学社会経済研究所の一人当たりの論文数と中位値は小さい。これは、同研究所の少数の突出した

研究者だけが高い成果を挙げているわけではなく、多数の教員が高い研究成果を出していることを意

味する。

4．被引用回数による比較
4.1. 被引用回数の計算方法
著作の被引用回数を次の方法で計算した。前節の国際著名学術誌掲載数の計算作業では、各研究者

の論文のリストを作成した。そのリストを使って、SSCI (Social Sciences Citation Index,Web of Science)
によって、各研究者の 2020年 12月 21日づけの被引用数を計算した。その後集計し、一人当たり被
引用回数と中位置を計算した。

4.2. 被引用回数の計算結果
下のグラフでは、６部局の一人当たり被引用回数と中位値を表している。さらに、（国内）4部局
（大阪大学社会経済研究所、東京大学社会科学研究所、一橋大学経済研究所、京都大学経済研究所）

の一人当たり被引用回数と中位値も、それぞれ横の直線と破線の高さで表している。

大阪大学社会経済研究所の被引用回数は、一人当たり被引用回数（178.15）でも、中位置（97.00）
でも国内1位である。国内４附置研究所全体の平均値一人当たり被引用回数110.90より50%以上高く、
中位値 16に至っては６倍である。このように、大阪大学社会経済研究所の被引用回数は、日本国内
において極めて卓越した位置にある。

一人当たり被引用回数を、シンガポール国立大学（227.59）、香港大学（443.12）と比較すると、大
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一人当たり被引用回数を、シンガポール国立大学（227.59）、香港大学（443.12）と比較すると、大

阪大学社会経済研究所はかなり低くなっている。しかし、この両大学の一人当たり被引用回数と中位

値の差は非常に大きく、中位値で比較すると、大阪大学社会経済研究所（97）は、シンガポール国立
大学と（49.50）と香港大学（44.50）の倍以上である。シンガポール国立大学と香港大学の一人当たり
被引用回数が非常に高いのは、少数の極めて高い被引用数をもつ研究者の影響が大きく、大阪大学社

会経済研究所の過半数の研究者は両大学の大多数の研究者よりも多くの被引用数があると推測でき

る。

5．まとめ
本稿では、経済学分野の国際的にスタンダードな研究業績比較方法である著名国際学術誌への論文

掲載数と被引用回数によって、大阪大学社会経済研究所を、日本国内の３経済・社会科学系附置研究

所、およびシンガポール国立大学経済学部、香港大学経営経済学部と比較した。

ここでとりあげた３附置研究所はいずれも日本国内において評判の高い研究機関であるが、それら

と比較しても非常に高い数値を出していることから、大阪大学社会経済研究所は日本国内では卓越し

た研究成果をあげていると考えることができる。

シンガポール国立大と香港大学の 2大学は、2020年タイムズ・ハイアー・エデュケーション大学ラ
ンキングで高ランキングの大学である。それらと比較しても遜色のない数値を出していることから、

大阪大学社会経済研究所は世界的にも非常に高い研究成果を出していると考えられる。
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〖附録：経済系学術誌リスト〗

著名国際学術誌論文掲載数で用いた TOP200のリストに含まれる学術誌は、以下の通りである。
TOP100､ TOP50､ TOP20のリストの学術誌はそれぞれ「*」､「**」､「***」で表示してある。
Agricultural Economics, American Economic Journal-Applied Economics***, American Economic
Journal-Economic Policy***, American Economic Journal-Macroeconomics***, American Economic
Journal-Microeconomics***, American Economic Review***, American Journal of Agricultural
Economics, American Journal of Health Economics*, American Law and Economics Review, Annual
Review of Financial Economics**, Annual Review of Resource Economics*, Applied Economic
Perspectives and Policy, Astin Bulletin, Australian Journal of Agricultural and Resource Economics, B E
Journal of Economic Analysis& Policy, Cambridge Journal of Economics, Cambridge Journal of Regions
Economy and Society*, Canadian Journal of Agricultural Economics-Revue Canadienne D
Agroeconomie, Canadian Journal of Economics-Revue Canadienne D Economique, Cesifo Economic
Studies, China Economic Review, Cliometrica, Ecological Economics*, Econometric Reviews*,
Econometric Theory**, Econometrica***, Econometrics Journal**, Economic Development and Cultural
Change*, Economic Development Quarterly, Economic Geography**, Economic History Review*,
Economic Inquiry*, Economic Journal***, Economic Record, Economic Systems Research*, Economic
Theory*, Economica*, Economics& Human Biology*, Economics& Politics, Economics and Philosophy,
Economics Letters, Economics of Education Review*, Economics of Energy & Environmental Policy,
Economics of Transition,
Economist-Netherlands, Economy and Society*, Emerging Markets Review, Empirical Economics,
Energy Economics*, Energy Journal*, Environmental & Resource Economics*, European Economic
Review*, European Journal of Health Economics, European Journal of Political Economy, European
Review of Agricultural Economics, European Review of Economic History, Europe-Asia Studies,
Experimental Economics**, Explorations in Economic History*, Federal Reserve Bank of St Louis
Review, Feminist Economics, Fiscal Studies, Food Policy*, Futures, Games and Economic Behavior*,
Geneva Risk and Insurance Review, German Economic Review, Health Economics*, IMF Economic
Review**, Industrial and Corporate Change*, Industry and Innovation, Information Economics and
Policy, Insurance Mathematics & Economics, International Economic Review**, International
Environmental Agreements-Politics Law and Economics, International Journal of Forecasting*,
International Journal of Game Theory, International Journal of Industrial Organization*, International
Labour Review, International Review of Law and Economics, International Tax and Public Finance,
Jcms-Journal of Common Market Studies*, Journal of Accounting & Economics***, Journal of African
Economies, Journal of Agrarian Change*, Journal of Agricultural and Resource Economics, Journal of
Agricultural Economics, Journal of Applied Econometrics**, Journal of Banking & Finance, Journal of
Business & Economic Statistics***, Journal of Comparative Economics, Journal of Consumer Affairs,
Journal of Development Economics**, Journal of Development Studies, Journal of Econometrics**,
Journal of Economic Behavior & Organization*, Journal of Economic Dynamics & Control*, Journal of
Economic Geography**, Journal of Economic Growth***, Journal of Economic History*, Journal of
Economic Inequality, Journal of Economic Psychology*, Journal of Economic Surveys*, Journal of
Economic Theory**, Journal of Economics, Journal of Economics &Management Strategy*, Journal of
Empirical Finance, Journal of Environmental Economics and Management**, Journal of Evolutionary
Economics, Journal of Finance***, Journal of Financial and Quantitative Analysis**, Journal of Financial
Econometrics*, Journal of Financial Economics***, Journal of Financial Stability, Journal of Forecasting,
Journal of Forest Economics, Journal of Health Economics**, Journal of Housing Economics, Journal of
Human Capital, Journal of Human Resources***, Journal of Industrial Economics*, Journal of
International Economics**, Journal of Labor Economics***, Journal of Law & Economics**, Journal of
Law Economics & Organization*, Journal of Macroeconomics, Journal of Mathematical Economics,
Journal of Monetary Economics***, Journal of Money Credit and Banking**, Journal of Pension
Economics & Finance, Journal of Policy Analysis and Management**, Journal of Political Economy***,
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Economic Inequality, Journal of Economic Psychology*, Journal of Economic Surveys*, Journal of
Economic Theory**, Journal of Economics, Journal of Economics &Management Strategy*, Journal of
Empirical Finance, Journal of Environmental Economics and Management**, Journal of Evolutionary
Economics, Journal of Finance***, Journal of Financial and Quantitative Analysis**, Journal of Financial
Econometrics*, Journal of Financial Economics***, Journal of Financial Stability, Journal of Forecasting,
Journal of Forest Economics, Journal of Health Economics**, Journal of Housing Economics, Journal of
Human Capital, Journal of Human Resources***, Journal of Industrial Economics*, Journal of
International Economics**, Journal of Labor Economics***, Journal of Law & Economics**, Journal of
Law Economics & Organization*, Journal of Macroeconomics, Journal of Mathematical Economics,
Journal of Monetary Economics***, Journal of Money Credit and Banking**, Journal of Pension
Economics & Finance, Journal of Policy Analysis and Management**, Journal of Political Economy***,

Journal of Population Economics*, Journal of Productivity Analysis, Journal of Public Economic Theory,
Journal of Public Economics**, Journal of Real Estate Finance and Economics, Journal of Real Estate
Research, Journal of Regional Science*, Journal of Regulatory Economics, Journal of Risk and
Insurance, Journal of Risk and Uncertainty**, Journal of The European Economic Association***,
Journal of The Japanese and International Economies, Journal of Transport Economics and Policy,
Journal of Transport Geography, Journal of Urban Economics**, Kyklos, Labour Economics*, Land
Economics*, Macroeconomic Dynamics, Marine Resource Economics, Mathematical Finance**, New
Political Economy*, Oxford Bulletin of Economics and Statistics*, Oxford Economic Papers-New Series*,
Papers in Regional Science, Pharmacoeconomics*, Post-Soviet Affairs, Public Choice, QME-Quantitative
Marketing and Economics**, Quantitative Economics***, Quantitative Finance, Quarterly Journal of
Economics***, Rand Journal of Economics**, Real Estate Economics*, Regional Science and Urban
Economics*, Regional Studies, Resource and Energy Economics*, Review of Economic Design, Review of
Economic Dynamics**, Review of Economic Studies***, Review of Economics and Statistics***, Review
of Economics of The Household, Review of Environmental Economics and Policy**, Review of Finance**,
Review of Financial Studies***, Review of Income and Wealth, Review of Industrial Organization,
Review of International Economics, Review of International Organizations*, Review of International
Political Economy*, Review of World Economics, Scandinavian Journal of Economics*, Small Business
Economics, Social Choice and Welfare, Socio-Economic Review*, Southern Economic Journal, Spatial
Economic Analysis, Theoretical Economics**, Theory and Decision, Tijdschrift Voor Economische En
Sociale Geografie, Transport Policy, Transportation Research Part A-Policy and Practice*,
Transportation Research Part B-Methodological*, Transportation Research Part E-Logistics and
Transportation Review*, Value in Health*, Work Employment and Society, World Bank Economic
Review**,World BankResearchObserver**,World Development*,World Economy
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（７）研究業績

教授 青柳 真樹 AOYAGI, Masaki

研究領域：ゲーム理論、メカニズム・デザイン

所属部門：理論経済学部門

【Research】
I work on the theory of mechanism design, theory of strategic decision making under externalities,
and economic experiments on strategic decision making and beliefs in various contexts. As for
mechanism design, I am particularly interested in mechanisms in a dynamic environment,
information revelation mechanisms, and mechanisms that connect agents under various forms of
externalities. Below are abstracts of some of my recent papers.

1. Matching Strategic Agents on a Two-Sided Platform
A platform matches agents from two sides of a market to create a trading opportunity between
them. The agents subscribe to the platform by paying subscription fees which are contingent on
their reported private types, and then engage in strategic interactions with their matched
partner(s). A matching mechanism of the platform specifies the subscription fees as well as the
matching rule which determines the probability that each type of agent on one side is matched
with each type on the other side. We characterize optimal matching mechanisms which induce
truthful reporting from the agents and maximize the subscription revenue. We show that the
optimal mechanisms for a one-to-one trading platform match do not necessarily entail assortative
matching, and may employ an alternative matching rule that maximizes the extraction of
informational rents of the higher type. We then study an auction platform that matches each
seller to two agents, and show that the optimal mechanism entails the combination of negative
and positive assortative matching.

2. Designing a Platform Connecting Heterogeneous Agents
This paper studies the problem of a monopolistic platform which offers agents an opportunity to
connect with other agents. Agents have preferences over other agents, and value connection to
their preferred agents. The preferences are heterogeneous in the sense that the set of
preferred agents of one agent is independent from that of another agent. The platform solicits
agents' reports on their preferences and then forms groups of connected agents. We study
mechanisms which induces truth-telling in reporting and also induces subscription as a unique
equilibrium outcome. Under these requirements, we identify asymptotically optimal
mechanisms which almost fully extract the agents' informational rents as the market becomes
large.

3. Voluntary Redistribution Mechanism in Asymmetric Coordination Games
An inequality game is an asymmetric 2× 2 coordination game in which player 1 earns a
substantially higher payoff than player 2 except in the inefficient Nash equilibrium (NE). The two
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【Research】
I work on the theory of mechanism design, theory of strategic decision making under externalities,
and economic experiments on strategic decision making and beliefs in various contexts. As for
mechanism design, I am particularly interested in mechanisms in a dynamic environment,
information revelation mechanisms, and mechanisms that connect agents under various forms of
externalities. Below are abstracts of some of my recent papers.

1. Matching Strategic Agents on a Two-Sided Platform
A platform matches agents from two sides of a market to create a trading opportunity between
them. The agents subscribe to the platform by paying subscription fees which are contingent on
their reported private types, and then engage in strategic interactions with their matched
partner(s). A matching mechanism of the platform specifies the subscription fees as well as the
matching rule which determines the probability that each type of agent on one side is matched
with each type on the other side. We characterize optimal matching mechanisms which induce
truthful reporting from the agents and maximize the subscription revenue. We show that the
optimal mechanisms for a one-to-one trading platform match do not necessarily entail assortative
matching, and may employ an alternative matching rule that maximizes the extraction of
informational rents of the higher type. We then study an auction platform that matches each
seller to two agents, and show that the optimal mechanism entails the combination of negative
and positive assortative matching.

2. Designing a Platform Connecting Heterogeneous Agents
This paper studies the problem of a monopolistic platform which offers agents an opportunity to
connect with other agents. Agents have preferences over other agents, and value connection to
their preferred agents. The preferences are heterogeneous in the sense that the set of
preferred agents of one agent is independent from that of another agent. The platform solicits
agents' reports on their preferences and then forms groups of connected agents. We study
mechanisms which induces truth-telling in reporting and also induces subscription as a unique
equilibrium outcome. Under these requirements, we identify asymptotically optimal
mechanisms which almost fully extract the agents' informational rents as the market becomes
large.

3. Voluntary Redistribution Mechanism in Asymmetric Coordination Games
An inequality game is an asymmetric 2× 2 coordination game in which player 1 earns a
substantially higher payoff than player 2 except in the inefficient Nash equilibrium (NE). The two

players may have either common or conflicting interests over the two NE. This paper studies a
redistribution scheme which allows the players to voluntarily transfer their payoffs after the play of
an inequality game. We find that the redistribution scheme induces positive transfer from player
1 to player 2 in both common- and conflicting- interest games, and is particularly effective in
increasing efficient coordination and reducing coordination failures in conflicting-interest games.
We explain these findings by considering preferences that combine inequality aversion and
reciprocity, highlighting the importance of the sacrifice made by player 2 in achieving efficient
coordination in conflicting-interest games.

4. The Impact of Monitoring in Infinitely Repeated Games: Perfect, Public, and
Private

This paper uses a laboratory experiment to study the effect of the monitoring structure on the play
of the infinitely repeated prisoner's dilemma. Keeping the strategic form of the stage game fixed,
we examine the behavior of subjects when information about past actions is perfect (perfect
monitoring), noisy but public (public monitoring), and noisy and private (private monitoring).
We find that the subjects sustain cooperation in every treatment, but that their strategies differ
across the three treatments. Specifically, the strategies under imperfect monitoring are both more
complex and more lenient than those under perfect monitoring. The results show how the
changes in strategies across monitoring structures mitigate the effect of noise in monitoring on
efficiency.

5. Bertrand Competition under Network Externalities
Two firms engage in price competition to attract buyers located on a network. The value of the
good of either firm to any buyer depends on the number of neighbors on the network who adopt
the same good. When the size of externalities increases linearly with the number of adoptions,
we identify the set of pricing strategies that are consistent with an equilibrium in which one of the
firms monopolizes the market. The set includes marginal cost (MC) pricing as well as bipartition
pricing, which offers discounts to some buyers and charges markups to others. We show that
MC pricing fails to be an equilibrium under non-linear externalities in a general network, but
identify conditions for an equilibrium with bipartition pricing to be robust against perturbations in
the externalities from linearity. The analysis is applied to platform competition in a two-sided
market under local and approximately linear externalities.
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Tokyo
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研究領域：応用ミクロ経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】
研究領域は契約理論を中心とした応用ミクロ経済学および組織の経済学である。現在は，（１）制

度設計者のコミットメント能力が不完全な動学的環境でのインセンティブ設計と（２）創造的なイノ

ベーションを生み出す背後にある構造要因の理論分析を行っている。

（１）メカニズムデザインや契約理論といった分野では，制度設計者が最初に自らデザインした制度

（メカニズム）に完全にコミットできることが暗黙のうちに想定されている。しかし，戦略的関係

が長期にわたり，情報が次第に明らかになるような動学的環境においては，当初予定したメカニズ

ムが最適なものから逸脱する可能性が高く，こうした状況で当初のメカニズムにコミットし続ける

のは容易ではないことが想像される。こうした環境でのコミットメント能力が均衡での配分に与え

る影響について分析をし，何に対するコミットメントが重要なのかをあきらかにしたい。

（２）創造的なイノベーションがどのような環境で創出されるのか，その要因を明らかにするために

動学的な理論分析を行う。イノベーションの創出過程において鍵となるexploration（探索）と
exloitation（活用）のトレードオフを捉える理論枠組みとしてmulti-armed bandit problemを応用する。
どのような環境においてイノベーションが促進されるのか理解を深め有効な政策介入の手段につい

て考察を行う。

【学歴・職歴】
1995年 9月-2000年 5月 Unievrsity ofWisconsin-Madison (Ph.D in economics)
2000年 4月-2003年 3月 信州大学経済学部 講師
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2005年 4月-2007年 3月 大阪大学大学院国際公共政策研究科 助教授
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2009年 4月-2010年12月 大阪大学社会経済研究所 准教授

2010年12月-現在 大阪大学社会経済研究所 教授
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33. “Efficiency and strategy-proofness in object assignment problems with multi demand preferences,” (with
Kazumura, T.) GAMES 2016 - Fifth World Congress of the Game Theory Society, 34. July 24 - 28, 2016,
Maastricht, The Netherlands.

34. “Efficiency and strategy-proofness in object assignment problems with multi demand preferences,” (with
Kazumura, T.) 2016 European Meeting of the Econometric Society, Aug 22 - 26, 2016, Geneva,
Switzerland.

35. “Strategy-Proofness and Efficiency for Non-Quasi-linear and Common-Tiered-Object Preferences:
Characterization of Minimum Price Rule,” (with Zhou, Y.) SMU WORKSHOP ON MECHANISM
DESIGN, Singapore, December 14-15, 2016.

36. “Equal Treatment of Equals and Strategy-proofness in Object Allocation with Non-quasi-linear
Preferences,” (with Kazumura, T. and Mishra, D.) Advances in Mechanism Design, NYUAD Campus,
Saadiyat Island, Abu Dhabi, December 17-19, 2016.

37. “Multi-object auction design: revenue maximization with equal treatment of equals and no no wastage,”
(with Kazumura, T. and Mishra, D.) Hitotsubashi-Osaka Market Design Workshop, Hitotsubashi
University, January 19, 2017.

38. “Multi-object Auction Design Accommodating Non-quasi-preferences: Revenue Maximization with Equal
Treatment of Equals and NoWastage,” (with Kazumura, T. and Mishra, D.) Osaka-Kyoto Microeconomic
Workshop, Osaka University, February 2, 2017.

39. “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (withKazumura, T. and Mishra,
D.) 2017Conference on Economic Design,York,United Kingdom, June 14-16, 2017

40. Minimum price Walrasian equilibrium for general preferences: Serial Vickrey algorithms,” (withYu Zhou)
13thEuropean (formerly Spain-Italy-Netherlands) Meeting on Game Theory, Paris, France, July 5-7, 2017

41. “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (withKazumura, T. and Mishra,
D.) 18th meeting of the Association for Public Economic Theory, Université Panthéon-Assas Paris II, July
10 -13, 2017

42. “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (withKazumura, T. and Mishra,
D.) 2017 EuropeanMeeting of the Econometric Society, Lisbon, Portugal, Aug 21 - 25, 2017

43. “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (withKazumura, T. and Mishra,
D.) Spain-Japan Meeting on Economic Theory, Department of Economics - Universidad Pablo de Olavide,
Seville, Spain, October 2 - 3, 2017

44. “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (withKazumura, T. and Mishra,
D.) 2017 Nanjing International Conference on Game Theory & the Fourth Microeconomics Workshop,
Institute for Social and Economic Research, Nanjing Audit University, Nanjing, China, November 18 - 19,
2017

45. “Minimum price Walrasian equilibrium for general preferences: Serial Vickrey mechanisms,” 2018
Conference on Mechanism and Institution Design (Durham University Business School, United Kingdom)
12May 2018 - 13May 2018

46. “Strategy-Proof Multi-Object Allocation: Ex-post Revenue Maximization with no Wastage,” (with
Kazumura, T. and Mishra, D.) The 3rd Glasgow workshop on Mechanism Design and Behavioural
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Economics, (GlasgowUniversity, United Kingdom) 18May 2018 - 19May 2018
47. “Minimum price Walrasian equilibrium for general preferences: Serial Vickrey mechanisms,” International

Conference on Public Economic Theory 2018, Hue, Viet Nam, 6-8 June, 2018
48. “Strategy-proof multi-object allocation: Ex-post revenue maximization with no wastage,” (with T.

Kazumura, D. Mishra), The 14th Meeting of the Society for Social Choice and Welfare, Seoul National
Universiy, Seoul, 14-17 June 2018

49. “Strategy-proof multi-object allocation: Ex-post revenue maximization with no wastage,” North American
SummerMeeting of the Econometric Society 2018,UCDavis, California, 21-24 June, 2018

50. “Strategy-ProofMulti-ObjectMechanismDesign: Ex-Post RevenueMaximization with Non-Quasiliner
Preferences,”HSI2018—4th Hitotsubashi Summer Institute, Microeconomic Theory, Hitotsubashi
University, Tokyo, 30-31 July 2018.

51. “Strategy-Proof Multi Object Allocation: Ex-post Revenue Maximization with no Wastage”, 2018
International Conference on Economic Theory andApplications, Chengdu, China, 18-20 July 2018

52. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,”Workshop on Information and Incentivesm, University ofMalaga, 15-16October 2018

53. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,” Conference in Honor of JohnWeymark, Vanderbilt University, April 13-14, 2019

54. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” 2019 Conference on Economic Design, Corvinus
University ofBudapest, Budapest, Hungary, June 12-14, 2019

55. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” The 19th Annual SAET Conference, Ischia,
Italy, June 30th-July 6th, 2019.

56. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” 2019 NANJING INTERNATIONAL
CONFERENCE ON GAME THEORY & THE SIXTH MICROECONOMICS WORKSHOP, Nanjing
Audit University, Nanjing, CHINA, September 21-23, 2019

57. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” III SPAIN-JAPAN MEETING ON
ECONOMICTHEORY, Granada, November 7-8, 2019

（２）最近の国内学会での発表

1. 第 18回DCコンファレンス（ＴＣＥＲミクロコンファレンス）関西大学千里山キャンパス、2012
年 9月 15日、16日
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (with .Morimoto, S.)

（３）最近のセミナー・ワークショップでの発表

1. 一橋大学、経済研究所、2008年 12月 9日
“An Impossibility Theorem inmatching problems” (With Takagi, S.)

2. 京都大学、経済研究所、2009年 2月 19日
“Auction for Public Construction with Corner-Cutting” (with Akai,K. and Saijo, T.)

3. School of Economics and Finance, The University ofHong Kong, October 03, 2012
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

4. 東京大学、経済学研究科、2013年 6月 11日
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

5. Department of Economics, National University of Singapore, October 22, 2013
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

6. School of Economics, Stanford University, January 14, 2014
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Economics, (GlasgowUniversity, United Kingdom) 18May 2018 - 19May 2018
47. “Minimum price Walrasian equilibrium for general preferences: Serial Vickrey mechanisms,” International

Conference on Public Economic Theory 2018, Hue, Viet Nam, 6-8 June, 2018
48. “Strategy-proof multi-object allocation: Ex-post revenue maximization with no wastage,” (with T.

Kazumura, D. Mishra), The 14th Meeting of the Society for Social Choice and Welfare, Seoul National
Universiy, Seoul, 14-17 June 2018

49. “Strategy-proof multi-object allocation: Ex-post revenue maximization with no wastage,” North American
SummerMeeting of the Econometric Society 2018,UCDavis, California, 21-24 June, 2018

50. “Strategy-ProofMulti-ObjectMechanismDesign: Ex-Post RevenueMaximization with Non-Quasiliner
Preferences,”HSI2018—4th Hitotsubashi Summer Institute, Microeconomic Theory, Hitotsubashi
University, Tokyo, 30-31 July 2018.

51. “Strategy-Proof Multi Object Allocation: Ex-post Revenue Maximization with no Wastage”, 2018
International Conference on Economic Theory andApplications, Chengdu, China, 18-20 July 2018

52. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,”Workshop on Information and Incentivesm, University ofMalaga, 15-16October 2018

53. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,” Conference in Honor of JohnWeymark, Vanderbilt University, April 13-14, 2019

54. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” 2019 Conference on Economic Design, Corvinus
University ofBudapest, Budapest, Hungary, June 12-14, 2019

55. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” The 19th Annual SAET Conference, Ischia,
Italy, June 30th-July 6th, 2019.

56. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” 2019 NANJING INTERNATIONAL
CONFERENCE ON GAME THEORY & THE SIXTH MICROECONOMICS WORKSHOP, Nanjing
Audit University, Nanjing, CHINA, September 21-23, 2019

57. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,” III SPAIN-JAPAN MEETING ON
ECONOMICTHEORY, Granada, November 7-8, 2019

（２）最近の国内学会での発表

1. 第 18回DCコンファレンス（ＴＣＥＲミクロコンファレンス）関西大学千里山キャンパス、2012
年 9月 15日、16日
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (with .Morimoto, S.)

（３）最近のセミナー・ワークショップでの発表

1. 一橋大学、経済研究所、2008年 12月 9日
“An Impossibility Theorem inmatching problems” (With Takagi, S.)

2. 京都大学、経済研究所、2009年 2月 19日
“Auction for Public Construction with Corner-Cutting” (with Akai,K. and Saijo, T.)

3. School of Economics and Finance, The University ofHong Kong, October 03, 2012
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

4. 東京大学、経済学研究科、2013年 6月 11日
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

5. Department of Economics, National University of Singapore, October 22, 2013
“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization ofMinimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

6. School of Economics, Stanford University, January 14, 2014

“Strategy-proofness and Efficiency with Nonquasi-linear Preferences:A Characterization of Minimum Price
Walrasian Rule” (withMorimoto, S.)

7. Department of Economics,Nanjin University,November 20, 2015
“Efficiency and Strategy-Proofness in Object Assignment Problems with Multi Demand Preferences” (with
Kazumura, T.)

8. School of Economics, Shanghai University of Finace and Economics, November 24, 2015
“Efficiency and Strategy-Proofness in Object Assignment Problems with Multi Demand Preferences” (with
Kazumura, T.)

9. University of California, Berkley, Seminar: Microeconomic Theory, February 1, 2016, “When are
strategy-proof and efficient rules possible in object allocation withmoney?” (with Kazumura, T.)

10. Indian Statistical Institute, Economics and Planning Unit, Seminar, March 10 2016, “Efficiency and
strategy-proofness in object assignment problems with multi-demand preferences” (with Kazumura, T.)

11. Singapore Management University, School of Economics Seminar, March 29, 2016, “Efficiency and
strategy-proofness in object assignment problems with multi-demand preferences,” (with Kazumura, T.)

12. Northwesrern University, TheoryWorkshop, February 15, 2017.
“Multi-object Auction Design Accommodating Non-quasi-preferences: Revenue Maximization with Equal
Treatment of Equals and NoWastage,” (with Kazumura, T. andMishra,D.)

13. Microeconomic Seminar, Department of Economics, University of Oxford, Oxford, UK, November 3,
2017 “Multi-Object Auction Design: Revenue Maximization with no Wastage,” (with Kazumura, T. and
Mishra,D.)

14. “Minimum Price Walrasian Equilibrium for General Preferences: Serial Vickrey Mechanisms,” ITAM
Centro de Investigación Económica Seminar, Mexico, 2 February, 2018

15. “Strategy-Proof Multi-Object Allocation: Ex-Poste Revenue Maximization with no Wastage," Spring
2018 Seminar, Department of Economics, Vaderbilt University, Nashville, Tennesse, 12 February, 2018

16. "Strategy-Proof Multi-Object Allocation: Ex-post Revenue Maximization with No Wastage"
Microeconomics seminar, Korea University, Seoul, Korea, 12April 2018

17. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,” Market Design seminar, Stanford University, 17 September 2018

18. “Minimum Price Equilibrium in the Assignment Market,”MICROECONOMICS SEMINAR, Universidad
Carlos III atMadrid,Madrid, November 4, 2019

19. “Strategy-proof multi-object mechanism design: expost revenue maximization with non-quasilinear
preferences,” Economic Seminar,KennesawUniversity,November 18, 2019

【その他】

学会活動

1. 7th International Meeting of the Society for Social Choice andWelfare (ISER,Osaka University, JAPAN）
July 22 - July 25, 2004, Local Committee

2. 日本経済学会 2004年度秋季大会（岡山大学）2004年 9月 25、26日 プログラム委員

3. 日本経済学会 2008年度秋季大会（近畿大学）2008年 9月 14、15日 プログラム委員

4. 2009 Far East and South Asia Meeting of the Econometric Society (University of Tokyo) August 3-5, 2009,
ProgramCommittee

5. 日本経済学会 2010年度秋季大会（関西学院大学）2010年 9月 18、19日 プログラム委員

6. 11th International Meeting of the Society for Social Choice and Welfare (India Habitat Centre, New Delhi,
India)August 17 - August 20, 2012, ProgramCommittee

7. 日本経済学会 2012 年度秋季大会（九州産業大学）2012年 10月 7、8日 プログラム委員長

8. 13th International Meeting of the Society for Social Choice and Welfare (Lund University, Lund,
SWEDEN) June 28 - July 1, 2016, ProgramCommittee
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9. 2017Conference on Economic Design (York, United Kingdom) June 14-16, 2017, ProgramCommittee
10. 2018 Conference on Mechanism and Institution Design (Durham University Business School, United

Kingdom) 12May 2018 - 13May 2018
11. The 14th Meeting of the Society for Social Choice and Welfare, Seoul National Universiy, Seoul, 14-17

June 2018
12. 2018 International Conference on Economic Theory andApplications, Chengdu, China, 18-20 July 2018

学術誌のレフェリー

American Economic Journal: Microeconomics, Econometrica, Economic Theory, Games and Economic
Behavior, International Economic Review, International Journal of Economic Theory, Japanese Economic
Review, Journal of Economic Theory, Journal of Public Economic Theory, Mathematical Social Sciences,
Review of Economic Studies, Social Choice and Welfare, Theoretical Economics

教育活動

（１） 担当授業

2004年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（メカニズム・デザイン）
2005年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション理論入門）
2006年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション理論入門）
2007年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（オークション理論入門）
2008年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（オークション理論入門）
2009年度 経済学特論（オークション基礎理論１）、経済学特論（オークション基礎理論４）

2010年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論５）
2011年度 経済学特論（オークション基礎理論１）、経済学特論（オークション基礎理論５）

2012年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論５）
2013年度 経済学特論（オークション基礎理論６）、経済学特論（オークション基礎理論７）

2014年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論 1）
2015年度 経済学特論（オークション理論１）、経済学特論（オークション理論２）

2016年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論 1）
2017年度 経済学特論（オークション理論１）、経済学特論（オークション理論２）

2018年度 経済学特論（オークション理論）、ミクロ経済 II
2019年度 経済学特論（オークション理論 1）、（オークション理論 2）
2020年度 経済学特論（オークション理論）、ミクロ経済 II

（２） 研究員・大学院生の指導

（a）現在指導している大学院生
・ 酒井良祐（2016年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在D3
・ 篠崎弘毅（2017年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在 D2
・ 市田怜史（2019年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在M2
・ 若林優弥（2019年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在M1

（b）博士号を授与した学生
・ 若山琢磨（副査）、2007年 3月、  Essays onMechanism Design and Voting.”
・ 宇野浩司（副査）、2009年 3月、  Essays on the Nested Potential Game and its Application.”
・ 橋本和彦（主査）、2010年 3月、  Strategy-Proofness and Mechanism Design Theory.”
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9. 2017Conference on Economic Design (York, United Kingdom) June 14-16, 2017, ProgramCommittee
10. 2018 Conference on Mechanism and Institution Design (Durham University Business School, United

Kingdom) 12May 2018 - 13May 2018
11. The 14th Meeting of the Society for Social Choice and Welfare, Seoul National Universiy, Seoul, 14-17

June 2018
12. 2018 International Conference on Economic Theory andApplications, Chengdu, China, 18-20 July 2018

学術誌のレフェリー

American Economic Journal: Microeconomics, Econometrica, Economic Theory, Games and Economic
Behavior, International Economic Review, International Journal of Economic Theory, Japanese Economic
Review, Journal of Economic Theory, Journal of Public Economic Theory, Mathematical Social Sciences,
Review of Economic Studies, Social Choice and Welfare, Theoretical Economics

教育活動

（１） 担当授業

2004年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（メカニズム・デザイン）
2005年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション理論入門）
2006年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション理論入門）
2007年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（オークション理論入門）
2008年度 ミクロ経済学 II、経済学特論（オークション理論入門）
2009年度 経済学特論（オークション基礎理論１）、経済学特論（オークション基礎理論４）

2010年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論５）
2011年度 経済学特論（オークション基礎理論１）、経済学特論（オークション基礎理論５）

2012年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論５）
2013年度 経済学特論（オークション基礎理論６）、経済学特論（オークション基礎理論７）

2014年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論 1）
2015年度 経済学特論（オークション理論１）、経済学特論（オークション理論２）

2016年度 ミクロ経済学 I、経済学特論（オークション基礎理論 1）
2017年度 経済学特論（オークション理論１）、経済学特論（オークション理論２）

2018年度 経済学特論（オークション理論）、ミクロ経済 II
2019年度 経済学特論（オークション理論 1）、（オークション理論 2）
2020年度 経済学特論（オークション理論）、ミクロ経済 II

（２） 研究員・大学院生の指導

（a）現在指導している大学院生
・ 酒井良祐（2016年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在D3
・ 篠崎弘毅（2017年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在 D2
・ 市田怜史（2019年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在M2
・ 若林優弥（2019年度大学院経済学研究科博士前期課程入学）現在M1

（b）博士号を授与した学生
・ 若山琢磨（副査）、2007年 3月、  Essays onMechanism Design and Voting.”
・ 宇野浩司（副査）、2009年 3月、  Essays on the Nested Potential Game and its Application.”
・ 橋本和彦（主査）、2010年 3月、  Strategy-Proofness and Mechanism Design Theory.”

・ 初見健太郎（主査）、2010年 3月、  Essays Publicness: Apploaches from Theories ofGame and
Social Choice.”

・ 赤井研樹（主査）、2010年 3月、  Experimental Studies on Procurement Auctions, Emission
Trading Auctions and Morals.”

・ 森本脩平（主査）、2012年 3月、  Essays on Strategy-proof Resource Allocation and Collective
Decision Rules.”

・ 山川敬史（副査）、2012年 12月、 「被験者の協力行動に関する実験研究」
・ 西崎勝彦（副査）、2013年 2月、 “Toward Practical Mechanism Design: Essays on Secure

Implementation”
・ 舛田武仁（主査）、2014年 1月、 “Essays on Public Economics and Mechanism Design: Theory

and experiment”
・ 数村友也（主査）、2017年 3月、 “Auction Thoery with Non-quasi-linear Preferences”
・ YuZhou（主査）、2017年 3月、 “Essays on Applications ofMechanism Design and General

Equilibrium Theory”

（c）学術振興会特別研究員 PD・特任研究員などで受け入れた研究者
・ 藤中裕二（学術振興会特別研究員 PD、2007年 4月～2009年 3月）
・ Anup Pramanik（特任研究員、2014年 3月～2014年 10月）
・ Ryan Tierney（特任研究員、2015年 4月～2015年 7月）
・ Abdul Quadir （特任研究員、2015年 3月～2016年
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教授 敦賀 貴之 TSURUGA, Takayuki

研究領域：応用マクロ経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

私の研究領域は景気変動理論を中心とした応用マクロ経済学の理論およびその実証分析である。現

在は（１）不完全情報がマクロ経済に及ぼす影響、（２）物価変動、（３）金融・財政政策、金融危

機に関する政策対応等の経済政策、の3つの研究領域を中心に理論・実証の両面から分析を行っている。

（１）の研究領域は、不完全情報がマクロ経済の総供給関数にどのような影響を与えるかというマク

ロ経済学の伝統的な問題と関わりが深い。Dupor and Tsuruga (2005)では、粘着情報モデルと呼ばれる
総供給の理論分析に取り組み、粘着情報モデルの問題点を明らかにした。また、Dupor,Kitamura and
Tsuruga (2010)では、従来の粘着情報モデルを改善し、予測力に優れた総供給関数のモデルの提案を行
っている。この研究は、Crucini, Shintani, andTsuruga (2010) において、実質為替レートの分析にも応
用可能であることが示され、2国間の実質為替レートの予測に役立つモデルを提案している。最近の研
究では、Crucini, Shintani, andTsuruga (2015)において、同一の財・サービスの価格差の分析に不完全情
報の理論を応用し、アメリカ国内で観察された財・サービスの価格差がどこまで説明できるか等を議

論した研究もある。また、Shibata, Shintani andTsuruga (2019)では、これまでに蓄積された不完全情報
のモデルを経常収支動学の理論に応用した研究も行っている。

（２）の研究領域は、物価変動の決定メカニズムに関する実証分析である。具体的には、（１）で議

論した不完全情報の役割だけでなく、他の視点から物価、インフレ、地域間の価格差を分析する研究

を続けている。たとえば、Crucini, Shintani, and Tsuruga (2010, 2013) では、価格の変更頻度と財・サー
ビスの価格差（一物一価法則からのかい離）のボラティリティの間の関係に着目し、理論・実証分析

を行っている。具体的には、共通通貨を用いる地域間で観察される価格差（たとえば日本国内での都

市間の財・サービスの価格差）においては、価格の変更頻度が高い財ほど、価格差のボラティリティ

が大きくなることを理論・実証的に明らかにした。また、異なる通貨を用いる地域間の価格差（たと

えば、アメリカとヨーロッパの都市間の財・サービスの価格差）においては、理論的には、価格の変

更頻度と価格差のボラティリティは一般には非単調であることを示したうえで、実証的には、ほとん

どの財・サービスにおいて、一物一価からのかい離のボラティリティは価格の変更頻度が高まるにつ

れて上昇することを明らかにした。また、最近では、物価変動の決定メカニズムに行動経済学的な要

因を導入し、行動経済学的な価格付けが一物一価からのかい離や、購買力平価からのかい離に及ぼす

インパクトを実証的に分析した研究もある（Crucini, Shintani, and Tsuruga 2020）。

（３）マクロ経済学において中心的な課題である金融・財政政策の効果に関する研究や金融危機に直

面した経済政策の研究も行っている。Tsuruga (2007)では、標準的なニューケインジアンモデルを用い
て、なぜ緩和的な金融政策を実施しても物価やインフレが上昇するまでに長い時間がかかるのかにつ

いて、理論モデルの構築に取り組んだ。また、Huang,Katayama, Shintani, and Tsuruga (2019)では、賃金
変動が緩やかな粘着賃金モデルにおいて、最終財生産に用いられる労働と研究開発に用いられる労働

の二種類の労働を考慮し、金融政策の効果や賃金の変動パターンを分析している。この他にも最近で

は、財政政策の効果に関する理論・実証分析を行っている。具体的には、財政支出を貨幣発行でファ
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教授 敦賀 貴之 TSURUGA, Takayuki

研究領域：応用マクロ経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

私の研究領域は景気変動理論を中心とした応用マクロ経済学の理論およびその実証分析である。現

在は（１）不完全情報がマクロ経済に及ぼす影響、（２）物価変動、（３）金融・財政政策、金融危

機に関する政策対応等の経済政策、の3つの研究領域を中心に理論・実証の両面から分析を行っている。

（１）の研究領域は、不完全情報がマクロ経済の総供給関数にどのような影響を与えるかというマク

ロ経済学の伝統的な問題と関わりが深い。Dupor and Tsuruga (2005)では、粘着情報モデルと呼ばれる
総供給の理論分析に取り組み、粘着情報モデルの問題点を明らかにした。また、Dupor,Kitamura and
Tsuruga (2010)では、従来の粘着情報モデルを改善し、予測力に優れた総供給関数のモデルの提案を行
っている。この研究は、Crucini, Shintani, andTsuruga (2010) において、実質為替レートの分析にも応
用可能であることが示され、2国間の実質為替レートの予測に役立つモデルを提案している。最近の研
究では、Crucini, Shintani, andTsuruga (2015)において、同一の財・サービスの価格差の分析に不完全情
報の理論を応用し、アメリカ国内で観察された財・サービスの価格差がどこまで説明できるか等を議

論した研究もある。また、Shibata, Shintani andTsuruga (2019)では、これまでに蓄積された不完全情報
のモデルを経常収支動学の理論に応用した研究も行っている。
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を続けている。たとえば、Crucini, Shintani, and Tsuruga (2010, 2013) では、価格の変更頻度と財・サー
ビスの価格差（一物一価法則からのかい離）のボラティリティの間の関係に着目し、理論・実証分析

を行っている。具体的には、共通通貨を用いる地域間で観察される価格差（たとえば日本国内での都
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が大きくなることを理論・実証的に明らかにした。また、異なる通貨を用いる地域間の価格差（たと
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更頻度と価格差のボラティリティは一般には非単調であることを示したうえで、実証的には、ほとん

どの財・サービスにおいて、一物一価からのかい離のボラティリティは価格の変更頻度が高まるにつ

れて上昇することを明らかにした。また、最近では、物価変動の決定メカニズムに行動経済学的な要

因を導入し、行動経済学的な価格付けが一物一価からのかい離や、購買力平価からのかい離に及ぼす

インパクトを実証的に分析した研究もある（Crucini, Shintani, and Tsuruga 2020）。

（３）マクロ経済学において中心的な課題である金融・財政政策の効果に関する研究や金融危機に直

面した経済政策の研究も行っている。Tsuruga (2007)では、標準的なニューケインジアンモデルを用い
て、なぜ緩和的な金融政策を実施しても物価やインフレが上昇するまでに長い時間がかかるのかにつ

いて、理論モデルの構築に取り組んだ。また、Huang,Katayama, Shintani, and Tsuruga (2019)では、賃金
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イナンスした場合の効果に関する研究(Tsuruga andWake 2019)や、財政政策が地方経済に及ぼす影響を
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【学歴・職歴】

2000年 9月-2005年 6月 TheOhio State University (Ph.D in economics)
2005年 8月-2008年 3月 日本銀行金融研究所 エコノミスト

2008年 4月-2010年 3月 関西大学経済学部 准教授

2010年 4月-2016年 3月 京都大学大学院経済学研究科 准教授

2016年 4月-2017年 3月 内閣府社会経済研究所 主任研究官

2017年 4月-2017年 9月 京都大学大学院経済学研究科 准教授

2017年10月-現在 大阪大学社会経済研究所 教授

【主な発表論文名･著書名等】

学術論文（英文）

[1] “Sticky Information: The Impact of Different Information Updating Assumptions”, (withB.Dupor) Journal
ofMoney, Credit, and Banking, 37 (6), 2005, pp. 1143-1152.

[2] “The Hump-shaped Behavior of Inflation and aDynamic Externality,”European Economic Review, 51 (5),
2007, pp.1107-1125.

[3] “TheLaw of One Price without the Border: The Role of Distance versus Sticky Prices,” (withM. J. Crucini
andM. Shintani),Economic Journal, 120, 2010, pp 462-480.

[4] “Accounting for Persistence andVolatility of Good-level Real Exchange Rates: The Role of Sticky
Information,” (withM. J. Crucini andM. Shintani), Journal of International Economics, 81 (1), 2010, pp
48-60.

[5] “Integrating Sticky Prices and Sticky Information,” (withB. Dupor and T.Kitamura),Review of Economics
and Statistics, 92 (3), 2010, pp.657-669.

[6] “Do Sticky Prices Increase the Real Exchange Rate Volatility at the sector level?” (withM. J. Crucini andM.
Shintani),European Economic Review, 62, 2013, pp.58-72.

[7] “Real Exchange Rate Dynamics in StickyWageModels,” (withM. J. Crucini andM. Shintani),Economics
Letters, 123 (2), 2014, pp.160-163.

[8] “Noisy Information, Distance and Law of One Price Dynamics acrossUSCities,” (withM. J. Crucini andM.
Shintani), Journal ofMonetary Economics, 74, 2015, pp. 52-66.

[9] “The Safer, the Riskier:AModel of Financial Instability and Bank Leverage,” (withR.Kato),Economic
Modelling, 52, 2016, pp.71-77.

[10] “Prudential Capital Controls orBailouts? The Impact of Different Collateral Constraint Assumptions,’’ (with
M.Katagiri andR.Kato),Economic Theory, 63 (4), 2017, pp. 943-960.

[11] “Effects of Commodity Price Shocks on Inflation:ACrossCountry Analysis,” (withA. Sekine),Oxford
Economic Papers, 70 (4), 2018, pp. 1108-1135.

[12] “Current Account Dynamics under Information Rigidity and Imperfect Capital Mobility,” (withA. Shibata
andM. Shintani) Journal of InternationalMoney andFinance, 92, 2019, pp.153-176.

[13] “Money-financed Fiscal Stimulus: The Effects of Implementation Lag,” (wth S.Wake) Journal of
EconomicDynamics and Control, 104, 2019, pp.132-151.
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学術論文（和文）

[14]「ニューケインジアン・フィリップス曲線に関する実証研究の動向について」(武藤一郎氏との共
著)『金融研究』第27巻第2号、2008年、pp.65-100

[15] 「銀行理論と金融危機－マクロ経済学の視点から」（加藤涼氏との共著）『金融研究』第31巻第
4号、2012年、pp. 95-134

ワーキングペーパー

[16] ABehavioral Explanation for the Puzzling Persistence of theAggregate Real Exchange Rate,” (withM. J.
Crucini andM. Shintani) June 2020,NBERWorking Paper No. 27420.

[17] “Pecuniary Externalities, BankOverleverage andMacroeconomic Fragility,” (withR.Kato) ISER
Discussion Paper Series No. 1078,March 2020.

[18] “Sectoral Inflation Persistence,Market Concentration, and Imperfect CommonKnowledge,” (withR.Kato
andT.Okuda), ISERDiscussion Paper Series No. 1082.

[19] “Decomposing Local FiscalMultipliers: Evidence from Japan,” (withT.Kameda andR.Namba), October
2019, ISERDiscussion Paper No. 1065.

[20] “Sticky-WageModels andKnowledge Capital,” (withK. X. D.Huang,M.Katayama, andM. Shintani)
January 2019.

[21] “HowWell Do Sticky PriceModels Explain the Disaggregated Price Responses to Aggregate Technology
andMonetary Policy Shocks?” (with J. Nakajima andN. Sudo) September 2010.

[22] “Sources of Real Exchange Rate Fluctuations andDistorted Beliefs,” May 2010
[23] “Flattened Phillips Curve in Japan: The Role of Speed Limit Policies,” (withR.Kato) January 2009.
[24] “A Comment on Sticky Prices and Sectoral Real Exchange Rates: The Impact of Different Pricing

Assumptions” (withM. J. Crucini andM Shintani) July 2008.
[25] “Sticky Information under DynamicModels,” June 2005.

その他の論文・紀要・学位論文

[25]「粘着価格の経済モデルとマクロ経済学への含意」、2016年、『Economic& Social Research』No.14,
pp. 11-12

[26] “Essays on Sluggishness inMacroeconomics,” 2005, The Ohio State University, Ph.D. Dissertation.
[27] 「設備投資関数の理論を用いた投機的バブルの検証」『早稲田経済学研究』第 48号, 1999,

pp.147-165.

【参考】

学術誌のレフリー：Applied Economics, Applied Economics Letters, Asia-Pacific Financial Markets, China
Economic Review, Economic Inquiry, Economic Modelling, Economics Bulletin, European Economic Review,
International Journal of Finance and Economics, International Review of Economics and Finance, Japan and
the World Economy, Japanese Economic Review, Journal of Economic Dynamics and Control, Journal of Asian
Economics, Journal of Forecasting, Journal of Macroeconomics, Journal of Money, Credit and Banking,
Journal of the European Economic Association, Journal of the Japanese and International Economies,
Kanematsu Fellowship, Kyoto Economic Review, Macroeconomic Dynamics, Mathematical Social Sciences,
Metroeconomica, Pacific Economic Review, Review of International Economics, Review of Monetary and
Financial Studies, Review of World Economics, 「経済研究」(一橋大学), 「経済論叢」(京都大学),「経済
科学」(名古屋大学), 「現代経済学の潮流」(日本経済学会)
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[18] “Sectoral Inflation Persistence,Market Concentration, and Imperfect CommonKnowledge,” (withR.Kato
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[21] “HowWell Do Sticky PriceModels Explain the Disaggregated Price Responses to Aggregate Technology
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[22] “Sources of Real Exchange Rate Fluctuations andDistorted Beliefs,” May 2010
[23] “Flattened Phillips Curve in Japan: The Role of Speed Limit Policies,” (withR.Kato) January 2009.
[24] “A Comment on Sticky Prices and Sectoral Real Exchange Rates: The Impact of Different Pricing

Assumptions” (withM. J. Crucini andM Shintani) July 2008.
[25] “Sticky Information under DynamicModels,” June 2005.

その他の論文・紀要・学位論文

[25]「粘着価格の経済モデルとマクロ経済学への含意」、2016年、『Economic& Social Research』No.14,
pp. 11-12

[26] “Essays on Sluggishness inMacroeconomics,” 2005, The Ohio State University, Ph.D. Dissertation.
[27] 「設備投資関数の理論を用いた投機的バブルの検証」『早稲田経済学研究』第 48号, 1999,
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【参考】

学術誌のレフリー：Applied Economics, Applied Economics Letters, Asia-Pacific Financial Markets, China
Economic Review, Economic Inquiry, Economic Modelling, Economics Bulletin, European Economic Review,
International Journal of Finance and Economics, International Review of Economics and Finance, Japan and
the World Economy, Japanese Economic Review, Journal of Economic Dynamics and Control, Journal of Asian
Economics, Journal of Forecasting, Journal of Macroeconomics, Journal of Money, Credit and Banking,
Journal of the European Economic Association, Journal of the Japanese and International Economies,
Kanematsu Fellowship, Kyoto Economic Review, Macroeconomic Dynamics, Mathematical Social Sciences,
Metroeconomica, Pacific Economic Review, Review of International Economics, Review of Monetary and
Financial Studies, Review of World Economics, 「経済研究」(一橋大学), 「経済論叢」(京都大学),「経済
科学」(名古屋大学), 「現代経済学の潮流」(日本経済学会)

研究会・ワークショップ共同幹事：マクロ経済学研究会 (2011年－現在)、若手経済学者のためのマク
ロ経済学コンファレンス（2011－現在）、マクロ・コンファレンス (2017年－現在)
学会プログラム委員：日本経済学会 (2013年秋, 2020年春)、日本金融学会 (2013年春、2015年秋、2018
年秋)
学会座長：Far Eastern and SouthAsianMeeting of Econometric Society (2008年)、日本経済学会 (2011年
春、2017年秋、2018年秋, 2019年秋)、MidwestMacroeconomicMeeting (2012年秋、2014年秋)、日本
金融学会 (2014年春、2015年秋、2018年秋),AsianMeeting of Econometric Society (2019年)
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教授 花木 伸行 HANAKI, Nobuyuki

研究領域：実験経済学 行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】

実験経済学の手法を用いて、資産市場バブルの原因や、空売りやマージントレード、また、大規
模市場介入の効果や価格予測への影響の分析を行いつつ、「これまで実験・行動経済学がミクロレ
ベルで明らかにしてきた人間の限定合理的な行動のマクロ経済学的な含意は何か？」という問いに
応えることを中心に研究を進めている。

これまでに、人々の行動の間に戦略的な補完性が生じる時には、ミクロレベルの限定合理性が、
市場競争等の相互作用を通じてマクロレベルで打ち消されるのではなく、逆に増幅され、マクロ現
象が大きく振動する一方で、人々の行動に戦略的代替性が生じる際にはそうはならないことを非常
に単純なケースの理論分析と実験分析を用いて示した。ただし、この理論は一次元動学方程式で表
せるような設定であったため、現在は、これを２次元動学方程式に拡張したケースでの考察を進め
ています。また、これに加えて、実験参加者の認知能力や経験の差が実験結果にもたらす影響を明
確にするべく、大学生以外にも金融業界のプロフェッショナルや一般の方を対象とした実験も進め
ています。

【学歴・職歴】

1997年 3月 筑波大学第三学群国際関係学類卒業

2003年 5月 米国コロンビ大学 経済学博士課程修了（Ph.D.）
2003年 7月 ～ 2005年 5月 米国コロンビ大学地球研究所 ポストドクター研究員

2005年 6月 ～ 2011年 3月 筑波大学人文社会科学研究科 専任講師

（2009年 4月～2011年 3月 同研修休業）
2009年 9月 ～2015年 8月 仏国 エクス・マルセーユ大学 経済経営学部教授

2015年 9月 ～2019年 8月 仏国 ニース・ソフィアアンティポリス大学 経済経営学部教授

2019年 9月 ～現 在 大阪大学社会経済研究所教授

【主な発表論文名･著書名等】

１．学術論文

英語論文（査読付き学術誌発表論文）

1. Adrian Penalver, NobuyukiHanaki, Eizo Akiyama, Yukihiko Funaki, Ryuichiro Ishikawa “A
Quantitative Easing Experiment” Journal of Economic Dynamics and Control,Vol. 119,
103978, 2020
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教授 花木 伸行 HANAKI, Nobuyuki

研究領域：実験経済学 行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター
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教授 堀井 亮 HORII, Ryo

研究領域：経済成長理論、応用マクロ経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

私の専門は経済成長の理論研究とその応用です。具体的には、経済成長がどのようなメカニズムで

起こるのか（あるいは起こらないのか）や、環境・人口動態・金融などの要因とどのような関係にあ

るのかなどを研究しています。

経済成長とは、一人当たり実質所得（実質ＧＤＰ）が持続的に上昇することを意味します。現在、

最大の経済規模を持つアメリカ合衆国を例に挙げると、第 2次産業革命のあった 19世紀中頃から百
数十年にわたり、年率平均約 2パーセントで持続的に一人当たり実質所得は上昇してきました。この
ような成長がなぜ可能であったかを解明することが経済成長理論の目的の一つです。工場や設備のよ

うな物的資本の蓄積は経済成長の要因の一つですが、それだけでは長期の成長を説明できません。そ

のため私の研究では、新しい技術の開発や、それら技術への知識・ノウハウの蓄積、さらには教育に

よる人的資本の蓄積に注目し、これらの開発・蓄積がどのようなメカニズムで発生するか、様々な政

策や制度が長期の経済成長率や経済成長パターンにどのような影響を与えるか等を分析しています。

アメリカ合衆国の経済成長は、短期の経済変動を取り除けば極めて安定的でしたが、世界を見れば

必ずしもすべての国が順調に成長しているわけではありません。現在、先進国と発展途上国の間には

大きな所得格差がありますが、産業革命前は現在ほどの格差はありませんでした。現在の格差は、産

業革命以降うまく経済成長できた国々（先進国）とうまく成長できなかった国の間に発生したと言え

ます。世界的に見ればアメリカ・ヨーロッパ・日本のように順調に成長できた国は一部のみであった

とも言えます。そこで、多くの国がなぜ順調に成長できなかったのかという「成長の罠」のメカニズ

ムを解明することが、世界の現状を理解する上でも、今後の格差解決のための政策立案の上でも重要

になります。私のこれまでの研究では、教育・労働市場の摩擦・所得格差・環境悪化と健康の関連な

ど、様々な要因によって成長の罠が発生することを説明する経済モデルを構築しました。

次に時間軸において視野を広く取ってみましょう。先進国の経済成長は 19世紀中頃から安定的
であったと述べましたが、18世紀以前は、技術進歩があったにもかかわらず一人当たり所得はほとん
ど一定か、わずかな上昇しかありませんでした。つまり、長い歴史の中では一人当たり所得が持続的

に上昇する経済成長は、最近百数十年の出来事でしかないと言うことです。そのため、なぜ経済成長

が西欧で 19世紀に「始まった」のかを明らかにすることは重要な研究テーマです。私の過去の研究
では法制度の整備による金融取引の進展が技術進歩と成長のきっかけになると同時に、階層間の所得

格差と対立を発生させることを示しました。また最近の共同研究プロジェクトでは、産業革命の前に

あった商業革命に注目し、市場仲介の進展についても研究も行っています。

将来方向の時間軸に目を向けると、百数十年続いた経済成長が将来いつまで続くかということも重

要な問題です。経済成長と環境問題、特に自然災害の相互関連を分析した最近の論文では、環境政策

（環境税）の漸次的強化が将来の持続的成長に不可欠であることを示しました。また、更に長期の経

済成長を考える場合、そもそも経済成長が本質的にどのような現象であるかを問い直す必要がありま

す。これまでの統計ではアメリカの一人当たり所得が平均的には年率２％ずつ上昇してきましたが、

物質的生産・消費が非常に長い期間にわたって指数関数的に増加し続けるとは考えにくいからです（単

純計算では 1000年 2％成長が続いたとすると、生産は 5000万倍に拡大する計算になります）。その
ため、近年の私の研究では量的拡大ではなく質的なシフトに注目した新しい経済成長理論の構築を目

指しています。
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平成 21年 3月 3日-3月 31日
レンヌ第一大学（フランス）IGR-IAEAssociateVisiting Professor
平成 22年 3月 23日-平成 23年 4月 21日
イェール大学（アメリカ）経済成長センター Visiting Fellow
平成 24年 7月 28日-平成 24年 10月 2日
パダボーン大学（ドイツ）Gastwissenschaftler (Visiting Scholar)
平成 26年 1月 22日-4月 15日
GREQAM, エクスマルセイユ大学 (フランス), Visiting Researcher
平成 26年 6月 11日-6月 20日
SKEMA Business School (フランス), Visiting Researcher
平成 27年 1月 1日-平成 29年 6月 1日
ブラウン大学経済学部 (アメリカ), Visiting Scholar

政府委員

2012年 10月 17日～2013年 10月 16日 財務省「財政・マクロ経済研究会」委員

2013年 10月 ～2014年 4月 財務省「効率的な政策ツールに関する研究会」委員

2014年 5月 ～ 財務省「経済・財政政策研究会」委員

2015年 10月 ～2016年 3月 環境省「環境と経済の統合に向けた動向調査検討会」委員

2016年 4月 ～ 継続中 環境省「税制全体のグリーン化推進検討会」委員

編集委員

2013年 10月～ International Economic Review,Associate Editor

【主な発表論文名･著書名等】

(1) 公刊論文
1. "Financial infrastructure, technological shift, and inequality in economic development," Macroeconomic
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Dynamics, 17(03), pages 531-562,April 2013. (大土井涼二、山本和博との共著)
2. ``Timing of Childbirth, Capital Accumulation, and Economic Welfare,'' Oxford Economic Paper}, 65 (2),

pages 494-522,April 2013 (桃田 朗との共著）
3. ``Natural Disasters in a Two-Sector Model of Endogenous Growth," Journal of Public Economics,

Volume 96(9-10), pages 784-796, October 2012 (生藤昌子との共著)
4. ``Wants and Past Knowledge: Growth Cycles with Emerging Industries,'' Journal of Economic Dynamics

and Control, Vol. 36(2), Pages 220-238, February 2012. （単著）
5. "Dual Poverty Trap: Intra- and Intergenerational Linkages in Frictional Labor Markets," Journal of Public

Economic Theory, Vol. 14(1), pages 131-160, February 2012. (佐々木勝との共著)
6. ``Availability of Higher Education and Long-Term Economic Growth,'' Japanese Economic Review, Vol.

59(2), pages 156-177, June 2008 (北川章臣、二神孝一との共著)
7. ``Wealth Heterogeneity and Escape from the Poverty-Environment Trap,'' Journal of Public Economic

Theory,Vol. 9(6), page 1041-1068, December 2007. (生藤昌子との共著)
8. ``Economic Growth with Imperfect Protection of Intellectual Property Rights,'' Journal of Economics, vol.

90(1), pages 45-85, January 2007. (祝迫達郎との共著)
9. ``Investment efficiency and intergenerational income distribution: a paradoxical result,'' Economics Bulletin,

vol. 15(2), pages 1-6, November 2004. (北川章臣、二神孝一との共著)
10. "環境と経済成長," 食生活科学・文化及び地球環境科学に関する研究助成研究紀要, vol. 27, pages

149-158, 2014 (生藤昌子との共著)

(2)著書
1. “Environment and Growth," Chapter 1 in Handbook of Environmental Economics in Asia, Routledge,

pages 3-29, 2015, (withMasako Ikefuji)

(3)ワーキングペーパー等
1. AMulti-factor Uzawa Growth Theorem and Endogenous Capital-Augmenting Technological Change (with

Gregory Casey)
2. ANon-exponential Theory of Sustained Growth
3. Economic Growthwith andwithout Endogenous Formation ofGeneral Purpose Technologies
4. Global Dyanmics ofGlobal Imbalance (with Takashi Kamihigashi)
5. ``Information Cycles and Depression in a Stochastic Money-in-Utility Model,'' MPRA Paper 13485,

University Library ofMunich, 2009年 2月 (小野善康との共著)
6. ``Financial Crisis and Recovery: Learning-based Liquidity Preference Fluctuations,'' Macroeconomics

0504016, EconWPA, 2005年 4月 (小野善康との共著)
7. ``Endogenous Growth and Cycles with a Continuum of Technologies,'' ISER Discussion Paper, Number

560, 2001年 10月. (単著)

(4)一般向け解説記事
1. 「パンデミックと経済 ペスト、HIVでも示された人命と成長のトレードオフ (歴史でわかる経

済危機 : 大恐慌再来でどうなる世界) 」, エコノミスト 98(20), 28-29, 2020-05-26 (週刊エコノミ
スト 2020年 5月 26日号)

2. 「学者が斬る 視点争点 成長持続の条件は産業の淘汰」, エコノミスト 97(30), 68-69, 2019-07-30
(週刊エコノミスト 2019年 7月 30日号)

3. 「学者が斬る 視点争点 AIの統計的推定が生む「差別」」, エコノミスト 97(24), 68-69, 2019-06-18
(週刊エコノミスト 2019年 6月 18日号)

4. 「学者が斬る 視点争点 技術革新を潰す時代遅れの規制」, エコノミスト 97(18), 48-49,
2019-04-30 (週刊エコノミスト 2019年 4月 30・ 5月 7日合併号)
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スト 2020年 5月 26日号)

2. 「学者が斬る 視点争点 成長持続の条件は産業の淘汰」, エコノミスト 97(30), 68-69, 2019-07-30
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(週刊エコノミスト 2019年 6月 18日号)

4. 「学者が斬る 視点争点 技術革新を潰す時代遅れの規制」, エコノミスト 97(18), 48-49,
2019-04-30 (週刊エコノミスト 2019年 4月 30・ 5月 7日合併号)

5. 「学者が斬る 視点争点 逆転の発想で「再配達」を減らす」, エコノミスト 97(11), 48-49,
2019-03-19. (週刊エコノミスト 2019年 3月 19日号)

6. 「学者が斬る 視点争点 将来志向の違いで見る貿易戦争」, エコノミスト 97(5), 48-49,
2019-02-05. (週刊エコノミスト 2019年 2月 5日号)

7. 「P. ローマー『内生的経済成長論』研究開発重視の政策に多大な影響」週刊エコノミスト 2018
年 11月 13日号, 76-78ページ

【その他】

(1) 口頭報告
a. 国際学会・海外セミナー
1. October 19-22, 2020, SURED 2020 - Monte Verità Conference on Sustainable Resource Use and

Economic Dynamics (ETH Zurich), A Generalized Uzawa Theorem and Capital-Augmenting
Technological Change

2. June 27-29, 2019, Society for Economic Dynamics 2019 Meeting (WUSTL), A Multi-factor Uzawa
GrowthTheorem and Endogenous Capital-Augmenting Technological Change (with Gregory Casey)

3. March 21, 2019, Macro Seminar (AMSE, Aix-Marseille University), A Multi-factor Uzawa Growth
Theorem and Endogenous Capital-Augmenting Technological Change

4. 2018年 6月 12日 Economic and Finance Seminar (Tongji University, Shanghai, China),AMulti-factor
UzawaGrowth Theorem and Endogenous Capital-Augmenting Technological Change

5. 2017年 12月 3日 International Conference on Trade, Financial Integration and Economic Growth 2017
(Kobe University) A Multi-factor Uzawa Growth Theorem and Endogenous Capital-Augmenting
Technological Change

6. 2017年 12月 1日, 5th Joint Economic Workshop in Economics Between Chulalongkorn University and
Osaka University (Chulalongkorn University, Thailand), A Multi-factor Uzawa Growth Theorem and
Endogenous Capital-Augmenting Technological Change

7. 2016年 1月 16－17日 Abe Fellow Retreat 2016 (DoubleTree Tarrytown, NewYork), The Dynamics of
US-Japan CurrentAccount Imbalance

8. 2015年 2 月 23日 Macro Lunch Seminar (Brown University),A Non-exponential Theory of Sustained
Growth

9. 2014年 7月 19－20日.Workshop on Economic Growth (SKEMABusiness School, France), Economic
Growthwith andwithout Endogenous Formation of General Purpose Technologies

10. 2014年 4月 3日. GREQAM Economics Seminar (Aix=Marseille University, France),ANon-exponential
Theory of SustainedGrowth

11. 2012年 9月 12日. School of Economics Research Seminar (the University of Kent at Canterbury, UK),
Sustainability and robustness of long-term growth in endogenous growth theory

12. 2012 年 9 月 4 日 . Paderborn and Tohoku Joint Workshop (the University of Paderborn, Germany),
Sustainability and robustness of long-term growth in endogenous growth theory

13. 2008年 6月 29日.Public Economic Theory 08 Seoul (Hanyang University, Korea), Dual Poverty Trap:
Intra and Intergenerational Linkages.

14. 2006 年 8 月 24-28 日. Econometric Society European Meetings (the University of Vienna, Austria),
Learning and Inflation Cycles.

15. 2006 年 7 月 30 日 -8 月 3 日 . Public Economic Theory 2006 Hanoi (Melia Hotel, Hanoi, Vietnam),
Economic growthwith imperfect protection of intellectual property rights.

16. 2006年 7月 9-12日. 2006 Far Eastern Meeting of the Econometric Society (Tsinghua University, Beijing,
China), Learning and Inflation Cycles.

17. 2005年 8月 24-27日. The 20thAnnual Congress of the European EconomicAssociation (the Universiteit
vanAmsterdam, Netherlands).Wants and PastKnowledge: Growth Cycles with Emerging Industries.

18. 2005年 8月 19-24日. Econometric Society 2005World Congress (University College London, England),
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Wants and Past Knowledge: Growth Cycles with Emerging Industries.

b. 国内セミナー・ワークショップ・カンファレンス報告

1. December 3, 2020, 東北大学現代経済学研究会 (Tohoku University),AGeneralized Uzawa Theorem
and Capital-Augmenting Technological Change

2. November 16-17, 2019, Macro Conference 2019 (Hotel Hankyu Expo Park), A Generalized Uzawa
Theorem and Capital-Augmenting Technological Change

3. September 10, 2019,Workshop at Kobe University, Technological Change and Economic Growth「技術進
歩と経済成長」

4. May 28, 2019, Workshop hosted by General Council Chairperson (Tokyu capitol hotel, Tokyo),
Sustainability of Environment and Economic Growth (環境と経済成長の持続可能性)

5. January 9, 2019, OSIPP Economics Brownbag Seminar (OSIPP),AMulti-factor Uzawa Growth Theorem
and Endogenous Capital-Augmenting Technological Change

6. 2018年 5月 17日リスク研究センター マクロ経済学セミナー (Shiga University), 長期経済成長に
おける土地と自然資源の役割について

7. 2017年 12月 20日現政研セミナー (WasedaUniversity)
8. 2017年 12月 2日 PolicyModelingWorkshop（GRIPS)
9. 2014年 10月 17日.AppliedMacro Seminar (Kyoto University)
10. 2014年 9月 1日.RIETIWorkshop (Tokyo University)
11. 2014年 5月 9日.RIEBセミナー（神戸大学）
12. 2013年 11月 5日. サスティナブル社会・経済学部門 研究結果報告会 (アサヒグループ学術振

興財団)
13. 2013年 10月 25日. NagoyaMacroeconomicsWorkshop (Nagoya City University)
14. 2013年 10月 11日. 六甲フォーラム (KobeUniversity)
15. 2013年 9月 9日. 第 8回バブル・金融危機ワークショップ (RIEB,KobeUniversity)
16. 2013年 7月 16日. Work in Progress Seminar 2013 (東京工業大学社会工学専攻)
17. 2013年 2月 20日.MacroeconomicsWorkshop (京都大学経済研究所)
18. 2012年 11月 29日. MacroeconomicsWorkshop (東京大学CIRJE)
19. 2012年 10月 16日. 財務総合政策研究所先端セミナー (財務省)
20. 2012年 5月 10-11日. 神戸大学創立 110周年記念事業 Yale大学との共催シンポジウム「東日本大

震災と阪神淡路大震災」

21. 2012年 2月 11日. 成長論ワークショップ (一橋大学イノベーション研究センター)
22. 2011年 11月 22日. 共同利用・共同研究拠点プロジェクト研究カンファレンス「不確実性とマク

ロ経済」 (京都大学)
23. 2011年 11月 12日. PolicyModellingWorkshop (政策研究大学院大学)
24. 2011年 11月 11日. Kansai MacroWorkshop（大阪大学）
25. 2011年 11月 8日. 明治大学 経済学 ワークショップ (明治大学)
26. 2011年 7月 14日. 東北大学現代経済学研究会 (東北大学)
27. 2011年 7月 1日. The OsakaWorkshop on Economics of Institutions andOrganizations (大阪大学)
28. 2011年 6月 7日. マクロ・金融ワークショップ／グローバルCOE: Hi-Stat／TCER定例研究会 (一

橋大学)
29. 2010年 2月 27日. Winter Institute 2010 (琵琶湖リゾートクラブ)
30. 2010年 1月 22日. 経済研究会 (小樽商科大学)
31. 2009年 7月 26日. マクロ経済研究会(内閣府社会経済研究所)
32. 2009年 6月 5日. 同志社経済セミナー (同志社大学)
33. 2008年 2月 19日. 京都大学経済研究所研究会
34. 2008年 1月 8日. 火曜日ＷＩＰセミナー (東京工業大学）
35. 2006年 7月 21日. ポリシー・モデリング・ワークショップ(政策研究大学院大学)
36. 2007年 5月 24日.COE/OEIO セミナー(大阪大学)
37. 2006年 11月 17日. マクロ経済学研究会(京都大学)
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23. 2011年 11月 12日. PolicyModellingWorkshop (政策研究大学院大学)
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25. 2011年 11月 8日. 明治大学 経済学 ワークショップ (明治大学)
26. 2011年 7月 14日. 東北大学現代経済学研究会 (東北大学)
27. 2011年 7月 1日. The OsakaWorkshop on Economics of Institutions andOrganizations (大阪大学)
28. 2011年 6月 7日. マクロ・金融ワークショップ／グローバルCOE: Hi-Stat／TCER定例研究会 (一
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29. 2010年 2月 27日. Winter Institute 2010 (琵琶湖リゾートクラブ)
30. 2010年 1月 22日. 経済研究会 (小樽商科大学)
31. 2009年 7月 26日. マクロ経済研究会(内閣府社会経済研究所)
32. 2009年 6月 5日. 同志社経済セミナー (同志社大学)
33. 2008年 2月 19日. 京都大学経済研究所研究会
34. 2008年 1月 8日. 火曜日ＷＩＰセミナー (東京工業大学）
35. 2006年 7月 21日. ポリシー・モデリング・ワークショップ(政策研究大学院大学)
36. 2007年 5月 24日.COE/OEIO セミナー(大阪大学)
37. 2006年 11月 17日. マクロ経済学研究会(京都大学)

38. 2006年 11月 2日. 現代経済学研究会(東北大学)
39. 2006年 10月 19日. 日大セミナー(日本大学大学院総合科学研究科)
40. 2006年 7月 26日. 近経研究会(横浜国立大学)
41. 2006年 7月 6日. IPP研究会(大阪大学国際公共政策研究科).
42. 2006年 6月 30日. 土曜研究会(小樽商科大学)
43. 2006年 6月 29日. マクロ・金融ワークショップ(一橋大学)
44. 2006年 5月 20日. ポリシーモデリングカンファレンス (富山大学)
45. 2006年 4月 27日. 近代経済学研究会 (北海道大学)
46. 2005年 12月 16日. Search TheoryWorkshop (関西大学)
47. 2005年 11月 5日. 公共経済・公共政策研究会 (名古屋大学)
48. 2005年 7月 9日. ポリシー・モデリング・ワークショップ (政策研究大学院大学)
49. 2005年 1月 28日.Kyoto Conference on Education andTraining (京都大学)
50. 2005年 1月 20日. マクロ・金融ワークショップ (一橋大学)
51. 2004年 10月 21日.KobeCOEAdvanced Economic Study Series (神戸大学)
52. 2004年 9月 2日. 理論・計量経済学セミナー (大阪府立大学)
53. 2004年 2月 14日. 空間公共経済研究会 (東京大学)
54. 2003年 12月 19日. マクロ経済学研究会
55. 2002年 9月 28日. 空間公共経済研究会 (東京大学)
56. 2001年 11月 8日. 東京都立大学ワークショップ (東京都立大学)
57. 2001年 7月 11日. 社研セミナー (大阪大学)
58. 2001年 6月 29日. 経済研究所定例研究会 (京都大学)
59. 2001年 3月 19日. 応用空間理論研究会 (東京大学)
60. 2000年 12月 12日.The Urban EconomicsWorkshop 2000 (東京大学)
61. 2000年 12月 8日. 慶應義塾経済学会報告会 (慶應義塾大学)
62. 2000年 5月 13日. マクロ経済学研究会

c. 国内学会報告・討論

1. June 8, 2019, Japanese Economic Association 2019 Spring Meeting (Musashi University), Comment
on“DynamicModel under Positive Labour Utility and Time Constraints”

2. September 29, 2018, Policy Modelling Conference 2018 (Nagasaki University), Comment on "Time
Constraints on Consumption andUrbanAgglomeration"

3. 2014年 10月 11-12日. 日本経済学会 2014年度秋季大会, 予定討論者
4. 2011年 5月 21-22日. 日本経済学会 2011年度春季大会, 予定討論者
5. 2009年 10月 10-11日. 日本経済学会 2009年度秋季大会, 座長, 予定討論者
6. 2008年 5月 31-6月 1日. 日本経済学会 2008年度春季大会, 予定討論者
7. 2007年 9月 23-24日. 日本経済学会 2007年度秋季大会, 予定討論者
8. 2007年 6月 2-3日. 日本経済学会 2007年度春季大会, 予定討論者
9. 2006年 10月 21-22日. 日本経済学会 2006年度秋季大会, 予定討論者
10. 2006年 6月 3-4日. 日本経済学会 2006年度春季大会, 報告, 予定討論者
11. 2004年 9月 25-26日. 日本経済学会 2004年度秋季大会, 報告
12. 2004年 6月 12-13日. 日本経済学会 2004年度春季大会, 報告
13. 2003年 10月 12-13日. 日本経済学会 2003年度秋季大会, 予定討論者
14. 2002年 10月 13-14日. 日本経済学会 2002年度秋季大会, 予定討論者
15. 2000年 4月 7日. 日本経済学会 2000年度春季大会, 報告

d. 一般向け講演等

1. December 23, 2020, ラボカフェスペシャル feat.鉄道芸術祭「経済成長はいつまで続く？」, ア

ートエリア B1

2. November 10, 2019, 阪大 Asahi中之島塾「長期志向・短期志向の違いから見る貿易戦争」, 大阪

大学中之島センター
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3. October 18, 2019, 国立大学共同利用・共同研究拠点協議会 知の拠点セミナー「時間選好率の

違いが生む貿易戦争」, 京都大学東京オフィス

4. 2018年 12月 4日 在阪報道関係者と大阪大学との懇談会「なぜ貿易不均衡は起きるのか？ 『行

動経済学』で解明する」

(2)その他学会関連
1. 2017年～ マクロ・コンファレンス（東大・一橋・慶応・社研共催）プログラム委員

2. 2008年 5月 31-6月 1日. 日本経済学会 2008春季大会, 現地運営委員（ホームページ作成、電子
プログラム作成等担当委員）

3. 2007年 9月 17-18日. 2007年度秋期コンファレンス 制度と組織の経済学 主催（大阪大学との共
催）

4. 2007年 3月 4-5日. 2006年度若手経済学者のためのマクロ経済学コンファレンス 座長
5. 2006年 7月 30日-8月 3日. Public Economic Theory 2006Hanoi 座長

(3) 外部資金獲得
1. 2020－24年度、科研費基盤研究(B)「頑健な『次世代』内生的経済成長理論の構築と、自由度の

高い実証分析への展開」（研究代表者）

2. 2016－18年度．科研費挑戦的萌芽研究「超長期経済成・人口動態自然淘汰理論：類の選好はいか
に『選択』されたのか 」（研究代表者）

3. 2015―19年度. 科研費基盤研究(B)「市場仲介と経済成長：日欧４研究所による国際共同研究プ
ロジェクト」（研究代表者）

4. 2014年度.Bureau of Educational and CulturalAffairs・日米教育委員会, Fulbright Visiting Scholar

5. 2013年度. Social Science Research Council (SSRC),Abe Fellowship

6. 2012年度上期. 公益財団法人野村財団 海外派遣助成「災害発生リスク及び開発の不可逆性を

考慮した持続的経済成長のための国際共同研究」（研究代表者）

7. 2012年度. 公益財団法人アサヒビール学術振興財団 「サスティナブル社会・経済学」研究助成

（研究代表者）

8. 2011-2014年度. 科研費若手研究(B)「プロダクトライフサイクルおよび新旧製品への選好に注目
した経済成長理論と厚生分析」(研究代表者)

9. 2011 September round. Daiwa Anglo-Japanese Foundation Award, Support for reciprocal UK-Japan visits
(University of Kentとの共同申請)

10. 2009-2011年度. 優秀若手研究者海外派遣事業（常勤研究者）「日米における貯蓄に対する態度と
対外債務の蓄積」

11. 2007-2009年度. 科研費若手研究(B) 「非指数関数的経済成長理論の構築と応用」(研究代表者)

12. 2004-2006年度. 科研費若手研究(B)「技術選択と知識蓄積の相互作用が経済成長パターンに与え
る影響の理論的研究」(研究代表者)

13. 2000年度. 科研費特別研究員奨励費「マクロ経済における離散性と非均質性」
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ロジェクト」（研究代表者）
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13. 2000年度. 科研費特別研究員奨励費「マクロ経済における離散性と非均質性」

(4) レフェリー経験

American Economic Journal: Macroeconomics, Computational Economics, Econometrica, Economics Bulletin,
International Economic Review (3), International Journal of Economic Theory, Japanese Economic Review (6),
Journal of Economic Behavior and Organization, Journal of Economic Dynamics and Control (2), Journal of
Economic Growth, Journal of Economics (2), Journal of Evolutionary Economics, Journal of Macroeconomics,
Kanematsu Fellowship (Kobe University), Keizai Kenkyu (Hitotsubashi University), Kenkyu Nenpo
(Tohoku University), Kinyu Kenkyu (Bank of Japan), Mathematical Social Sciences, Macroeconomic Dynamics
(2), Metroeconomica, Nihon Keizai Kenkyu, Rieti Discussion Paper, Review of Economic Dynamics, Scottish
Journal of Political Economy.
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教授 松島 法明 MATSUSHIMA, Noriaki

研究領域：応用ミクロ経済学（産業組織、経営の経済分析、公共経済学）

所属部門：理論経済学研究部門

【研究の概要】

通常、多くの企業は競合相手の活動を考慮しながら自身の活動を決定していると思います。街の小

売店であれば、大型店の出店計画に直面した時に、それに対抗するための方法を考えると思います。

出店されることを見越して、商品の戸別配達などで顧客の利便性を高めることもあるでしょうし、何

らかの陳情をして、出店計画を撤廃させるように働きかけるかもしれません。このような戦略的相互

依存関係を考慮して、企業の活動が企業の利益や消費者の利益（全部合わせれば社会全体の利益）へ

与える効果について分析しています。

最近は、企業の価格付けにおける個人情報の役割に関心を持って理論分析を行っています。情報技

術の進展より、小売店をはじめとする最終消費者に製品を販売する企業は、顧客情報を活用した価格

差別を行いやすくなっており、実際、複雑な料金体系を設定したり、個人ごとに異なる割引等を設定

したりするなど、企業の価格付けは巧妙になっています。例えば、イギリスの小売店であるTESCO
は、ポイントカードにより収集した膨大な顧客の購買履歴（いわゆるビッグデータ）を用いた、各個

別消費者に対して行う販売促進は有名です。また、インターネット経由の製品購入であれば、クッキ

ーやウェブビーコンのような仕組みを用いて顧客のウェブ閲覧履歴を追跡することが可能になってい

ます。このようなビッグデータを用いた価格差別が行えるようになることで、販売促進活動が活発に

なる一方で、支払意欲の高い特定の顧客に対して非常に高い価格が設定される可能性も指摘されてい

ます。このような個人情報を活用した価格付けが経済厚生にどのような影響を与えるか理論分析して

おり、その成果の一部はManagement Scienceなどに掲載されました。
他にも、企業間取引関係にまつわる各種取引慣行が経済厚生に与える影響を分析するなど、その時

々で重要と思われる課題を設定して理論分析を行っています。

【学歴・職歴】

1992年 4月－1996年 3月 東京工業大学工学部社会工学科 学士（工学）

1996年 4月－1998年 3月 東京工業大学大学院社会理工学研究科社会工学専攻修士課程

修士（工学）

1998年 4月－2001年 3月 東京工業大学大学院社会理工学研究科社会工学専攻博士課程

博士（工学）

2001年 4月－2004年 3月 信州大学経済学部講師

2004年 4月－2005年 3月 信州大学経済学部助教授

2005年 4月－2007年 3月 神戸大学大学院経営学研究科助教授

2007年 4月－2009年 3月 神戸大学大学院経営学研究科准教授

2009年 4月－2011年 8月 大阪大学社会経済研究所准教授

2011年 8月－現在 大阪大学社会経済研究所教授

2017年 4月－2019年 3月 大阪大学社会経済研究所長

【主な発表論文名･著書名等】
学術論文（英文査読誌）

1. Behavior-based price discrimination and product choice, forthcoming in Review of Industrial
Organization, (co-authoredwithChongwooChoe).



 63   

教授 松島 法明 MATSUSHIMA, Noriaki

研究領域：応用ミクロ経済学（産業組織、経営の経済分析、公共経済学）
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【主な発表論文名･著書名等】
学術論文（英文査読誌）

1. Behavior-based price discrimination and product choice, forthcoming in Review of Industrial
Organization, (co-authoredwithChongwooChoe).

2. Competition between offline and online retailers with heterogeneous customers, Review of
IndustrialOrganization, Vol. 57, Iss. 3, 2020, pp. 647-664 (co-authoredwith Stefano Colombo).

3. Competitive personalized pricing, Management Science, Vol. 66, No. 9, 2020, pp. 4003-4023
(co-authoredwith Zhijun Chen andChongwooChoe).

4. Pre-negotiation commitment and internalization in public good provision through bilateral
negotiations, Journal of Public Economics, Vol. 175, 2019, pp. 84-93 (co-authored with Ryusuke
Shinohara).

5. Pricing with cookies: Behavior-based price discrimination and spatial competition,Management
Science, Vol. 64, Iss. 12, 2018, pp. 5669-5687 (co-authored with Chongwoo Choe and Stephen P.
King).

6. The countervailing power hypothesis when dominant retailers function as sales promoters,
Manchester School, Vol. 86, Iss. 5, 2018, pp. 665-680 (co-authoredwith Shohei Yoshida).

7. Strategic investment under competition for access provision, Telecommunications Policy,Vol. 42,
Iss. 2, 2018, pp. 127-144 (co-authoredwithKeizoMizuno).

8. Exclusive contracts with complementary inputs, International Journal of Industrial
Organization, Vol. 56, 2018, pp. 145-167 (co-authoredwithHiroshi Kitamura andMisato Sato).

9. Expanding distribution channels, Asia-Pacific Journal of Accounting and Economics, Vol. 24, Iss.
3-4, 2017, pp. 464-484.

10. Exclusive contracts and bargaining power, Economics Letetrs, Vol. 151, 2017, pp. 1-3,
(co-authoredwithHiroshi Kitamura andMisato Sato).

11. Product differentiation and entry timing in a continuous time spatial competition model,
European Journal of Operational Research, Vol. 247, Iss. 3, 2015, pp. 904-913, (co-authored with
Takeshi Ebina andDaisuke Shimizu).

12. Should firms employ personalized pricing?, Journal of Economics and Management Strategy,
Vol. 24, Iss. 4, 2015, pp. 887-903, (co-authoredwith ToshihiroMatsumura).

13. The effects of resale-below-cost laws in the presence of a strategic manufacturer, Quantitative
Marketing and Economics, Vol. 13, Iss. 1, 2015, pp. 59-91, (co-authoredwith AkiraMiyaoka).

14. Multimarket linkages, trade and the productivity puzzle, Review of International Economics,
Vol. 23, Iss. 1, 2015, pp. 1-13, (co-authoredwith LaixunZhao).

15. How does market size affect vertical structure when considering vertical coordination?
Application to the railway industry, Pacific Economic Review, Vol. 19, No. 5, 2014, pp. 657-676,
(co-authoredwith FumitoshiMizutani).

16. What factors determine the number of trading partners?, Journal of Economic Behavior and
Organization,Vol. 106, 2014, pp. 428-441, (co-authoredwith Ryusuke Shinohara).

17. Port privatization in an international oligopoly, TransportationResearch Part B:Methodological,
Vol. 67, No. 1, 2014, pp. 382-397, (co-authoredwithKazuhiro Takauchi).

18. Environmental regulation and technology transfers, Canadian Journal of Economics, Vol. 47, No.
3, 2014, pp. 889-904, (co-authoredwith TakaoAsano).

19. The welfare effects of third-degree price discrimination in a differentiated oligopoly, Economic
Inquiry, Vol. 52, No. 3, 2014, pp. 1231-1244, (co-authoredwith Takanori Adachi).

20. Multi-market competition, R&D, and welfare in oligopoly, Southern Economic Journal, Vol. 80,
No. 3, 2014, pp. 803-815, (co-authoredwithAkioKawasaki andMingHsin Lin).

21. Horizontal mergers, firm heterogeneity, and R&D investments, B.E. Journal of Economic
Analysis and Policy (Topics), Vol. 13, No. 2, 2013, pp. 959-990, (co-authored with Yasuhiro Sato
andKazuhiro Yamamoto).

22. Vertical separation as a defense against strong suppliers, European Journal of Operational
Research, Vol. 228, Iss. 1, 2013, pp. 208-216, (co-authoredwith TomomichiMizuno).

23. Competitiveness and R&D competition revisited, Economic Modelling, Vol. 31, Iss. 1, 2013, pp.
541-547, (co-authoredwith SusumuCato andToshihiroMatsumura).

24. The arm's length principle and tacit collusion, International Journal of Industrial Organization,
Vol. 31, Iss. 1, 2013, pp. 119-130, (co-authoredwithChongwooChoe).

25. Competitiveness and stability of collusive behavior, Bulletin of Economic Research, Vol. 64, Iss.
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Supplement s1, 2012, pp. s22-s31, (co-authoredwith ToshihiroMatsumura).
26. Why do large firms tend to integrate vertically?, Bulletin of Economic Research, Vol. 64, Iss.

Supplement s1, 2012, pp. s1-s21, (co-authoredwith TomomichiMizuno).
27. Airport privatization and international competition, Japanese Economic Review, Vol. 63, Iss. 4,

2012,pp. 431-450, (co-authoredwith ToshihiroMatsumura).
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Journal of Regulatory Economics, Journal of the Japanese and International Economies, Journal of the
Operational Research Society, Letters in Spatial and Resource Sciences, Management Science, Managerial and
Decision Economics, Manchester School, Manufacturing & Service Operations Management, Mathematical
Social Sciences, Open Economies Review, Oxford Economic Papers, Papers in Regional Science, Portuguese
Economic Journal, Production and Operations Management, Public Finance Review, RAND Journal of
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學研究（東京大学）』, 『法と経済学研究（法と経済学会）』



 67   

IEEE Access, International Economic Journal, International Economic Journal, International Economic Review,
International Game Theory Review, International Journal of Economic Theory, International Journal of
Industrial Organization, International Journal of the Economics of Business, International Regional Science
Review, International Review of Economics and Finance, International Tax and Public Finance, International
Transactions in Operational Research, Japan and the World Economy, Japanese Economic Review, Journal of
Asian Economics, Journal of CENTRUM Cathedra (JCC), Journal of Economic Dynamics and Control, Journal
of Economic Geography, Journal of Economics, Journal of Economics and Business, Journal of Economics and
Management Strategy, Journal of Industrial Economics, Journal of Industry, Competition and Trade, Journal of
International Trade & Economic Development, Journal of Management Analytics, Journal of Mathematical
Economics, Journal of Public Economic Theory, Journal of Public Economics, Journal of Regional Science,
Journal of Regulatory Economics, Journal of the Japanese and International Economies, Journal of the
Operational Research Society, Letters in Spatial and Resource Sciences, Management Science, Managerial and
Decision Economics, Manchester School, Manufacturing & Service Operations Management, Mathematical
Social Sciences, Open Economies Review, Oxford Economic Papers, Papers in Regional Science, Portuguese
Economic Journal, Production and Operations Management, Public Finance Review, RAND Journal of
Economics, Regional Science and Urban Economics, Research in Economics, Resource and Energy Economics,
Review of Industrial Organization, Scandinavian Journal of Economics, Scottish Journal of Political Economy,
Singapore Economic Review, Social Choice andWelfare, Southern Economic Journal, Spatial Economic Analysis,
Strategy Science, Sustainability, The American Economist, Transportation Research Part B: Methodological,
Transportation Research Part C: Emerging Technologies, Transportation Research Part E: Logistics and
Transportation Review,『応用経済学研究（日本応用経済学会）』, 『応用地域学研究（応用地域学会）』,
『経済科学（名古屋大学）』, 『経済研究（一橋大学）』, 『国民経済雑誌（神戸大学）』, 『社會科
學研究（東京大学）』, 『法と経済学研究（法と経済学会）』

特任教授（常勤）

HULYAKEVSER KUZUCU ERASLAN
Research Areas：Political Economy, Game Theory, Corporate Finance
所属部門：理論経済学部門

【研究の概要】Research

I am an applied micro-economist interested in studying politics within countries, corporations
and organizations both theoretically and empirically. I view the fundamental problem in
politics as a division of limited resources among a group of individuals who have potentially
different and conflicting preferences. Usually such conflicts are resolved through
negotiations. As such, most of my theoretical work is on bargaining and voting, particularly
in a multilateral environment. On the empirical side, my distinctive contribution has been the
estimation of bargaining models.

My research generally proceeds from more general abstract settings to specific situations or
applications. So, I study general strategic bargaining or voting models, and then in other work
look at applications to bankruptcy, or coalition formation in governments. I consider
empirical work to be an integral part of my research program. Some of my work has
pioneered estimation techniques for bargaining models. I have also devoted considerable time
and effort to building new data sets that allow me to empirically investigate my theoretical
work.

My ongoing work includes (i) estimation and identification of network models, (ii) an
experimental study of multilateral bargaining over the division of a stochastic pie, (iii)
theoretical and empirical analysis of cardinal mechanisms including an implementation to
allocate offices to PhD students at Rice, (iv) dynamic political economy with costly policy
change, (v) multilateral bargaining with asymmetric information, (vi) multilateral bargaining
over the division of an endogenous pie, (vii) team and task design to elicit information about
the abilities of individuals when there is statistical discrimination, (viii) optimal group testing
for infectious diseases when the individuals are heterogenous with respect to their risk of
being infected, (iv) policy experimentation by multiple decision-makers when there are
externalities.

【学歴・職歴】Educational and Professional Histories
June 1991, B.S. Computer Engineering, Bilkent University
June 1994,M.A. Economics, State University ofNewYork at Buffalo
June 2001, Ph.D. Economics, University ofMinnesota, Economics,USA
2000-2008, Assistant Professor ofEconomics, University of Pennsylvania,Wharton School ofBusiness
2008-2014, Associate Professor of Economics, Johns Hopkins University
2014-2015, Professor ofEconomics, Rice University
2015-Present, RalphO'Connor Professor ofEconomics, Rice University
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[1] “Legislative and Multilateral Bargaining,” (with Kirill S. Evdokimov), Annual Review of Economics,
VOL 11, August 2019 11 443-472.

[2] “Some Unpleasant Bargaining Arithmetic?” (with Antonio Merlo), Journal of Economic Theory,
September 2017, 171, 293-315.
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Pierre-Daniel Sarte), International Economic Review,August 2017, 58 (3), 671-702.
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2017, 9(2), 1-32.

[5] “Efficiency of Flexible Budgetary Institutions,” (with T. Renee Bowen, Ying Chen, and Jan Zapal),
Journal of Economic Theory, January 2017, 167, 148-176.
“Uniqueness of Stationary Equilibrium Payoffs in the Baron-Ferejohn Model with Risk-Averse
Players,” International Journal of Economic Theory,March 2016, 12, 29-40.

[6] “Uniqueness of Stationary Equilibrium Payoffs in the Baron-Ferejohn Model with Risk-Averse
Players” International Journal of Economic Theory,March 2016, 12(1) 29 – 4.

[7] “Rhetoric in Legislative Bargaining with Asymmetric Information,” (with Ying Chen), Theoretical
Economics,May 2014, 9:2, 483-513.

[8] “Uniqueness of stationary equilibrium payoffs in coalitional bargaining,” (with AndrewMcLennan9,
Journal of Economic Theory,November 2013, 148(6) 2195 – 2222.

[9] “Informational Loss in Bundled Bargaining,” (with Ying Chen), Journal of Theoretical Politics, July
2013, 25:3, 338-362.

[10] “Information-Based Trade,” (with Philip Bond), Journal of Economic Theory, September 2010, 145,
1675-1703.

[11] “Strategic Voting over Strategic Proposals,” (with Philip Bond), Review of Economic Studies, April
2009, 77:2, 459-490.

[12] “Corporate Bankruptcy Reorganizations: Estimates from a Bargaining Model,” International
Economic Review,May 2008, 49:2, 659-681.

[13] “Bicameralism and Government Formation,” (with Daniel Diermeier and Antonio Merlo), Quarterly
Journal of Political Science,August 2007, 2:3, 227-252.

[14] “The Effects of Constitutions on Coalition Governments in Parliamentary Democracies,” (with Daniel
Diermeier and Antonio Merlo), Democratic Constitutional Design and Public Policy: Analysis and
Evidence, June 2006, 133-161.
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Other Publication

The Effects of Constitutions on Coalition Governments in Parliamentary Democracies," (with Daniel
Diermeier and Antonio Merlo), in Roger Congleton and Birgitta Swedenborg (eds.), Democratic
Constitutional Design and Public Policy, Analysis andEvidence, Cambridge:MITPress, 2006, 133-161.

Working Papers

“Learning While Setting Precedent" (with Ying Chen). “Information Gatekeeping and Media Bias" (with
Saltuk Ӧzertürk). “Identification and Estimation of Large Network Games with Private Link
Information" (with Xun Tang)

【その他（学会・セミナー・講演、受賞歴、学術誌のレフェリー等）】

AWARDS,GRANTSAND FELLOWSHIPS

The following five sections are filled for 2020 only.

Conference (presented in 2020):

38thAustralasian Economic TheoryWorkshop,University ofAdelaide, February 2020. (plenary talk).

31st International Conference onGame Theory, July 2020. (invited talk, virtual).

University ofMaryland, School ofMedicine,Women inMedicine and Science, December 7, 2020 (invited talk,
virtual, inaugural).

Seminar presentations in 2020:

University ofTechnology Sydney
University ofQueensland
HongKongBaptist University andNational Taiwan University (virtual)
Shanghai Jiao Tong (virtual)
University of Utah (virtual)
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Workshop (attended in 2020):

4thBargaining: Experiments, Empirics, and Theory (BEET)Workshop, June 15-16, 2020 (virtual)

Stanford SITEConference in Political Economic Theory section (co-organizer), July 30-31, 2020 (virtual),

Panelist for Virtual Seminars in Economic Theory, December 3, 2020.

Award: None during 2020.

Referee (during 2020):

Served as associate editor at International Economic Revie, Social Choice and Welfare, International Journal of
Game Theory, Review of Economic Design, Journal of Public Economic Theory. Also refereed for various
leading journals andwrote promotion letters for faculty at five prominent universities.
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特任教授（常勤）・名誉教授

小野 善康 ONO, Yoshiyasu

研究領域：マクロ経済学、国際マクロ経済学、貿易理論

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

研究テーマ

（１）国際的不況過程と経済政策

現在の国際経済社会における大きな経済問題として、為替レートの累積的変動と、それに伴う慢性

的不況および構造的経常収支不均衡の問題、さらには各国の景気対策の国際波及の問題がある。これ

らはこれまで主に、マンデル－フレミング・モデルを中心とする、アドホックなモデルで分析されて

きた。こうしたアドホック・モデルによる国際経済分析は、各主体の行動に関するミクロ経済的な基

礎がないという理由から、現代のマクロ経済学では厳しく批判されており、各経済主体の動学的な最

適化行動を前提とする理論の構築が強く望まれている。しかしながら、動学的最適化行動を前提とす

るこれまでの枠組みでは、市場均衡経路だけしか分析されず、不況や失業といった市場の不均衡現象

は無視されてきた。

本研究の目的は、こうした国際的な市場不均衡現象を、貨幣経済における家計および企業の動学的

最適化行動を前提として分析するとともに、それを応用して各国の景気刺激策の国際波及効果と、そ

の協調の可能性についても明らかにすることにある。たとえば、80年代半ばの日本の資本自由化以降、
従来広く信じられてきた国際的な景気の同調や、景気のいい国の通貨は高くなる、といった性質がか

ならずしも成り立っていない。さらに言えば、日米の景気はほとんどの期間で逆転しており、為替も

日本の好況時よりも不況時の方が円高傾向にある。本研究によって、これらの性質が理論的に明らか

にされる。

（２）資産選好と不況

従来の新古典派やケインジアンの経済学においては、市場が完全であって価格調整がうまくいけば、

長期的な有効需要不足などはありえない。したがって、有効需要不足を説明するために、価格や賃金

の調整に関して、独占力や情報の不完全性などの何らかの不完全性をはじめから仮定している。すな

わち、有効需要不足を何らかの市場の不完全性のもとでの非ワルラス的な一般｢均衡｣として、とらえ

ているのである。そこでは、経済の動学的要素や貨幣は有効需要不足の発生に本質的な役割を持って

いるわけではない。

これに対して本研究は、貨幣経済における個々の経済主体の動学的最適化行動を前提として、完全

競争と完全予見のもとでも経済が慢性的な有効需要不足に陥る可能性を示すものである。そこで重要

な役割を持つものは人々の資産選好である。資産選好とは、人々が資産を保有することによって感じ

る安心感や金持ち願望、あるいはこれを保有していればあれもできるこれもできるという可能性など

の直接的効用を意味しており、それによって購入できる財の消費による効用（食べ物の味や衣服の着

心地など）とはまったく別のものである。人々がこのような資産選好を持っているとき、消費よりも

資産として取っておこうという気持ちが生まれ、それが消費をある程度の水準以下に抑えてしまう。

したがって、経済の生産性が高く、完全雇用供給量が大きければ、需要不足が発生するのである。こ

のように本研究では、有効需要不足を市場の不完全性からではなく、完全競争と完全予見のもとで消

費と資産との相対的選好から説明するものであり、利子率と貨幣や資産が本質的な役割を果たしてい

る。
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この理論を使えば、これまでミクロ的基礎がないといわれてきたケインジアン的な財政・金融政策

の効果に関する議論が、人々の動学的な最適化行動から導き出されることになる。そのため、これを

バブル崩壊以降の日本における長期不況の説明や経済政策の効果の分析にも応用し、財政や金融のあ

り方についても研究している。さらに、不況を引き起こすほどの強い資産選好が現実の経済で存在す

るかどうかを実証的にも確かめている。

また、以上の枠組みに「人よりも豊かであることがその人に効用をもたらす」という地位選好の概

念を導入し、地位選好の対象が実物資本のように、労働投入によって生産できるようなものであるか、

生産できない貨幣や土地であるかによって、経済が持続的成長を実現したり、長期不況になったりす

ることを明らかにしている。

【学歴・職歴】

1973年 3月 東京工業大学工学部社会工学科 卒業

1973年 4月 東京大学大学院経済学研究科 入学

1979年 3月 同博士課程修了 経済学博士

1979年 4月～1981年 3月 武蔵大学経済学部専任講師

1980年 9月～1981年 7月 Visiting Fellow (British Council Scholar), Department of Economics,
London School of Economics

1981年 4月～1984年 9月 武蔵大学経済学部助教授

1984年 10月～1990年 9月 大阪大学社会経済研究所助教授

1985年 9月～1987年 8月 Visiting Fellow (Nitobe Fellow), Department of Economics,
PrincetonUniversity

1990年 10月～1996年 3月 大阪大学社会経済研究所教授

1991年 1月～5月 Visiting Professor, Department of Economics,
University of British Columbia

1993年 5月～8月 Visiting Fellow, TheWorld Bank
1996年 4月～1999年 3月 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授

大阪大学社会経済研究所併任教授

1999年 4月～2001年 3月 大阪大学社会経済研究所長・教授

2001年 4月 ～2009年 3月 大阪大学社会経済研究所教授

2001年 5月 ～2006年 8月 国家公務員採用Ｉ種試験（経済・行政）試験専門

委員

2009年 4月 ～2010年 9月 大阪大学社会経済研究所所長・教授

2010年 2月 ～2010年 9月 内閣府本府参与

2010年 10月～2012年 12月 内閣府経済社会総合研究所長

2010年 10月～2012年 12月 大阪大学社会経済研究所招へい教員

2010年 10月～2012年 12月 大阪大学フェロー

2013年 1月 ～2016年 3月 大阪大学社会経済研究所教授

2013年 7月 ～9月 CES Visiting Scholar, Ludwig-Maximilians-Universität
München
2016年 4月～現在 大阪大学社会経済研究所特任教授（常勤）・名誉教授

【主な発表論文名･著書名等】
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[288] 「財政破綻は避けられるのか 増税と再分配をめぐって（小黒一正、小野善康、田中秀明、

原真人）」、『Journalism』朝日新聞社、No.331、2017年 12月。
[289] 「需要不足ふまえた分析を（ミダス王の誘惑）」、『朝日新聞』2018年 1月 12日。
[290] 「サービスの質 価格に反映を（ミダス王の誘惑）」、『朝日新聞』2018年 12月 21日。
[291] 「消費より貯蓄優先する社会（ミダス王の誘惑）」『朝日新聞』2019年 2月 8日。
[292] 「財務省は山一を批判できるか（ミダス王の誘惑）」『朝日新聞』2019年 3月 1日。
[293] 「消費低迷と日本経済」『経済セミナー』2019年 2，3月号、No.706、pp.57-64。
[294] 「どうする財政再建 欧州並み消費増税案示せ」『毎日新聞』2019年 7月 19日。
[295] 「所得減の事業に集中補償を」『朝日新聞』2020年 4月 29日。

【その他】

学会活動

(1) 学会やその他の学術集会（2005年度以降）
a. 2005年 6月 4-5日 日本経済学会春季大会（京都産業大学）座長と討論者

b. 2005年9月24-25日 International Sophia Symposium:Keynesian Legacy and Modern Economics, 上
智大学、報告と招待講演

c. 2006年 11月 17日 立教大学経済学部創立 100周年記念国際シンポジウム、ケインズと現代経
済学 partⅠ…『一般理論』刊行 70周年を記念して、立教大学、招待講演

d. 2007 年 3 月 14-15 日 Keynes Conference: Keynes’s Economics and His Influences on Modern
Economics, 上智大学、招待講演

e. 2007 年 6 月 28-30 日 Osaka University Forum 2007 in Groningen: Frontiers of Economics and Its
Applications, Hampshire Hotel Plaza, Groningen, The Netherlands. 基調講演

f. 2008 年 9 月 26-27 日 GDC (Globalisation & Development Centre) International Conference,
How Globalisation is Shaping the Asis-Pacific: Multi-disciplinary Perspectives, Bond University, Gold
Coast, Australia. 招待講演

g. 2009年 8月 26日 第 6回行動経済学研究センターシンポジウム、ケインズは不況を説明
したのか、大阪大学中之島センター、招待講演

h. 2009年 10月 17日 日本財政学会 66回大会シンポジウム、ケインズは甦ったか、明治学
院大学、招待講演

i. 2010年 1月 29日 六甲フォーラム、“NominalWage Adjustment, Demand Shortage and Economic
Policy”、神戸大学大学院経済学研究科、招待講演

j. 2010 年 3 月 2-7 日 6th International Keynes Conference, “Nominal Wage Adjustment, Demand
Shortage and Economic Policy”、上智大学、招待講演

k. 2010 年 5 月 12-14 日 International Conference on Asian Economy,2010: Globalization and the
Evolution of Asian Economy, “International Economic Interdependence and Exchange Rate Adjustment
in the Presence of Unemployment”, Department of Economics Korea University at Sejong, Korea. 招待
講演

l. 2010年 6 月 26 日 NBER Japan Project Meeting, “Economic Policy of the Present Government: A
Theoretical Analysis”, アジア開発銀行、招待講演

m. 2010年 12月 12日 ケインズ・パイロット・シンポジウム、「世界経済のゆくえ・日本

経済のゆくえ －経済理論・経済政策論の視点から」、上智大学

n. 2011年 5月 22日 日本経済学会 2011年度春季大会、パネル・ディスカッション『東日本大震
災：経済学に何ができるか』、「復興財源と景気への効果」、熊本学園大学高橋ホール、招待

講演

o. 2011年 6月 7-9日 Third Graz Schumpeter Summer School, “Multiplier Effect Reconsidered”, “On
Persistent Demand Shortages: A Behavioral Approach”, “International Economic Interdependence and
Exchange-rate Adjustment under Persistent Stagnation”, The University of Graz, Graz, Austria. 招待講
義

p. 2012年 2 月 10日 EHESS seminar, “On Persistent Demand Shortages: A Behavioral Approach”,
Ecole des Hautes Etudes en Sciences Sociales, Paris.

q. 2012年 3 月 5-7日 経済動学と選好の経済分析コンファレンス、“On Persistent Demand
Shortages:A Behavioral Approach”, 松山大学文京キャンパス 東本館 7階会議室 2（愛媛県）

r. 2012年3月 17日 Grand Design by Japan －The 2011Quake and Tsunami Project－, 第11回フォ
ーラム『2011東日本大震災の危機対応(12)－震災 1週年フォーラム』、「成熟社会の災害対応」、
慶応大学、招待講演

s. 2012年 9月 1日 The 2nd Summer School on Analytical Political Economy: Equality andWelfare, 一
橋大学 Global COE 企画 , “A Dynamic Theory of Stagnation：Dynamic Theory and Keynes's
Economics”, 一橋大学

t. 2012年 11月 24日 大阪大学グローバルCOE 『ダイナミクスと選好の経済分析コンファレン
ス』、「エネルギー転換の経済効果」、ホテル阪急エキスポパーク（大阪）

u. 2013年2月26日 Caulfield Seminar, “A Reinterpretation of the Keynesian Consumption Function and
Multiplier Effect”, Department of Economics, MonashUniversity, Melbourne, Australia.

v. 2013年 3月 23日 ビジネスモデル学会 2013春季大会、「成熟社会の経済に必要な発想の
転換」、東京大学

w. 2013年 9月 10-12日 CES Lectures 2013, “A Dynamic Theory of Persistent Stagnation”, Center of
Economic Studies, Ludwig-Maximilians-Universität,München, Germany

x. 2014年 1月 31日 福岡大学先端経済研究センター第７２回研究会、“A Reinterpretation of the
Keynesian Consumption Function andMultiplier Effect”、福岡大学

y. 2014 年 4 月 1-2 日 Academia Sinica – Osaka University Joint Workshop, “Difference or Ratio:
Implication of Status Preference on Stagnation”, Institute of Economics, Academia Sinica, Taipei, Taiwan

z. 2014 年 5 月 21 日 BOE Seminars, “A Theory of Long-run Stagnation”, Keynes Room, Bank of
England, London, United Kingdom, 招待講演

aa. 2014年 5月 22日 Economics and Finance Seminars, “A Theory of Long-run Stagnation”, Department
of Economics, Mathematics and Statistics, Birkbeck College, University of London, London, United
Kingdom

ab. 2014年6月9日 INFINITIConference on International Finance 2014, “Exchange-rateAdjustment and
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Macroeconomic Interdependence between Stagnant and Fully Employed Countries”,Monash University
Prato Centre, Prato, Italy

ac. 2014年 10月 11日 日本経済学会 2014年度秋季大会、特別報告、「長期不況の理論」、西南
学院大学、招待講演

ad. 2015年 2月 20日、共同利用・共同研究拠点「厚生主義批判と非厚生主義的定式化の可能性に
関する規範理論的研究」第８回研究会、「長期不況理論の展開」、一橋大学経済研究所、招待

講演

ae. 2015年 1月 16日, IPS Presentation, “Long-run Stagnation in Japan - Theory and Policy”, Institute of
Policy Studies of Sri Lanka, Colombo, Sri Lanka, 招待講演

af. 2015年 7月 12日-18日, FifthGraz Schumpeter Summer School, “Short-run StagnationVS. Long-run
Stagnation”, “Long-run Stagnation, Zero Interest Rate and Status Preference”, “Transition from
High-growth Economy to Long-run Stagnation”, The University of Graz, Graz,Austria, 招待講演

ag. 2015年 8 月 16日-18日 Norges Bank Research Seminar, “A Theory of Secular Stagnation”, Norges
Bank, Oslo, Norway, 招待講演

ah. 2015年 11月 13日-14日, Osaka Conference on Growth, Stagnation and Macroeconomic Fluctuations,
“Growth, Stagnation andWealth Preference”, Hotel Hankyu EXPO Park, Osaka, 学会オーガナイザー
と発表者

ai. 2015年 12月 28日、国民経済計算研究会「２つの政権：政策と経済の動き」、専修大学、招待
講演

aj. 2016年 3月 15日、六甲フォーラム、六甲台マクロセミナー共催、“Growth, Stagnation andWealth
Preference”、神戸大学経済学研究科、招待講演

ak. 2016年 4月 6日、一橋経済学セミナー、“Macroeconomic interdependence between a stagnant and a
fully employed country”、 一橋大学マーキュリータワー

al. 2016年 5月 20日、京都大学経済研究所セミナー、“Growth, Stagnation andWealth Preference”、
京都大学

am. 2016 年 9 月 23 日 , MOMA NETWORK (Markets, Organizations, Mechanisms, and Agents), III
Meeting-Workshop, “Growth, Secular Stagnation and Wealth Preference”, Facultad de Traducción
Interpretacion, The Universidad deGranada, Granada, Spain

an. 2017年 1月 20日、香川大学人文社会学系セミナー、 “Growth, Stagnation andWealth Preference”,
香川大学

ao. 2017 年 4 月 20 日、One-day Conference on Secular Stagnation and Wealth Preference, “Wealth
Preference and Secular Stagnation: An Overview”,Osaka University

ap. 2017年 5月 17日、岡山大学経済学会大講演会「成熟社会の経済と処方箋」、岡山大学
aq. 2017年 9月 12-14日 CES Lectures 2017, “Wealth Preference and Secular Stagnation”, Center of

Economic Studies, Ludwig-Maximilians-Universität,München, Germany.
ar. 2018 年 9 月 10 日、Macroeconomics Seminar, “Country Size, Specialization Patterns and Secular

Demand Stagnation”, École Polytechnique, Paris, France.
as. 2018年 10月 4 日、Economics Seminar, “Wealth Preference and Secular Stagnation: An Overview”,

University ofRennes, France.
at. 2019年 2月 14日、MacroeconomicsWorkshop 『産業構造と雇用・景気の動学的分析』, “Wealth

Preference and Inequalities”, 東洋大学、２０１９年２月１４日。
au. 2019 年 9 月 27日、ISER-CPB Joint Workshop: Secular Stagnation in Japan and Europe, “Long-run

Stagnation in Japan: Theory and Policy”, ISER,OsakaUniversity.

(2) 学会役員（2005年度以降）
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Macroeconomic Interdependence between Stagnant and Fully Employed Countries”,Monash University
Prato Centre, Prato, Italy

ac. 2014年 10月 11日 日本経済学会 2014年度秋季大会、特別報告、「長期不況の理論」、西南
学院大学、招待講演

ad. 2015年 2月 20日、共同利用・共同研究拠点「厚生主義批判と非厚生主義的定式化の可能性に
関する規範理論的研究」第８回研究会、「長期不況理論の展開」、一橋大学経済研究所、招待

講演

ae. 2015年 1月 16日, IPS Presentation, “Long-run Stagnation in Japan - Theory and Policy”, Institute of
Policy Studies of Sri Lanka, Colombo, Sri Lanka, 招待講演

af. 2015年 7月 12日-18日, FifthGraz Schumpeter Summer School, “Short-run StagnationVS. Long-run
Stagnation”, “Long-run Stagnation, Zero Interest Rate and Status Preference”, “Transition from
High-growth Economy to Long-run Stagnation”, The University of Graz, Graz,Austria, 招待講演

ag. 2015年 8 月 16日-18日 Norges Bank Research Seminar, “A Theory of Secular Stagnation”, Norges
Bank, Oslo, Norway, 招待講演

ah. 2015年 11月 13日-14日, Osaka Conference on Growth, Stagnation and Macroeconomic Fluctuations,
“Growth, Stagnation andWealth Preference”, Hotel Hankyu EXPO Park, Osaka, 学会オーガナイザー
と発表者

ai. 2015年 12月 28日、国民経済計算研究会「２つの政権：政策と経済の動き」、専修大学、招待
講演

aj. 2016年 3月 15日、六甲フォーラム、六甲台マクロセミナー共催、“Growth, Stagnation andWealth
Preference”、神戸大学経済学研究科、招待講演

ak. 2016年 4月 6日、一橋経済学セミナー、“Macroeconomic interdependence between a stagnant and a
fully employed country”、 一橋大学マーキュリータワー

al. 2016年 5月 20日、京都大学経済研究所セミナー、“Growth, Stagnation andWealth Preference”、
京都大学

am. 2016 年 9 月 23 日 , MOMA NETWORK (Markets, Organizations, Mechanisms, and Agents), III
Meeting-Workshop, “Growth, Secular Stagnation and Wealth Preference”, Facultad de Traducción
Interpretacion, The Universidad deGranada, Granada, Spain

an. 2017年 1月 20日、香川大学人文社会学系セミナー、 “Growth, Stagnation andWealth Preference”,
香川大学

ao. 2017 年 4 月 20 日、One-day Conference on Secular Stagnation and Wealth Preference, “Wealth
Preference and Secular Stagnation: An Overview”,Osaka University

ap. 2017年 5月 17日、岡山大学経済学会大講演会「成熟社会の経済と処方箋」、岡山大学
aq. 2017年 9月 12-14日 CES Lectures 2017, “Wealth Preference and Secular Stagnation”, Center of

Economic Studies, Ludwig-Maximilians-Universität,München, Germany.
ar. 2018 年 9 月 10 日、Macroeconomics Seminar, “Country Size, Specialization Patterns and Secular

Demand Stagnation”, École Polytechnique, Paris, France.
as. 2018年 10月 4 日、Economics Seminar, “Wealth Preference and Secular Stagnation: An Overview”,

University ofRennes, France.
at. 2019年 2月 14日、MacroeconomicsWorkshop 『産業構造と雇用・景気の動学的分析』, “Wealth

Preference and Inequalities”, 東洋大学、２０１９年２月１４日。
au. 2019 年 9 月 27日、ISER-CPB Joint Workshop: Secular Stagnation in Japan and Europe, “Long-run

Stagnation in Japan: Theory and Policy”, ISER,OsakaUniversity.

(2) 学会役員（2005年度以降）

日本経済学会常任理事（2005年 4月より 2008年 3月まで）

(3) 雑誌編集（2005年度以降）
[1]Review ofDevelopment Economics, Editorial Board

(4) レフェリー経験
Journal of International Economics, International Economic Review, Japanese Economic Review, Economic
Journal, Manchester School, Review of International Economics, Journal of Economics, Journal of Public
Economics, Scandinavian Journal of Economics, Canadian Journal of Economics, Australian Economic
Papers, Journal of Japanese and International Economies, Bulletin of Economic Research, Metroeconomica ,
Journal of Money, Credit and Bankingなど。

賞

1985年度 日経・経済図書文化賞
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特任教授（常勤） Serguey Braguinsky

研究領域：経済発展、新制度経済学、企業、技術革新、産業成長の経済学

所属部門：実証経済学部門

【研究の概要】

My research centers on fundamental issues of economic dynamics and development. Having lived through the
collapse of a totalitarian system, I found that the dynamics of the transition to a market economy using “new
institutional economics” (economic approach to the analysis of social institutions pioneered by Ronald Coase,
Harold Demsetz, andDouglas North) presented a natural starting point. Since I joined the U.S. academic
community in the early 2000s, I have focused on detailed, "nanoeconomic" examination of the major
determinants of economic success and failure through the lens of industry behavior, entrepreneurship, and
adoption and diffusion of best technological and management practices, especially as they relate to human capital.
I have aimed to develop new theoretical perspectives, as well as new empirical approaches tomeasuring
quantitatively various important relevant phenomena, among them, rewards to entrepreneurship, the role of
managerial talent in the productivity and profitability of plants, the impact of political risk on investment and
growth, and the role of globalization in fighting the corporate culture of hiding and corruption.

A country’s stage of development and its institutions determine how effectively it can generate and exploit new
technological opportunities and utilize its human capital. At the same time, superior human capital and rapid
diffusion of best practices, even if they happen initially in just one industry, have the potential of eventually
changing thewhole institutional landscape. Dynamic, innovative industries and regions are born out of a marriage
between technological opportunity and human capital, on the one hand, andmarket demand and institutional
rules governing asset allocation and rent appropriation, on the other hand. The consequences for humanwelfare
of understanding how a country can unleash its productive potential are so staggering that, as Nobel Laureate
Robert Lucas wrote, “once one starts to think about them, it is hard to think about anything else” (Lucas, 1988, p.
5).While we may already have a rather good idea of poor institutions being themain reason for “why nations
fail” (Acemoglu and Robinson, 2012), detailed “nano-economic” study of entrepreneurship and industry
behavior presents, in my view, the most promising way of studying development (including institution-building)
as a “self-discovery” process (Hausmann and Rodrik, 2003), and thus allows one to pose and answer the question
of how nations succeed. I expect this to be the most important theme inmy research agenda going forward.

【学歴・職歴】

June 1982, B.A. in Oriental Studies and International Economics (with honors), Moscow
October 1986, Candidate of Economic Sciences, Institute of Oriental Studies, USSR, Academy of Sciences,
Moscow,USSR
October 1997, Doctor ofEconomics, , Keio University, Tokyo, Japan
1985-1986, Junior Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences,Moscow,USSR
1987-1988, Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences,Moscow,USSR
1989-1991, Senior Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences, Moscow,USSR
1993-1996, Advisor, Research Institute for International Investment and Development, the Export-Import Bank
of Japan, Tokyo, Japan
1993-1997, Member, Commission for the Study of Economic Reform in the Former Soviet Union, the Economic
PlanningAgency of Japan, Tokyo, Japan
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特任教授（常勤） Serguey Braguinsky

研究領域：経済発展、新制度経済学、企業、技術革新、産業成長の経済学

所属部門：実証経済学部門

【研究の概要】

My research centers on fundamental issues of economic dynamics and development. Having lived through the
collapse of a totalitarian system, I found that the dynamics of the transition to a market economy using “new
institutional economics” (economic approach to the analysis of social institutions pioneered by Ronald Coase,
Harold Demsetz, andDouglas North) presented a natural starting point. Since I joined the U.S. academic
community in the early 2000s, I have focused on detailed, "nanoeconomic" examination of the major
determinants of economic success and failure through the lens of industry behavior, entrepreneurship, and
adoption and diffusion of best technological and management practices, especially as they relate to human capital.
I have aimed to develop new theoretical perspectives, as well as new empirical approaches tomeasuring
quantitatively various important relevant phenomena, among them, rewards to entrepreneurship, the role of
managerial talent in the productivity and profitability of plants, the impact of political risk on investment and
growth, and the role of globalization in fighting the corporate culture of hiding and corruption.

A country’s stage of development and its institutions determine how effectively it can generate and exploit new
technological opportunities and utilize its human capital. At the same time, superior human capital and rapid
diffusion of best practices, even if they happen initially in just one industry, have the potential of eventually
changing thewhole institutional landscape. Dynamic, innovative industries and regions are born out of a marriage
between technological opportunity and human capital, on the one hand, andmarket demand and institutional
rules governing asset allocation and rent appropriation, on the other hand. The consequences for humanwelfare
of understanding how a country can unleash its productive potential are so staggering that, as Nobel Laureate
Robert Lucas wrote, “once one starts to think about them, it is hard to think about anything else” (Lucas, 1988, p.
5).While we may already have a rather good idea of poor institutions being themain reason for “why nations
fail” (Acemoglu and Robinson, 2012), detailed “nano-economic” study of entrepreneurship and industry
behavior presents, in my view, the most promising way of studying development (including institution-building)
as a “self-discovery” process (Hausmann and Rodrik, 2003), and thus allows one to pose and answer the question
of how nations succeed. I expect this to be the most important theme inmy research agenda going forward.

【学歴・職歴】

June 1982, B.A. in Oriental Studies and International Economics (with honors), Moscow
October 1986, Candidate of Economic Sciences, Institute of Oriental Studies, USSR, Academy of Sciences,
Moscow,USSR
October 1997, Doctor ofEconomics, , Keio University, Tokyo, Japan
1985-1986, Junior Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences,Moscow,USSR
1987-1988, Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences,Moscow,USSR
1989-1991, Senior Researcher, Institute ofOriental Studies,USSRAcademy of Sciences, Moscow,USSR
1993-1996, Advisor, Research Institute for International Investment and Development, the Export-Import Bank
of Japan, Tokyo, Japan
1993-1997, Member, Commission for the Study of Economic Reform in the Former Soviet Union, the Economic
PlanningAgency of Japan, Tokyo, Japan

1991-1998,Consultant, Economics ResearchGroup, Salomon Brothers Asia Limited,Tokyo, Japan
1996-1997,Lecturer, Hitotsubashi University, Tokyo, Japan
1991-2001,Associate Professor, Faculty of Economics and Business Administration, Yokohama City University,
Yokohama, Japan
2001-2002, Visiting Associate Professor, George Stigler Center for the Study of the Economy and the State, the
University of Chicago, Chicago, IL
2002-2003, Visiting Assistant Professor, Department of Economics, State University of New York at Buffalo,
Buffalo,NY
2003-2008, Assistant Professor, Department of Economics, State University of New York at Buffalo, Buffalo,
NY
2008-2009, Visiting Associate Professor, Department of Social and Decision Sciences, Carnegie Mellon
University, Pittsburgh, PA
2009-2015, Associate Professor (with tenure since January 2015), Department of Social and Decision Sciences,
CarnegieMellonUniversity, Pittsburgh, PA
2015-2016, RogerW. Ferguson, Jr., and Annette L. Nazareth Member, School of Social Sciences, Institute for
Advanced Study, Princeton, NJ
January 2016-Present, Associate Professor (with tenure), Robert H. Smith School of Business; courtesy
appointment, Department of Economics, University of Maryland, NBER Productivity, Innovation, and
Entrepreneurship ProgramResearchAssociate
April 2018 – Present, Professor (cross-appointment), Institute of Social and Economic Research (ISER), Osaka
University.

【主な発表論文名･著書名等】

I.Books from academic publishing houses
Steven Klepper, 2016. Experimental Capitalism. The Nanoeconomics of American High-Tech Industries. Edited
by Serguey Braguinsky, David Hounshell and JohnMiller. PrincetonUniversity Press, Princeton, New Jersey.

Serguey Braguinsky and Grigory Yavlinsky, 2000. Incentives and Institutions. The Transition to a Market
Economy in Russia. PrincetonUniversity Press, Princeton, NewJersey.

Serguey Braguinsky and Yakov Pevzner, 1991. Political Economy: Problems and Ways of Renovation (in
Russian).Moscow, "Muisl."

Serguey Braguinsky, 1989.Monetary Policy in Japan (in Russian). Moscow, "Nauka."

II. Selected peer-refereed papers in academic journals
Agarwal, Rajshree, Braguinsky, Serguey, andOhyama, Atsushi. "Centers of Gravity: The Effect of Shared
Leadership and Stability in TopManagement Teams on FirmGrowth and Industry Evolution." Strategic
Management Journal,Vol. 41(3), 2020, pp. 467-498.

"Academic Entrepreneurship: Bayh-Dole versus the 'Professor's Privilege'"(link is external) (with T.Astebro, P.B.
Pontus, andA.Broström) Industrial and Labor Relations Review, 72(5), 2019, pp.1094–1122.

Serguey Braguinsky and DavidA. Hounshell, 2016. “History and Nanoeconomics in Strategy Research: Lessons
from the Meiji-Era Japanese Cotton Spinning Industry.” Strategic Management Journal, Vol. 37, No. 1, pp.
45-65.

Serguey Braguinsky, Atsushi Ohyama, Tetsuji Okazaki, and Chad Syverson, 2015. “Acquisitions, Productivity,
and Profitability: Evidence from the Japanese Cotton Spinning Industry.” American Economic Review, Vol. 105,
No 7, pp. 2086-2119.
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Serguey Braguinsky and David A. Hounshell, 2015. “Spinning Tales about Japanese Cotton Spinning:
Saxonhouse (1974) and Lessons fromNewData.” Journal of Economic History, Vol. 75,No. 2, pp. 364-404.

Serguey Braguinsky and Sergey Mityakov, 2015. “Foreign-Owned Firms and the Culture of Transparency:
Evidence fromRussian Administrative Data.” Journal of Financial Economics, vol. 117,No. 1, pp. 139-164.

Rajshree Agarwal and Serguey Braguinsky, 2015. “Industry Evolution and Entrepreneurship: Steven Klepper’s
Contribution to Industrial Organization, Strategy, Technological Change, and Entrepreneurship.” Strategic
Entrepreneurship Journal, Vol. 9,No. 4, pp. 380-397.

Serguey Braguinsky, 2015. “Knowledge Diffusion and Industry Growth: The Case of Japan’s Early Cotton
Spinning Industry.” Industrial and Corporate Change, Vol. 24,No. 4, pp. 769-790.

Serguey Braguinsky, Sergey Mityakov, and Andrey Liscovich, 2014. “Direct Estimation of Hidden Earnings:
Evidence fromAdministrative Data.” Journal of Law and Economics, Vol. 57, No.2, pp. 281-319 (lead article).
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研究領域：計量経済学

所属部門：実証経済学部門

【研究の概要】
私はパネルデータを使った計量経済分析手法の開発とそれを用いた実証分析を主な研究課題としてい

る。パネルデータは時系列とクロスセクション両面をもちあわせた 2次元データであり、経済主体の

動学的・空間的行動の実証分析を同時に実現させることができる。一方で、純粋クロスセクションデ

ータや時系列データでは考慮の必要のなかった問題、すなわちクロスセクションあるいは時系列不均

質性、クロスセクションおよび時系列相関の制御などの解決が重要になる。この観点から、これまで

私は（１）不均質性検定（２）クロスセクション相関検定（３）クロスセクション相関のあるパネル

データモデルの推定について主に研究してきた。近年はパネルデータの収集も進み、ラージパネルデ

ータと呼ばれる、時系列サイズ（T）もクロスセクションサイズ（N）も供に大きなパネルデータがよ

り容易に入手が可能となってきた。ラージパネルデータの推定はビッグデータの解析のための（４）

高次元データ解析手法と密接な関わりを持つため、その研究もしている。最後に、開発された手法が

特に有効と考えられる分野での（５）実証分析も積極的に行っている。以下、上記各研究について詳

細を記す。

（１）不均質性検定

固定効果モデルやランダム効果モデルなどトラディショナルなショートパネルデータモデル（Tが

Nよるはるかに小さい）では、クロスセクションの非均一性を不均質な切片として制御している。論

文[3]は以前より使われていた固定効果・ランダム効果検定に初めて漸近的正当性を与え、論文[14]

は同検定量を不均一分散に robustとなるよう拡張した。ラージパネルデータでは、T方向の情報も豊

富に使えるため、非均一性を切片だけでなく、説明変数の係数にも仮定し、推定することが可能であ

る。論文[5]ではラージパネルデータを想定した新しい説明変数係数の不均質性検定を提唱した。論文

[3]は国際標準の主要パネルデータ教科書（例えば Wooldridgeや Baltagi）に引用されている。Google

Scholar によれば論文[5]は 2016年 12月時点で 269回引用されている。

（２）クロスセクション独立・相関検定

家計データなどのショートパネルデータは基本的にランダムサンプリングで集計されているため、

クロスセクションの独立性の前提は妥当と考えることができるが、データ入手が困難で、多くのクロ

スセクションに影響を与えるであろう要素が欠落変数としてある場合（例えば wage equationにおけ

る abilityなど）、独立性は失われる可能性がある。また、国際マクロパネルデータや地域パネルデ

ータ（例えば日本の各県の物価指数など）のクロスセクション単位はランダムサンプルではなため、

クロスセクション間の独立性の妥当性はもとより疑わしい。従って、クロスセクション相関を制御し

ない推定法を選択しようとする場合、クロスセクション独立・相関検定が有用である。論文[5]は検定

量が基づくクロスセクション・エラー相関係数量の有限 Tバイアスを導出し、比較的小さな Tのパネ

ルデータでも有効なクロスセクション独立検定量を提唱した。論文[6], [7]では Arellano-Bondなど

のショートパネル動学モデルに一致性のあるクロスセクション独立検定量を提唱した。論文[15] で

は、これまで主流であった相関係数に基づく独立検定量ではなく、時系列分散不均一下でも一致性を

持つ相関量にもとづくクロスセクション相関検定を提唱している。
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（３）クロスセクション相関のあるパネルデータモデルの推定

上述のクロスセクション相関が存在すると実証あるいは推察される場合、そのような相関を制御し

たモデル推定と検定手法の開発が必要となる。クロスセクション相関の時系列的均一性を仮定したと

しても、一般的には N(N-1)/2の異なった相関のペアがあり、ショートパネルあるいはラージパネル

でも、それらすべての値の一致性のある推定が困難になることである。ここで重要なのは、推定の一

致性を担保する、パラメタの数が十分少ない一般的な相関モデルを使うことである。そのようなパラ

メトリックなクロスセクション相関の代表的モデルは 2つあり、一つは空間計量経済学モデル、もう

一つはエラーファクターモデル（interactive effects モデルとも呼ばれる）である。私は主に後者

を仮定して一致性のある推定方法を考察してきた。ラージパネルデータのためのエラーファクターモ

デル推定には主に 2つのアプローチがある。Pesaranの提唱した一次モーメントにも続いたアプロー

チ、そして 2次モーメントに基づいた Baiのアプローチがそれである。Pesaranのアプローチは推定

法が比較的容易であり、非均一性も制御できるという優れた特性がある。論文[11]は Pesaranの推定

量がファクターが非定常である場合にも一致性を持つことを証明した、基幹的論文である。また、論

文[13]は単位根検定下にある時系列がエラーファクター構造を持つ場合に、一致性のあるパネル単位

根検定量を、Pesaranのアプローチに基き、開発した。論文[9]では論文[11]と論文[13]で開発された

手法を使い、米国の州レベル家屋価格（非定常である）の動学的・空間的変動を分析した。一方で

Pesaranのアプローチは、動学モデルにおいてはラグ次数が増えるとともに自由度が加速度的に減少

していくため、2次モーメントに基づいたアプローチを考えた。論文 [16,20,22] ではラージパネル

データモデルの新しい推定法を提唱した。実証分析で使われる動学モデルには外生説明変数を含むこ

とが多いが、漸近的にその外生変数に含まれるファクターの影響を取り除き、動学モデルのエラーに

含まれるファクターに直交することによって有効な操作変数にすることを考察している。論文[17]で

はエラーファクタモデルの不均一分散、時系列相関、不均一係数にロバストなアプローチを、新たな

理論的結果とともに提唱した。また、新しい不均一係数の外部性テストを提唱した。論文[1*]では Ahn

Lee Schumids (2013)が扱ったトラディショナルな固定効果ショートパネルデータモデルの延長を考察

し、エラーと説明変数と相関のあるランダム係数モデルのより効率的で一致性をもつ推定法を提唱し

ている。

（４）高次元データ解析

ラージパネルデータの推定はビッグデータの解析のための高次元解析手法と密接な関わりを持つ。論

文[2*]では Bailey Smith Pesaran (2016)で提唱された推定法を回帰残差に基づく高次元分散共分散

行列の推定量へ拡張し、新しい線形ファイナンスモデルにおける Pricing Errorの検定量を提唱して

いる。論文[18]では、sparse構造をもつローディングを許容たファクターモデルの推定法を、論文[19]

では同モデルの高次元検定法をそれぞれ確立した。

（５）実証分析

世界経済がこれまでになく深く相互に関係している現在、国家レベルの実証分析においても、他国の

動向を考慮に入れることが望ましくなってきている。また、観測・数値化が難しいが経済に影響を与

えうる重要なファクター（例えば技術進歩や国際標準の変化、国際経済政策など）もモデル推定時に

制御することが望ましい。この観点から、私はこれまでマクロ経済・ファイナンスの分野における実

証研究をパネルデータを使い進めてきた。論文[8]では 購買力平価のもとでは二国間の対数実質為替

レートが定常になることが導かれるのことから、N(N-1)/2ペアあるすべてのパネル非定常検定の結果

の割合を、検定有意水準と比べることによって購買力平価の強度を測った。データ解析の結果、PPP

への調整が観測されるペアは、トレードコストの幅と平均的な為替レート変動率を超えるほどの十分

大きな実質為替レートへのショックがあったときのみであることが結論された。一国内においても、

地域経済を分析するためには地域ごとの動学的特性とともに、地域間の空間的・動学的関係性を考慮
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することが有効であろう。論文[9]では州レベルデータを使い米国の家屋価格と一人あたり収入との動

学的分析を試みた。州間相関と週不均質性を考慮した計量経済モデルで推定を行うことで、家屋価格

と収入との間に長期的関係があることが実証された。論文[10]では英国の地域ごとの家屋価格がどの

ように動学的・空間的に関わり合っているのか実証分析を試みた。その結果、家屋価格ショックの影

響の空間的伝播は時間的な伝播に比べより「緩慢」であることが示された。例えば、ロンドン家屋価

格へのショックの影響は、インパルス応答によれば、ロンドンそのものには2年以内にほとんど無くな

るのに比べ、ロンドンから離れた地域へはゆっくりと遠くまで伝播していくことが示された。論文[12]

では通常のマーケット・インデックス・レベルでの分析ではなく、ファーム・レベルにおけるストッ

ク・リターンとリターン変動率との動学的関係を実証分析した。その結果、(i)ファーム・リターン変

動率のフィードバック効果はマーケット・レベルでもファーム・レベルでも有意であるが、マーケッ

ト・レベルの変動率フィードバック効果のほうが強度が高いこと、(ii)ファームレベルのレベレージ

効果は持続的で有意にネガティブである一方、ファームリターン変動率へのマーケットリターン効果

は持続的で有意にポジティブであることが確認された。論文[21]では、COVID-19のパンデミックをお

さえるため各国にて採用された経済活動制限政策が世界炭素排出量にどのような影響を与えうるかを

仮想現実シミュレーションを使い分析した。

【学歴・職歴】

1992年 3月 立命館大学国際関係学部卒業

2001年 9月 英国マンチェスター大学計量経済学・経済学修士課程終了

2004年 2月 英国マンチェスター大学計量経済学博士課程修了（Ph.D.）
2004年 1月 ～2006年 12月 英国ケンブリッジ大学経済学部研究員（ResearchAssociate）
2007年 1月 ～2007年 9月 英国ケンブリッジ大学ジャッジ・ビジネス・スクール研究員

2007年 10月 ～2009年 9月 英国ヨーク大学経済学部講師（Lecturer）
2009年 10月 ～2011年 5月 英国ヨーク大学経済学部上級講師（Senior Lecturer）
2011年 6月 ～ 現在 英国ヨーク大学経済学部教授（Professor）
2016年 4月 ～現在 大阪大学社会経済研究所特任教授

Other Positions
2010.7-10.8 Visiting Scholar, Discipline of Operations Management and Econometrics, Faculty of
Economics and Business, University of Sydney
2012.4-12.6 Visiting Professor, Institute of Economic Research, Kyoto University, Japan.
2015.7-15.9 JSPS Invited Fellow, Department of Economics, Hiroshima University, Japan.
2017.10-11 Visiting Professor, Center for Applied Financial Economics (CAFÉ), University of Southern

California,USA.
2017.11-12 Visiting Professor, Department of Econometrics and Business Statistics, Monash Business

School,Monash University, Australia.
2019.9- Visiting Professor, TohokuUniversity.

【主な発表論文名】

1．学術論文

[1] Yamagata, T., Orme, C.D., (2005), On Testing Sample Selection Bias under the Multicollinearity Problem,
Econometric Reviews 24, 467 - 481.

[2] Yamagata, T., (2006), The Small Sample Performance of the Wald Test in the Sample Selection Model
under theMulticollinearity Problem, Economics Letters 93, 75-81.

[3] Orme, C.D., Yamagata, T., (2006), The Asymptotic Distribution of the F-Test Statistic for Individual
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Effects, Econometrics Journal 9, 404-422.
[4] Pesaran, M.H., Yamagata, T, (2008), Testing Slope Homogeneity in Large Panels, Journal of Econometrics

142, 50–93.
[5] Pesaran, M.H., Ullah, A., Yamagata, T, (2008), A Bias-Adjusted LM Test of Error Cross Section

Independence, Econometrics Journal 11, 105-127.
[6] Yamagata, T. (2008), A Joint Serial Correlation Test for Linear Panel Data Models, Journal of

Econometrics 146, 134-145.
[7] Sarafidis, V., Yamagata, T., Robertson, D., (2009), A Test of Cross Section Dependence for a Linear

Dynamic PanelModel with Regressors, Journal of Econometrics 148, 149-61.
[8] Pesaran, M.H., Smith, R.P., Yamagata, T., Hvozdyk, L., (2009). Pairwise Tests of Purchasing Power Parity.

Econometric Reviews 28, 495-521.
[9] Holly, S., Pesaran, M.H. , Yamagata, T., (2010), A Spatio-Temporal Model of House Prices in the US,

Journal of Econometrics 158, 160-173.
[10] Holly, S., Pesaran, M.H. , Yamagata, T., (2011), Spatial and Temporal Diffusion of House Prices in the

UK, Journal of Urban Economics 69, 2-23.
[11] Kapetanios G., Pesaran, M.H., Yamagata, T. (2011), Panels with Nonstationary Multifactor Error

Structures, Journal of Econometrics 160, 326-348.
[12] Smith, L.V., Yamagata, T., (2011), Firm Level Return-Volatility Analysis Using Dynamic Panels, Journal

of Empirical Finance 18, 847-867.
[13] Pesaran, M.H., Smith, L.V., Yamagata, T., (2013), Panel Unit Root Tests in the Presence of a Multifactor

Error Structure, Journal of Econometrics 175, 94-115.
[14] Orme, C.D., Yamagata, T., (2014), A Heteroskedasticity-Robust F-Test Statistic for Individual Effects,

Econometric Reviews 33, 431-471.
[15] Halunga, A., Orme, C.D., Yamagata, T., (2017), A heteroskedasticity robust Breusch–Pagan test for

Contemporaneous correlation in dynamic panel data models, Journal of Econometrics 198, 2017, 209-230.
[16] Norkuté, M., Sarafidis, V., Yamagata, T., Cui, G. (2020), Instrumental Variable Estimation of Dynamic

Linear Panel Data Models with Defactored Regressors and a Multifactor Error Structure, Journal of
Econometrics, forthcoming.

2. ディスカッションペーパー
[17] Cui, G., Hayakawa, K., Nagata, S., Yamagata, T. (2019), A Robust Approach to Heteroskedasticity, Error

Serial Correlation and Slope Heterogeneity for Large Linear Panel Data Models with Interactive Effects,
ISERDiscussion Paper 1037, Institute of Social and Economic Research, OsakaUniversity.

[18] Uematsu, Y., Yamagata, T. (2019), Estimation of Weak Factor Models, ISER Discussion Paper 1053,
Institute of Social and Economic Research, Osaka University.

[19]Uematsu, Y., Yamagata, T., (2020), Inference inWeak FactorModels.
[20] Cui, G., Norkute, M., Sarafidis, V., Yamagata, T., (2020), Two-Stage Instrumental Variable Estimation of

Linear Panel DataModels with Interactive Effects.
[21] Smith, L.V., Tarui, N., Yamagata, T., (2020), Assessing the impact of COVID-19 on global fossil fuel
consumption andCO2 emissions.
[22] Cui, G., Sarafidis, V., Yamagata, T., (2020), IV Estimation of Spatial Dynamic Panels with Interactive

Effects: Large Sample Theory and anApplication on BankAttitude.

3．未公刊学術論文(*)
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Effects, Econometrics Journal 9, 404-422.
[4] Pesaran, M.H., Yamagata, T, (2008), Testing Slope Homogeneity in Large Panels, Journal of Econometrics

142, 50–93.
[5] Pesaran, M.H., Ullah, A., Yamagata, T, (2008), A Bias-Adjusted LM Test of Error Cross Section

Independence, Econometrics Journal 11, 105-127.
[6] Yamagata, T. (2008), A Joint Serial Correlation Test for Linear Panel Data Models, Journal of

Econometrics 146, 134-145.
[7] Sarafidis, V., Yamagata, T., Robertson, D., (2009), A Test of Cross Section Dependence for a Linear

Dynamic PanelModel with Regressors, Journal of Econometrics 148, 149-61.
[8] Pesaran, M.H., Smith, R.P., Yamagata, T., Hvozdyk, L., (2009). Pairwise Tests of Purchasing Power Parity.

Econometric Reviews 28, 495-521.
[9] Holly, S., Pesaran, M.H. , Yamagata, T., (2010), A Spatio-Temporal Model of House Prices in the US,

Journal of Econometrics 158, 160-173.
[10] Holly, S., Pesaran, M.H. , Yamagata, T., (2011), Spatial and Temporal Diffusion of House Prices in the

UK, Journal of Urban Economics 69, 2-23.
[11] Kapetanios G., Pesaran, M.H., Yamagata, T. (2011), Panels with Nonstationary Multifactor Error

Structures, Journal of Econometrics 160, 326-348.
[12] Smith, L.V., Yamagata, T., (2011), Firm Level Return-Volatility Analysis Using Dynamic Panels, Journal

of Empirical Finance 18, 847-867.
[13] Pesaran, M.H., Smith, L.V., Yamagata, T., (2013), Panel Unit Root Tests in the Presence of a Multifactor

Error Structure, Journal of Econometrics 175, 94-115.
[14] Orme, C.D., Yamagata, T., (2014), A Heteroskedasticity-Robust F-Test Statistic for Individual Effects,

Econometric Reviews 33, 431-471.
[15] Halunga, A., Orme, C.D., Yamagata, T., (2017), A heteroskedasticity robust Breusch–Pagan test for

Contemporaneous correlation in dynamic panel data models, Journal of Econometrics 198, 2017, 209-230.
[16] Norkuté, M., Sarafidis, V., Yamagata, T., Cui, G. (2020), Instrumental Variable Estimation of Dynamic

Linear Panel Data Models with Defactored Regressors and a Multifactor Error Structure, Journal of
Econometrics, forthcoming.

2. ディスカッションペーパー
[17] Cui, G., Hayakawa, K., Nagata, S., Yamagata, T. (2019), A Robust Approach to Heteroskedasticity, Error

Serial Correlation and Slope Heterogeneity for Large Linear Panel Data Models with Interactive Effects,
ISERDiscussion Paper 1037, Institute of Social and Economic Research, OsakaUniversity.

[18] Uematsu, Y., Yamagata, T. (2019), Estimation of Weak Factor Models, ISER Discussion Paper 1053,
Institute of Social and Economic Research, Osaka University.

[19]Uematsu, Y., Yamagata, T., (2020), Inference inWeak FactorModels.
[20] Cui, G., Norkute, M., Sarafidis, V., Yamagata, T., (2020), Two-Stage Instrumental Variable Estimation of

Linear Panel DataModels with Interactive Effects.
[21] Smith, L.V., Tarui, N., Yamagata, T., (2020), Assessing the impact of COVID-19 on global fossil fuel
consumption andCO2 emissions.
[22] Cui, G., Sarafidis, V., Yamagata, T., (2020), IV Estimation of Spatial Dynamic Panels with Interactive

Effects: Large Sample Theory and anApplication on BankAttitude.

3．未公刊学術論文(*)

[1*] Sarafidis, V., Robertson, D., Yamagata, T., (2016), Efficient Estimation of Correlated Random Coefficient
Models for Short Panels with aMulti-Factor Error Structure, under preparation.

[2*] Pesaran, M.H., Yamagata, T, (2017), Testing for Alpha in Linear Factor Pricing Models with a Large
Number of Securities, ISER,Osaka University.

【その他】

(1) 学会やその他の学術集会への参加
2005.8 Econometric SocietyWorld Congress, London
2006.7 13th International Panel Data Conference, Cambridge
2006.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2006, Vienna
2007.7 14th International Panel Data Conference, Xiamen
2007.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2007, Budapest
2007.9 3rd Cambridge- Princeton Conference, PrincetonUniversity
2008.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2008,Milan
2009.7 15th International Panel Data Conference, Bonn
2009.8 Far EasternMeeting ofEconometric Society 2009, Tokyo
2009.9 3rdAnnual Conference, Granger Centre for Time Series Econometrics, Nottingham
2010.8 Econometric SocietyWorld Congress, Shanghai
2010.7 16th International Panel Data Conference, Amsterdam
2010.12 4th International Conference on Computational and Financial Econometrics (CFE'10)
2011.7 17th International Panel Data Conference,Montreal
2012.6 Japanese Economic Association SpringMeeting 2012 (Invited Speaker), Sapporo
2012.7 18th International Panel Data Conference, Paris
2012.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2012,Malaga
2012.10 19th AnnualMeeting of the German FinanceAssociation (DGF), Hannover
2012.11 Econometric Society Latin AmericanMeeting 2012, Lima
2013.5 ACoference on Cross-sectional Dependence in Panel DataModels, Cambridge
2017.6 EconometricsWorkshop,Warwick (invited)
2017.6 International Association forApplied Econometrics (IAAE)AnnualMeeting, Sapporo
2017.7 International Panel Data Conference, Thessaloniki
2017.8 SummerWorkshop on Economic Theory, Otaru
2018.5 2ndWorkshop on “Macroeconomic and Financial Time Series Analysis”, Lancaster
2018.6 International Association forApplied Econometrics (IAAE)AnnualMeeting,Montreal
2018.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2018, Cologne
2019.6 AsianMeeting of the Econometric Society 2019, Xiamen (invited)
2019.8 NBER-NFS time series conference 2019, Chinese University ofHongKong (invited)
2019.8 Econometric Society EuropeanMeeting 2019,Manchester
2020.8 Econometric SocietyWorld Congress 2020, Bocconi

セミナー:
2005 University ofManchester
2009 Tinbergen Institute, Amsterdam; University ofNottingham; Kyoto University
2010 University of Sydney; University ofCambridge; University of Southampton
2011 University ofLiverpool; University ofCarlos III
2012 KyotoUniversity; University of Tokyo
2013 Goethe University
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2014 Tinbergen Institute, Amsterdam; Osaka University
2015 Hiroshima University
2017 University of Southern California; University of Nottingham; University of Cologne; Erasmus

University Rotterdam
2018 KobeUniversity; DurhamUniversity
2019 University of Bath; Hitotsubashi University; TohokuUniversity; University of Aarhus
2020 London School of Economics; TohokuUniversity

(2)レフェリー経験

(i) Journals
American Statistician, Bulletin of Economic Research, Communications in Statistics, Computational
Statistics & Data Analysis, Econometric Reviews, Econometric Theory, Econometrics Journal, Economic
Modelling, Economics Letters, Journal of Applied Econometrics, Journal of Business & Economic
Statistics, Journal of Econometrics, Journal of Finantial Econometrics Journal of the Japan Statistical
Society, Journal of Time Series Analysis, Manchester School, Oxford Bulletin of Economics and Statistics,
Review of Economic Studies, Spatial Economic Analysis, Quantitative Finance

(ii)Grant Applications
The Economic and Social Research Council (ESRC),UK
The National Science Foundation (NSF),USA
Social Sciences and Humanities Research Council (SSHRC), Canada
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2014 Tinbergen Institute, Amsterdam; Osaka University
2015 HiroshimaUniversity
2017 University of Southern California; University of Nottingham; University of Cologne; Erasmus

University Rotterdam
2018 KobeUniversity; DurhamUniversity
2019 University of Bath; Hitotsubashi University; TohokuUniversity; University of Aarhus
2020 London School of Economics; TohokuUniversity

(2)レフェリー経験

(i) Journals
American Statistician, Bulletin of Economic Research, Communications in Statistics, Computational
Statistics & Data Analysis, Econometric Reviews, Econometric Theory, Econometrics Journal, Economic
Modelling, Economics Letters, Journal of Applied Econometrics, Journal of Business & Economic
Statistics, Journal of Econometrics, Journal of Finantial Econometrics Journal of the Japan Statistical
Society, Journal of Time Series Analysis, Manchester School, Oxford Bulletin of Economics and Statistics,
Review of Economic Studies, Spatial Economic Analysis, Quantitative Finance

(ii)Grant Applications
The Economic and Social Research Council (ESRC),UK
The National Science Foundation (NSF),USA
Social Sciences and Humanities Research Council (SSHRC), Canada

准教授 朱 連明 Lianming Zhu

研究領域：International Trade, Chinese Economy, AppliedMicroeconometrics
所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】

Mywork relies on micro data and applied microeconometric methods to explore the effect of
institutions and policy reforms on firm performance and economic development. My
research focuses on three themes in trade and development: (i) globalization and its impact
on firms, households and local economy; (ii) firm participation in global value chains; (iii)
the incidence and effectiveness of place-based policies in developing countries.

【学歴・職歴】
April 2016–Sept 2017, Assistant Professor, Faculty of Political Science and Economics,Waseda University.
Oct 2017–Mar 2019, Assistant Professor, Institute of Social and Economic Research (ISER), Osaka University.
Mar 2019–present, Associate Professor, Institute of Social and Economic Research (ISER), Osaka University.

【主な発表論文名･著書名等】

[1] Place-Based Policies, Creation and Agglomeration Economies: Evidence from China's Economic Zone Program
(with Yi Lu and JinWang),American Economic Journal: Economic Policy, August 2019, 11(3): 325-360.

[2] Identifying FDI Spillovers (with Yi Lu and Zhigang Tao). Journal of International Economics, July 2017, 107:
75-90.

[3] Product Cycle, Contractibility, and Global Sourcing  (with Xiaoping Chen and Yi Lu). Journal of
Development Economics, July 2017, 127: 283-296.

[4] Markups and Exporting Behavior of Foreign Affiliates (with Hongyong Zhang). Journal of Comparative
Economics, August 2017, 45(3): 445-455.

[5] Task Content of Trade: A Disaggregated Measurement of Japanese Changes (with Eiichi Tomiura and Ryuhei
Wakasugi). Japanese Economic Review, June 2014, 65(2): 238-251.

【その他】

学会・セミナー・講演等

AsianMeeting of the Econometric Society; Central University of Finance and Economics; Hunan University; Japan
Society of International Economics Spring Meeting; Kobe University; Kyoto University; Research Institute of
Economy, Trade and Industry; Sunbelt Conference; Summer Workshop on Economic Theory; University of Hong
Kong; University of Sydney; University of Tokyo;Waseda University.
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特任准教授（常勤）

生藤 昌子 IKFUJI,Masako

研究領域：経済成長、環境経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

【研究の概要】

私の研究領域は、環境と経済発展・経済成長についての分析である。 最近の研究課題は、

（１）カタストロフィック・リスクの経済への影響と政策、（２）温室効果ガス削減と

その影響の緩和政策 、（３） 不況経済での環境政策、および（４）地球温暖化と地域の

自然環境と国際貿易である。

研究課題（１）に関して、大災害リスクあるいは不確実性をどのように理論モデルに導入

するかは、減災対策の政策評価において大変重要である。損失の確率分布に厚い裾部分を

持つ事象（カタストロフィック・リスク）を考慮した場合、将来消費を１単位確実に得る

ために支払う値の期待値は無限大になり得るため、期待効用理論に基づく政策の費用便益

分析には注意しなければならない。そこで、[6]では期待効用の枠組みでカタストロフィ

ックな事象を分析する際、確率分布に関わらずリスクを評価するために必要な効用関数の

特性を分析し、[2]と[4]では[6]で得られた結果を地球温暖化の統合評価モデルに応用し、

カタストロフィック・リスクが存在する状況下での環境政策を分析した。さらに[13]では、

プロスペクト理論で説明される個人の意思決定が、個別の経済活動を集計した市場の均衡

にどのように反映されるかについて、日本の５大都市の地震災害リスク情報と不動産売買
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特任准教授（常勤）

生藤 昌子 IKFUJI,Masako

研究領域：経済成長、環境経済学

所属部門：政策研究部門

【研究の概要】

【研究の概要】

私の研究領域は、環境と経済発展・経済成長についての分析である。 最近の研究課題は、

（１）カタストロフィック・リスクの経済への影響と政策、（２）温室効果ガス削減と

その影響の緩和政策 、（３） 不況経済での環境政策、および（４）地球温暖化と地域の

自然環境と国際貿易である。

研究課題（１）に関して、大災害リスクあるいは不確実性をどのように理論モデルに導入

するかは、減災対策の政策評価において大変重要である。損失の確率分布に厚い裾部分を

持つ事象（カタストロフィック・リスク）を考慮した場合、将来消費を１単位確実に得る

ために支払う値の期待値は無限大になり得るため、期待効用理論に基づく政策の費用便益

分析には注意しなければならない。そこで、[6]では期待効用の枠組みでカタストロフィ

ックな事象を分析する際、確率分布に関わらずリスクを評価するために必要な効用関数の

特性を分析し、[2]と[4]では[6]で得られた結果を地球温暖化の統合評価モデルに応用し、

カタストロフィック・リスクが存在する状況下での環境政策を分析した。さらに[13]では、

プロスペクト理論で説明される個人の意思決定が、個別の経済活動を集計した市場の均衡

にどのように反映されるかについて、日本の５大都市の地震災害リスク情報と不動産売買

価格情報を用いて分析し、個人の短期・長期の地震リスクの認知・評価の差異を分析して

いる。

研究課題（２）に関して、気候変動緩和策を重視すると、気候変動による経済損失の軽減

を期待して温暖化適応政策への資源配分を減らす代替効果の可能性があるとされている。

研究[1]では、気候変動の影響に脆弱で十分な緩和・適応政策の資力がない発展途上国に先

進国が適応の援助をすることで人的資本を守り経済発展させ、将来の気候変動緩和に寄与

を促すという、「緩和策のための適応策となる補完関係」の可能性を示した。

研究課題（３）では、不況経済での環境政策について分析を行なっている。日本のみなら

ず多くの先進国が慢性的な不況と失業問題に直面している。一方、地球温暖化が引き起こ

す気候変動により世界中で自然・社会・経済に様々な影響が出ており、国際的な温室効果

ガス排出削減を急がなければならない。従来の経済分析では高い失業率で不況経済におい

て、費用のかかる地球温暖化対策はより経済状況を悪化させる結果が多く得られているが、

[11]では、適切な環境政策により、失業率を下げ、温室効果ガス排出を減らす可能性を分

析している。

研究課題（４）は地球温暖化と地域的な自然環境悪化との関係に注目している。[5]では、

温室効果ガスは地球温暖化の原因であるが、エアロゾルと呼ばれる大気汚染物質は温室効

果をかなり相殺するという冷却効果がある一方、地域内では重大な健康被害をもたらす点

に注目した。各国が自国の大気汚染政策を重視するか、あるいは気候変動による経済損失

を重視して温室効果ガスを削減するかは、各地域の経済的・地理的特徴に依存することを

示した。

【学歴・職歴】

2002年 3月 神戸市立外国語大学第二部英米学科 卒業

2004年 3月 大阪大学大学院経済学研究科経済学専攻博士前期課程 修了
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2007年 3月 大阪大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程 修了

2006年 4月～2007年 9月 帝塚山大学経済学部非常勤講師

2007年 4月～2007年 9月 立命館大学経済学部非常勤講師

2007年 11月～2009年 6月 エニ・エンリコ・マッテイ財団（イタリア）研究員

2009年 7月～2012年 1月 大阪大学社会経済研究所講師

2012年 1月～2015年 1月 南デンマーク大学（デンマーク）環境経営・経済学部助手

2015年 1月～2015年 3月 南デンマーク大学（デンマーク）環境経営・経済学部研究員

2015年 4月～2015年９月 立命館大学経済学部非常勤講師

2015年 5月～2015年８月 大阪大学社会経済研究所准教授

2015年 9月～2017年 3月 山梨学院大学国際リベラルアーツ学部特任准教授

2017年 4月～現在 筑波大学人文社会系准教授

2019年 4月～現在 大阪大学社会経済研究所特任准教授

その他

1983年～2002年 歯科衛生士（三菱重工業株式会社神戸造船所三菱神戸病院、梶デンタル

クリニック、警察共済組合兵庫県支部診療所）

2012年 4月～2015年 5月 大阪大学社会経済研究所招聘研究員

2014年11月～１２月 University of Paris Ouest--Nanterre LaDéfense 客員教員

【主な発表論文名・著書名等】

I 学術誌掲載論文

[1] “DICE simplified,” (with R.J.A. Laeven, J.R.Magnus, andC.Muris),Environmental
Modeling&AssessmentAvailable online, 9November 2020.

[2] “Adaptation for mitigation,” (with H.Sakamoto and J.R.Magnus),Environmental and
Resource Economics 2020, 75(3), 45-484,

[3] “Expected utility and catastrophic risk in stochastic economy-climatemodel,” (with R.J.A.
Laeven, J.R.Magnus, andC.Muris) Journal of Econometrics, 2020, 214, 110-129.



 109   

2007年 3月 大阪大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程 修了

2006年 4月～2007年 9月 帝塚山大学経済学部非常勤講師

2007年 4月～2007年 9月 立命館大学経済学部非常勤講師

2007年 11月～2009年 6月 エニ・エンリコ・マッテイ財団（イタリア）研究員

2009年 7月～2012年 1月 大阪大学社会経済研究所講師

2012年 1月～2015年 1月 南デンマーク大学（デンマーク）環境経営・経済学部助手

2015年 1月～2015年 3月 南デンマーク大学（デンマーク）環境経営・経済学部研究員

2015年 4月～2015年９月 立命館大学経済学部非常勤講師

2015年 5月～2015年８月 大阪大学社会経済研究所准教授

2015年 9月～2017年 3月 山梨学院大学国際リベラルアーツ学部特任准教授

2017年 4月～現在 筑波大学人文社会系准教授

2019年 4月～現在 大阪大学社会経済研究所特任准教授

その他

1983年～2002年 歯科衛生士（三菱重工業株式会社神戸造船所三菱神戸病院、梶デンタル

クリニック、警察共済組合兵庫県支部診療所）

2012年 4月～2015年 5月 大阪大学社会経済研究所招聘研究員

2014年11月～１２月 University of Paris Ouest--Nanterre LaDéfense 客員教員

【主な発表論文名・著書名等】

I 学術誌掲載論文

[1] “DICE simplified,” (with R.J.A. Laeven, J.R.Magnus, andC.Muris),Environmental
Modeling&AssessmentAvailable online, 9November 2020.

[2] “Adaptation for mitigation,” (with H.Sakamoto and J.R.Magnus),Environmental and
Resource Economics 2020, 75(3), 45-484,

[3] “Expected utility and catastrophic risk in stochastic economy-climatemodel,” (with R.J.A.
Laeven, J.R.Magnus, andC.Muris) Journal of Econometrics, 2020, 214, 110-129.

[4] “Optimal emission taxwith endogenous location choice of duopolistic firms,” (with J.Itaya
andM. Okamura)Environmental and Resource Economics, 2016, 65 (2), 463– 485.

[5] “Expected utility and catastrophic consumption risk,” (with R.J.A. Laeven, J.R.Magnus,
and C.Muris), 2015, Insurance:Mathematics and Economics, 64, 306– 312.

[6] “Conformism and structural change,” (with T. Hori and K.Mino), 2015, International
Economic Review, 56(3), 939-961.

[7] “The effect of health benefits on climate changemitigation policies,” (with J.R.Magnus,
and H. Sakamoto),Climatic Change, 2014, 126, 229– 243.

[8] “Pareto utility,” (with R.J.A. Laeven, J.R.Magnus, and C.Muris), Theory andDecision,
2012, 75 (1), 43– 57.

[9] “Natural disasters in a two-sector model of endogenous growth,” (with R. Horii), Journal of
Public Economics, 2012, 96 (9-10), 784– 796.

[10] “Habit formation in an endogenous growthmodel with pollution abatement activities,”
Journal of Economics, 2008, 94, 241– 259.

[11] “Wealth heterogeneity and escape from the poverty-environment trap,” (with R. Horii),
Journal of Public Economic Theory, 2007, 9 (6), 1041– 1068.

著書

[12] “Environment and Growth,” (with R. Horii), Chapter 1 in Handbook of Environmental
Economics in Asia, Routledge, 2015, pages 3-29.

その他

[13] “The perception of climate sensitivity: revealing priors from posteriors,” (with J.R.Magnus),
2020, ISERDiscussion Paper No. 1111, OsakaUniversity.

[14] “Environmental policy in a stagnant economy,” (with Y. Ono), 2020, ISERDiscussion
Paper No. 1110, Osaka University.

[15] “Earthquake risk embedded in property prices: evidence from five Japanese cities,” (with
R.J.A. Laeven, J.R.Magnus, and Y. Yuan), Tinbergen Institute Discussion Paper,
TI2018-061/III.

[16] “環境と経済成長,” （堀井 亮との共著）食生活科学・文化及び地球環境科学に

関する研究助成研究紀要, 2014, vol. 27, 149-158.

[17] “Internal vs. external habit formation in a growing economywith overlapping generations,”
(with K.Mino), 2009, ISERDiscussion Paper No.750, Osaka University.



 110   

4. 広島大学、2013年 6月

5. 京都大学、2011年３月

6. 小樽商科大学、2011年 2月

7. 東北大学、2009年 11月

8. 北海道大学、2009年 10月

9. 関西学院大学、2006年 7月

III. 学術誌のレフェリー

Economics of Disasters and Climate Change, Environmental Economics and Policy

Studies, Environmental and Resource Economics, Hitotsubashi Journal of Economics,

International Economic Review, Journal of Environmental Economics andManagement,

Journal of the Association of Environmental and Resource Economists, Journal of

Economics, Mathematical Social Sciences, Natural Resource Modeling, Resource and

Energy Economics.
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5. 京都大学、2011年３月
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講師 Nguyen ThangDAO

研究領域： Economic Growth and Development, Demographic Economics,
Environmental and Resource Economics.

所属部門：行動経済学研究センター

【Outline of your recent works】

I am an assistant professor at the Institute of Social and Economic Research, Osaka University. My research
stands on dynamic general equilibrium models with particulartly focus on Environmental and Demographic
issues. In my current research, I put a strong emphasis on demographic transition in developing and less
developed countries that contributes to local environmental degradation and reinforces stagnantion.

【Education and professional experiences】
June 2004:BA in Economics, Natioanl Economics University (Vietnam).
May 2007: MA in Development Economics, Joint Programme between National Economics University
(Vietnam) and International Institute of Social Studies (Netherlands).
September 2013: PhD in Economics, Universite catholique de Louvain (Belgium).
September 2013 – December 2018: Postdoctoral Researcher, Mercator Research Institute on Global Commons
and Climate Change (Germany).
2019: Research Fellow, Leibniz Institute of Freshwater Ecology and Inland Fisheries (Germany).
December 2019 – now: Assistant Professor, Institute of Social and Economic Research, OsakaUniversity (Japan)

【Major papers and books】

Dao N.T, J. Dávila, and A. Greulich (2020). The education gender gap and the demographic transition in
developing countries. Journal of Population Economics (Forthcoming)

DaoN.T and O. Edenhofer (2018). Feldstein meets George: Land rent taxation and socially optimal allocation in
economies with environmental externality. Resource and Energy Economics 53, 20 - 41.

Dao N.T and O. Edenhofer (2018). On the fiscal strategies of escaping poverty-environment traps towards
sustainable growth. Journal of Macroeconomics 55, 253 - 273.

Dao N.T, K. Burghaus and O. Edenhofer (2017). Self-enforcing intergenerational social contracts for Pareto
improving pollutionmitigation. Environmental and Resource Economics 68 (1), 129 - 273.

Schwerhoff G, N.T. Dao, O. Edenhofer, G. Grimalda, M. Jacob, D. Klenert, and J. Siegmeier (2017). Policy
options for a socially balanced climate policy. Economics E-Journal 11 (2), 1 – 12.

Dao,N.T (2016). From agriculture tomanufacturing:How does Geographymatter?Cliometrica 10 (3), 277-309.

Dao N.T and J. Dávila (2014). Implementing steady state efficiency in overlapping generations economies with
environmental externalities. Journal of Public Economic Theory 16 (4), 620 – 649.

DaoN.T and J.Dávila (2013). Can geographical factors lock a society in stagnation? Economics Letters 120 (3),
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442 – 446.
Conference (presented):

2020:
25thAnnual Conference of the EuropeanAssociation Environmental and Resource Economists, Technische
Universitat Berlin andHumbolt-Universitat zu Berlin (Germany) –Online conference (due to the Pandemic)

2019:
XXIAnnual Conference on Bioeconomics,WageningenUniversity (Netherlands)

2018:
World Congress on Environmental and Resource Economics, University of Gothenburg (Sweden)

Chair/Organizer of the Thematic Session: Climate andDemographic Change

2017:
VietnamEconomists AnnualMeeting,HoChiMinh Banking University (Vietnam)
Conference onDevelopment Economics, University of Gottingen (Germany)

2016:
Combating Climate Change: Lessons from Macroeconomics and Public Finance, Tinbergen Institute,
(Netherland)
Public Economic Theory Conference, Rio de Janeiro (Brassil)

2015:
GreenGrowth Conference, University of Venice (Italy)
Annual Congress of Public Finance, Trinity CollegeDublin (Ireland)
Sustainability Conference, University of Strasbourg (France)

2014:
Public Economic Theory Conference, University ofWashington (USA)

2013:
Public Economic Theory Conference, Catholic University of Lisbon (Portugal)
Conference of Society of Advance in Economic Theory, ParisMines (France)
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VietnamEconomists AnnualMeeting,HoChiMinh Banking University (Vietnam)
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2016:
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(Netherland)
Public Economic Theory Conference, Rio de Janeiro (Brassil)

2015:
GreenGrowth Conference, University of Venice (Italy)
Annual Congress of Public Finance, Trinity CollegeDublin (Ireland)
Sustainability Conference, University of Strasbourg (France)

2014:
Public Economic Theory Conference, University ofWashington (USA)

2013:
Public Economic Theory Conference, Catholic University of Lisbon (Portugal)
Conference of Society of Advance in Economic Theory, ParisMines (France)

講師 DonghoonYoo

ResearchArea：Macroeconomics
所属部門：行動経済学研究センター

【Outline of your recent works】

I am an assistant professor at the Institute of Social and Economic Research (ISER), Osaka University. My
research interests are in the areas of macroeconomics and information frictions. I completed my Ph.D. in
economics at the University of Rome Tor Vergata in July 2015.

【Education and professional experiences】

August 1998,Department of Economics, Bachelor's program in Economics, University of Utah
January 2009,Department of Economics, Master's program in Economics, Universite catholique de Louvain
April 2010, Advanced Studies program in International Economic Policy Research, Kiel Institute for the World
Economy (Germany)
July 2015, Faculty of Economics, Doctoral program, University of Rome Tor Vergata
September 2015 - August 2017, Postdoctoral Research Fellow, Department of Economics, University of
Lausanne (Switzerland)
September 2017 - September 2019, Associate Research Fellow, Employment Policy Division, Korea Labor
Institute

【Major papers and books】

I. Peer-reviewed papers in academic Journals
[1] “Ambiguous Information, Permanent Income, and Consumption Fluctuations,” European Economic Review,
119:79–96, 2019.
[2] “Where Is the GE? Consumption Dynamics in DSGEs,” with Jean-Paul L’Huillier, Journal of Money, Credit
and Banking, 51(6):1491–1502, 2019.
[3] “Bad News in the Great Depression, Great Recession, and Other U.S. Recessions: A Comparative Study,”
with Jean-PaulL’Huillier, Journal of Economic Dynamics and Control, 81: 79–98, 2017.

II. Selecved working papers
[4] “When Is the Trend the Cycle?” with Dan Cao and Jean-PaulL’Huillier, October 2016.
[5] “Measuring Consumer Confidence with Aggregate Expenditure Data,” with RobertWaldmann, August 2018.
[6] “Ambiguous Economic News and Heterogeneity: What Explains Asymmetric Consumption Responses?”
with Luisa Corrado, Edgar Silgado-Gómez, and RobertWaldmann,CEISResearch Paper 443, September 2019.

【Presentations】

I.Conferences
2019: IEFS-EAERConference (Seoul), Korean Economic Review International Conference (Seoul).
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2018: KEA-KAEA Joint International Conference (Seoul), IEFS-EAER Conference (Seoul), Asian Meeting of
the Econometric Society (Seoul).
2017: AEA (Poster Session, Chicago), The Second International Days of Macroeconomics and Finance
(Marrakech), The Villa Mondragone International Seminar (Rome), The 5th Workshop on Household Finance
and Consumption (Luxembourg), The 13th Dynare Conference (Tokyo).
2016: The First International Days of Macroeconomics and Finance (Marrakech), IAAE (Milan), Conference on
Korea and theWorld EconomyXV (Seoul),AsianMeeting of the Econometric Society (Kyoto), ESEM (Geneva),
EEA (Geneva), Economics, Economic Policies and Sustainable Growth in theWake of the Crisis (Ancona).
2015: SMYE (Ghent),AFSE (Rennes), EEA (Mannheim), Midwest Macro Meeting (Rochester), Conference on
the Large Scale Crises: 1929 vs 2008 (Ancona), SNDE (Tuscaloosa).

II. Seminars
2020: Korea University
2019: Hanyang University,EU StudiesAssociation of South Korea, ISER (x 2).
2018: KoreanMacroeconomics ResearchGroup, Korea University, SogangUniversity.
2017: Korea Institute for International Economic Policy, Korea Labor Institute.
2016: University of Lausanne.
2015: University of Lausanne (x 2).
2014: EIEF, University of RomeTorVergata.
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the Econometric Society (Seoul).
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EEA (Geneva), Economics, Economic Policies and Sustainable Growth in theWake of the Crisis (Ancona).
2015: SMYE (Ghent),AFSE (Rennes), EEA (Mannheim), Midwest Macro Meeting (Rochester), Conference on
the Large Scale Crises: 1929 vs 2008 (Ancona), SNDE (Tuscaloosa).

II. Seminars
2020: Korea University
2019: Hanyang University,EU StudiesAssociation of South Korea, ISER (x 2).
2018: KoreanMacroeconomics ResearchGroup, Korea University, SogangUniversity.
2017: Korea Institute for International Economic Policy, Korea Labor Institute.
2016: University of Lausanne.
2015: University of Lausanne (x 2).
2014: EIEF, University of RomeTorVergata.

助教 明坂 弥香 AKESAKA, Mika

研究領域：労働経済学、行動経済学、応用計量経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】
私は、労働経済学・行動経済学分野の研究をしています。特に日本での格差や貧困に関する問題、

男女間における選択の違いに関心があります。

日本の約 20年間にわたる賃金格差の変遷について、どの職場で働くかが賃金に与える影響について
分析し［業績 4］、最低賃金の引き上げが雇用状況や家計の貧困状態に与える影響を分析しました[業
績 3]。行動経済学の側面からも、格差や貧困の問題にアプローチしています。社会経済的な成功と個
人の選好についての関係は長きに渡って指摘されていますが、この選好がどのように形成されるのか

については未だ明らかではありません。私の研究では、大きな天災被害を経験した人々の選好がどの

ように変化するか［業績 5］や、年金受給日前で手持ちの資金が減少した時に高齢者の選好がどのよ
うに変化するのかについて分析しています。また、男女間の大学専攻学部の差が生じるメカニズムや、

高齢夫婦の退職決定のパターンについて研究しています。

【学歴・職歴】

2013年 3月 大阪大学経済学研究科経済学専攻 修士課程修了

2014年 4月 日本学術振興会特別研究員（DC2）（至：2016年 3月）
2015年 8月 IMFアジア太平洋事務局 エコノミスト・インターン（至：2015年 9月）
2016年 5月 大阪大学社会経済研究所 特任研究員（至：2019年 3月）
2017年 4月 アジア太平洋研究所 研究員（至：2018年 3月）
2018年 3月 大阪大学経済学研究科経済学専攻 博士課程修了（博士 経済学）

2019年 4月 大阪大学社会経済研究所 助教

【主な発表論文名･著書名等】

１．著書・編著

[1] 大竹文雄、明坂弥香、齊藤誠 「東日本大震災が日本人の経済的選好に与えた影響」、齊藤誠（編）

『震災と経済』、東洋経済新報社、第 8章、247-280頁、2015.

２．学術論文
[2] 明坂弥香・伊藤由樹子・大竹文雄 「日本の子どもの貧困分析」, ESRIDiscussion Paper No.337, 2017.
[3] 明坂弥香・伊藤由樹子・大竹文雄 「最低賃金の変化が就業と貧困に与える影響」,Osaka University

ISERDiscussion Paper. No.999, 2017.
[4] MikaAkesaka,KoyoMiyoshi, ”Wage Inequality during theLong-termStagnation in Japan:Changeswithin andbetween

Establishments”,OsakaUniversityISERDiscussionPaper.No.1045,2018.
[5] Akesaka, Mika. "Change in time preferences: Evidence from the Great East Japan Earthquake." Journal of

Economic Behavior&Organization 166 (2019): 239-245.
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【その他】

１．賞

 第 19回 労働経済学コンファレンス ポスターセッション優秀賞 (2016年 9月)
 第 20回 労働経済学コンファレンス ポスターセッション優秀賞 (2017年 9月)

２．学会・セミナー・講演等（2013年以降の主要なもの）

 明坂弥香、三好向洋 「日本の事業所内・事業所間賃金格差」、RIEBセミナー（六甲フォーラム
／社会システムイノベーションセンター／KUMiCセミナー共催）、兵庫、2017年 7月。

 明坂弥香、三好向洋「日本の事業所内・事業所間賃金格差」、大阪市立大学 経済学会 研究会、

大阪、2017年 9月。
 明坂弥香「Inflation Expectations and Scheduled/Actual Spending under the Zero Lower Bound: Evidence

from the Japanese Household Panel Survey」、人材配置の経済学カンファレンス、富山、2019年 3
月。

3．学術雑誌等又は商業誌における解説、総説

・ 「論文 Today 労働時間と家庭生産・余暇時間の代替性について～タイム・ユーズ・サーベ
イを用いた検証」、『日本労働研究雑誌』、No.652(2014 年 11 月号）

・ 「海外論文 SURVEY vol.54 男性が得意な分野、女性が得意な分野？自分の固定観念が自分

の活躍を妨げる」、『経済セミナー』、No.685(2015 年 8・ 9 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.58 所得の世代間伝達はどのように起こるのか：操作変数法を用い

た要因の分解」、『経済セミナー』、No.688(2016 年 2・ 3 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.63 夫婦の労働供給は補完的なのか？：労働時間短縮の波及効果を

考える」、『経済セミナー』、No. 691(2016年 8・ 9月号)
・ 「海外論文 SURVEY vol.67 賃金決定において、「どこで働くか」がさらに重要に：西ドイ

ツの賃金格差拡大要因」、『経済セミナー』、No. 694(2017年 2・ 3月号)
・ 「海外論文 SURVEY vol.71 ローテーション・サンプリングがもたらす失業率のバイアス」、

『経済セミナー』、No. 697(2017年 8・ 9月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.74 消費者のインフレ予想はどのように形成されるのか？」、『経

済セミナー』、No. 700(2018 年 2・ 3 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.77 採用に年齢差別はあるのか？履歴書を使ったフィールド実験」、

『経済セミナー』、No. 703(2018 年 8・ 9 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.80 最低賃金が家計所得に与える影響」、『経済セミナー』、No. 706

(2019年 2・ 3月号)
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【その他】
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・ 「海外論文 SURVEY vol.63 夫婦の労働供給は補完的なのか？：労働時間短縮の波及効果を

考える」、『経済セミナー』、No. 691(2016年 8・ 9月号)
・ 「海外論文 SURVEY vol.67 賃金決定において、「どこで働くか」がさらに重要に：西ドイ

ツの賃金格差拡大要因」、『経済セミナー』、No. 694(2017年 2・ 3月号)
・ 「海外論文 SURVEY vol.71 ローテーション・サンプリングがもたらす失業率のバイアス」、

『経済セミナー』、No. 697(2017年 8・ 9月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.74 消費者のインフレ予想はどのように形成されるのか？」、『経

済セミナー』、No. 700(2018 年 2・ 3 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.77 採用に年齢差別はあるのか？履歴書を使ったフィールド実験」、

『経済セミナー』、No. 703(2018 年 8・ 9 月号）
・ 「海外論文 SURVEY vol.80 最低賃金が家計所得に与える影響」、『経済セミナー』、No. 706

(2019年 2・ 3月号)

助教 島田 夏美 SHIMADA, Natsumi

研究領域：マーケットデザイン・実験経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】

主に実験経済学的な手法を用いて研究を行っています。実験経済学的な手法では、実験というプ

ログラムやアンケートを通して実際の行動をデータとして取得し、分析を進めます。最近は、実

際に制度を運用するためのプログラムを組んだり、情報開示が現実の市場に与える影響を中心に

研究しました。海外で行った実験・教育に関する研究も進めています。

【学歴・職歴】

2016年 4月 ～ 筑波大学大学院 システム情報工学研究科 社会工学専攻 社会工学

学位プログラム

2019年 1月 ～ 2019年 3月 慶應義塾大学 経済学部経済研究所・パネルデータ設計・解析センタ

ー 研究員(非常勤)

2019年 4月 ～ 2020年 9月 慶應義塾大学 経済学部経済研究所・パネルデータ設計・解析センタ

ー 研究員

2020年 10月 ～ 大阪大学 社会経済研究所 附属行動経済学研究センター 助教

【主な発表論文】（着任後）

[1] 車両速度の情報開示におけるドライバー意思決定問題実験（栗野 盛光、島田 夏美）、

応用経済学研究（近刊）

[2] oTree を用いた配属システムの設計・構築とその運用（島田 夏美、吉田 真聖人、澤 亮

治）情報処理学会（近刊）

【その他】（直近の主要なもの）

・ 2019年 10月 2019年度日本応用経済学会秋季大会

・ 2019年 10月 日本経済学会 2019年度秋季大会

・ 2018年 12月 慶應義塾大学「z-Tree・ oTreeによる経済実験ソフトウェア入門」
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特任助教 謝 梓君 TSE, Tszkwan (シャ シクン)

研究領域：実験経済学 行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【Research】

My research studies behavioral and experimental economics, with a focus on cognitive ability and
cooperation in infinitely repeated games. Carbon emission reduction is global public goods whose
benefits cannot be restricted and does not reduce its availability for others. When individuals
contribute to global public goods, they often simultaneously contribute to local public goods which are
private to the individuals. For example, they reduce air pollutants in the local area by switching to
renewable energy option and reducing energy use. Public goods are impure in reality. What is the
effect of local benefits on the contribution to carbon emission reduction? To answer this question, we
conduct two games: infinitely repeated public goods (PG) game and infinitely repeated transboundary
public goods (TPG) game. In both games, we find that when the probability of continuation δ
increases, subjects with high cognitive ability more frequently employ cooperative, lenient, and
forgiving strategies. However, we cannot find the same trend in low cognitive ability group. By
comparing PG game and TPG game, we find that the effect of local benefit in impure public goods
positively affects contribution among subjects with high cognitive ability when the probability of
continuation is high, but not subjects with low cognitive ability.

Besides, I study whether algorithmic forecasters help investors make rational decisions in the
financial market. Investors increasingly apply machine-learning approaches in financial market
forecasting, e.g., stock price forecasting based on historical data. Although algorithms always
outperform humans, we are still not clear whether investors trust the algorithmic forecasters and
follow their advice in the financial market.Also, we study what personal characteristics (e.g., cognitive
ability) affect investors’ trust in the algorithmic forecasters.

【Educational and Professional Histories】

I. Education

2014 Faculty of Economics, FudanUniversity Bachelor of Economics
2016 Graduate School of Economics, KyotoUniversity Master of Economics
2019 KyotoUniversity Inter-Graduate School Program for

Sustainable Development and Survivable Societies
Completed

2019 Graduate School of Economics, KyotoUniversity Ph.D. in Economics
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特任助教 謝 梓君 TSE, Tszkwan (シャ シクン)

研究領域：実験経済学 行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【Research】

My research studies behavioral and experimental economics, with a focus on cognitive ability and
cooperation in infinitely repeated games. Carbon emission reduction is global public goods whose
benefits cannot be restricted and does not reduce its availability for others. When individuals
contribute to global public goods, they often simultaneously contribute to local public goods which are
private to the individuals. For example, they reduce air pollutants in the local area by switching to
renewable energy option and reducing energy use. Public goods are impure in reality. What is the
effect of local benefits on the contribution to carbon emission reduction? To answer this question, we
conduct two games: infinitely repeated public goods (PG) game and infinitely repeated transboundary
public goods (TPG) game. In both games, we find that when the probability of continuation δ
increases, subjects with high cognitive ability more frequently employ cooperative, lenient, and
forgiving strategies. However, we cannot find the same trend in low cognitive ability group. By
comparing PG game and TPG game, we find that the effect of local benefit in impure public goods
positively affects contribution among subjects with high cognitive ability when the probability of
continuation is high, but not subjects with low cognitive ability.

Besides, I study whether algorithmic forecasters help investors make rational decisions in the
financial market. Investors increasingly apply machine-learning approaches in financial market
forecasting, e.g., stock price forecasting based on historical data. Although algorithms always
outperform humans, we are still not clear whether investors trust the algorithmic forecasters and
follow their advice in the financial market.Also, we study what personal characteristics (e.g., cognitive
ability) affect investors’ trust in the algorithmic forecasters.

【Educational and Professional Histories】

I. Education

2014 Faculty of Economics, FudanUniversity Bachelor of Economics
2016 Graduate School of Economics, KyotoUniversity Master of Economics
2019 KyotoUniversity Inter-Graduate School Program for

Sustainable Development and Survivable Societies
Completed

2019 Graduate School of Economics, KyotoUniversity Ph.D. in Economics

II. Academic Appointment

2016/08-10 UnitedNations Industrial Development
Organization

Internship

2017/04-2019/09 Japan Society for the Promotion of Science Research Fellow (DC1)

2019/10-2020/03 Japan Society for the Promotion of Science Research Fellow (PD)

2020/04-Present Institute of Social and Economic Research, Osaka

University

Specially Appointed
Assistant Professor

【Papers】

I. RefereedPaper
[1]Tetsuya Kawamura, Tsz Kwan Tse, “Shadow of the Future and Cooperative Strategies:
Experimental Evidence from an Infinitely Repeated Transboundary Public GoodsGame”Keio
Business Review, 37(1), 2020

II. Discussion Papers
[2]Tetsuya Kawamura, Tsz Kwan Tse, “Experimental Evidence: Equilibrium Selection and Cognitive
Ability in Infinitely Repeated Transboundary Public GoodsGame”Kansai University, The Research
Institute for Socionetwork Strategies Discussion Paper SeriesNo. 73, 2019
[3]Tetsuya Kawamura, Tsz Kwan Tse, “Experimental Evidence: Equilibrium Selection and Cognitive
Ability in Infinitely Repeated Public Goods Game”Kansai University, The Research Institute for
Socionetwork Strategies Discussion Paper SeriesNo. 72, 2019

【Others】

Conferences
Inside Japan
2019 Japanese EconomicAssociationAutumnMeeting, Kobe University, Japan
2019 Japanese EconomicAssociation SpringMeeting,Musashi University, Japan
2018 The 22st Experimental Social Sciences Conference, Nagoya City University, Japan
2017 The 21st Experimental Social Sciences Conference, Kansai University, Japan
2017 The 6th InternationalAdvisers’Conference, KyotoUniversity, Japan
2016 The 5th InternationalAdvisers’Conference, KyotoUniversity, Japan

Outside Japan
2020 ESAGlobal OnlineAround-the-Clock Conference
2018 Economic ScienceAssociationAsia PacificMeeting, Brisbane,Australia
2017 Economic ScienceAssociationWorldMeeting 2017,UC San Diego, the U.S
2016 Hei-Kyo (Heidelberg-Kyoto)Workshop, Heidelberg University, Germany
2016 Sustainable Development and Survivable SocietiesWorkshop, Fudan University, China
2015 Joint International Workshop on “Social and Economic Development in East Asia”,

Chulalongkorn University, Thailand
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特任研究員 段 杰一 Jieyi Duan

研究領域：実験経済学、行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】
私は、実験経済学および行動経済学分野の研究をしている。特に、資産バブルの成因や、動学ゲー
ムの下で情報伝達の手法が人の行動に与える影響などに関心があり、実験経済学の手法を用いて分析
を行う。

資産バブル成因と貨幣政策

量的金融緩和政策を始めとする、中央銀行が流通市場での国債の売買を通じて経済活動の調整を目

指す貨幣政策は、従来の経済理論のもとではその効果が認められない(Eggertsson andWoodford 2003,
Brookings Pap Econ Act) にもかかわらず、債券価格に影響を与えることを示唆する研究が存在する
(Krishnamurthy and Vissing-Jorgensen 2011, Brookings Pap Econ Act; Joyce et al. 2011, Bank of England
Quarterly Bulletin; Arrata and Nguyen 2017,Working paper)。通常、これらは、市場参加者の特定の資産へ
の選好であったり、中央銀行の政策シグナルという観点から説明されたりすることが多いが、Penalver
et al. (2020, J. Econ. Dyn. Control) は、共通の知識に対する一部の限定的合理な投資家の存在および、
「中央銀行を一つの特殊な市場参加者とみなし、中央銀行が債券をより高い市場価格で購入すること

を思いとどまることはない」という点を注目し、Smith et al. (1988, Econometrica) の実験枠組みに基づ
いた実験を行った。しかし一方、Smith et al. (1988, Econometrica) の実験で採用された仮想市場モデル
では合理的期待均衡ではリスク中立的な被験者が資産の取引をするインセンティブがないという欠点

が存在し、このような仮想市場実験で観察された資産価格をどのように解釈するべきかという問題が

生じることが指摘されていた。

Penalver et al. (2020, J. Econ. Dyn. Control) の実験デザインと異なり、私は Lucas (1978, Econometrica)
の主旨に基づく Crockett, et al. (2018, Rev Econ Stud) や Asparouhova, et al. (2016, J Finance) の仮想市場
モデルを採用することによって、Smith et al. (1988, Econometrica) の欠点をなくし、より資産価格が乖
離しにくい実験環境を構築しました。実験は、債券と現金が完全に代替できるかどうかにかかわらず、

中央銀行のシグナル効果がないような条件のもとでも、中央銀行の介入によって、資産価格が上昇す

ることを示した。

情報伝達と協力行動

近年、クラウドファンディングのような投資形式は多くの投資家から株式を募集することによる企

業の資金調達の手法としても注目されている。グローバルゲームなど、戦略的補完性という、お互い

に協調するとより多くの収益がもらえる性質を有する調整ゲームを用いて、このような投資形式をフ

ィットし、人の行動を分析する研究は多く存在する。その中で、特に注目される研究はBrindisi et al.
(2014,Games Econ Behav) であり、その研究は、非対称的な私的情報が存在するグローバルゲームに行
動タイミングの内生性を導入することで、投資者がより多くの情報を得るために投資タイミングを伸

ばす行動を許す状況を実験室で再現し、そうではない投資状況と比較し、人の投資行動を解明した。

研究[1]では Brindisi et al. (2014,Games Econ Behav) を踏まえて、さらにチープトークを加えることに
よって投資者の間での情報共有を許す環境を実験室で再現し、そうではない状況と対比し、投資者の
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特任研究員 段 杰一 Jieyi Duan

研究領域：実験経済学、行動経済学

所属部門：行動経済学研究センター

【研究の概要】
私は、実験経済学および行動経済学分野の研究をしている。特に、資産バブルの成因や、動学ゲー
ムの下で情報伝達の手法が人の行動に与える影響などに関心があり、実験経済学の手法を用いて分析
を行う。

資産バブル成因と貨幣政策

量的金融緩和政策を始めとする、中央銀行が流通市場での国債の売買を通じて経済活動の調整を目

指す貨幣政策は、従来の経済理論のもとではその効果が認められない(Eggertsson andWoodford 2003,
Brookings Pap Econ Act) にもかかわらず、債券価格に影響を与えることを示唆する研究が存在する
(Krishnamurthy and Vissing-Jorgensen 2011, Brookings Pap Econ Act; Joyce et al. 2011, Bank of England
Quarterly Bulletin; Arrata and Nguyen 2017,Working paper)。通常、これらは、市場参加者の特定の資産へ
の選好であったり、中央銀行の政策シグナルという観点から説明されたりすることが多いが、Penalver
et al. (2020, J. Econ. Dyn. Control) は、共通の知識に対する一部の限定的合理な投資家の存在および、
「中央銀行を一つの特殊な市場参加者とみなし、中央銀行が債券をより高い市場価格で購入すること

を思いとどまることはない」という点を注目し、Smith et al. (1988, Econometrica) の実験枠組みに基づ
いた実験を行った。しかし一方、Smith et al. (1988, Econometrica) の実験で採用された仮想市場モデル
では合理的期待均衡ではリスク中立的な被験者が資産の取引をするインセンティブがないという欠点

が存在し、このような仮想市場実験で観察された資産価格をどのように解釈するべきかという問題が

生じることが指摘されていた。

Penalver et al. (2020, J. Econ. Dyn. Control) の実験デザインと異なり、私は Lucas (1978, Econometrica)
の主旨に基づく Crockett, et al. (2018, Rev Econ Stud) や Asparouhova, et al. (2016, J Finance) の仮想市場
モデルを採用することによって、Smith et al. (1988, Econometrica) の欠点をなくし、より資産価格が乖
離しにくい実験環境を構築しました。実験は、債券と現金が完全に代替できるかどうかにかかわらず、

中央銀行のシグナル効果がないような条件のもとでも、中央銀行の介入によって、資産価格が上昇す

ることを示した。

情報伝達と協力行動

近年、クラウドファンディングのような投資形式は多くの投資家から株式を募集することによる企

業の資金調達の手法としても注目されている。グローバルゲームなど、戦略的補完性という、お互い

に協調するとより多くの収益がもらえる性質を有する調整ゲームを用いて、このような投資形式をフ

ィットし、人の行動を分析する研究は多く存在する。その中で、特に注目される研究はBrindisi et al.
(2014,Games Econ Behav) であり、その研究は、非対称的な私的情報が存在するグローバルゲームに行
動タイミングの内生性を導入することで、投資者がより多くの情報を得るために投資タイミングを伸

ばす行動を許す状況を実験室で再現し、そうではない投資状況と比較し、人の投資行動を解明した。

研究[1]では Brindisi et al. (2014,Games Econ Behav) を踏まえて、さらにチープトークを加えることに
よって投資者の間での情報共有を許す環境を実験室で再現し、そうではない状況と対比し、投資者の

意思決定の変化を検証した。また、先に行動したプレイヤーの行動の情報がまだ行動していないプレ

イヤーに自動的に伝わるという、行動タイミングが内生である場合の特有の情報伝達手法とチープト

ークという情報伝達手法と、どちらがより効率的な結果を生ませるかについて、検証を行った。実験

結果は、チープトークを比べて、被験者の行動順番が内生である場合の特有な情報伝達手法がより効

率的な結果を生みやすいことを示した。しかし、行動の順番が内生である場合では、さらにチープト

ークを導入してもゲーム結果の効率を向上させることができないことが明らかにした。

一方、研究[2]は、不特定の世代が存在する世代交代の囚人ジレンマゲームにおいて、直前の世代の

行動結果が現世代のプレイヤーに伝わる場合、ゲーム全体の結果がどのように変化するかを実験で検

証した。このゲームの特徴としては、各プレイヤーは 1回(1世代)のゲームにしか参加できず、且各

プレイヤーの利得は、そのプレイヤーの代わりに次回(次の世代)のゲームに参加するプレイヤーの行

動結果にも依存する。この場合、直前の世代の行動結果が現世代の意思決定にどのような影響を与え

るかは、とても興味深い問題である。このゲームは、長い期間にわたって紛争を続ける二つの民族、

延いては国家の利得状況をある程度フィットしている。理論予測は、被験者が前世代の被験者の行動

が見える場合、協力可能な均衡が生み出され、前世代の行動が見えない場合と比べて協力率が改善で

きる可能性を示した。実験結果は、直前世代の協力ではない結果を観察した被験者より、協力的な行

動結果を観察した被験者がより協力的な行動を取りやすい傾向が示した。しかし一方、理論予測と異

なり、前世代の行動が開示されない場合と比べると、開示される場合では被験者の協力率が改善する

結果が見られなかった。

【学歴・職歴】

学歴

2011年 6月 （中国）西北政法大学民商法学部 卒業 学士（法学）

2013年 3月 愛媛大学法文学部研究生 修了

2015年 3月 愛媛大学大学院法文学研究科経済学専攻修士課程 修了 修士（経済学）

2016年 3月 大阪府立大学大学院経済学研究科研究生 修了

2019年 12月 大阪府立大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程 修了 博士（経済学）

職歴

2019年 11月 ~ 2020年 3月 大阪府立大学人間社会システム科学研究科 非常勤研究員

2020年 4月 ~ 現在 大阪大学社会経済研究所 特任研究員

【主な発表論文名･著書名等】

学術論文

[1] “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental study on global
games,” Journal of Behavioral and Experimental Economics, Vol. 86, June 2020, 101519. (With Hajime
Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo)

[2] “Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygones be bygones: an inter-generational experiment,”
Working paper. (with TakaoKusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo and Tatsuyoshi Saijo)

【その他（学会・セミナー・講演、受賞歴、学術誌のレフェリー等）】

口頭報告
2016 年 10 月 30 日 “Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygone be bygones: an overlapping
generations experiment” (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo),
第 20回実験社会科学コンファレンス, 京都、同支社大学今出川キャンパス良心館 1F
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2017年 3月 14日 “Cooperation in Prisoner’s Dilemma by Letting Bygone Be Bygones: An Inter-generational
Experiment” (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), 第 63回数
理社会学会大会(JAMS63), 吹田市、関西大学千里山キャンパス第 3学舎
2017年 12月 10日 “Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygones be bygones: an inter-generational
experiment” (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), 行動経済学
会 第 11回大会, 京都、同志社大学今出川キャンパス 良心館 4 階
2018 年 9 月 6 日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental
study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), 2018年全国博弈论与实验经济学研

究会学术年会, 中国、广州、暨南大学石牌校区

2018年 12月 8日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental

study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), 行動経済学会 第 12回大会, 東

京都、慶応義塾大学三田キャンパス南校舎

2018年 12月 15日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental
study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), The 7th XMU International Workshop
on Experimental Economics, Xiamen University, Xiamen, China
2020 年 4 月 7 日 Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygones be bygones: An intergenerational
experiment (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), ISER Online
Lunch Time Seminar

学会討論

2020 年 12月 12 日 行動経済学会第 14回大会 “Which improves efficiency, changing or monitoring
messages in the continuous-time cheap talk? -Experimental Evidence-” (Hisashi Toku, Tatsuhiro Shichijo and
Kazuhito Ogawa)への討論

教育

2016年４月および 2017年４月に、大阪府立大学経済学研究科で、修士向けのミクロ経済学特論（前
期）の数学基礎部分の授業を担当した。
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2017年 3月 14日 “Cooperation in Prisoner’s Dilemma by Letting Bygone Be Bygones: An Inter-generational
Experiment” (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), 第 63回数
理社会学会大会(JAMS63), 吹田市、関西大学千里山キャンパス第 3学舎
2017年 12月 10日 “Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygones be bygones: an inter-generational
experiment” (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), 行動経済学
会 第 11回大会, 京都、同志社大学今出川キャンパス 良心館 4 階
2018 年 9 月 6 日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental
study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), 2018年全国博弈论与实验经济学研

究会学术年会, 中国、广州、暨南大学石牌校区

2018年 12月 8日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental

study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), 行動経済学会 第 12回大会, 東

京都、慶応義塾大学三田キャンパス南校舎

2018年 12月 15日 “Does cheap talk promote coordination under asymmetric information? An experimental
study on global games” (With Hajime Kobayashi and Tatsuhiro Shichijo), The 7th XMU International Workshop
on Experimental Economics, Xiamen University, Xiamen, China
2020 年 4 月 7 日 Cooperation in prisoner’s dilemma by letting bygones be bygones: An intergenerational
experiment (with Takao Kusakawa, Hajime Kobayashi, Tatsuhiro Shichijo, and Tatsuyoshi Saijo), ISER Online
Lunch Time Seminar

学会討論

2020 年 12月 12 日 行動経済学会第 14回大会 “Which improves efficiency, changing or monitoring
messages in the continuous-time cheap talk? -Experimental Evidence-” (Hisashi Toku, Tatsuhiro Shichijo and
Kazuhito Ogawa)への討論

教育

2016年４月および 2017年４月に、大阪府立大学経済学研究科で、修士向けのミクロ経済学特論（前
期）の数学基礎部分の授業を担当した。

（８）出 版 活 動 等
当研究所の研究成果は ISER Discussion Paper（以下、Discussion Paper）として随時発行している。
Discussion Papesは、当研究所の教員・研究員と国内外の招へい教員の研究結果を迅速に公表し、外
部からの批判を仰ぎながら研究内容を改善することを目的とした出版物である。Discussion Paperは創
刊時の 1957年から国内外の研究機関に送付していたが、No. 476（1999年 4月）以降は、ファイルで
当研究所のホームページ（http://www.iser.osaka-u.ac.jp/research/dp.html）からダウンロードできるよう
になっている。さらに 2002年 5月発行の No. 566からは SSRN（Social Science Research Network）に
も掲載している。また、1989年 1月発行の No. 178以降は RePEc（Research Papers in Economics）でも
見ることができ、より広範囲から迅速な研究成果へのアクセスが可能になっている。このため、冊子
体での配布は中止した。Discussion Paperの多くは後日、完成論文となって各種の学術誌や研究書、啓
蒙書、教科書などに発表されている。特に、査読制をとる学術誌に発表掲載される論文が多数ある。

Reprint Seriesは出版された論文を出版社からの著作権の許可許諾を得て印刷増刷し、研究者間の議
論に供することを目的に配布する抜刷集であった。Reprint Seriesは 1958 年に始まり、2018年 12月
末で No. 556 に至っている。なお、2008年から冊子体での発行は中止しており、2019年に発行はな
かった。これまで Reprint Seriesとして発行した論文のタイトルは当研究所ホームページのトップペー
ジにある「研究・教育」のリプリントの欄で見ることができる。
（http://www.iser.osaka-u.ac.jp/resarch/reprint.html）

Discussion Paperは当研究所における研究の最前線である。以下に 2020 年 1月以降発行のDiscussion
Paperのタイトルと過去３年間の発行回数を掲載する。各シリーズの創刊以来の全論文の一覧は当研
究所図書室（メールアドレス dprs@iser.osaka-u.ac.jp）で入手可能である。

ISERDiscussion Paper（1957年創刊） ISSN (Print) 0473-453X (Online) 2435-0982
（2020年 1月以降発行分）

No. 1073 Charles Yuji Horioka, Emin Gahramanov, Aziz Hayat, Xueli Tang, "The Impact of Bequest Motives on
Retirement Behavior in Japan:A Theoretical and Empirical Analysis," January 2020.

No. 1074 Charles Yuji Horioka, "Does the Life Cycle Hypothesis Apply in the Case of Japan? (in Japanese:  日

本         仮説 成 立       ) ," January 2020.

No. 1075 Charles Yuji Horioka and Yoko Niimi, "Was the Expansion of Housing Credit in Japan Good or Bad?"
January 2020.

No. 1076 Daiki Maeda and Yuki Saito, "Effects of Monetary Policy in a Model with Cash-in-Advance Constraints
on R&D and Capital Accumulation," February 2020. Revised June 2020.

No. 1077 Daiki Kishishita and Atsushi Yamagishi, "Contagion of Populist Extremism," February 2020 (The 22nd
ISER-Moriguchi Prize (2019) Awarded Paper)

No. 1078 Ryo Kato and Takayuki Tsuruga, "Pecuniary Externalities, Bank Overleverage, and Macroeconomic
Fragility," March 2020.

No. 1079 Chongwoo Choe and Noriaki Matsushima, "Behavior-Based Price Discrimination and Product Choice,"
March 2020.

No. 1080 Yoshimasa Uematsu and Takashi Yamagata, "Inference in Weak Factor Models," March 2020.

No. 1081 Charles Ka Yui Leung, Joe Cho Yiu Ng, and Edward Chi Ho Tang, "Why Is the Hong Kong Housing
Market Unaffordable? Some Stylized Facts and Estimations," March 2020.

No. 1082 Ryo Kato, Tatsushi Okuda, and Takayuki Tsuruga, "Sectoral inflation Persistence, Market
Concentration and Imperfect Common Knowledge," March 2020.

No. 1083 Chongwoo Choe, Noriaki Matsushima, and Mark J. Tremblay, "Behavior-Based Personalized Pricing
When Firms Can Share Customer Information," March 2020.

No. 1084 Charles Yuji Horioka, "Does the Selfish Life-Cycle Model Apply in the Case of Japan?" March 2020.
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No. 1085 Ryo Horii and Yoshiyasu Ono, "Financial Crisis and Slow Recovery with Bayesian Learning Agents,"
March 2020.

No. 1086 Koichi Futagami, Kazuya Kamiya, Shigehiro Serizawa, Akihisa Shibata and Satoru Takahashi, "The
Productivity Rankings of Research Institutions of Economics and Social Sciences in Japan Compared to
NUS and HKU, 2019:Evaluation by the Publications in Major Academic Journals（In Japanese:  経済

 社会科学系 附置研究所及       国立大学経済学部 香港大学経営経済学部 研究

生産性比較調査     年  ) ," April 2020.

No. 1087 Luigi Ventura and Charles Yuji Horioka, "The Wealth Decumulation Behavior of the Retired Elderly in
Italy: The Importance of Bequest Motives and Precautionary Saving," April 2020.

No. 1088 Ken-ichi Hashimoto, Yoshiyasu Ono, and Matthias Schlegl, "Structural Unemployment,
Underemployment, and Secular Stagnation," May 2020.

No. 1089 Masaki Aoyagi, "Connecting Heterogeneous Agents under Incomplete Information," June 2020.

No. 1090 Hülya Eraslan, Kirill S. Evdokimov and JanZápal, "Dynamic Legislative Bargaining," June 2020.

No. 1091 Serguey Braguinsky, Atsushi Ohyama, Tetsuji Okazaki, and Chad Syverson, "Product Innovation,
Product Diversification, and Firm Growth: Evidence from Japan’s Early Industrialization," June 2020.

No. 1092 Ying Chen andHülya Eraslan, "Learning while Setting Precedents," June 2020.

No. 1093 L. Vanessa Smith, Nori Tarui, and Takashi Yamagata, "Assessing the Impact of COVID-19 on Global F
ossil Fuel Consumption andCO2 Emissions," July 2020.

No. 1094 Adrian Penalver, Nobuyuki Hanaki, Eizo Akiyama, Yukihiko Funaki, and Ryuichiro Ishikawa, "A
Quantitative Easing Experiment," July 2020.

No. 1095 Yu Zhou and Shigehiro Serizawa, "Serial Vickrey Mechanism," July 2020.

No. 1096 Ken-ichi Hashimoto, Ryonghun Im, Takuma Kunieda, and Akihisa Shibata, "Asset Bubbles,
Unemployment, and Financial Market Frictions,"August 2020.

No. 1097 Hiroki Shinozaki, Tomoya Kazumura, and Shigehiro Serizawa, "Efficient and Strategy-Proof
Multi-Unit Object Allocation with Money: (Non)decreasing Marginal Valuations without
Quasi-Linearity,"August 2020.

No. 1098 Charles Yuji Horioka and Yoko Niimi, "Evaluation of the Expansion of Housing Credit in Japan (in
Japanese:  住宅    供給拡大 是非 問   ,"August 2020.

No. 1099 ThomasÅstebro, Serguey Braguinsky, and Yuheng Ding, "Declining Business Dynamism among Our
Best Opportunities: The Role of the Burden of Knowledge" August 2020．

No. 1100 Tomoharu Mori, Hirofumi Kurokawa, and Fumio Ohtake, "Labor Supply Reaction to Wage Cuts and
Tax Increases:A Real-Effort Experiment," September 2020.

No. 1101 Guowei Cui, Milda Norkuté, Vasilis Sarafidis, and Takashi Yamagata,”Two-Stage Instrumental Variabl
e Estimation of Linear PanelData Models with Interactive Effects,” September 2020.

No. 1102 Charles Yuji Horioka, "Is the Selfish Life-Cycle Model More Applicable in Japan and, If So, Why?A
Literature Survey," September 2020.

No. 1103 Chia-HuiChen, Junichiro Ishida, and Wing Suen, "Signaling under Double-Crossing Preferences,"
October 2020. December 2020.

No. 1104 Yuta Kittaka and Ryo Mikami, "Consumer Search and Stock-out:A Laboratory Experiment," October
2020.

No. 1105 Yifan Gong and Ka Yui Charles Leung, "When Education Policy and Housing Policy Interact: Can
They Correct for the Externalities?" October 2020.

No. 1106 Shinsuke Ikeda, Eiji Yamamura, and Yoshiro Tsutsui, "COVID-19 Enhanced Diminishing Sensitivity in
Prospect-Theory Risk Preferences:A Panel Analysis in Japan," October 2020.

No. 1107 Ryosuke Sakai and Shigehiro Serizawa, "Strategy-Proof Mechanism Design withNon-Quasilinear
Preferences: Ex-Post Revenue Maximization for an Arbitrary Number of Objects," October 2020.

No. 1108 ZhijunChen,Chongwoo Choe, Jiajia Cong, and Noriaki Matsushima, "Data-Driven Mergers and
Personalization," November 2020.

No. 1109 Takehito Masuda, Ryo Mikami, Toyotaka Sakai, Shigehiro Serizawa, and Takuma Wakayama, "The
Net Effect of Advice on Strategy-Proof Mechanisms:An Experiment for the Vickrey Auction,"
December 2020.

No. 1110 Masako Ikefuji and Yoshiyasu Ono, "Environmental Policies in a Stagnant Economy," December 2020.

No. 1111 Masako Ikefuji and Jan R. Magnus, "The Perception of Climate Sensitivity: Revealing Priors from
Posteriors," December 2020.

ISERReprint Series (1958年創刊)
2019年 1月以降発行なし

過去 3年間の発行回数

2018年度 2019年度 2020度

DP発行回数 22 27 50



 125   

No. 1085 Ryo Horii and Yoshiyasu Ono, "Financial Crisis and Slow Recovery with Bayesian Learning Agents,"
March 2020.

No. 1086 Koichi Futagami, Kazuya Kamiya, Shigehiro Serizawa, Akihisa Shibata and Satoru Takahashi, "The
Productivity Rankings of Research Institutions of Economics and Social Sciences in Japan Compared to
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生産性比較調査     年  ) ," April 2020.
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Underemployment, and Secular Stagnation," May 2020.

No. 1089 Masaki Aoyagi, "Connecting Heterogeneous Agents under Incomplete Information," June 2020.

No. 1090 Hülya Eraslan, Kirill S. Evdokimov and JanZápal, "Dynamic Legislative Bargaining," June 2020.

No. 1091 Serguey Braguinsky, Atsushi Ohyama, Tetsuji Okazaki, and Chad Syverson, "Product Innovation,
Product Diversification, and Firm Growth: Evidence from Japan’s Early Industrialization," June 2020.

No. 1092 Ying Chen andHülya Eraslan, "Learning while Setting Precedents," June 2020.

No. 1093 L. Vanessa Smith, Nori Tarui, and Takashi Yamagata, "Assessing the Impact of COVID-19 on Global F
ossil Fuel Consumption andCO2 Emissions," July 2020.

No. 1094 Adrian Penalver, Nobuyuki Hanaki, Eizo Akiyama, Yukihiko Funaki, and Ryuichiro Ishikawa, "A
Quantitative Easing Experiment," July 2020.

No. 1095 Yu Zhou and Shigehiro Serizawa, "Serial Vickrey Mechanism," July 2020.

No. 1096 Ken-ichi Hashimoto, Ryonghun Im, Takuma Kunieda, and Akihisa Shibata, "Asset Bubbles,
Unemployment, and Financial Market Frictions,"August 2020.

No. 1097 Hiroki Shinozaki, Tomoya Kazumura, and Shigehiro Serizawa, "Efficient and Strategy-Proof
Multi-Unit Object Allocation with Money: (Non)decreasing Marginal Valuations without
Quasi-Linearity,"August 2020.

No. 1098 Charles Yuji Horioka and Yoko Niimi, "Evaluation of the Expansion of Housing Credit in Japan (in
Japanese:  住宅    供給拡大 是非 問   ,"August 2020.

No. 1099 ThomasÅstebro, Serguey Braguinsky, and Yuheng Ding, "Declining Business Dynamism among Our
Best Opportunities: The Role of the Burden of Knowledge" August 2020．

No. 1100 Tomoharu Mori, Hirofumi Kurokawa, and Fumio Ohtake, "Labor Supply Reaction to Wage Cuts and
Tax Increases:A Real-Effort Experiment," September 2020.

No. 1101 Guowei Cui, Milda Norkuté, Vasilis Sarafidis, and Takashi Yamagata,”Two-Stage Instrumental Variabl
e Estimation of Linear PanelData Models with Interactive Effects,” September 2020.

No. 1102 Charles Yuji Horioka, "Is the Selfish Life-Cycle Model More Applicable in Japan and, If So, Why?A
Literature Survey," September 2020.

No. 1103 Chia-HuiChen, Junichiro Ishida, and Wing Suen, "Signaling under Double-Crossing Preferences,"
October 2020. December 2020.

No. 1104 Yuta Kittaka and Ryo Mikami, "Consumer Search and Stock-out:A Laboratory Experiment," October
2020.

No. 1105 Yifan Gong and Ka Yui Charles Leung, "When Education Policy and Housing Policy Interact: Can
They Correct for the Externalities?" October 2020.

No. 1106 Shinsuke Ikeda, Eiji Yamamura, and Yoshiro Tsutsui, "COVID-19 Enhanced Diminishing Sensitivity in
Prospect-Theory Risk Preferences:A Panel Analysis in Japan," October 2020.

No. 1107 Ryosuke Sakai and Shigehiro Serizawa, "Strategy-Proof Mechanism Design withNon-Quasilinear
Preferences: Ex-Post Revenue Maximization for an Arbitrary Number of Objects," October 2020.

No. 1108 ZhijunChen,Chongwoo Choe, Jiajia Cong, and Noriaki Matsushima, "Data-Driven Mergers and
Personalization," November 2020.

No. 1109 Takehito Masuda, Ryo Mikami, Toyotaka Sakai, Shigehiro Serizawa, and Takuma Wakayama, "The
Net Effect of Advice on Strategy-Proof Mechanisms:An Experiment for the Vickrey Auction,"
December 2020.

No. 1110 Masako Ikefuji and Yoshiyasu Ono, "Environmental Policies in a Stagnant Economy," December 2020.

No. 1111 Masako Ikefuji and Jan R. Magnus, "The Perception of Climate Sensitivity: Revealing Priors from
Posteriors," December 2020.

ISERReprint Series (1958年創刊)
2019年 1月以降発行なし

過去 3年間の発行回数

2018年度 2019年度 2020度

DP発行回数 22 27 50
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４．社 会 活 動

（1）一般向けシンポジウム・レクチャー・セミナー
（2021年 3月 31日現在）

（※定例研究会（社研セミナー）は別掲）

2018年度
名 称 参加人数 年 月 日

第 15回行動経済学研究センターシンポジウム
「日本経済をどう見るか」 192名 2018年 7年月 2日

中央銀行パネル

「 ヘリコプターマネー：実施ラグの影響について」 120名 2018年 10月 20日

在阪報道関係者と大阪大学との懇談会「なぜ貿易不均衡

は起きるのか？ 『行動経済学』で解明する」
100名 2018年 12月 4日

2019年度
名 称 参加人数 年 月 日

第 16回行動経済学研究センターシンポジウム
「自然エネルギー普及と電力システム改革～低炭素社

会実現への経済学からの挑戦」

127名 2019年 8月 21日

知の拠点セミナー「時間選好率の違いが生む貿易戦争」 60名 2019年 11月 10日
阪大Asahi中之島塾「長期志向・短期志向の違いから見
る貿易戦争」

50名 2019年 10月 18日

2020年度
名 称 参加人数 年 月 日

第 17回行動経済学研究センターシンポジウム
「デジタルプラットフォームの現状と未来」 214名 2020年 9月 7日

リサーチクラウドカフェ

「行動マクロ金融経済学への第一歩」
91名 2020年 11月 4日

ラボカフェスペシャル feat.鉄道芸術祭
「経済成長はいつまで続く？」

443名 2020年 12月 23日
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（２）各種審議会・委員会委員への就任

（2021年 3月 31日現在）
年度 国・独立行政法人 地方公共団体 民間企業・財団法人

2018年度 7 0 6
2019年度 11 0 3
2020年度 11 0 3

年度 国・独立行政法人 地方公共団体 民間企業・財団法人等

2020
年

度

大学改革支援・学位授与機構学

位審査会専門委員

任期 2年

内閣府経済社会総合研究所

客員主任研究官

任期 1年

など 11件

日本医師会（公益社団法人）

医療政策会議委員

任期 1年

など 3件
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（３）見学会

2018年度
団 体 名 等 人 数 実 施 日 備 考

香川県立丸亀高等学校 生徒 3名
8月 8日
9:00～16:30

工学部主催

夏の研究室体験

香川県立観音寺第一高等学校 生徒 5名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立兵庫高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立姫路西高等学校 生徒 5名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立星陵高等学校 生徒 3名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立長田高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

広島県立尾道北高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

奈良県立奈良高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

初芝富田林高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立三国丘高等学校 生徒１名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

大阪教育大学附属高等学校池田校舎 生徒 3名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

2019年度
団 体 名 等 人 数 実 施 日 備 考

雲雀丘学園高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

清風高等学校 生徒 3名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

北野高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立大学工業高等専門学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立三国丘高等学校 生徒１名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立兵庫高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

須磨学園高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験
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（３）見学会

2018年度
団 体 名 等 人 数 実 施 日 備 考

香川県立丸亀高等学校 生徒 3名
8月 8日
9:00～16:30

工学部主催

夏の研究室体験

香川県立観音寺第一高等学校 生徒 5名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立兵庫高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立姫路西高等学校 生徒 5名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立星陵高等学校 生徒 3名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立長田高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

広島県立尾道北高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

奈良県立奈良高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

初芝富田林高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立三国丘高等学校 生徒１名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

大阪教育大学附属高等学校池田校舎 生徒 3名
8月 8日

9:00～16:30
工学部主催

夏の研究室体験

2019年度
団 体 名 等 人 数 実 施 日 備 考

雲雀丘学園高等学校 生徒 2名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

清風高等学校 生徒 3名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

北野高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立大学工業高等専門学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

大阪府立三国丘高等学校 生徒１名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

兵庫県立兵庫高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

須磨学園高等学校 生徒 1名
8月 8日

9:00～12:00
工学部主催

夏の研究室体験

（４）中・高校への出前授業

2018年度
中・高 等 学 校 の 名 称 実 施 日 教 員 名 備 考

学校法人大阪医科薬科大学 高

槻中学校・高槻高等学校 11 月 24 日 松島教授 価格付けの経済分析

（５）公開講座

2018年度
講座 の 名 称 実 施 日 テーマ 教 員 名

在阪報道関係者と大阪大学との

懇談会
12月 4日

「なぜ貿易不均衡は起きるの

か？ 『行動経済学』で解明

する」

堀井教授

2019年度
講座 の 名 称 実 施 日 テーマ 教 員 名

阪大Asahi中之島塾 10月 18日
「長期志向・短期志向の違いか

ら見る貿易戦争」
堀井教授

知の拠点セミナー 11月 10日
「時間選好率の違いが生む貿

易戦争」
堀井教授

大阪大学リサーチクラウドカフェ 12月 4日
中国経済のグローバル化の影

響─WTO加盟の 20年間を振
り返る

朱准教授

2020年度
講座 の 名 称 実 施 日 テーマ 教 員 名

リサーチクラウドカフェ 11月 4日
「 行動マクロ金融経済学への

第一歩」
花木教授

ラボカフェスペシャル feat.鉄道
芸術祭

12月 23日
「 経済成長はいつまで続

く？」
堀井教授

（６）講演活動
（2020年 4 月 1日～2021年 3月 31日）

内容 開催日 主催機関 教員名

A Generalized Uzawa Theorem and

Capital-Augmenting Technological

Change

10月 20日 ETH Zurich 堀井教授

「業務提携：社会が変わるイノベーシ

ョンをどう実現するか？～研究開発、

異業種データ連携、そして独占禁止法

～」

11月 6日 公正取引委員会 松島教授

A Generalized Uzawa Theorem and

Capital-Augmenting Technological

Change

12月 3日 東北大学 堀井教授
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Cognitive ability and observed

behavior in laboratory experiments:

implications for macroeconomic

theory

2月 27日 Rethinking Economics 花木教授

An experimental study on strategic

preference formation in two-sided

matching markets

3月 29日 信州大学 島田助教

（７）新聞・雑誌掲載記事、テレビ出演等

（2021年 3月 31日現在）

2018年度 2019年度 2020年度

掲載件数

（件）
7 11 12

2020年度（2020年 4月 1日～2021年 3月 31日分）
日付 記事名 新聞、番組等名 教員名

4月 29日 所得減の事業に集中補償を 朝日新聞
小野

特任教授

5月 18日

「パンデミックと経済 ペスト、HIVでも示され

た人命と成長のトレードオフ」 (歴史でわかる

経済危機 : 大恐慌再来でどうなる世界)

週刊エコノミスト 堀井教授

9月 22日 「行動経済学で促す早期避難」 週刊エコノミスト 花木教授

10月 1日
ノーベル経済学賞に米２氏 周波数オークショ

ンの扉開く
週刊エコノミスト 石田教授

10月 20日 「 コロナ後の社会導く『ナッジ』」 週刊エコノミスト 花木教授

11月 20日 「『将来人』の目で見直す社会」 週刊エコノミスト 花木教授

1月 12日 水道料金値上げを”選ぶ”「将来人」 週刊エコノミスト 花木教授

2月 16日 「自分で決める権利」の日仏差 週刊エコノミスト 花木教授

2月 28日 バブル生んだ「お金への呪縛」 日経ヴェリタス
小野

特任教授

3月 3日
株高生む「お金への呪縛」新需要の創出が焦点

に
日経電子版

小野

特任教授

3月 5日
デジタル市場、競争で技術革新促す 公取委・本

社シンポ
日本経済新聞 松島教授

3月 23日 周波数オークションで産業活性化 週刊エコノミスト 芹澤教授
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2月 16日 「自分で決める権利」の日仏差 週刊エコノミスト 花木教授

2月 28日 バブル生んだ「お金への呪縛」 日経ヴェリタス
小野

特任教授

3月 3日
株高生む「お金への呪縛」新需要の創出が焦点

に
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小野
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3月 5日
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3月 23日 周波数オークションで産業活性化 週刊エコノミスト 芹澤教授

（８）参加学会

（2021年 3月 31日現在）

教員名 学会名

青柳 真樹 Econometric Society、日本経済学会、American Economic Association

石田 潤一郎
American Economic Association、Econometric Society、European Economic Association、
日本経済学会

芹澤 成弘
Society for Social Choice andWelfare、Econometric Society、Game Theory Society、
日本経済学会

敦賀 貴之
American Economic Association、Econometric Society、日本金融学会、
日本経済学会

花木 伸行

Economic Science Association、Econometric Society、American Economic Association、
Society for Advancement of Economic Theory、Society for Experimental Finance、行動
経済学会、日本経済学会

堀井 亮 American Economic Association、日本経済学会

松島 法明
EuropeanAssociation for Research in Industrial Economics、応用地域学会、
日本応用経済学会、日本経済学会

ERASLAN
HULYAKEVSER

KUZUCU

American Economic Association、Econometric Society、
GameTheory Soicety (Eleccted CouncilMember)

小野 善康 日本経済学会

BRAGUINSKY
SERGUEY

American Economic Association

山形 孝志 Econometric Society

ZHULIANMING American Economic Association、日本国際経済学会

生藤 昌子
環境経済・政策学会、Econometric Society、European Association of Environmental and
Resource Economists、日本経済学会

DAONGUYEN
THANG

American Economic Association、European Economic Association、
EuropeanAssociation of Environmental and Resource Economists

YOO
DONGHOON

American Economic Association、Econometric Society、The EuropeanUnion Studies
Association of Korea

明坂 弥香 日本経済学会

島田 夏美 日本応用経済学会、情報処理学会、日本経済学会

TSETSZKWAN Economic Science Association、日本経済学会

DUAN JIEYI 行動経済学会



 132   

５．研 究 交 流

（１）１. 社研定例研究会（社研セミナー、ランチタイムセミナー）
社研では、国内外の研究者との研究交流を目的として、社研定例研究会（社研セミナー）を開催し

ている。社研教員の研究レベルの高さから、ここ数年は社研セミナーでの報告希望者数が大幅に増加

する傾向にある。発表者の大多数は海外の大学に所属する研究者で、発表する論文・報告ともに使用

言語は全て英語である。約1時間半の発表の後、30分間の質疑応答を行う。
2015年度より社研セミナーの一部は、科学研究費基盤研究S（「長期不況の行動経済学的分析」）
との共催となり、当該研究課題と関連が深いマクロ経済理論、行動経済学、制度設計理論などの研究

が多く発表されている。また、京都大学経済研究所、一橋大学経済研究所と連携し、海外から発表者

の招へいも行っている。

また、2019年10月より、社研セミナーに加え、社研内の研究者が発表をする「ランチタイムセミナ
ー」を開催している。月2回、昼休みを利用して開催されるこのセミナーは、通常の研究報告に留まら
ず、計画段階の研究について広く意見を仰いだり、大学院生の英語報告の練習の場として、所内の研

究促進に役立っている。軽食をつまみながらカジュアルな雰囲気で、普段話す機会が少ない異なる研

究分野の教員や大学院生間の交流が図られている。

なお、セミナー予定や履歴、発表論文等は社研ホームページに掲載している。

（http://www.iser.osaka-u.ac.jp/seminar/、https://www.iser.osaka-u.ac.jp/Luncheon_Seminar/）

2018年度 2019年度 2020年度

セミナー開催数 社研セミナー：41回
社研セミナー：39回

ランチタイムセミナー：11回
社研セミナー：29回

ランチタイムセミナー：5回

社研セミナー 2020年度開催分（全てオンライン開催）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/6/15 Jeff Butler University of California,
Merced

Inequality as an Incentive

2 2020/6/22 Trung Hoang VietnamAcademy of Social
Sciences

Intergenerational Transmission of
Human Capital: Evidence fromMass
Education Program in Vietnam

3 2020/6/29 Chung Tran Research School of
Economics, Australian
National University

Incidence of Capital Income Taxation in
a Lifecycle Economywith Firm
Heterogeneity

4 2020/7/6 Gabriele Rovigatii Bank of Italy FromMadMen toMathsMen:
Concentration and Buyer Power in
Online Advertising

5 2020/7/13 MohammedAït
Lahcen

WashingtonUniversity in St.
Louis and University of Basel

Informality, FrictionalMarkets, and
Monetary Policy

6 2020/7/20 MyraMohnen University of Ottawa and
EssexUniversity

Stars and Brokers: Knowledge
Spillovers amongMedical Scientists

7 2020/7/27 Celine Poilly University of Aix-Marseille,
AMSE-GREQAM

The Transmission Channels of
Government Spending Uncertainty"

8 2020/8/3 Jaerim Choi University of Hawaii Offshoring, Matching, and Income
Inequality
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No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/6/15 Jeff Butler University of California,
Merced

Inequality as an Incentive

2 2020/6/22 Trung Hoang VietnamAcademy of Social
Sciences

Intergenerational Transmission of
Human Capital: Evidence fromMass
Education Program in Vietnam

3 2020/6/29 Chung Tran Research School of
Economics, Australian
National University

Incidence of Capital Income Taxation in
a Lifecycle Economywith Firm
Heterogeneity

4 2020/7/6 Gabriele Rovigatii Bank of Italy FromMadMen toMathsMen:
Concentration and Buyer Power in
Online Advertising

5 2020/7/13 MohammedAït
Lahcen

WashingtonUniversity in St.
Louis and University of Basel

Informality, FrictionalMarkets, and
Monetary Policy

6 2020/7/20 MyraMohnen University of Ottawa and
EssexUniversity

Stars and Brokers: Knowledge
Spillovers amongMedical Scientists

7 2020/7/27 Celine Poilly University of Aix-Marseille,
AMSE-GREQAM

The Transmission Channels of
Government Spending Uncertainty"

8 2020/8/3 Jaerim Choi University of Hawaii Offshoring, Matching, and Income
Inequality

9 2020/8/5 PaoloG.
Piacquadio

University of Oslo Optimal Income Taxation and the
Equal-Sacrifice SocialWelfare Function

10 2020/8/7 鎌田雄一郎 University of California,
Berkeley

Flash Pass

11 2020/8/17 Robert Kane 国際大学 SelectionDynamics
12 2020/8/24 Dan Cao Georgetown University FisherianAsset Price Deflation and the

Zero LowerBound
13 2020/9/14 JinYeubKim Yonsei University Neutral Public GoodMechanisms
14 2020/9/28 Eun JeongHeo SungkyunkwanUniversity Efficient Use of Immunosuppressants

for Kidney Transplants
15 2020/10/16 野澤良雄 HongKong University of

Science and Technology
Fire-Sale Risk in the Leveraged Loan
Market

16 2020/10/29 田中聡史 University of Queensland) Occupational Reallocationswithin and
across Firms: Implications for theLabor
Market Polarization

17 2020/11/9 Toan Phan Federal ReserveBank of
Richmond

Disasters andDefaults

18 2020/11/30 Bastien
Chabé-Ferret

Middlesex University Cultural Norms and Effectiveness of
Public Policies: theCase of
Breastfeeding

19 2020/12/3 ** Jan J.Magnus Vrije Universiteit Amsterdam
and Tinbergen Institute

The Perception of Climate Sensitivity:
Revealing Priors from Posteriors

20 2021/1/25 Chrysovalantis
Vasilakis

BangorUniversity The Effect of the Exposure to Refugees
on CrimeActivity: Evidence from the
Greek Islands

21 2021/1/27 Kyle P. Chauvin Harvard University UnacknowledgedHeterogeneity in
Communication

22 2021/1/28 MarijnBolhuis University of Toronto FinancialLinkages and theGlobal
BusinessCycle

23 2021/1/29 Kohei Iwasaki University of
Wisconsin-Madison

CryptocurrencyBubbles and Costly
Mining

24 2021/2/1 QuocAnhDo Northwestern
UniversityNorthwestern
University

Friendship Networks and Political
Opinions: A Natural Experiment among
Future French Politicians

25 2021/2/4 Undral
Byambadalai

BostonUniversity Identification and Inference forWelfare
GainswithoutUnconfoundedness

26 2021/3/1 Kieu-Trang
Nguyen

NorthwesternUniversity Trust and Innovationwithin the Firm:
Evidence fromMatchedCEO-FirmData

27 2021/3/8 Sergey
Kovbasyuk

NewEconomic School,
Moscow

Memory andMarkets

28 2021/3/22 TeckYong Tan NanyangTechnological
University

Markets withWithin-SellerAdverse
Selection

29 2021/3/29 JoëlMachado Luxembourg Institute of
Socio-Economic Research

Immigrants' Integration andDuration of
Stay

（** オンラインおよび対面式にて開催）
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ランチタイムセミナー 2020年度開催分（全てオンライン開催）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/4/7 JieyiDuan 社会経済研究所 Cooperation in Prisoner's Dilemma by Letting
Bygones be Bygones:An Intergenerational
Experiment

2 2020/4/16 Tiffany Tsz
KwanTse

社会経済研究所 The Effect of Cognitive Ability onCooperation,
Forgiveness, andLeniency in Infinitely Repeated
Public Goods Game Experiments

3 2020/6/2 花木伸行 社会経済研究所 ADemonstration of Three Platforms for Running
Economic Experiments Online

4 2020/6/18 花木伸行 社会経済研究所 A quantitative easing experiment

5 2020/7/16 敦賀貴之 社会経済研究所 ABehavioral Explanation for the Puzzling
Persistence of the Aggregate Real Exchange Rate

（１）２. その他オンライン研究会
社研では、2020年から新たに「東アジア実験・行動経済学オンラインセミナー」「ISERMacro/Int'l

EconWorkshop」および「HKBU-NTU-Osaka-Kyoto Theory Seminars」のオンラインセミナーを開催し、
広く国内外の研究者・学生との交流を図っている。

東アジア実験・行動経済学オンラインセミナー 2020年度開催分 （2020年 7月より開始）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/7/6 Emmanuel Vespa UC Santa Barbara MentalModels andLearning:
The Case of Base-Rate Neglect

2 2020/7/15 SiminHe Shanghai University of
Finance andEconomics

Real-timeMonitoring in a Public Goods
Game

3 2020/7/29 Songfa Zhong National University of
Singapore

Uncertainty-DrivenMoral Behavior

4 2020/8/5 JohnWooders NYUAbuDhabi Expertise, Gender, andEquilibrium Play

5 2020/8/19 Lionel Page University of Technology
Sydney

HowMarket Prices React to Information:
Evidence from aNatural Experiment

6 2020/8/26 Wooyoung Lim HKUSTBusiness School Strategic Thinking Skills andTheir
Economic Importance

7 2020/9/16 BinMiao Renmin University of
China

Revealed Heterogeneity in Risk
Preference

8 2020/9/25 Charles Sprenger California Institute of
Technology

On the Empirical Validity of Cumulative
Prospect Theory: Experimental Evidence
of Rank-Independent Probability
Weighting

9 2020/9/30 Soo HongChew National University of
Singapore, Southwestern
University of Finance and
Economics

Themoral investor: Sin stock aversion
and virtue stock affinity
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ランチタイムセミナー 2020年度開催分（全てオンライン開催）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル
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9 2020/9/30 Soo HongChew National University of
Singapore, Southwestern
University of Finance and
Economics

Themoral investor: Sin stock aversion
and virtue stock affinity

10 2020/10/14 Jeongbin Kim National University of
Singapore Business School

Time preferences and infinitely repeated
game: Two experiments

11 2020/10/23 Andreas Blume University of Arizona Mediated Talk: An Experiment

12 2020/10/28 Meng Juanjuan PekingUniversity What's in a Face？An Experiment on
Facial Information and Loan Approval
Decision

13 2020/11/11 Masaki Aoyagi ISER, Osaka University Voluntary RedistributionMechanism in
Asymmetric Coordination Games

14 2020/11/20 Shachar Kariv University of California,
Berkeley

Ever Since Allais and Ellsberg

15 2020/11/25 Yohanes Eko
Riyanto

Nanyang Technological
University

Incentivizing OrganDonation under
Blood-Type Compatibility Constraints:
Theory and Experiment

16 2020/12/9 Te Bao Nanyang Technological
University

Least Squares Learning? Evidence from
the Laboratory

17 2020/12/18 Guillaume
Fréchette

NewYork University Beliefs in Repeated Games

18 2020/12/23 Tracy Xiao Liu TsinghuaUniversity Gift Contagion in Online Groups:
Evidence fromWeChat Red Packets

19 2021/1/13 Joseph Tao-yi
Wang

National Taiwan
University

Emotional Bargaining After Litigation:
An Experimental Study of the Coase
Theorem

20 2021/1/22 MarinaAgranov California Institute of
Technology

Social Learning in Groups: an
Experimental Study

21 2021/1/27 Takeshi Murooka OSIPP, OsakaUniversity ProcrastinationMarkets
22 2021/2/10 Yoshio Kamijo Waseda University Group Size Paradox Revisited in Group

Contest: Theory and Experiment
23 2021/2/19 Pedro Dal Bo Brwon University The Determinants of Efficient Behavior

in Coordination
24 2021/2/24 Dmitry

SHAPIRO
Seoul National University Limited Impact of Business Development

Programs on Entrepreneurs' Profitability
in the Presence of Ambiguity Aversion

25 2021/3/10 Nobuyuki
HANAKI

ISER, Osaka University An experiment on theNash program:
Comparing two mechanisms
implementing the Shapley value

26 2021/3/19 Marta Serra
Garcia

University of California,
San Diego

Cognitive Flexibility orMoral
Commitment? Evidence of Anticipated
Belief Distortion

27 2021/3/24 Ai Takeuchi Ritsumeikan University Bargaining over a jointly produced pie:
The effect of the production function on
bargaining outcomes

ISER Macro/Int'l Econ Workshop 2020年度開催分（2020年 7月より開始）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/7/9 Zeno Enders University of Heidelberg FirmExpectations and EconomicActivity
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2 2020/7/15 Jean-Paul
L'Huillier

Brandeis University Raising the Inflation Target: HowMuch
Extra RoomDoes It Really Give?

3 2020/7/22 Thuy Lan
Nguyen

Federal Reserve Bank San
Francisco and Santa Clara
University

International Linkages and the Changing
Nature of International Business Cycles

4 2020/7/30 YutaWatabe Pennsylvania State
University

TriangulatingMultinationals and Trade

5 2020/8/6 Gene Ambrocio Bank of Finland Inflationary Household Uncertainty Shocks

6 2020/8/20 Seungjun Baek SejongUniversity The Redistributive Effects ofMonetary
Policy in an Overlapping GenerationModel

7 2020/8/25 Rigas
Oikonomou

Université catholique de
Louvain

Endogenous Forward Guidance

8 2020/8/27 JoonseokOh Freie Universität Berlin Revisiting theNewKeynesian Policy
Paradoxes Under aQE Policy

9 2020/8/28 Hyungseok Joo University of Surrey SovereignDebt Overhang, Expenditure
Composition and Debt Restructurings

10 2020/8/31 HyunjooYang Sogang University The Effect ofWar on Local Collective
Action: Evidence from the KoreanWar

11 2020/9/7 LinusMattauch University of Oxford Optimal Fuel Taxation with Suboptimal
Health Choices

12 2020/910 SeHyoun Ahn Bank of Norway Monetary Policy under Demographic
Transitions

13 2020/9/17 Yang Shen HanyangUniversity Asymmetric Corporate Tax Competition
withMultinational Production

14 2020/9/24 Nadav Ben Zeev Ben-Gurion University Comparing the Great Recession to the
Great Depression Through the Lens of
Credit Supply Shocks

15 2020/9/25 Francesco
Pappadà

Paris School of Economics
and Banque de France

FirmTurnover in the ExportMarket and
the Case for Fixed Exchange Rate Regime

16 2020/10/30 Yuta Takahashi 一橋大学経済研究所 DownwardNominalWage Rigidity:
Theory and Evidence from Japanese Cotton
Industry duringWWI

17 2020/11/6 Charles Ka Yui
Leung

City University of Hong
Kong

Do Elite CollegesMatter? The Impact of
Entrepreneurship Decisions and Career
Dynamics

18 2020/11/13 EunseongMa Louisiana State University Are RealWages Procyclical Conditional on
aMonetary Policy Shock?

19 2020/11/18 Chiara Lacava GoetheUniversity
Frankfurt

Why are Some Regions soMuchMore
Productive than Others?

20 2020/11/20 Yunjong Eo KoreaUniversity Optimal Interest-rate rules at the zero lower
bound:What should a central bank target?

21 2020/11/27 Yifan Zhang Chinese University of
HongKong

Migrants and Firms: Evidence fromChina

22 2020/12/9 Serena Rhee Chuang-AngUniversity Understanding theAggregate Effects of
Disability Insurance

23 2020/12/18 Tomoaki Kotera TohokuUniversity Sustainability of Social Security in the
Aging Economy:AHousehold Perspective
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24 2021/1/8 Naijia Guo Chinese University of
HongKong

Migration Costs, Selection, and
Agricultural ProductivityGap

25 2021/1/29 Daisuke Adachi Yale University Robots andWage Polarization: The Effects
ofRobot Capital across Occupations

26 2021/2/5 Sung Je Byun The Federal Reserve Bank
ofDallas

China Shock, Local Credit Supply, and the
Amplified Impact on the U.S. Labor
Market

27 2021/2/12 Carmen
Camacho

PSE and CNRS Soil Pollution Diffusion in a Spatial
Agricultural Economy

28 2021/3/5 Naoki Takayama Hitotsubashi University Rational ExpectationsModels with Higher
Order Beliefs

29 2021/3/8 Chengcheng Jia The Federal Reserve Bank
ofCleveland

The Informational Effect ofMonetary
Policy and the Case for Policy
Commitment

30 2021/3/30 Yuta Takahashi Hitotsubashi University Tech-Driven SecularLowGrowth:
Cross-Country Evidence and Implication
for Japan

HKBU-NTU-Osaka-Kyoto Theory Seminars 2020年度開催分（2020年 9月より開催）
No. 開催日 報告者 所属 タイトル

1 2020/9/3 Isaias Chaves Northwestern University Bargaining in Securities
2 2020/9/11 George Georgiadis Northwestern University Optimal Feedback in Contests

3 2020/9/22 Johannes Horner Yale University TooMuch of aGood Thing? The Dynamics of
Trust and Loyalty

4 2020/9/29 Kfir Eliaz Tel Aviv University Cheating withModels

5 2020/10/9 Christoph Kuzmics GrazUniversity Limit Orders andKnightian Uncertainty

6 2020/10/20 Jean-Charles
Rochet

Geneva/MIT Taxing Financial Transactions

7 2020/10/23 Benjamin Herbert Stanford University Externalities as Arbitrage

8 2020/11/24 JuusoValimaki Aalto University Correlation in Contests

9 2020/11/26 Gabriel Carroll Stanford University Dynamic Incentives in Incompletely Specified
Environments

10 2020/12/8 ThomasMariotti ToulouseUniversity Competitive Nonlinear Pricing under Adverse
Selection

11 2021/1/7 Hulya Eraslan Rice University Optimal Group Testing with Heterogeneous
Risks

12 2021/2/2 Philipp Strack NewYork University MonotoneAdditive Statistic

13 2021/2/9 ErikMadsen NewYork University Incentive Design for Talent Discovery

14 2021/3/2 Ernst Fehr University of Zurich The Dynamics ofNorm Formation andDecay

15 2021/3/23 Annie Liang University of
Pennsylvania

Data and Incentives
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（２）国際交流

世界中の経済学研究機関と競争かつ協調しながら新たな経済学の知見を深めていくこと、その過

程で得られた新たな知見を広く国際社会に還元していくことが社会経済研究所のミッションであ

る。そのためには、活発な国際交流が欠かせない。本研究所は次のような国際的活動に携わってい

る。

（ａ）International Economic Review （IER）
学術誌 International Economic Review （IER）は、1960 年に LawrenceR.Klein 教授（ペンシルベニ
ア大学名誉教授・1980 年度ノーベル経済学賞受賞）と森嶋通夫（本学名誉教授・1976 年文化勲章受
章）の 2人の編集長で出発し、ペンシルベニア大学経済学部と当研究所の共同編集（現在、Dirk Krueger
教授と青柳真樹教授）により年 4回刊行されている。2020年現在、第 61巻を発行している。本誌は、
世界の経済学界における代表的な学術誌として国際的に位置づけられており、世界各国の経済学者か

ら投稿される多数の論文を、厳格な国際レフェリー制のもとで審査し掲載している。

International Economic Reviewの創刊号（左）と最新号（右）

（ｂ）外国人研究員（VRS＝Visiting Research Scholar）
研究所の組織機構として外国人研究員（VRS＝VisitingResearch Scholar）のポジションを設置し、
長期共同研究を原則にして、海外から毎年研究員を招へいしている。また、VRS定員以外にも外
国人研究者から短期の研究訪問と研究訪問に関する問い合わせが多くある。

（ｃ）研究会・ワークショップ

研究会・ワークショップを通して、海外の学者に研究発表の場を提供している。外国人研究者

ならびに日本国籍で海外の研究機関を本務地とする研究者の発表も数多い。他方、本研究所の教

員も、海外の大学その他研究機関の主催するセミナー、ワークショップで精力的に研究発表を行
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っている。

（ｄ）国際共同研究

本研究所は、海外の研究機関と研究プロジェクトを組織し、綿密な共同研究を行っている。な

お、プロジェクト件数、相手先などは「3．研究活動（2）他機関との共同研究」を参照のこと。

（ｅ）国際シンポジウム、講演会

本研究所は、重要、かつ、高い学術性を有する国際シンポジウム、講演会を厳選して開催して

いる。その他、本研究所の教員は、数多くの国際コンファレンスに発表者・パネリスト・討論者

としてだけでなくオーガナイザーとしても参加・参画している。

（ｆ）国際学術交流協定

海外の大学と国際学術交流協定を締結し、教員間の共同研究、教員・大学院生の交換派遣、実

証的な国際比較研究、データ・資料に関する情報交換など国際的な研究・教育上の連携を推進し

ている。

国際学術交流協定締結一覧

国 名 相 手 機 関 名 発 効 年 月

スペイン
ザ・ムーブ・コンソーシアム（Markets, organization

and Votes Economics）
2011年 6月

中華人民共和国

（香港）

香港大学商・経済学部

香港経済・ビジネス戦略研究所
2012年 10月

台湾 中央研究院経済研究所 2013年 3月

インド インド統計学大学経済・計画部門 2014年 12月

タイ チュラロンコン大学・経済学部 2015年 12月

シンガポール シンガポール経営大学経済学部/経済学研究科 2017年 4月

アメリカ合衆国 ロチェスター大学・経済学部 2018年 8月

（ｇ）研究者交流

経済学では強烈な個性と特化した個々の研究意欲が研究の推進力になっている。本研究所では、

各教員が個人のインセンティブでフェローシップあるいは研究助成金を申請して、海外から研究

者を招へいしたり各自の海外研修を盛んに行っている。

2012年度に日本学術振興会の「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」
（2012～2014年度）に採択、また 2013年度と 2018年度に大阪大学国際共同研究促進プログラム
（2013～2016年度と 2018～2020年度）に採択された。これらのプログラムによる、世界水準の
国際共同研究に携わる研究者の派遣及び受入を通じて、様々な課題に挑戦する機会を提供してい

る。派遣・受入実績は下記のとおりである。

大阪大学国際共同研究促進プログラム

【2013年度】
受入

教授１名 ：National University of Singapore（シンガポール）
助教授１名 ：StanfordUniversity（アメリカ）

客員研究員１名 ：Stanford University（アメリカ）
研究員１名 ：Academia Sinica（台湾）

派遣

教授 3名 ：Academia Sinica（台湾）
教授１名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授１名 ：Stanford University（アメリカ）
教授１名 ：Universitat Autònoma deBarcelona（スペイン）
博士前期 1名 ：Academia Sinica（台湾）
博士前期 1名 ：Universitat Autònoma deBarcelona（スペイン）
研究生 1名 ：Academia Sinica（台湾）

【2014年度】
受入

教授 1名 ：National University of Singapore（シンガポール）
教授１名 ：University of Rochester（アメリカ）
准教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
研究員 1名 ：Academia Sinica（台湾）

派遣

教授 3名 ：Academia Sinica（台湾）
教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授 1名 ：Seoul National University（韓国）
助教 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
特任研究員 1名 ：Boston College（アメリカ）
特任研究員 1名 ：Seoul National University（韓国）
博士後期 2名 ：Academia Sinica（台湾）
博士後期 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
博士後期 1名 ：Seoul National University（韓国）

【2015年度】
受入

教授 1名 ：Sabanci University（トルコ）
教授 1名 ：上海財経大学経済学院（中国）

助教授 1名 ：University of California, Barkeley（アメリカ）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
准教授 1名 ：南京大学（中国）

研究員 1名 ：University ofMontreal（カナダ）

派遣

教授 1名 ：Universitat Autonoma deBarcelona（スペイン）
教授 1名 ：Istanbul Bilgi University（トルコ）
教授 1名 ：南京大学／上海財経大学（中国）

教授 1名 ：University of Rochester（アメリカ）
教授 1名 ：University of California, Los Angeles（アメリカ）
教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授 1名 ：University of Rochester（アメリカ）
助教 1名 ：University of Glasgow（イギリス）
特任研究員 1名 ：Academia Sincia（台湾）
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っている。

（ｄ）国際共同研究

本研究所は、海外の研究機関と研究プロジェクトを組織し、綿密な共同研究を行っている。な

お、プロジェクト件数、相手先などは「3．研究活動（2）他機関との共同研究」を参照のこと。

（ｅ）国際シンポジウム、講演会

本研究所は、重要、かつ、高い学術性を有する国際シンポジウム、講演会を厳選して開催して

いる。その他、本研究所の教員は、数多くの国際コンファレンスに発表者・パネリスト・討論者

としてだけでなくオーガナイザーとしても参加・参画している。

（ｆ）国際学術交流協定

海外の大学と国際学術交流協定を締結し、教員間の共同研究、教員・大学院生の交換派遣、実

証的な国際比較研究、データ・資料に関する情報交換など国際的な研究・教育上の連携を推進し

ている。

国際学術交流協定締結一覧

国 名 相 手 機 関 名 発 効 年 月

スペイン
ザ・ムーブ・コンソーシアム（Markets, organization

and Votes Economics）
2011年 6月

中華人民共和国

（香港）

香港大学商・経済学部

香港経済・ビジネス戦略研究所
2012年 10月

台湾 中央研究院経済研究所 2013年 3月

インド インド統計学大学経済・計画部門 2014年 12月

タイ チュラロンコン大学・経済学部 2015年 12月

シンガポール シンガポール経営大学経済学部/経済学研究科 2017年 4月

アメリカ合衆国 ロチェスター大学・経済学部 2018年 8月

（ｇ）研究者交流

経済学では強烈な個性と特化した個々の研究意欲が研究の推進力になっている。本研究所では、

各教員が個人のインセンティブでフェローシップあるいは研究助成金を申請して、海外から研究

者を招へいしたり各自の海外研修を盛んに行っている。

2012年度に日本学術振興会の「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」
（2012～2014年度）に採択、また 2013年度と 2018年度に大阪大学国際共同研究促進プログラム
（2013～2016年度と 2018～2020年度）に採択された。これらのプログラムによる、世界水準の
国際共同研究に携わる研究者の派遣及び受入を通じて、様々な課題に挑戦する機会を提供してい

る。派遣・受入実績は下記のとおりである。

大阪大学国際共同研究促進プログラム

【2013年度】
受入

教授１名 ：National University of Singapore（シンガポール）
助教授１名 ：StanfordUniversity（アメリカ）

客員研究員１名 ：Stanford University（アメリカ）
研究員１名 ：Academia Sinica（台湾）

派遣

教授 3名 ：Academia Sinica（台湾）
教授１名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授１名 ：Stanford University（アメリカ）
教授１名 ：Universitat Autònoma deBarcelona（スペイン）
博士前期 1名 ：Academia Sinica（台湾）
博士前期 1名 ：Universitat Autònoma deBarcelona（スペイン）
研究生 1名 ：Academia Sinica（台湾）

【2014年度】
受入

教授 1名 ：National University of Singapore（シンガポール）
教授１名 ：University of Rochester（アメリカ）
准教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
研究員 1名 ：Academia Sinica（台湾）

派遣

教授 3名 ：Academia Sinica（台湾）
教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授 1名 ：Seoul National University（韓国）
助教 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
特任研究員 1名 ：Boston College（アメリカ）
特任研究員 1名 ：Seoul National University（韓国）
博士後期 2名 ：Academia Sinica（台湾）
博士後期 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
博士後期 1名 ：Seoul National University（韓国）

【2015年度】
受入

教授 1名 ：Sabanci University（トルコ）
教授 1名 ：上海財経大学経済学院（中国）

助教授 1名 ：University of California, Barkeley（アメリカ）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
准教授 1名 ：南京大学（中国）

研究員 1名 ：University ofMontreal（カナダ）

派遣

教授 1名 ：Universitat Autonoma deBarcelona（スペイン）
教授 1名 ：Istanbul Bilgi University（トルコ）
教授 1名 ：南京大学／上海財経大学（中国）

教授 1名 ：University of Rochester（アメリカ）
教授 1名 ：University of California, Los Angeles（アメリカ）
教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
教授 1名 ：University of Rochester（アメリカ）
助教 1名 ：University of Glasgow（イギリス）
特任研究員 1名 ：Academia Sincia（台湾）
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特任研究員 2名 ：IstanbulBilgi University（トルコ）
特任研究員 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
特任研究員 1名 ：南京大学（中国）
博士後期 1名 ：University ofRochester（アメリカ）

【2016年度】
受入

教授 1名 ：Universitat de Barcelona（スペイン）
教授 1名 ：UniversitatAutonoma de Barcelona（スペイン）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
准教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
准教授 1名 ：University ofManitoba（カナダ）
助教授１名 ：Stanford University（アメリカ）
客員研究員１名 ：Stanford University（アメリカ）
研究員 1名 ：University ofMontreal（カナダ）
研究員 1名 ：Stockholm School of Economics（スゥエーデン）

派遣

教授 1名 ：LundUniversity（スウェーデン）
教授 1名 ：Maastricht University（オランダ）
教授 1名 ：the Geneva School of Economics andManagement（スイス）
特任研究員 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）

【2017年度】
受入

教授 1名 ：University Hong Kong （中国）
教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）

【2018年度】
受入

教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）
教授 1名 ：NanjingAudit University（中国）
教授 1名 ：Vanderbilt University（アメリカ）
准教授 2名 ：SingaporeManagement University（シンガポール）
准教授 1名 ：University ofOxford（イギリス）
助教１名 ：University ofRochester（アメリカ）

派遣

博士後期 1名 ：HueUniversity（ベトナム）
教授 1名 ：HueUniversity（ベトナム）
博士後期 1名 ：Lotte Hotel Seoul（韓国）
教授 1名 ：Lotte Hotel Seoul（韓国）
教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）

【2019年度】
受入

教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）
教授 1名 ：NanjingAudit University（中国）
准教授 1名 ：SingaporeManagement University（シンガポール）
准教授 2名 ：University ofOxford（イギリス）
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特任研究員 2名 ：IstanbulBilgi University（トルコ）
特任研究員 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
特任研究員 1名 ：南京大学（中国）
博士後期 1名 ：University ofRochester（アメリカ）

【2016年度】
受入

教授 1名 ：Universitat de Barcelona（スペイン）
教授 1名 ：UniversitatAutonoma de Barcelona（スペイン）
准教授 1名 ：Northwestern University（アメリカ）
准教授 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）
准教授 1名 ：University ofManitoba（カナダ）
助教授１名 ：Stanford University（アメリカ）
客員研究員１名 ：Stanford University（アメリカ）
研究員 1名 ：University ofMontreal（カナダ）
研究員 1名 ：Stockholm School of Economics（スゥエーデン）

派遣

教授 1名 ：LundUniversity（スウェーデン）
教授 1名 ：Maastricht University（オランダ）
教授 1名 ：the Geneva School of Economics andManagement（スイス）
特任研究員 1名 ：Indian Statistical Institute（インド）

【2017年度】
受入

教授 1名 ：University Hong Kong （中国）
教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）

【2018年度】
受入

教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）
教授 1名 ：NanjingAudit University（中国）
教授 1名 ：Vanderbilt University（アメリカ）
准教授 2名 ：SingaporeManagement University（シンガポール）
准教授 1名 ：University ofOxford（イギリス）
助教１名 ：University ofRochester（アメリカ）

派遣

博士後期 1名 ：HueUniversity（ベトナム）
教授 1名 ：HueUniversity（ベトナム）
博士後期 1名 ：Lotte Hotel Seoul（韓国）
教授 1名 ：Lotte Hotel Seoul（韓国）
教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）

【2019年度】
受入

教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）
教授 1名 ：NanjingAudit University（中国）
准教授 1名 ：SingaporeManagement University（シンガポール）
准教授 2名 ：University ofOxford（イギリス）

准教授１名 ：University ofRochester（アメリカ）
助教１名 ：University ofRochester（アメリカ）
准教授 1名 ：Universita Cattolica del SacroCuore（イタリア）

派遣

教授 1名 ：Vanderbilt University（アメリカ）
博士後期 1名 ：Corvinus University ofBudapest（ハンガリー）
博士後期 2名 ：University of Strasbourg（フランス）
教授 1名 ：University of Technology Sydney（オーストラリア）
教授 1名 ：MonashUniversity（オーストラリア）

【2020年度】
新型コロナウイルスの影響により、招へい・渡航が困難であったため、受入・派遣実績なし。

外国人研究員（VRS）招へい者数
年度

国別

1986年度
～2017年度
(1986.4-2018.3)

2018年度
(2018.4-2019.3)

2019年度
(2019.4-2020.3)

2020年度
(2020.4-2021.3)

計

アメリカ合衆国

イギリス

イスラエル

イタリア

インド

オーストラリア

オーストリア

オランダ

カナダ

シンガポール

スウェーデン

スペイン

大韓民国

台湾

中華人民共和国

中華人民共和国（香港）

ドイツ

トルコ共和国

ハンガリー

フランス

メキシコ

44
7
3
3
8
12
0
2
8
3
1
2
17
3
5
3
2
1
2
0
2

2

1

2
1

1

1
1

2

7
2

2
2
1
1
1

3

1

3
1
2

1

1
1

1

53
9
3
5
10
14
1
4
9
8
2
2
19
3
9
5
5
1
2
3
2

計 128 11 27 3 169

（国別記載：50音順）

国際シンポジウム、講演会 開催状況

○1999年 3月 国際シンポジウム「実験経済学の新展開」を開催し、日本、北米、ヨーロッパ、アジ

ア各国から約 100名が参加した。
○ローレンス・クライン・レクチャーとして、1999年 12月に林文夫教授（東京大学）、2002年 4月
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に清瀧信宏教授（ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス）、2005年 8月に、松山公紀教授（ノ
ースウエスタン大学(USA)）を講演者として開催した。いずれも後日に論文として IERに発表し、
大きな学術的成果をあげている。

○2004年 7月 21日ノーベル賞受賞者のアマルティア・セン教授（ハーバード大学(USA)）による記
念講演「Nobel Lecture － WhyHumanRights?－」を行い、350名の参加があった。

○2004年 7月 22日から 25日「社会選択・厚生学会第 7回世界大会」を開催し、世界各国（28ヶ国）
約 260名の参加があった。

○2005年 4月 7日 チャールズ・プロット教授（カリフォルニア工科大学(USA)）のによる講演会「市
場の基本法則－実験手法の経済学への応用－」を開催し、70名の参加があった。

○2005年 10月 10日 行動経済学国際コンファレンスを開催し、61名の参加があった。
○2006年 1月 14日～15日 デザイン・サイエンス・ヤングセミナーを開催し、28名の参加があった。
○2007年 2月 10日～12日 2007 Asia-PacificRegional Meeting of the Economic Science Association を開
催し、国内外から 80名の参加があった。

○2007年 2月 10日行動経済学国際コンファレンスを開催し、国内外から 64名の参加があった。
○2007 年 6 月 28 日～30 日 オランダ・グローニンゲン大学で Osaka University Forum 2007in
Groningenを開催し、84名の参加があった。

○2008年 1月 7日～8日 Grant-in-Aid for Scientific Research on Priority Areas,
"Experimental Social Sciences: First International Symposium," atOsaka Universityを開催し、55名の参加
があった。

○ 2008年 6月 24～25日 日本経済に関する国際会議を開催（丸の内ビルディング・コンファレンス・

スクエア）、100名の参加があった。
○ 2009年 2月 23～24日 ニューロサイエンスワークショップ（千里阪急ホテル）を開催、約 30名
の参加があった。

○ 2010年 9月 13日～14日 International Young Economists' Conference（千里阪急ホテル）を開催、
59名の参加があった。

○ 2011年 6月 7日～8日 First MOVE-ISER Joint Workshop（バルセロナ自治大学）を開催、20名
の参加があった。

○ 2012年 3月 17日～18日 5th Trans-Pacific Labor Seminar（同志社大学）を開催、54名の参加が
あった。

○ 2012年 12月 1日 6th Japan-Taiwan Contract Theory Conference（神戸大学）を開催、60名の参加
があった。

○ 2012年 12月 17日～18日 6th Trans-Pacific Labor Seminar（East West Center Honolulu）を開催、
25名の参加があった。

○ 2013年 2月 16日～18日 ESAAsia PacificRegionalMeetingを開催、100名の参加があった。
○ 2013年 9月 10日 Osaka-Rochester TheoryWorkshopを開催、25名の参加があった。
○ 2014年 4月 1日～2日 Academia Sinica-Osaka University jointWorkshop on Economicsを開催、20
名の参加があった。

○ 2014年 12月 19日 2014クラインレクチャーを開催、109名の参加があった。
○ 2015年 11月 20日 Workshop onR&D, Technology and Productivityを開催 30名の参加があった。
○ 2015年12月5日 Japan-Taiwan-HongKong ContractTheory Conferenceを開催60名の参加があった。
○ 2016年 7月 11日～12日 Recent Developments in Panel Data Analysis, Centre for Panel Data Analysis

(PanDA)を開催 50名の参加があった。
○ 2016年 10月 7日 Mini-course on Panel data Modellingを開催 23名の参加があった。
○ 2016年 10月 14日 The FourthMOVE-ISERWorkshopを開催 18名の参加があった。
○ 2016年 11月 18日 Workshop onModern EU Economy: R&D Spillovers and SovereignDebt Problemを
開催 20名の参加があった。

○ 2016年 12月 2日 第 4回チュラロンコン大学・大阪大学 ジョイントワークショップを開催 32名
の参加があった。

○ 2017年4月4日 One-day Conference on Secular Stagnation andWealth Preferenceを開催14名の参加
があった。
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に清瀧信宏教授（ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス）、2005年 8月に、松山公紀教授（ノ
ースウエスタン大学(USA)）を講演者として開催した。いずれも後日に論文として IERに発表し、
大きな学術的成果をあげている。

○2004年 7月 21日ノーベル賞受賞者のアマルティア・セン教授（ハーバード大学(USA)）による記
念講演「Nobel Lecture － WhyHumanRights?－」を行い、350名の参加があった。

○2004年 7月 22日から 25日「社会選択・厚生学会第 7回世界大会」を開催し、世界各国（28ヶ国）
約 260名の参加があった。

○2005年 4月 7日 チャールズ・プロット教授（カリフォルニア工科大学(USA)）のによる講演会「市
場の基本法則－実験手法の経済学への応用－」を開催し、70名の参加があった。

○2005年 10月 10日 行動経済学国際コンファレンスを開催し、61名の参加があった。
○2006年 1月 14日～15日 デザイン・サイエンス・ヤングセミナーを開催し、28名の参加があった。
○2007年 2月 10日～12日 2007 Asia-PacificRegional Meeting of the Economic Science Association を開
催し、国内外から 80名の参加があった。

○2007年 2月 10日行動経済学国際コンファレンスを開催し、国内外から 64名の参加があった。
○2007 年 6 月 28 日～30 日 オランダ・グローニンゲン大学で Osaka University Forum 2007in
Groningenを開催し、84名の参加があった。

○2008年 1月 7日～8日 Grant-in-Aid for Scientific Research on Priority Areas,
"Experimental Social Sciences: First International Symposium," atOsaka Universityを開催し、55名の参加
があった。

○ 2008年 6月 24～25日 日本経済に関する国際会議を開催（丸の内ビルディング・コンファレンス・

スクエア）、100名の参加があった。
○ 2009年 2月 23～24日 ニューロサイエンスワークショップ（千里阪急ホテル）を開催、約 30名
の参加があった。

○ 2010年 9月 13日～14日 International Young Economists' Conference（千里阪急ホテル）を開催、
59名の参加があった。

○ 2011年 6月 7日～8日 First MOVE-ISER Joint Workshop（バルセロナ自治大学）を開催、20名
の参加があった。

○ 2012年 3月 17日～18日 5th Trans-Pacific Labor Seminar（同志社大学）を開催、54名の参加が
あった。

○ 2012年 12月 1日 6th Japan-Taiwan Contract Theory Conference（神戸大学）を開催、60名の参加
があった。

○ 2012年 12月 17日～18日 6th Trans-Pacific Labor Seminar（East West Center Honolulu）を開催、
25名の参加があった。

○ 2013年 2月 16日～18日 ESAAsia PacificRegionalMeetingを開催、100名の参加があった。
○ 2013年 9月 10日 Osaka-Rochester TheoryWorkshopを開催、25名の参加があった。
○ 2014年 4月 1日～2日 Academia Sinica-Osaka University jointWorkshop on Economicsを開催、20
名の参加があった。

○ 2014年 12月 19日 2014クラインレクチャーを開催、109名の参加があった。
○ 2015年 11月 20日 Workshop onR&D, Technology and Productivityを開催 30名の参加があった。
○ 2015年12月5日 Japan-Taiwan-HongKong ContractTheory Conferenceを開催60名の参加があった。
○ 2016年 7月 11日～12日 Recent Developments in Panel Data Analysis, Centre for Panel Data Analysis

(PanDA)を開催 50名の参加があった。
○ 2016年 10月 7日 Mini-course on Panel data Modellingを開催 23名の参加があった。
○ 2016年 10月 14日 The FourthMOVE-ISERWorkshopを開催 18名の参加があった。
○ 2016年 11月 18日 Workshop onModern EU Economy: R&D Spillovers and SovereignDebt Problemを
開催 20名の参加があった。

○ 2016年 12月 2日 第 4回チュラロンコン大学・大阪大学 ジョイントワークショップを開催 32名
の参加があった。

○ 2017年4月4日 One-day Conference on Secular Stagnation andWealth Preferenceを開催14名の参加
があった。

○ 2017年 10月 2日～3日 SPAIN-JAPANMEETINGONECONOMIC THEORYを開催 17名の参加
があった。

○ 2017 年 12 月 1 日 5th Joint Economic Workshop in Economics Between Faculty of Economics,
Chulalongkorn University, Graduate School of Economics, Osaka University, And Institute of Social and
Economic Researchを開催 20名の参加があった。
○ 2019年 4月 8日Oxford-Osaka Economic TheoryWorkshopを開催 20名の参加があった。
〇 2019 年 6 月 24 日～26 日 Workshop on Economic Science with Heterogeneous Interactive Agents
(WEHIA)を開催 120名の参加があった。
〇 2019年 11月 7日～8日 The 3rd Spain-JapanMeeting on Economic Theoryを開催 21名の参加があっ
た。

〇 2020年 10月 19日～23日 The 4th Spain-JapanMeeting on Economic Theoryを開催 51名の参加があ
った。

〇 2020年 12月 19日～20日The 2nd ISI-ISERYoung EconomistsWorkshopを開催 54名の参加があっ
た。

〇 2021年 1月 12日～15日Nanjing-Osaka Economic TheoryWorkshopを開催 50名の参加があった。
〇 2021年 3月 17日～18日 International workshop on Lab and Field Experimentsを開催 103名の参加が
あった。
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６．教 育 活 動

（１）大学院教育

本研究所は、本学大学院経済学研究科の経済学専攻、政策専攻および経営学系専攻に全部門をもっ

て参画し、その構成母体をなしており、各々の教授、准教授、講師、助教は、博士前期課程・博士後

期課程の大学院生の講義並びに研究指導を行っている。中でも博士前期課程授業科目のコア科目を担

当し、さらに大学院新入生のための数学準備コースを提供している。2020年度における指導学生数は
下表のとおりである。

2020年度大学院学生数 （2021年 3月 31日現在）
博士前期課程 博士後期課程

1 年 10 2
2 年 8 2
3 年 6
計 18 10
総 計 28

また、本研究所教員は、本学大学院国際公共政策研究科にも協力講座（特別講座）として参画して

いる。

2020年度担当教員

前期・後期 教授 松 島 法 明

前期・後期 講師DAONGUYENTHANG

また、今年度は、本研究所で研究生 7名を受入れ、研究指導を行った。

国籍・地域 人数

研究生 中国 7

博士課程担当科目は以下のとおりである。

科目名

青柳 真樹
経営学特論（ゲーム理論１，２）、経済学特研（ゲーム

理論１，２）

芹澤 成弘
経済学特論（オークション理論）、経済学特研（オーク

ション理論）、ミクロ経済Ⅱ、ミクロ経済特研 II
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６．教 育 活 動

（１）大学院教育

本研究所は、本学大学院経済学研究科の経済学専攻、政策専攻および経営学系専攻に全部門をもっ

て参画し、その構成母体をなしており、各々の教授、准教授、講師、助教は、博士前期課程・博士後

期課程の大学院生の講義並びに研究指導を行っている。中でも博士前期課程授業科目のコア科目を担

当し、さらに大学院新入生のための数学準備コースを提供している。2020年度における指導学生数は
下表のとおりである。

2020年度大学院学生数 （2021年 3月 31日現在）
博士前期課程 博士後期課程

1 年 10 2
2 年 8 2
3 年 6
計 18 10
総 計 28

また、本研究所教員は、本学大学院国際公共政策研究科にも協力講座（特別講座）として参画して

いる。

2020年度担当教員

前期・後期 教授 松 島 法 明

前期・後期 講師DAONGUYENTHANG

また、今年度は、本研究所で研究生 7名を受入れ、研究指導を行った。

国籍・地域 人数

研究生 中国 7

博士課程担当科目は以下のとおりである。

科目名

青柳 真樹
経営学特論（ゲーム理論１，２）、経済学特研（ゲーム

理論１，２）

芹澤 成弘
経済学特論（オークション理論）、経済学特研（オーク

ション理論）、ミクロ経済Ⅱ、ミクロ経済特研 II

科目名

敦賀 貴之

経済学特論（実践数値計算法入門）、経済学特論（応用

マクロ経済 II）、経済学特研（実践数値計算法入門）、
経済学特研（応用マクロ経済 II）

石田 潤一郎
ミクロ経済Ⅰ、経済学特論（情報の経済学 I）、ミクロ
経済特研Ⅰ、経済学特研（情報の経済学 I）

花木 伸行
経済学特論（Experimental Economics）、経済学特研
（Experimental Economics）

堀井 亮

マクロ経済分析Ⅱ、経済学特論（経済成長理論の展開）、

マクロ経済分析特研Ⅱ、経済学特研（経済成長理論の展

開）

松島 法明 産業組織Ⅰ、産業組織特研Ⅰ

ZHULIANMING
経済学特論（International Trade I）、経済学特論
（International Trade II）、経済学特研（International Trade
I）、経済学特研（International Trade II）

MITCHELLKENNETH
CHRISTIEN

経済学特論（Topics in Corporate Finance）、経済学特研
（Topics in Corporate Finance）

YOO DONGHOON
マクロ経済Ⅱ、経済学特論（EmergingMarket Business
Cycles）、マクロ経済特研Ⅱ、経済学特研（EmergingMarket
Business Cycles）

PUZONKLARIZZEANNE
MARTIN

経済学特論（Environmental Economics）、経済学特論
（Natural Resources andDevelopment）、経済学特研
（Environmental Economics）、経済学特研（Natural
Resources andDevelopment）

その他の担当科目は以下のとおりである。

科目名 備考

石田 潤一郎 上級ミクロ経済Ⅰ 経済学部

芹澤 成弘 上級ミクロ経済Ⅱ 経済学部

YOODONGHOON 上級マクロ経済Ⅱ 経済学部

松島 法明

特殊講義（産業組織論・理論）、

特殊講義（垂直取引関係と両面市

場）、特殊研究（産業組織論・理

論）、特殊研究（垂直取引関係と

両面市場）

国際公共政策研究科

DAONGUYEN
THANG

特殊講義（Topics on Economic
Growth and Comparative）、特殊講
義（Public Economics）、特殊研
究（Topics on Economic Growth
and Comparative Development）、
特殊研究（Public Economics）、
特殊講義（Topics on Economic
Growth and Comparative）

国際公共政策研究科
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松島 法明
学問への扉（仲介業を経済学の視

点から考える）
全学共通教育科目

花木 伸行 【社会】経済現象を読み解く 全学共通教育科目

MITCHELL
KENNETH
CHRISTIEN

学問への扉（Introduction to
Economics: Thinking like an
economist）

全学共通教育科目



 149   

松島 法明
学問への扉（仲介業を経済学の視

点から考える）
全学共通教育科目

花木 伸行 【社会】経済現象を読み解く 全学共通教育科目

MITCHELL
KENNETH
CHRISTIEN

学問への扉（Introduction to
Economics: Thinking like an
economist）

全学共通教育科目

（２）社研・森口賞
本研究所では、1998（平成 10）年に森口親司名誉教授の寄付金をもとに社研・森口賞を創設した。
これは、大学院に在籍する若手研究者の育成を目的とした懸賞金つきの公開懸賞論文制度であり、

所属大学院や国籍を問わず広く投稿者を募っている。

この懸賞論文制度は､論文執筆だけでなく、論文のプレゼンテーションや質疑応答といった、研究

を職業とする者にとって必要不可欠な知的作業の全過程にわたって教育訓練の場を提供するととも

に、大学院生がキャリアを積むための健全なインセンティブ・システムを提供している。

（URL: http://www.iser.osaka-u.ac.jp/moriguchi/moriguchi_jp.html）

入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

第 1回
(1998年度) （該当者なし）

第 2回
(1999年度) （該当者なし）

第 3回
(2001年
1月 30日)

○川口大司

（ミシガン大学大学院）
“Human capital accumulation of
salaried and self-employed workers”

“HumanCapital
Accumulation of Salaried
and Self-Employed
Workers,” Labour
Economics, 10(1): 55-71,
2003.

（現職：東京大学大学院経済学研究科教授）
“Peer Effects on SubstanceUse amongAmerican
Teenagers,” Journal of Population Economics,
17(2): 351-367, 2004.
“Attrition Bias in Economic Relationships
EstimatedwithMatchedCPS Files,” Journal of
Economic and SocialMeasurement, 29(4):
445-472, 2004.
“Negative Self Selection into Self Employment
amongAfrican Americans,” Topics in Economic
Analysis& Policy, 9(1): Article 9, 2005.
“AreComputers at Home a Form ofConsumption
or an Investment?A Longitudinal Analysis for
Japan,” Japanese Economic Review, 57(1): 69 -86,
2006.
“The Incidence and Effect of Job Training among
JapaneseWomen,” Industrial Relations, 45(3),
469-477, 2006.

鈴木伸枝

（一橋大学大学院）
“Unemployment insurancewith
social norms”

（現職：駒沢大学経済学部教授）

｢勤労規範と失業保険｣『一橋論叢』第 127巻６
号 699-714頁, 2002年
｢社会規範のある脱税モデルの一般化｣『一橋研

究』第 27巻１号 31-46頁, 2003年
｢失業保険と勤労規範の相互作用｣『東京大学経

済学論集』第 69巻第１号､2003年
水上英貴

（大阪大学大学院）
“On the consistency of the
bribe-proof solutions”

“On the Constancy of
Bribe-Proof Solutions,”
Economic Theory, 22(1):
211-217, 2003.

（現職：青山学院大学経済学部准教授）

｢なぜ均等配分ルールが使われるのか？｣『シス

テム/制御/情報』第 49巻 3号､102−107､2005年

若林緑

（大阪大学大学院）
“Retirement saving in Japan:With
the emphasis on of the impact of the
social security and retirement
payments”

“Retirement Saving in
Japan:WithEmphasis on
the Impact of Social
Security and Retirement
Payments,” Journal of the
Japanese and International
Economies 15, 131-159,
2001.

（現職：東北大学大学院経済学研究科会計大学

院准教授）
“AnnuitizedAsset Adequacy in Japan: The
Demand for Individual Pensions,” TheReview of
Income andWealth,” 51(3), 419-442, 2005.
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入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

第 4回
(2002年
1月 23日)

○李永俊

（名古屋大学大学院）
“LaborMarket Segmentation and
Long-TermEmployment Policy”

｢二重労働市場における

部門間労働移動と失業｣

『経済科学』名古屋大学

経済学会､51巻第 2号､
37-47頁
｢日本型｣長期雇用システ

ムの変容｣『経済科学』名

古屋大学経済学会､51巻
第 3号､29－46頁

（現職：弘前大学人文社会科学部教授）

“若年労働市場における解雇費用の影響”『人文
社会論叢（社会科学篇）』（弘前大学）第 11
号（頁 21-29）2004年 (査読無)
“二重労働市場理論のレビュー―市場分割メカ
ニズムを中心に―”､『人文社会論叢（社会科学
篇）』（弘前大学）第 12号（頁 71-80）2004
年 (査読無)
“青森県の労働市場の現状”､『人文社会論叢（社
会科学篇）』（弘前大学）第 13号､（頁
3-13）､2005年 (査読無)
“青森県の若年労働市場における反復求職の背
景”『人文社会論叢（社会科学篇）』（弘前大
学）第 18号､（頁 143－154）2007年（査読無）
“地域の雇用問題を考える―北東北 3県の現状
と課題”『弘前大学経済研究』弘前大学経済学
会 29号（頁 1-13）2006年
“青森県における若年者の就業実態とその問題
点”『弘前大学経済研究』弘前大学経済学会 30
号（頁 1-14）2007年

飯星（内山）博邦

（大阪大学大学院）
“The Index of Aggregate Agency
Cost”

“The Index of Aggregate
AgencyCost and Financial
Accelerator, TheCase of
Japan,” Japan and theWorld
Economy (2006) Vol.18, p
22-48.

（現職：首都大学東京経済経営学部教授）

松崎大介

（東京工業大学大学院）
“The Effects of a Consumption Tax
on EffectiveDemand under
Stagnations”

“The Effects of a
Consumption Tax on
effective demand under
Stagnation,” The Japanese
Economic Review, 54, (1)
101-118, 2003

（現職：東洋大学経済学部総合政策学科准教

授）

第 5回
(2003年
1月 21日)

○山田憲

（大阪大学大学院）
“Intra-family Transfers in Japan”

“Intra-family transfers in
Japan: intergenerational
co-residence, distance, and
contact,” Applied
Economics, 38(16):
1839–1861, 2006.

（現職：京都大学大学院経済学研究科准教授）
“Fact or fable?Misunderstanding or
misspecification?Keiretsu, themain-bank system
and the Japanese economy,” Journal ofAsian
Economics, 15(5): 999-1004, 2004.
“The impact ofminimumwage on female
employment in Japan,” Contemporary Economic
Policy, 25(1): 107-118, 2007.
“Estimating labour supply and time allocation by
married Japanesemen and unmarried Japanese
women,” Applied Economics Letters, 15(9):
659-666, 2008.
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入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

第 4回
(2002年
1月 23日)

○李永俊

（名古屋大学大学院）
“LaborMarket Segmentation and
Long-TermEmployment Policy”

｢二重労働市場における

部門間労働移動と失業｣

『経済科学』名古屋大学

経済学会､51巻第 2号､
37-47頁
｢日本型｣長期雇用システ

ムの変容｣『経済科学』名

古屋大学経済学会､51巻
第 3号､29－46頁

（現職：弘前大学人文社会科学部教授）

“若年労働市場における解雇費用の影響”『人文
社会論叢（社会科学篇）』（弘前大学）第 11
号（頁 21-29）2004年 (査読無)
“二重労働市場理論のレビュー―市場分割メカ
ニズムを中心に―”､『人文社会論叢（社会科学
篇）』（弘前大学）第 12号（頁 71-80）2004
年 (査読無)
“青森県の労働市場の現状”､『人文社会論叢（社
会科学篇）』（弘前大学）第 13号､（頁
3-13）､2005年 (査読無)
“青森県の若年労働市場における反復求職の背
景”『人文社会論叢（社会科学篇）』（弘前大
学）第 18号､（頁 143－154）2007年（査読無）
“地域の雇用問題を考える―北東北 3県の現状
と課題”『弘前大学経済研究』弘前大学経済学
会 29号（頁 1-13）2006年
“青森県における若年者の就業実態とその問題
点”『弘前大学経済研究』弘前大学経済学会 30
号（頁 1-14）2007年

飯星（内山）博邦

（大阪大学大学院）
“The Index of Aggregate Agency
Cost”

“The Index of Aggregate
AgencyCost and Financial
Accelerator, TheCase of
Japan,” Japan and theWorld
Economy (2006) Vol.18, p
22-48.

（現職：首都大学東京経済経営学部教授）

松崎大介

（東京工業大学大学院）
“The Effects of a Consumption Tax
on EffectiveDemand under
Stagnations”

“The Effects of a
Consumption Tax on
effective demand under
Stagnation,” The Japanese
Economic Review, 54, (1)
101-118, 2003

（現職：東洋大学経済学部総合政策学科准教

授）

第 5回
(2003年
1月 21日)

○山田憲

（大阪大学大学院）
“Intra-family Transfers in Japan”

“Intra-family transfers in
Japan: intergenerational
co-residence, distance, and
contact,” Applied
Economics, 38(16):
1839–1861, 2006.

（現職：京都大学大学院経済学研究科准教授）
“Fact or fable?Misunderstanding or
misspecification?Keiretsu, themain-bank system
and the Japanese economy,” Journal ofAsian
Economics, 15(5): 999-1004, 2004.
“The impact ofminimumwage on female
employment in Japan,” Contemporary Economic
Policy, 25(1): 107-118, 2007.
“Estimating labour supply and time allocation by
married Japanesemen and unmarried Japanese
women,” Applied Economics Letters, 15(9):
659-666, 2008.

入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

北野重人

（名古屋大学大学院）
“Macroeconomic Effects of Capital
Controls as a Safeguard against the
Capital Inflows Problem”

“Macroeconomic effect of
capital controls as a
safeguard against the capital
inflows problem,” Journal of
International Trade and
EconomicDevelopment,
13(3): 233-263, 2004.

（現職：神戸大学経済経営研究所教授）
“BOPCrises and External Shocks,” Journal of
International Economic Studies法政大学比較経済
研究所Vol.17, pp.87-105, 2003
“Macroeconomic effects andwelfare losses of
capital inflows,”『国民経済』国民経済研究協会
第 166号 pp.41-65, 2003
“AModel of Balance-of-Payments Crises due to
External Shocks:Monetary vs Fiscal Approaches,”
Bulletin of Economic Research, 56(1): 53-66, 2004.
“Consumption Booms, the Real ExchangeRate
Appreciation, and the Trade BalanceDeterioration:
theRole of theWorld Real Interest Rate,”『経済理
論』和歌山大学 第 324 pp.21-47, 2005
“TheGovernment's Foreign Debt in theArgentine
Crisis,” Reviewof Development Economics, 9(3):
368-379, 2005.
“Capital Controls, Public Debt andCurrency
Crises,” Journal of Economics, 90(2): 117-142,
2007.

暮石渉

（大阪大学大学院）
“ACharacterization of the
Randomized UniformRule”

“Equal Probability for the
Best and theAssignment of
Identical Indivisible
Objects,” Economics
Bulletin, 4(8): 1-10, 2007.

（現職：国立社会保障･人口問題研究所社会保

障応用分析研究部第３室長）
“Migration,Medical Aid andWelfare,” Australian
Economic Papers, 46(4): 329-347, 2007.
“Taxing the Stork,” National Tax Journal, 61,
167-87, 2008.

6回
(2004年
2月 4日)

○中嶋亮

（ニューヨーク大学大学院）
“Measuring Peer Effects on Youth
SmokingBehavior”

“Measuring Peer Effects on
Youth SmokingBehavior,”
Reviewof Economic
Studies, 74(3): 897-935,
2007.

（現職：慶應義塾大学経済学教授）
“Peer Standing andSubstanceUse in
Early-AdolescentGrade-Level Networks: A
Short-termLongitudinal Study,” Prevention
Science, 9(1): 11-23, 2007.

小林照義

（名古屋大学大学院）
“OptimalMonetary Policy and the
Role ofHybrid Inflation-Price-Level
Targets”

“Optimalmonetary policy
and the role of hybrid
inflation-price- level
targets,” Applied
Economics, 37(18):
2119-2125, 2005.

（現職：神戸大学大学院経済学研究科准教授）
“On the relationship between short- and long-term
interest rates,” International Finance, 7(2): 261-286,
2004.
“Monetary policy uncertainty and interest rate
targeting,” Journal ofMacroeconomics, 26(4):
725-735, 2004.
“Hybrid inflation-price-level targeting in an
economywith output persistence,” Scottish Journal
of Political Economy, 51(5): 641-653, 2004.
“Amodel ofmonetary unification under
asymmetric information,” International Review of
Economics& Finance, 14(1): 1-15, 2005.
“Incomplete interest rate pass-through and optimal
monetary policy,” International Journal of Central
Banking, 4(3): 77-118, 2008.
“Announcements and the effectiveness ofmonetary
policy:A view from theUS prime rate,” Journal of
Banking& Finance, 33(12): 2253-2266, 2009.

第 7回
(2005年
2月 9日)

○小川貴之（大阪大学大学院）
“WelfareAnalysis of Debt Policy
during Recessions”

（現職：大阪経済大学経済学部経済学科教授）
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入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊
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○万軍民

（大阪大学大学院）
“RationalAddictionwith an Optimal
Inventory: Theory and Evidence
from JapaneseDaily andMonthly
Purchases”

“Rational Addictionwith an
Optimal Inventory: Theory
and Evidence from Japanese
Daily andMonthly
Purchases,” Chapter 2 of
“Consumer Casualties:
Exploring the Economics of
Habit, Information, and
Uncertainty in Japan,” by
JunminWan, Palgrave
Macmillan, NewYork, 208
pages, Nov 2014,
RefereedMonograph,
pp.728. ISBN
9781137387240

（現職：福岡大学経済学部教授）
“WhyDoes ChinaAchieveWorld's Highest
Household Savings Rate?”Wan, Junmin, Outlook
Weekly (XinhuaNews Agency, in Chinese) ,
32/,4949, 2006/7
“Cigarette TaxRevenues and TobaccoControl in
Japan,” Applied Economics, 38(14): 1663-1675,
2006.
“HouseholdDebt andConsumption: AQuantitative
Analysis Based onHouseholdMicroData for
Japan,” Journal of Housing Economics, 16(2):
127-142, 2007.
“Experiments onRiskAttitute andComparative
Analysis,” Journal of Financial Research, 27(11):
57-66, 2007.
“TheDeterminants of Household Saving in China:
ADynamic Panel Analysis of Provincial Data,”
Journal ofMoney, Credit and Banking, 39(8):
2077-2096, 2007.
“The Incentive to Declare Taxes and TaxRevenue:
TheLottery Receipt Experiment in China,” Review
of Development Economics, 14(3): 611-624, 2010.

第 8回
(2006年
2月 1日)

○山口慎太郎

（ウィスコンシン大学大学院）
“Job Search, Bargaining andWage
Dynamics”

“Job Search, Bargaining,
andWageDynamics,”
Journal of Labor
Economics, 28(3): 595-631,
2010.

（現職：東京大学大学院経済学研究科准教授）
“Wage Flexibility in Turbulent Times,” Eastern
European Economics, 46(3): 88-114, 2008.
“The Effect ofMatchQuality and Specific
Experience onCareer Decisions andWage
Growth,” Labour Economics, 17(2): 407-23, 2010.
“Career Progression andComparativeAdvantage,”
Labour Economics, 17(4): 679-689, 2010.
Cumulative Effects of JobCharacteristics on
Health,” Health Economics, 20(5): 553-570, 2011.

近藤絢子

（コロンビア大学大学院）
“Does the First JobReallyMatter?
State Dependency in Employment
Status in Japan”

“Does the First JobReally
Matter? State Dependency
in Employment Status in
Japan,” Journal of the
Japanese and International
Economies, 21, 379-402,
2007.

（現職：東京大学社会科学研究所准教授）
“Long-term effects of a recession at labormarket
entry in Japan and theUnited States,” Journal of
HumanResources,Winter 2010.
“Gender-specific labormarket conditions and
family formation,” Journal of Population
Economics, 25(1), 151-174. 2011.
“Does the First JobReallyMatter? State
Dependency in Employment Status in Japan,”
Journal of the Japanese and International
Economies, 21, 379-402, 2007.

兵庫一也

（ロチェスター大学大学院）
“Subjective RandomDiscounting
and Intertemporal Choice”

“Subjective random
discounting and
intertemporal choice,”
Journal of Economic
Theory, 144(3): 1015-1053,
2009.

（現職：龍谷大学経済学部准教授）
“A subjectivemodel of experimentation,” Journal
of Economic Theory, 133(1): 316-330, 2007.

第 9回
(2007年
1月 31日)

○下松真之

（ロンドンスクール オブ エ

コノミスト）
“HasDemocratization Reduced
InfantMortality in Sub-saharan
Africa? Evidende fromMother
Fixed-effects Estimation”

“HasDemocratization
Reduced InfantMortality in
Sub-SaharanAfrica?
Evidence fromMicroData,”
Journal of the European
EconomicAssociation, 10:
1294-1317. 2012.

（現職：大阪大学大学院国際公共政策研究科講

師）
“MakingAutocracyWork,” Institutions and
Economic Performance, edited by Elhanan
Helpman (HarvardUniversity Press), 452-510.
2008.



 153   

入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

○万軍民

（大阪大学大学院）
“RationalAddictionwith an Optimal
Inventory: Theory and Evidence
from JapaneseDaily andMonthly
Purchases”

“Rational Addictionwith an
Optimal Inventory: Theory
and Evidence from Japanese
Daily andMonthly
Purchases,” Chapter 2 of
“Consumer Casualties:
Exploring the Economics of
Habit, Information, and
Uncertainty in Japan,” by
JunminWan, Palgrave
Macmillan, NewYork, 208
pages, Nov 2014,
RefereedMonograph,
pp.728. ISBN
9781137387240

（現職：福岡大学経済学部教授）
“WhyDoes ChinaAchieveWorld's Highest
Household Savings Rate?”Wan, Junmin, Outlook
Weekly (XinhuaNews Agency, in Chinese) ,
32/,4949, 2006/7
“Cigarette TaxRevenues and TobaccoControl in
Japan,” Applied Economics, 38(14): 1663-1675,
2006.
“HouseholdDebt andConsumption: AQuantitative
Analysis Based onHouseholdMicroData for
Japan,” Journal of Housing Economics, 16(2):
127-142, 2007.
“Experiments onRiskAttitute andComparative
Analysis,” Journal of Financial Research, 27(11):
57-66, 2007.
“TheDeterminants of Household Saving in China:
ADynamic Panel Analysis of Provincial Data,”
Journal ofMoney, Credit and Banking, 39(8):
2077-2096, 2007.
“The Incentive to Declare Taxes and TaxRevenue:
TheLottery Receipt Experiment in China,” Review
of Development Economics, 14(3): 611-624, 2010.

第 8回
(2006年
2月 1日)

○山口慎太郎

（ウィスコンシン大学大学院）
“Job Search, Bargaining andWage
Dynamics”

“Job Search, Bargaining,
andWageDynamics,”
Journal of Labor
Economics, 28(3): 595-631,
2010.

（現職：東京大学大学院経済学研究科准教授）
“Wage Flexibility in Turbulent Times,” Eastern
European Economics, 46(3): 88-114, 2008.
“The Effect ofMatchQuality and Specific
Experience onCareer Decisions andWage
Growth,” Labour Economics, 17(2): 407-23, 2010.
“Career Progression andComparativeAdvantage,”
Labour Economics, 17(4): 679-689, 2010.
Cumulative Effects of JobCharacteristics on
Health,” Health Economics, 20(5): 553-570, 2011.

近藤絢子

（コロンビア大学大学院）
“Does the First JobReallyMatter?
State Dependency in Employment
Status in Japan”

“Does the First JobReally
Matter? State Dependency
in Employment Status in
Japan,” Journal of the
Japanese and International
Economies, 21, 379-402,
2007.

（現職：東京大学社会科学研究所准教授）
“Long-term effects of a recession at labormarket
entry in Japan and theUnited States,” Journal of
HumanResources,Winter 2010.
“Gender-specific labormarket conditions and
family formation,” Journal of Population
Economics, 25(1), 151-174. 2011.
“Does the First JobReallyMatter? State
Dependency in Employment Status in Japan,”
Journal of the Japanese and International
Economies, 21, 379-402, 2007.

兵庫一也

（ロチェスター大学大学院）
“Subjective RandomDiscounting
and Intertemporal Choice”

“Subjective random
discounting and
intertemporal choice,”
Journal of Economic
Theory, 144(3): 1015-1053,
2009.

（現職：龍谷大学経済学部准教授）
“A subjectivemodel of experimentation,” Journal
of Economic Theory, 133(1): 316-330, 2007.

第 9回
(2007年
1月 31日)

○下松真之

（ロンドンスクール オブ エ

コノミスト）
“HasDemocratization Reduced
InfantMortality in Sub-saharan
Africa? Evidende fromMother
Fixed-effects Estimation”

“HasDemocratization
Reduced InfantMortality in
Sub-SaharanAfrica?
Evidence fromMicroData,”
Journal of the European
EconomicAssociation, 10:
1294-1317. 2012.

（現職：大阪大学大学院国際公共政策研究科講

師）
“MakingAutocracyWork,” Institutions and
Economic Performance, edited by Elhanan
Helpman (HarvardUniversity Press), 452-510.
2008.
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鈴木唯

（ミシガン大学大学院）
“SovereignRisk and Procyclical
Fiscal Policy in EmergingMarket
Economies”

“Sovereign Risk and
Procyclical Fiscal Policy in
EmergingMarket
Economies,” The Journal of
International Trade&
EconomicDevelopmentVol
24, 2, 2015, pp247-280

（現職：武蔵大学経済学部教授）
“Business Cycle andCorruption,” Economics
Letters, 111(2): 138-140, 2011.
“BindingConstraint on EconomicGrowth under
Export-Oriented Industrialization and
Globalization,” Applied Economics, 44(20):
2569-2576, 2012.

第 10回
(2008年
1月 30日)

○石井利江子

（大阪大学大学院）
“Collusion in Repeated Procurement
Auction: A Study of PavingMarket
in Japan”

（現職：滋賀大学経済学部准教授）
“Research and analysis on bid rigging
mechanisms,” Japan and theWorld Economy,
23(1), 1-5. 2011.
“Favor exchange in collusion: Empirical study of
repeated procurement auctions in Japan,”
International Journal of Industrial Organization,
Elsevier, 27(2), 137-144, 2009.

森谷文利

（一橋大学大学院）
“TheOptimality of Power in
Organizations: PowerAcquisition
Process and Evaluation”

（現職：神戸市外国語大学法経商准教授）
“Economic Theories ofMiddleManagement:
Monitoring, Communication, and theMiddle
Manager’s Dilemma,” Japan Labor Review, 7(4),
5-22. 2010.
“中間管理職の経済理論：モニタリング機能､
情報伝達機能とミドルのジレンマ” 日本労働
研究雑誌, 2009年 11月号（No.592）

鈴木純一

（ミネソタ大学大学院）
“LandUse Regulation as aBarrier to
Entry: Evidence from the Texas
Lodging Industry”

“LandUseRegulation as a
Barrier to Entry: Evidence
from the Texas Lodging
Industry,” International
Economic Review, 54 (2):
495-523, 2013.

（現職：Senior Economist, Amazon）
“The 'Wal-Mart Effects' in Central and Eastern
Europe,” Journal of Comparative Economics,
40(2): 194-210, 2012.

第 11回
(2009年
2月 4日)

○奥平寛子

（大阪大学大学院）
“The Economic Costs of Court
DecisionsConcerning Dismissals in
Japan: Identification by Judge
Transfers”

“The economic costs of
court decisions concerning
dismissals in Japan:
Identification by judge
transfers,” International
Reviewof Law and
Economics, Vol 53,March
2018

（現職：同志社大学大学院ビジネス研究科准教

授）
“What does aTemporaryHelp Service JobOffer?
Empirical Suggestions from a Japanese Survey,”
Journal of Japanese and International Economies,
28, 37-68. 2013.
“Employment Protection and Productivity:
Evidence fromFirm-level PanelData in Japan,”
Applied Economics, 45(15): 2091-2105, 2013.
久米功一､大竹文雄､奥平寛子､鶴光太郎 ｢非正

規労働者における社会的排除の実態とその要

因｣､『日本労働研究雑誌』No.634､pp.100-115,
2013年 5月.
水谷徳子､奥平寛子､木成勇介､大竹文雄 ｢自信

過剰が男性を競争させる｣『行動経済学』

Vol.2､ No.1､2009年 7月．
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○宮本弘暁

（ウィスコンシン大学大学院）
“Technological Progress, On-the-Job
Search andUnemployment” (with
Yuya Takahashi)

“ProductivityGrowth,
On-the-Job Search, and
Unemployment,” Journal of
Monetary Economics.
58(6–8): 666–680, 2011.

（現職：国際通貨基金財政局エコノミスト）
“The Ins andOuts of theLong-RunUnemployment
Dynamics,” Applied Economics Letters. 20(7):
615-620. 2013.
“Bank risk and non-interest income activities in the
Indonesian banking industry,” Journal of Asian
Economics. 23(4): 335-343, 2012.
“GrossWorker Flows andUnemployment
Dynamics in Japan,” Japanese and International
Economies. 26(1): 44-61, 2012.
“Unemployment and Labor Force Participation in
Japan,” Applied Economics Letters. 19(11):
1039-1043, 2012.
“Cyclical Behavior of Unemployment and Job
Vacancies in Japan,” Japan and theWorld
Economy. 23, 214-225, 2011.
“Efficiency in a Search andMatchingModel with
TradingCosts,” EconomicModelling. 28,
1838-1841, 2011.
“Cyclical Behavior of aMatchingModel with
Capital Investment,”TheB.E. Journal of
Macroeconomics. 11(1) (Topics), Article 2, 2011.
“Real Shock or Nominal Shock? ExchangeRate
Movements in Cambodia and Lao PDR,”
Singapore Economic Review. 55(4): 685-703,
2010.
“R&D,Unemployment, and LaborMarket
Policies,” Japan and theWorld Economy. 22(3):
198-205, 2010.
“Cyclical Shocks in aModel of Equilibrium
Unemployment,”The Japanese Economic Review.
61(2): 282-288, 2010.

西田充邦

（シカゴ大学大学院）
“Estimating aModel of Strategic
Store NetworkChoice”

“Estimating aModel of
Strategic Network Choice:
TheConvenience-Store
Industry inOkinawa,”
Marketing Science. 2015,
Vol 34, pages 20-38

（現職：Assistant Professor, CareyBusiness
School Economics, JohnsHopkinsUniversity）
“Regulation, Enforcement, andCompetition:
Evidence from the Spanish LocalTV Industry,”
International Journal of Industrial Organization,
2014, January, 32, 11-23.
“ExploringReallocation's ApparentWeak
Contribution toGrowth,” Journal of Productivity
Analysis, 2014, 42, 187-210.
“TheCosts of Zoning Regulations in Retail Chains:
TheCase of theCity PlanningAct of 1968 in
Japan,” Journal of Regulatory
Economics, 2014, 45(3), 305-328.

第 12回
(2009年
12月 2日)

○田中伸介

（ボストン大学大学院）
“Access toHealth Infrastructure and
ChildHealthDevelopment:
Evidence fromPost-Apartheid South
Africa”

“DoesAbolishingUser Fees
Lead to ImprovedHealth
Status? Evidence from
PostApartheid South
Africa,”American
Economic Journal:
Economic Policy, 6(3):
282-312, 2014

（現職：Assistant Professor,The Fletcher School of
Law andDiplomacy,Tufts University,）
Best Teaching FellowAward, Graduate School of
Arts and Sciences, Boston University, 2010
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○宮本弘暁

（ウィスコンシン大学大学院）
“Technological Progress, On-the-Job
Search andUnemployment” (with
Yuya Takahashi)

“ProductivityGrowth,
On-the-Job Search, and
Unemployment,” Journal of
Monetary Economics.
58(6–8): 666–680, 2011.

（現職：国際通貨基金財政局エコノミスト）
“The Ins andOuts of theLong-RunUnemployment
Dynamics,” Applied Economics Letters. 20(7):
615-620. 2013.
“Bank risk and non-interest income activities in the
Indonesian banking industry,” Journal of Asian
Economics. 23(4): 335-343, 2012.
“GrossWorker Flows andUnemployment
Dynamics in Japan,” Japanese and International
Economies. 26(1): 44-61, 2012.
“Unemployment and Labor Force Participation in
Japan,” Applied Economics Letters. 19(11):
1039-1043, 2012.
“Cyclical Behavior of Unemployment and Job
Vacancies in Japan,” Japan and theWorld
Economy. 23, 214-225, 2011.
“Efficiency in a Search andMatchingModel with
TradingCosts,” EconomicModelling. 28,
1838-1841, 2011.
“Cyclical Behavior of aMatchingModel with
Capital Investment,”TheB.E. Journal of
Macroeconomics. 11(1) (Topics), Article 2, 2011.
“Real Shock or Nominal Shock? ExchangeRate
Movements in Cambodia and Lao PDR,”
SingaporeEconomic Review. 55(4): 685-703,
2010.
“R&D,Unemployment, and LaborMarket
Policies,” Japan and theWorld Economy. 22(3):
198-205, 2010.
“Cyclical Shocks in aModel of Equilibrium
Unemployment,”The Japanese Economic Review.
61(2): 282-288, 2010.

西田充邦

（シカゴ大学大学院）
“Estimating aModel of Strategic
Store NetworkChoice”

“Estimating aModel of
Strategic Network Choice:
TheConvenience-Store
Industry inOkinawa,”
Marketing Science. 2015,
Vol 34, pages 20-38

（現職：Assistant Professor, CareyBusiness
School Economics, JohnsHopkinsUniversity）
“Regulation, Enforcement, andCompetition:
Evidence from the Spanish LocalTV Industry,”
International Journal of Industrial Organization,
2014, January, 32, 11-23.
“ExploringReallocation's ApparentWeak
Contribution toGrowth,” Journal of Productivity
Analysis, 2014, 42, 187-210.
“TheCosts of Zoning Regulations in Retail Chains:
TheCase of theCity PlanningAct of 1968 in
Japan,” Journal of Regulatory
Economics, 2014, 45(3), 305-328.

第 12回
(2009年
12月 2日)

○田中伸介

（ボストン大学大学院）
“Access toHealth Infrastructure and
ChildHealthDevelopment:
Evidence fromPost-Apartheid South
Africa”

“DoesAbolishingUser Fees
Lead to ImprovedHealth
Status? Evidence from
PostApartheid South
Africa,”American
Economic Journal:
Economic Policy, 6(3):
282-312, 2014

（現職：Assistant Professor,The Fletcher School of
Law andDiplomacy,Tufts University,）
Best Teaching FellowAward, Graduate School of
Arts and Sciences, Boston University, 2010
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牛島光一

（筑波大学大学院）

｢医療保障制度の導入が家計の予

備的貯蓄に与えた影響-タイにお
ける 30 バーツ医療制度の導入を
事例として｣

（現職：筑波大学システム情報系社会工学域助

教）
“School Choice and Student Sorting: Evidence
fromAdachiWord in Japan,” Japanese Economic
Review, 60(4): 446–472, 2009
“小学校における学校の質は地価に影響する
か？－東京都特別区の地価データを用いた検

証”『応用地域学研究』No.14､pp.37-47､2009
｢ヘドニック・アプローチにおける因果識別｣､

『都市住宅学』92号｢特集｣, 2015
第 7回応用計量経済学コンファレンス優秀論
文賞､2012

宮崎浩一

（ペンシルベニア州立大学大学

院）
“Efficiency and Lack of
Commitment in anOverlapping
GenerationsModelwith
Distributional Shocks”

“Efficiency and lack of
commitment in an
overlapping generations
modelwith endowment
shocks,” Japanese
Economic Review, 65,
2014, 499-520.

（現職：香川大学経済学部准教授）
“Pay-as-you-go social security and endogenous
fertility in a neoclassical growthmodel,” Journal of
Population Economics 26(3): 1233-1250, 2013.
“Role of linkingmechanisms inmultitask agency
with hidden information,” Journal of Economic
Theory 145(6): 2241-2259, 2010.
“The effects of the raisingtheofficialpensionage
policy in an overlapping generations economy,”
Economics Letters, 123, 2014, 329-332.

第 13回
(2010年
12月 2日)

○小暮克夫（筑波大学大学院）
“Dictatorships, Institutional Change,
and Economic Performance:
Evaluating the Impacts of Forced
Marriage Systemunder the Pol Pot
Regime inCambodia, 1975-1979”

（現職：東南アジア地域研究研究所特定助教）

小暮克夫・高崎善人｢カンボジア大虐殺の教育

への長期的影響｣『経済研究』第 65巻 1号､2014
年 1月､pp.42-55.

○南橋尚明

（ボストン大学大学院）
“Destruction of Competition by
Competition Law: Evidence from
UnbundlingRegulation on
Fiber-Optic Networks in Japan”

（現職：上智大学経済学部経済学科准教授）
“Credit Crunch Caused byBank Failures and
Self-selection Behavior in LendingMarkets,”
Journal of Money, Credit andBanking, 43,
133-161, 2011
1st Prize in Student Paper Competition,TPRC,
2011

第 14回
(2011年
12月 1日)

○田村彌

（大阪大学大学院）
“ATheory ofMultidimensional
InformationDisclosure”

（現職：名古屋大学経済学研究科准教授）
“Auction PlatformDesign and the Linkage
Principle,” Journal of Industrial Economics, Journal
of Industrial Economics, 64(2), June 2016.
“OptimalMonetary Policy and Transparency under
Informational Frictions,” Journal ofMoney, Credit
andBanking, 48(6), Sep 2016

第 15回
(2012年 12
月 5日)

○森祐介（一橋大学大学院）
“HowCan IntegrationReduce
InefficienciesDue to Ex Post
Adaptation?”

（現職：立命館大学経営学部経営学科准教授）

平成 24年度兼松フェローシップ入選

第 16回
(2013年 12
月 5日)

○小島健（大阪大学大学院）
“General EquilibriumDynamics
with Naive andSophisticated
Hyperbolic Consumers in an
OverlappingGenerations Economy”

“General Equilibrium
DynamicswithNaïve and
SophisticatedHyperbolic
Consumers in an
OverlappingGenerations
Economy,” Economica, Vol
85, 338, 2018

（現職：一橋大学大学院経済学研究科講師）

小川博雅（東京大学大学院）
“AGoodListener and aBad
Listener”

（現職：専修大学経営学部講師）
“TaskAssignment under Agent Loss Aversion,”
Economics Letters, Vol 121, 1,Oct 2013, pp35–38.

鶴岡昌徳（東京大学大学院）
“The Impact of ScoringAuctions in
Public Procurement Auctions”

（現職：横浜国立大学国際社会科学研究院准教

授）

第 9回応用計量経済コンファレンス優秀論文
賞
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大西健（報告会欠席）

（ノースウェスタン大学大学院）
“QuantityDiscounts andCapital
Misallocation in theAircraft and
Airline Industries”

（現職：Senior Economist, Federal Reserve Board）
“QuantityDiscounts andCapitalMisallocation in
Vertical Relationships:TheCase of Aircraft and
Airline Industries,”The Social Science Research
Network, 2016
“Signaling inOnlineCreditMarkets,”The Social
Science ResearchNetwork, 204

第 17回
(2014年 12
月 3日)

○田村翔平（東北大学）
“ACharacterization ofMinimal
Impartial Rules for Awarding
Prizes”

“Characterizingminimal
impartial rules for awarding
prizes,” Games and
Economic Behavior, Vol.95,
January 2016, 41-46

（現職：関西学院大学経済学専任講師）

○安藤道人（国立社会保障･人口

問題研究所､ウプサラ大学）
“Dreams ofUrbanization:
Quantitative Case Studies on the
Local Impacts of Nuclear Power
Facilities using the Synthetic Control
Method”

“Dreams of Urbanization:
Quantitative Case Studies
on theLocal Impacts of
Nuclear Power Facilities
Using the Synthetic Control
Method,” Journal ofUrban
Economics, Volume 85,
68-85, 2015

（現職：立教大学経済学部准教授）
“HowMuch ShouldWeTrust
Regression-Kink-Design Estimates?,” Empirical
Economics, Volume 53, Issue 3, 1287–1322, 2017
“Affordable False Teeth:TheEffects of Patient
Cost-sharing onDentureUtilization and Subjective
ChewingAbility,” TheB.E. Journal of Economic
Analysis& Policy (Contributions), Vol 16, 3,
1387–1438, 2016

第 18回
（2015年 12
月 9日）

○笠原晃恭（スタンフォード大学

大学院）
“Gradual Adjustment and
EquilibriumUniqueness under
NoisyMonitoring”

（現職：早稲田大学高等研究所講師）

熊代和樹（神戸大学大学院）
“Optimal Funded Pension for
ConsumerswithHeterogeneous
Self-Control”

（現職：徳山大学経済学部講師）

岡本実哲（慶應義塾大学大学院）
“ADynamic Auction that Improves
theAusubelAuction”

“AnEfficient
Ascending-BidAuction for
MultipleObjects:
Comment,” American
Economic Review, Vol.
108-2, pp.555- 560, 2018

（現職：慶應義塾大学経済学部助教）

第 19回
（2016年 12
月 9日）

○定兼仁（神戸大学）
“Multistage Information
TransmissionwithVoluntary
Monetary Transfer”

（現職：京都大学経済研究所助教）

○山﨑潤一（LSE）
“Railroads, TechnologyAdoption,
andModern Economic
Development: Evidence fromNew
Data in theLate 19th - Early 20th
Centuries Japan”

（現職：神戸大学経済学研究科助教）

第 19回
（2016年 12
月 9日）

潘 聡（大阪大学）
“Supplier Encroachment under a
Two-Part Tariff Contract and
UnobservableMultilateral
Contracting”

（現職：名古屋商科大学講師）
“Firms’ Timing of ProductionwithHeterogeneous
Consumers,” Canadian Journal of Economics, Vol.
51, No. 4, 2018, 1339-1362.
“Manufacturer's direct distributionwith incumbent
retailer's product line choice,” Economics Letters,
Vol. 174, 2019, 136-139.

今泉允聡（東京大学）
“AnApproximationMethod for
DiscreteMarkovDecisionModels
with aLarge State Space”

（現職：統計数理研究所助教）
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入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

大西健（報告会欠席）

（ノースウェスタン大学大学院）
“QuantityDiscounts andCapital
Misallocation in theAircraft and
Airline Industries”

（現職：Senior Economist, Federal Reserve Board）
“QuantityDiscounts andCapitalMisallocation in
Vertical Relationships:TheCase of Aircraft and
Airline Industries,”The Social Science Research
Network, 2016
“Signaling inOnlineCreditMarkets,”The Social
Science ResearchNetwork, 204

第 17回
(2014年 12
月 3日)

○田村翔平（東北大学）
“ACharacterization ofMinimal
Impartial Rules for Awarding
Prizes”

“Characterizingminimal
impartial rules for awarding
prizes,” Games and
Economic Behavior, Vol.95,
January 2016, 41-46

（現職：関西学院大学経済学専任講師）

○安藤道人（国立社会保障･人口

問題研究所､ウプサラ大学）
“Dreams ofUrbanization:
Quantitative Case Studies on the
Local Impacts of Nuclear Power
Facilities using the Synthetic Control
Method”

“Dreams of Urbanization:
Quantitative Case Studies
on theLocal Impacts of
Nuclear Power Facilities
Using the Synthetic Control
Method,” Journal ofUrban
Economics, Volume 85,
68-85, 2015

（現職：立教大学経済学部准教授）
“HowMuch ShouldWeTrust
Regression-Kink-Design Estimates?,” Empirical
Economics, Volume 53, Issue 3, 1287–1322, 2017
“Affordable False Teeth:TheEffects of Patient
Cost-sharing onDentureUtilization and Subjective
ChewingAbility,” TheB.E. Journal of Economic
Analysis& Policy (Contributions), Vol 16, 3,
1387–1438, 2016

第 18回
（2015年 12
月 9日）

○笠原晃恭（スタンフォード大学

大学院）
“Gradual Adjustment and
EquilibriumUniqueness under
NoisyMonitoring”

（現職：早稲田大学高等研究所講師）

熊代和樹（神戸大学大学院）
“Optimal Funded Pension for
ConsumerswithHeterogeneous
Self-Control”

（現職：徳山大学経済学部講師）

岡本実哲（慶應義塾大学大学院）
“ADynamic Auction that Improves
theAusubelAuction”

“AnEfficient
Ascending-BidAuction for
MultipleObjects:
Comment,” American
Economic Review, Vol.
108-2, pp.555- 560, 2018

（現職：慶應義塾大学経済学部助教）

第 19回
（2016年 12
月 9日）

○定兼仁（神戸大学）
“Multistage Information
TransmissionwithVoluntary
Monetary Transfer”

（現職：京都大学経済研究所助教）

○山﨑潤一（LSE）
“Railroads, TechnologyAdoption,
andModern Economic
Development: Evidence fromNew
Data in theLate 19th - Early 20th
Centuries Japan”

（現職：神戸大学経済学研究科助教）

第 19回
（2016年 12
月 9日）

潘 聡（大阪大学）
“Supplier Encroachment under a
Two-Part Tariff Contract and
UnobservableMultilateral
Contracting”

（現職：名古屋商科大学講師）
“Firms’ Timing of ProductionwithHeterogeneous
Consumers,” Canadian Journal of Economics, Vol.
51, No. 4, 2018, 1339-1362.
“Manufacturer's direct distributionwith incumbent
retailer's product line choice,” Economics Letters,
Vol. 174, 2019, 136-139.

今泉允聡（東京大学）
“AnApproximationMethod for
DiscreteMarkovDecisionModels
with aLarge State Space”

（現職：統計数理研究所助教）

入選者および論文名

（○は森口賞）

授賞論文の

その後の発刊

現職および

受賞論文以外の活動状況（受賞後 5年間）

第 20回
（2017年 12
月 6日）

○安藤宇（ColumbiaUniversity）
“Size-dependent Policies and
Efficient FirmCreation”

（現職：IMF,Economist）
“IntensiveMargin of theVolcker Rule: Price
Quality andWelfare, ” (withMisakiMatsumura),
Journal of Financial Intermediation, 2020
“Constrained Inefficiency ofCompetitive,
Entrepreneurship,” (withMisakiMatsumura),
Journal ofMathematical Economics, Vol 88, 2020,
98-103

野田俊也（Stanford University）
“Full Surplus Extraction and
within-period Ex Post
Implementation inDynamic
Environments”

“Full Surplus Extraction and
within-period Ex Post
Implementation in Dynamic
Environments,” Theoretical
Economics, 14(1), 2019

（Assistatant Prof, Vancouver School of
Economics, University of British Columbia）
“Size versus truncation robustness in the
assignment problem, ”, Journal ofMathematical
Economics, Vol 87, 2020, 1-5

第 21回
（2018年 12
月 6日）

○青柳潤（University of California
at Berkeley）
“Strategic SpeedChoice by
High-Frequency Traders under
SpeedBumps”
笠松怜史（東京大学）
“When PopulismMeets
Globalization: Analysis of Tax
Competition”

（現職：東京大学経済学研究科助教）

Gabriel Fuentes Cordoba（東北大
学）
“Does the Recognition of Indigenous
Territories Impact Household
Economic Situations?Evidence
fromWestern Panama”

“Does the Recognition of
IndigenousTerritories
Impact Household
Economic Situations?
Evidence fromWestern
Panama,” Journal of
Comparative Economics,
Vol 47-1, pp225-237, 2019

（現職：上智大学国際教養学科経済研究所助

教）

第 22回
（2019年 12
月 11日）

○岸下 大樹 (東京大学)
“Contagion of Populist Extremism”

“Contagion of populist
extremism, ” Journal of
Public Economics, Vol 193,
104324, 2021

（現職：東京理科大学経営学部助教）

星 紀翔 (一橋大学)
“Medical Schools, Access to Doctors
andHealth Outcomes: Evidence
from ‘One Prefecture, OneMedical
School Policy’ in Japan”

黒石悠介 (London School of
Economics and Political Science)
“TheRole of Trademarks in
International Trade: Evidence from
Chinese Exporters in the African
Tyre Industry”

第 23回
（2020年 12
月 7日）

○日野将志（TheOhio State
University）
“AModel ofAnticipated
Cnsumption TaxChanges”

浅海達也（神戸大学）
“Timing of InternationalMarket
Openings and Shrinking
Middle-IncomeClass”
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（３）大学院生等指導実績

3-1 指導学生等の学術雑誌への論文掲載状況
（2020年 3月 31日現在）

3-2 指導学生等の国内外における学会・コンファレンス・セミナーなどでの発表件数

国内外 うち海外

院生

発表者数（名） 4 2

発表件数（件） 12 7

PD
発表者数（名） 1 1

発表件数（件） 2 1

3-3指導学生等の日本学術振興会特別研究員採用実績

2018年度 2019年度 2020年度

DC1 0 1 1

DC2 0 2 4

PD 0 0 0

発表年 2018年度 2019年度 2020年度

論文数（本） 0 2 0

うちレフェリー付き（本） 0 2 0
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（３）大学院生等指導実績

3-1 指導学生等の学術雑誌への論文掲載状況
（2020年 3月 31日現在）

3-2 指導学生等の国内外における学会・コンファレンス・セミナーなどでの発表件数

国内外 うち海外

院生

発表者数（名） 4 2

発表件数（件） 12 7

PD
発表者数（名） 1 1

発表件数（件） 2 1

3-3指導学生等の日本学術振興会特別研究員採用実績

2018年度 2019年度 2020年度

DC1 0 1 1

DC2 0 2 4

PD 0 0 0

発表年 2018年度 2019年度 2020年度

論文数（本） 0 2 0

うちレフェリー付き（本） 0 2 0

７．学 術 賞

学術賞等受賞者

受 賞 者 賞 名

１９６９（昭和４４）年度 二階堂 副 包 日経・経済図書文化賞

１９７１（昭和４６）年度 安 井 琢 磨 文化勲章

１９７２（昭和４７）年度 稲 田 獻 一 日経・経済図書文化賞

１９７２（昭和４７）年度 関 口 末 夫 日経・経済図書文化賞

１９７６（昭和５１）年度 森 嶋 通 夫 文化勲章

１９８０（昭和５５）年度 筑 井 甚 吉 日経・経済図書文化賞

１９８４（昭和５９）年度 吉 川 洋 日経・経済図書文化賞

１９８４（昭和５９）年度 吉 川 洋 サントリー学芸賞

１９８５（昭和６０）年度 小 野 善 康 日経・経済図書文化賞

１９８７（昭和６２）年度 小 川 一 夫 エコノミスト賞

１９８８（昭和６３）年度 筒 井 義 郎 日経・経済図書文化賞

１９８８（昭和６３）年度 森 口 親 司 エコノミスト賞

１９８９（平成 元）年度 森 口 親 司 各務記念財団優秀図書賞

１９９６（平成 ８）年度 八 田 達 夫 日本不動産学会著作賞

１９９７（平成 ９）年度 稲 田 獻 一 勳二等瑞宝章

１９９８（平成１０）年度 小 川 一 夫 日経・経済図書文化賞

１９９９（平成１１）年度 八 田 達 夫 日経・経済図書文化賞

２００１（平成１３）年度 筒 井 義 郎 全国銀行学術研究振興財団賞

２００１（平成１３）年度 ﾎﾘｵｶ ﾁｬｰﾙｽﾞ ﾕｳｼﾞ 日本経済学会・中原賞

２００３（平成１５）年度 中 川 雅 之 日経・経済図書文化賞

２００４（平成１６）年度 新 開 陽 一 文化功労者

２００５（平成１７）年度 池 田 新 介
IEFS Japan 賞（International Economics

and Finance Japan Award）

２００５（平成１７）年度 大 竹 文 雄 日経・経済図書文化賞

２００５（平成１７）年度 大 竹 文 雄 エコノミスト賞

２００５（平成１７）年度 大 竹 文 雄 サントリー学芸賞

２００５（平成１７）年度 大 竹 文 雄 日本不動産学会論説賞

２００６（平成１８）年度 大 竹 文 雄 都市住宅学会賞論説賞

２００６（平成１８）年度 大 竹 文 雄 日本経済学会・石川賞

２００８（平成２０）年度 沓 澤 隆 司 都市住宅学会賞
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受 賞 者 賞 名

２００８（平成２０）年度 大 竹 文 雄 日本学士院賞

２００８（平成２０）年度 小 川 一 夫 中小企業研究奨励賞

２００８（平成２０）年度 佐 々 木 勝 労働関係論文優秀賞

２０１０（平成２２）年度 大 竹 文 雄 都市住宅学会賞著作賞

２０１１（平成２３）年度 奥 山 尚 子 全米非営利組織学会若手研究者奨励賞

２０１１（平成２３）年度 奥 山 尚 子 全米非営利組織学会最優秀報告論文賞

２０１２（平成２４）年度 森 口 親 司 瑞宝中綬章

２０１２（平成２４）年度 池 田 新 介 日経・経済図書文化賞

２０１２（平成２４）年度 ﾎﾘｵｶ ﾁｬｰﾙｽﾞ ﾕｳｼﾞ 大阪大学総長顕彰（研究部門）

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 日本学術振興会賞

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 日本学士院学術奨励賞

２０１３（平成２５）年度 小 野 善 康 大阪大学総長顕彰（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 石 田 潤一郎 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 松 島 法 明 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 山 田 克 宣 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 犬 飼 佳 吾 Misumi Award

２０１４（平成２６）年度 芹 澤 成 弘 大阪大学総長顕彰（社･国際貢献部門）

２０１５（平成２７）年度 大 竹 文 雄 都市住宅学会 2015年学会賞・論文賞

２０１５（平成２７）年度 犬 飼 佳 吾 実験社会科学カンファレンス･ポスター賞

２０１７（平成２９）年度 犬 飼 佳 吾 大阪大学賞

２０１８（平成３０）年度 松 島 法 明 日本応用経済学会賞

２０１９（令和元）年度 ZHULIANMING 大阪大学賞（若手教員部門）
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受 賞 者 賞 名

２００８（平成２０）年度 大 竹 文 雄 日本学士院賞

２００８（平成２０）年度 小 川 一 夫 中小企業研究奨励賞

２００８（平成２０）年度 佐 々 木 勝 労働関係論文優秀賞

２０１０（平成２２）年度 大 竹 文 雄 都市住宅学会賞著作賞

２０１１（平成２３）年度 奥 山 尚 子 全米非営利組織学会若手研究者奨励賞

２０１１（平成２３）年度 奥 山 尚 子 全米非営利組織学会最優秀報告論文賞

２０１２（平成２４）年度 森 口 親 司 瑞宝中綬章

２０１２（平成２４）年度 池 田 新 介 日経・経済図書文化賞

２０１２（平成２４）年度 ﾎﾘｵｶ ﾁｬｰﾙｽﾞ ﾕｳｼﾞ 大阪大学総長顕彰（研究部門）

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 日本学術振興会賞

２０１２（平成２４）年度 松 島 法 明 日本学士院学術奨励賞

２０１３（平成２５）年度 小 野 善 康 大阪大学総長顕彰（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 石 田 潤一郎 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 松 島 法 明 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 山 田 克 宣 大阪大学総長奨励賞（研究部門）

２０１３（平成２５）年度 犬 飼 佳 吾 Misumi Award

２０１４（平成２６）年度 芹 澤 成 弘 大阪大学総長顕彰（社･国際貢献部門）

２０１５（平成２７）年度 大 竹 文 雄 都市住宅学会 2015年学会賞・論文賞

２０１５（平成２７）年度 犬 飼 佳 吾 実験社会科学カンファレンス･ポスター賞

２０１７（平成２９）年度 犬 飼 佳 吾 大阪大学賞

２０１８（平成３０）年度 松 島 法 明 日本応用経済学会賞

２０１９（令和元）年度 ZHULIANMING 大阪大学賞（若手教員部門）

８．そ の 他

歴 代 役 職 員

（2021年 3月 31日現在）

所 長

安 井 琢 磨（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1969（昭和４４）年 ３月３１日）

畠 中 道 雄（1969（昭和４４）年 ４月 １日～1971（昭和４６）年 ４月３０日）

稲 田 獻 一（1971（昭和４６）年 ５月 １日～1974（昭和４９）年 ４月３０日）

筑 井 甚 吉（1974（昭和４９）年 ５月 １日～1976（昭和５１）年 ４月３０日）

新 開 陽 一（1976（昭和５１）年 ５月 １日～1978（昭和５３）年 ４月３０日）

坂 下 昇（1978（昭和５３）年 ５月 １日～1979（昭和５４）年 ４月３０日）

畠 中 道 雄（1979（昭和５４）年 ５月 １日～1980（昭和５５）年 ２月２９日）

稲 田 獻 一（1980（昭和５５）年 ３月 １日～1982（昭和５７）年 ２月２８日）

筑 井 甚 吉（1982（昭和５７）年 ３月 １日～1984（昭和５９）年 ２月２９日）

稲 田 獻 一（1984（昭和５９）年 ３月 １日～1986（昭和６１）年 ２月２８日）

鬼 木 甫（1986（昭和６１）年 ３月 １日～1988（昭和６３）年 ２月２９日）

森 口 親 司（1988（昭和６３）年 ３月 １日～1992（平成 ４）年 ３月３１日）

鬼 木 甫（1992（平成 ４）年 ４月 １日～1994（平成 ６）年 ３月３１日）

久 我 清（1994（平成 ６）年 ４月 １日～1996（平成 ８）年 ３月３１日）

森 口 親 司（1996（平成 ８）年 ４月 １日～1997（平成 ９）年 ３月３１日）

八 田 達 夫（1997（平成 ９）年 ４月 １日～1999（平成１１）年 ３月３１日）

小 野 善 康（1999（平成１１）年 ４月 １日～2001（平成１３）年 ３月３１日）

小 川 一 夫（2001（平成１３）年 ４月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

常 木 淳（2003（平成１５）年 ４月 １日～2005（平成１７）年 ３月３１日）

池 田 新 介（2005（平成１７）年 ４月 １日～2007（平成１９）年 ３月３１日）

大 竹 文 雄 (2007（平成１９）年 ４月 １日～2009（平成２１）年 ３月３１日)

小 野 善 康 (2009（平成２１）年 ４月 １日～2010（平成２２）年 ９月３０日)

芹 澤 成 弘（2010（平成２２）年１０月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日)

小 川 一 夫（2013（平成２５）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日)

石 田 潤一郎（2015（平成２７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

松 島 法 明（2017（平成２９）年 ４月 １日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

堀 井 亮（2019（平成３１）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

副 所 長

池 田 新 介（2004（平成１６）年 ４月 １日～2005（平成１７）年 ３月３１日）

大 竹 文 雄（2005（平成１７）年 ４月 １日～2007（平成１９）年 ３月３１日）

小 野 善 康（2007（平成１９）年 ４月 １日～2009（平成２１）年 ３月３１日）

芹 澤 成 弘（2009（平成２１）年 ４月 １日～2010（平成２２）年 ９月３０日）
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池 田 新 介（2010（平成２２）年１０月２８日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

青 柳 真 樹（2012（平成２４）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

池 田 新 介（2013（平成２５）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

石 田 潤一郎（2014（平成２６）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

芹 澤 成 弘（2015（平成２７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

松 島 法 明（2015（平成２７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

石 田 潤一郎（2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

大 竹 文 雄（2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

堀 井 亮（2018（平成３０）年 ４月 １日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

芹 澤 成 弘（2019（平成３１）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

敦 賀 貴 之（2019（平成３１）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

事 務 長

伊 倉 高 和（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1970（昭和４５）年 ３月３１日）

池 田 博（1970（昭和４５）年 ４月 １日～1977（昭和５２）年 ３月３１日）

辻 本 太一郎（1977（昭和５２）年 ４月 １日～1979（昭和５４）年 ３月３１日）

烏 野 守（1979（昭和５４）年 ４月 １日～1981（昭和５６）年 ３月３１日）

村 上 幸 彦（1981（昭和５６）年 ４月 １日～1983（昭和５８）年 ３月３１日）

濱 口 新治郎（1983（昭和５８）年 ４月 １日～1985（昭和６０）年 ３月３１日）

根 來 勲（1985（昭和６０）年 ４月 １日～1987（昭和６２）年 ３月３１日）

植 西 亮（1987（昭和６２）年 ４月 １日～1990（平成 ２）年 ３月３１日）

藤 本 昌 巳（1990（平成 ２）年 ４月 １日～1991（平成 ３）年１１月３０日）

鈴 木 茂 男（1991（平成 ３）年１２月 １日～1994（平成 ６）年 ３月３１日）

山 﨑 泉（1994（平成 ６）年 ４月 １日～1996（平成 ８）年 ３月３１日）

中 功（1996（平成 ８）年 ４月 １日～1999（平成１１）年 ３月３１日）

前 田 英 夫（1999（平成１１）年 ４月 １日～2001（平成１３）年 ３月３１日）

山 畑 一 義（2001（平成１３）年 ４月 １日～2001（平成１３）年 ７月３１日）

宮 下 富 夫（2001（平成１３）年 ８月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

長 瀬 護（2003（平成１５）年 ４月 １日～2006（平成１８）年 ３月３１日）

津 田 加男留（2006（平成１８）年 ４月 １日～2008（平成２０）年 ３月３１日）

額 田 聡（2008（平成２０）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

太 田 知 子（2011（平成２３）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

西 岡 久 夫（2014（平成２６）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ６月３０日）

向 井 弘 志（2016（平成２８）年 ７月 １日～2020（令和 ２）年 ３月３１日）

三 宅 信 久（2020（令和 ２）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）
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池 田 新 介（2010（平成２２）年１０月２８日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

青 柳 真 樹（2012（平成２４）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

池 田 新 介（2013（平成２５）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

石 田 潤一郎（2014（平成２６）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

芹 澤 成 弘（2015（平成２７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

松 島 法 明（2015（平成２７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

石 田 潤一郎（2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

大 竹 文 雄（2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

堀 井 亮（2018（平成３０）年 ４月 １日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

芹 澤 成 弘（2019（平成３１）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

敦 賀 貴 之（2019（平成３１）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

事 務 長

伊 倉 高 和（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1970（昭和４５）年 ３月３１日）

池 田 博（1970（昭和４５）年 ４月 １日～1977（昭和５２）年 ３月３１日）

辻 本 太一郎（1977（昭和５２）年 ４月 １日～1979（昭和５４）年 ３月３１日）

烏 野 守（1979（昭和５４）年 ４月 １日～1981（昭和５６）年 ３月３１日）

村 上 幸 彦（1981（昭和５６）年 ４月 １日～1983（昭和５８）年 ３月３１日）

濱 口 新治郎（1983（昭和５８）年 ４月 １日～1985（昭和６０）年 ３月３１日）

根 來 勲（1985（昭和６０）年 ４月 １日～1987（昭和６２）年 ３月３１日）

植 西 亮（1987（昭和６２）年 ４月 １日～1990（平成 ２）年 ３月３１日）

藤 本 昌 巳（1990（平成 ２）年 ４月 １日～1991（平成 ３）年１１月３０日）

鈴 木 茂 男（1991（平成 ３）年１２月 １日～1994（平成 ６）年 ３月３１日）

山 﨑 泉（1994（平成 ６）年 ４月 １日～1996（平成 ８）年 ３月３１日）

中 功（1996（平成 ８）年 ４月 １日～1999（平成１１）年 ３月３１日）

前 田 英 夫（1999（平成１１）年 ４月 １日～2001（平成１３）年 ３月３１日）

山 畑 一 義（2001（平成１３）年 ４月 １日～2001（平成１３）年 ７月３１日）

宮 下 富 夫（2001（平成１３）年 ８月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

長 瀬 護（2003（平成１５）年 ４月 １日～2006（平成１８）年 ３月３１日）

津 田 加男留（2006（平成１８）年 ４月 １日～2008（平成２０）年 ３月３１日）

額 田 聡（2008（平成２０）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

太 田 知 子（2011（平成２３）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

西 岡 久 夫（2014（平成２６）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ６月３０日）

向 井 弘 志（2016（平成２８）年 ７月 １日～2020（令和 ２）年 ３月３１日）

三 宅 信 久（2020（令和 ２）年 ４月 １日～2021（令和 ３）年 ３月３１日）

歴 代 教 官・教 員（専任教官・教員）

教 授

市 村 真 一（1956（昭和３１）年 ４月 １日～1968（昭和４３）年１０月３１日）

二階堂 副 包（1958（昭和３３）年 ３月 １日～1969（昭和４４）年 ３月３１日）

森 嶋 通 夫（1958（昭和３３）年 ４月 １日～1969（昭和４４）年 ６月３０日）

斎 藤 光 雄（1959（昭和３４）年 ７月 ６日～1971（昭和４６）年 ３月３１日）

安 井 琢 磨（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1972（昭和４７）年 ３月３１日）

坂 下 昇（1970（昭和４５）年 ４月 １日～1979（昭和５４）年 ８月３１日）

畠 中 道 雄（1966（昭和４１）年 ６月１６日～1980（昭和５５）年 ２月２９日）

新 開 陽 一（1972（昭和４７）年 ４月 １日～1984（昭和５９）年 ３月３１日）

青 木 正 直（1981（昭和５６）年 ４月 １日～1985（昭和６０）年１１月１５日）

関 口 末 夫（1972（昭和４７）年 ４月 １日～1986（昭和６１）年 ３月３１日）

稲 田 獻 一（1969（昭和４４）年１０月 １日～1988（昭和６３）年 ３月３１日）

筑 井 甚 吉（1972（昭和４７）年 １月 １日～1989（平成 元）年 ３月３１日）

鬼 木 甫（1976（昭和５１）年 ２月 １日～1994（平成 ６）年 ３月３１日）

森 口 親 司（1986（昭和６１）年 ４月 １日～1997（平成 ９）年 ３月３１日）

宮 崎 元（1990（平成 ２）年 ９月 １日～1998（平成１０）年 ５月１５日）

八 田 達 夫（1986（昭和６１）年 １月 １日～1999（平成１１）年 ７月３１日）

浜 田 浩 児（1998（平成１０）年 ７月 １日～2000（平成１２）年 ３月３１日）

久 我 清（1966（昭和４１）年 ４月 １日～2002（平成１４）年 ３月３１日）

梶 井 厚 志（2002（平成１４）年 ８月 １日～2003（平成１５）年 ９月３０日）

筒 井 義 郎（2004（平成１６）年 ８月 １日～2008（平成２０）年 ３月３１日）

宮 際 計 行（2008（平成２０）年 ８月 １日～2008（平成２０）年１２月３１日）

ホリオカ チャールズ ユウジ

（1987（昭和６２）年 ９月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

西 條 辰 義（1994（平成 ６）年 ４月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

宮 際 計 行（2014（平成２６）年 ５月１６日～2014（平成２６）年 ７月３１日）

小 野 善 康（1984（昭和５９）年１０月 １日～1996（平成 ８）年 ３月３１日）

（1999（平成１１）年 ４月 １日～2010（平成２２）年 ９月３０日）

（2013（平成２５）年 １月 １日～2016（平成２８）年 ３月３１日）

小 川 一 夫（1995（平成 ７）年 ４月 １日～2017（平成２９）年 ３月３１日）

池 田 新 介（1998（平成１０）年１２月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

大 竹 文 雄（2001（平成１３）年 ５月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

常 木 淳（2000（平成１２）年 ７月１６日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

助教授・准教授

天 野 明 弘（1967（昭和４２）年 ４月 １日～1970（昭和４５）年 ６月３０日）

厚 見 博（1956（昭和３１）年 １月 １日～1970（昭和４５）年 ８月３１日）
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大 槻 幹 郎（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1971（昭和４６）年 ３月３１日）

永 谷 裕 昭（1977（昭和５２）年 ８月 １日～1982（昭和５７）年 ６月３０日）

吉 川 洋（1982（昭和５７）年 ７月 １日～1988（昭和６３）年 ８月３１日）

佐 藤 英 人（1984（昭和５９）年 ８月 １日～1989（平成 元）年 ３月３１日）

清 野 一 治（1989（平成 元）年 ４月 １日～1992（平成 ４）年 ３月３１日）

西 山 茂（1989（平成 元）年 ４月 １日～1992（平成 ４）年 ３月３１日）

神 谷 和 也（1992（平成 ４）年 ４月 １日～1995（平成 ７）年 ３月３１日）

戸 田 裕 之（1995（平成 ７）年 ４月 １日～1998（平成１０）年 ３月３１日）

伊 藤 秀 史（1996（平成 ８）年 ４月 １日～2000（平成１２）年 ３月３１日）

小 滝 一 彦（1998（平成１０）年１０月 １日～2002（平成１４）年 ３月３１日）

中 川 雅 之（2000（平成１２）年 ７月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

大 日 康 史（1999（平成１１）年 ４月 １日～2003（平成１５）年 ７月３１日）

荒 井 弘 毅（2003（平成１５）年 ７月 １日～2005（平成１７）年 ６月３０日）

沓 澤 隆 司（2005（平成１７）年 ７月 １日～2008（平成２０）年 ７月 ３日）

佐々木 勝（2008（平成２０）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

田 中 沙 織（2012（平成２４）年 ４月 １日～2013（平成２５）年１２月３１日）

生 藤 昌 子（2015（平成２７）年 ５月１６日～2015（平成２７）年 ８月３１日）

講 師

川 口 大 司（2002（平成１４）年 ４月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

内 藤 久 裕（2001（平成１３）年 ７月 １日～2004（平成１６）年 ４月１５日）

渡 部 和 孝（2003（平成１５）年１１月 １日～2005（平成１７）年 ９月３０日）

田 中 隆 一（2004（平成１６）年１０月 １日～2006（平成１８）年 ３月３１日）

髙 宮 浩 司（2003（平成１３）年 ４月 １日～2007（平成１９）年 ３月３１日）

鈴 木 彩 子（2006（平成１８）年 ８月 １日～2008（平成２０）年 ８月３１日）

VESZTEG,Robert Ferenc (ヴェステグ ロバート フェレンツ)

（2008（平成２０）年 ９月 １日～2009（平成２１）年 １月３１日)

若 山 琢 磨（2008（平成２０）年１０月 １日～2009（平成２１）年 ３月３１日）

近 藤 絢 子（2009（平成２１）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

尾 川 僚（2008（平成２０）年１０月 １日～2011（平成２３）年 ９月３０日）

生 藤 昌 子（2008（平成２０）年１０月 １日～2012（平成２４）年 １月 ９日）

佐 野 隆 司（2011（平成２３）年 ４月 １日～2013（平成２５）年 ８月３１日）

中 林 純（2011（平成２３）年１０月 １日～2013（平成２５）年 ９月３０日）

山 田 克 宣（2011（平成２３）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

中 村 友 哉（2013（平成２５）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

石 瀬 寛 和（2014（平成２６）年 １月 １日～2015（平成２７）年 ８月３１日）

橋 本 和 彦（2014（平成２６）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ３月３１日）

森 本 脩 平（2015（平成２７）年１０月 １日～2016（平成２８）年 ３月３１日）
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大 槻 幹 郎（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1971（昭和４６）年 ３月３１日）

永 谷 裕 昭（1977（昭和５２）年 ８月 １日～1982（昭和５７）年 ６月３０日）

吉 川 洋（1982（昭和５７）年 ７月 １日～1988（昭和６３）年 ８月３１日）

佐 藤 英 人（1984（昭和５９）年 ８月 １日～1989（平成 元）年 ３月３１日）

清 野 一 治（1989（平成 元）年 ４月 １日～1992（平成 ４）年 ３月３１日）

西 山 茂（1989（平成 元）年 ４月 １日～1992（平成 ４）年 ３月３１日）

神 谷 和 也（1992（平成 ４）年 ４月 １日～1995（平成 ７）年 ３月３１日）

戸 田 裕 之（1995（平成 ７）年 ４月 １日～1998（平成１０）年 ３月３１日）

伊 藤 秀 史（1996（平成 ８）年 ４月 １日～2000（平成１２）年 ３月３１日）

小 滝 一 彦（1998（平成１０）年１０月 １日～2002（平成１４）年 ３月３１日）

中 川 雅 之（2000（平成１２）年 ７月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

大 日 康 史（1999（平成１１）年 ４月 １日～2003（平成１５）年 ７月３１日）

荒 井 弘 毅（2003（平成１５）年 ７月 １日～2005（平成１７）年 ６月３０日）

沓 澤 隆 司（2005（平成１７）年 ７月 １日～2008（平成２０）年 ７月 ３日）

佐々木 勝（2008（平成２０）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

田 中 沙 織（2012（平成２４）年 ４月 １日～2013（平成２５）年１２月３１日）

生 藤 昌 子（2015（平成２７）年 ５月１６日～2015（平成２７）年 ８月３１日）

講 師

川 口 大 司（2002（平成１４）年 ４月 １日～2003（平成１５）年 ３月３１日）

内 藤 久 裕（2001（平成１３）年 ７月 １日～2004（平成１６）年 ４月１５日）

渡 部 和 孝（2003（平成１５）年１１月 １日～2005（平成１７）年 ９月３０日）

田 中 隆 一（2004（平成１６）年１０月 １日～2006（平成１８）年 ３月３１日）

髙 宮 浩 司（2003（平成１３）年 ４月 １日～2007（平成１９）年 ３月３１日）

鈴 木 彩 子（2006（平成１８）年 ８月 １日～2008（平成２０）年 ８月３１日）

VESZTEG,Robert Ferenc (ヴェステグ ロバート フェレンツ)

（2008（平成２０）年 ９月 １日～2009（平成２１）年 １月３１日)

若 山 琢 磨（2008（平成２０）年１０月 １日～2009（平成２１）年 ３月３１日）

近 藤 絢 子（2009（平成２１）年 ４月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

尾 川 僚（2008（平成２０）年１０月 １日～2011（平成２３）年 ９月３０日）

生 藤 昌 子（2008（平成２０）年１０月 １日～2012（平成２４）年 １月 ９日）

佐 野 隆 司（2011（平成２３）年 ４月 １日～2013（平成２５）年 ８月３１日）

中 林 純（2011（平成２３）年１０月 １日～2013（平成２５）年 ９月３０日）

山 田 克 宣（2011（平成２３）年 ４月 １日～2014（平成２６）年 ３月３１日）

中 村 友 哉（2013（平成２５）年 ４月 １日～2015（平成２７）年 ３月３１日）

石 瀬 寛 和（2014（平成２６）年 １月 １日～2015（平成２７）年 ８月３１日）

橋 本 和 彦（2014（平成２６）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ３月３１日）

森 本 脩 平（2015（平成２７）年１０月 １日～2016（平成２８）年 ３月３１日）

犬 飼 圭 吾（2014（平成２６）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

菊 地 信 義（2016（平成２８）年 １月 １日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

ZHULIANMING（2017（平成２９）年１０月 １日～2019（平成３１）年 ３月３１日）

舛 田 武 仁（2017（平成２９）年 ８月 １日～2020（令和 ２）年 ３月３１日）

MITCHELLKENNETHCHRISTIEN (ミッチェル ケネス クリスティアン)

（2016（平成２８）年１２月 １日～2020（令和 ２）年 ９月３０日)

PUZONKLARIZZEANNEMARTIN (プゾン クラリス アン マーティン)

（2019（平成３１）年 ４月 １日～2020（令和 ２）年１０月３１日)

助 手・助 教

古 野 陽 一（1966（昭和４１）年 ４月 １日～1969（昭和４４）年 ３月３１日）

江 崎 光 男（1968（昭和４３）年 ５月 １日～1969（昭和４４）年 ３月３１日）

辻 正 次（1971（昭和４６）年 ４月 １日～1975（昭和５０）年 ６月１７日）

賀 川 昭 夫（1971（昭和４６）年 ４月 １日～1975（昭和５０）年 ８月３１日）

松 川 滋（1976（昭和５１）年 ４月 １日～1977（昭和５２）年 ３月３１日）

入 谷 純（1976（昭和５１）年 ７月 １日～1980（昭和５５）年 ３月３１日）

漆 博 雄（1984（昭和５９）年 ４月 １日～1987（昭和６２）年 ３月３１日）

岩 本 康 志（1987（昭和６２）年 ４月 １日～1990（平成 ２）年 １月３１日）

池 田 新 介（1988（昭和６３）年 ４月 １日～1990（平成 ２）年 ３月３１日）

浦 井 憲（1988（昭和６３）年 ４月 １日～1991（平成 ３）年 ３月３１日）

大 日 康 史（1990（平成 ２）年 ６月 １日～1993（平成 ５）年 ３月３１日）

吉 田 あつし（1991（平成 ３）年 ６月 １日～1994（平成 ６）年 ３月３１日）

新 谷 元 嗣（1993（平成 ５）年 ４月 １日～1994（平成 ６）年 ８月３１日）

芹 澤 成 弘（1993（平成 ５）年 ４月 １日～1994（平成 ６）年 ９月３０日）

松 村 敏 弘（1994（平成 ６）年 ４月 １日～1996（平成 ８）年 ３月３１日）

吉 原 直 毅（1996（平成 ８）年 ４月 １日～1997（平成 ９）年１２月３１日）

城 所 幸 弘（1996（平成 ８）年 ４月 １日～1998（平成１０）年 ３月３１日）

芦 谷 政 浩（1998（平成１０）年 ６月 １日～2000（平成１２）年 ３月３１日）

鈴 木 亘（2000（平成１２）年 ５月１６日～2001（平成１３）年 ３月３１日）

堀 井 亮（2000（平成１２）年 ５月１６日～2002（平成１４）年 ４月１５日）

宇 野 浩 司（2011（平成２３）年 ４月 １日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

安 部 浩 次（2010（平成２２）年 ７月１６日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

犬 飼 圭 吾（2013（平成２５）年 ４月１日～2014（平成２６）年 ７月３１日）

Anup Pramanik（2014（平成２６）年１１月１日～2017（平成２９）年１０月３１日）

PUZONKLARIZZEANNEMARTIN（2018（平成３０）年４月１日～2019（平成３１）年３月３１日）

特任教授（常勤）

FLATHDAVID JOSEPH（2009（平成２１）年 ４月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日）
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小 野 善 康（2016（平成２８）年 ４月 １日～2020（令和 ２）年 ７月３１日）

（2020（令和 ２）年 ９月１６日～現在

平 野 敬 祐（2016（平成２８）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ６月３０日）

（2017（平成２９）年 ５月１６日～2017（平成２９）年 ６月１６日）

（2018（平成３０）年 ５月２１日～2018（平成３０）年 ６月１５日）

山 形 孝 志（2017（平成２９）年 ６月２６日～2017（平成２９）年 ８月３０日）

（2018（平成３０）年 ６月１８日～2018（平成３０）年 ８月１０日）

（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

SHARMATRIDIB（2017（平成２９）年 ６月 １日～2017（平成２９）年 ７月 ４日）

SUENWINGCHUEN（2017（平成２９）年８月１６日～2017（平成２９）年１０月１５日）

CHOECHONGWOO（2017（平成２９）年１０月１日～2017（平成２９）年１１月３０日）

BRAGUINSKY SERGUEY

（2018（平成３０）年 ７月 ２日～2018（平成３０）年 ７月３１日）

（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

VOHRARAKESHVINAY（2018（平成３０）年７月１日～2018（平成３０）年７月３１日）

KIMSUNBIN（2019（令和元）年７月１日～2019（令和元）年１０月１５日）

ERASLANHULYAKEVSERKUZUCU

（2019（令和元）年７月１６日～2019（令和元）年８月３１日）

（2020（令和２）年４月１日～現在

特任准教授（常勤）

田 中 沙 織（2009（平成２１）年 １月 １日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

YOOSENGHAN（2017（平成２９）年 ６月１６日～2017（平成２９）年 ８月３１日)

生 藤 昌 子（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

特任助教（常勤）

伊 藤 高 弘（2009（平成２１）年 ３月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

花 岡 智 恵（2010（平成２２）年１０月 １日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

青 木 惠 子（2009（平成２１）年 ２月１６日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

奥 山 尚 子（2011（平成２３）年 ５月１６日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

角 谷 快 彦（2011（平成２３）年 ６月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

ZHOU YU （2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

TSE TSZKWAN（2020（令和 ２）年 ４月 １日～現在

歴 代 教 官（国内客員教官）

昭和５６(1981)年度

教 授 戸 田 泰 （筑波大学社会工学系教授）
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小 野 善 康（2016（平成２８）年 ４月 １日～2020（令和 ２）年 ７月３１日）

（2020（令和 ２）年 ９月１６日～現在

平 野 敬 祐（2016（平成２８）年 ４月 １日～2016（平成２８）年 ６月３０日）

（2017（平成２９）年 ５月１６日～2017（平成２９）年 ６月１６日）

（2018（平成３０）年 ５月２１日～2018（平成３０）年 ６月１５日）

山 形 孝 志（2017（平成２９）年 ６月２６日～2017（平成２９）年 ８月３０日）

（2018（平成３０）年 ６月１８日～2018（平成３０）年 ８月１０日）

（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

SHARMATRIDIB（2017（平成２９）年 ６月 １日～2017（平成２９）年 ７月 ４日）

SUENWINGCHUEN（2017（平成２９）年８月１６日～2017（平成２９）年１０月１５日）

CHOECHONGWOO（2017（平成２９）年１０月１日～2017（平成２９）年１１月３０日）

BRAGUINSKY SERGUEY

（2018（平成３０）年 ７月 ２日～2018（平成３０）年 ７月３１日）

（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

VOHRARAKESHVINAY（2018（平成３０）年７月１日～2018（平成３０）年７月３１日）

KIMSUNBIN（2019（令和元）年７月１日～2019（令和元）年１０月１５日）

ERASLANHULYAKEVSERKUZUCU

（2019（令和元）年７月１６日～2019（令和元）年８月３１日）

（2020（令和２）年４月１日～現在

特任准教授（常勤）

田 中 沙 織（2009（平成２１）年 １月 １日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

YOOSENGHAN（2017（平成２９）年 ６月１６日～2017（平成２９）年 ８月３１日)

生 藤 昌 子（2019（平成３１）年 ４月 １日～現在

特任助教（常勤）

伊 藤 高 弘（2009（平成２１）年 ３月 １日～2011（平成２３）年 ３月３１日）

花 岡 智 恵（2010（平成２２）年１０月 １日～2012（平成２４）年 ３月３１日）

青 木 惠 子（2009（平成２１）年 ２月１６日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

奥 山 尚 子（2011（平成２３）年 ５月１６日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

角 谷 快 彦（2011（平成２３）年 ６月 １日～2013（平成２５）年 ３月３１日）

ZHOU YU （2017（平成２９）年 ４月 １日～2018（平成３０）年 ３月３１日）

TSE TSZKWAN（2020（令和 ２）年 ４月 １日～現在

歴 代 教 官（国内客員教官）

昭和５６(1981)年度

教 授 戸 田 泰 （筑波大学社会工学系教授）

助教授 堀 内 昭 義 （一橋大学経済研究所助教授）

昭和５７(1982)年度

教 授 白 井 孝 昌 （北海道大学経済学部教授）

助教授 鴻 池 治 （東北大学経済学部助教授）

昭和５８(1983)年度

教 授 堀 元 （東北大学経済学部教授）

助教授 工 藤 和 久 （筑波大学社会工学系助教授）

昭和５９(1984)年度

教 授 大 槻 幹 郎 （東北大学経済学部教授）

助教授 浅 子 和 美 （横浜国立大学経済学部助教授）

昭和６０(1985)年度

教 授 宇 澤 弘 文 （東京大学経済学部教授）

助教授 小田切 宏 之 （筑波大学社会工学系助教授）

昭和６１(1986)年度

教 授 鬼 塚 雄 丞 （横浜国立大学経済学部教授）

助教授 酒 井 泰 弘 （筑波大学社会科学系助教授）

昭和６２(1987)年度

教 授 山 崎 良 也 （九州大学経済学部教授）

助教授 小中山 彰 （東海大学政治経済学部助教授）

昭和６３(1988)年度

教 授 栗 山 規 矩 （東北大学経済学部教授）

助教授 奥 村 隆 平 （名古屋大学経済学部助教授）

平成 元(1989)年度

教 授 牧 厚 志 （慶應義塾大学商学部教授）

助教授 松 川 滋 （筑波大学社会工学系助教授）

平成 ２(1990)年度

教 授 石 川 經 夫 （東京大学経済学部教授）

助教授 河 合 正 弘 （東京大学社会科学研究所助教授）

平成 ３(1991)年度

教 授 吉 田 建 夫 （長崎大学経済学部教授）

助教授 小 西 秀 樹 （成蹊大学経済学部専任講師）

平成 ４(1992)年度

教 授 春 名 章 二 （岡山大学経済学部教授）

助教授 中 馬 宏 之 （一橋大学経済学部助教授）

平成 ５(1993)年度

教 授 小 口 登 良 （専修大学商学部教授）
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助教授 和 光 純 （学習院大学経済学部助教授）

平成 ６(1994)年度

教 授 澤 木 勝 茂 （南山大学経営学部教授）

助教授 西 條 辰 義 （筑波大学社会工学系助教授）

平成 ７(1995)年度

教 授 瀬 古 美 喜 （日本大学経済学部教授）

助教授 神 谷 和 也 （東京大学経済学部助教授）

平成 ８(1996)年度

教 授 鈴 村 興太郎 （一橋大学経済研究所教授）

助教授 福 重 元 嗣 （名古屋市立大学経済学部助教授）

平成 ９(1997)年度

教 授 藤 原 正 寛 （東京大学大学院経済学研究科教授）

助教授 大 和 毅 彦 （東京都立大学経済学部助教授）

平成１０(1998)年度

教 授 林 文 夫 （東京大学大学院経済学研究科教授）

助教授 玄 田 有 史 （学習院大学経済学部助教授）

平成１１(1999)年度

教 授 新 澤 秀 則 （神戸商科大学経済研究所教授）

助教授 梶 井 厚 志 （筑波大学社会工学系助教授）

平成１２(2000)年度

教 授 八 田 達 夫 （東京大学空間情報科学研究センター教授）

助教授 西 村 直 子 （信州大学経済学部助教授）

平成１３(2001)年度

教 授 齊 藤 誠 （一橋大学大学院経済学研究科教授）

助教授 小 原 美 紀 （政策研究大学院大学政策研究科助教授）

平成１４(2002)年度

教 授 猪 木 武 徳 （国際日本文化研究センター教授）

助教授 大 橋 和 彦 （一橋大学大学院国際企画戦略研究科助教授）

平成１５(2003)年度

教 授 北 坂 真 一 （同志社大学経済学部教授）

助教授 奥 井 めぐみ （金沢学院大学経営情報学部助教授）

歴 代 教 員（招へい教員）

平成１６(2004)年度
教 授 加 藤 英 明（神戸大学大学院経営学研究科教授）

助教授 広 田 真 一（早稲田大学商学部助教授）
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助教授 和 光 純 （学習院大学経済学部助教授）

平成 ６(1994)年度

教 授 澤 木 勝 茂 （南山大学経営学部教授）

助教授 西 條 辰 義 （筑波大学社会工学系助教授）

平成 ７(1995)年度

教 授 瀬 古 美 喜 （日本大学経済学部教授）

助教授 神 谷 和 也 （東京大学経済学部助教授）

平成 ８(1996)年度

教 授 鈴 村 興太郎 （一橋大学経済研究所教授）

助教授 福 重 元 嗣 （名古屋市立大学経済学部助教授）

平成 ９(1997)年度

教 授 藤 原 正 寛 （東京大学大学院経済学研究科教授）

助教授 大 和 毅 彦 （東京都立大学経済学部助教授）

平成１０(1998)年度

教 授 林 文 夫 （東京大学大学院経済学研究科教授）

助教授 玄 田 有 史 （学習院大学経済学部助教授）

平成１１(1999)年度

教 授 新 澤 秀 則 （神戸商科大学経済研究所教授）

助教授 梶 井 厚 志 （筑波大学社会工学系助教授）

平成１２(2000)年度

教 授 八 田 達 夫 （東京大学空間情報科学研究センター教授）

助教授 西 村 直 子 （信州大学経済学部助教授）

平成１３(2001)年度

教 授 齊 藤 誠 （一橋大学大学院経済学研究科教授）

助教授 小 原 美 紀 （政策研究大学院大学政策研究科助教授）

平成１４(2002)年度

教 授 猪 木 武 徳 （国際日本文化研究センター教授）

助教授 大 橋 和 彦 （一橋大学大学院国際企画戦略研究科助教授）

平成１５(2003)年度

教 授 北 坂 真 一 （同志社大学経済学部教授）

助教授 奥 井 めぐみ （金沢学院大学経営情報学部助教授）

歴 代 教 員（招へい教員）

平成１６(2004)年度
教 授 加 藤 英 明（神戸大学大学院経営学研究科教授）

助教授 広 田 真 一（早稲田大学商学部助教授）

平成１７(2005)年度
家 森 信 善 （名古屋大学大学院経済学研究科教授）

谷 川 寧 彦 （早稲田大学商学学術院助教授）

戸 田 裕 之 （前職：東京都立大学経済学部教授）

荒 井 弘 毅 （公正取引委員会経済取引局内閣府事務官）

渡 部 和 孝 （東北大学大学院経済学研究科助教授）

平成１８(2006)年度
晝 間 文 彦 （早稲田大学商学学術院教授）

廣 瀬 健 一 （小樽商科大学商学部助教授）

戸 田 裕 之 （前職：東京都立大学経済学部教授）

平成１９(2007)年度
吉 田 あつし （筑波大学大学院システム情報工学研究科教授）

川 口 大 司 （一橋大学大学院経済学研究科准教授）

戸 田 裕 之 （前職：東京都立大学経済学部教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

宮 尾 龍 蔵 （神戸大学経済経営研究所教授）

神 林 龍 （一橋大学経済研究所准教授）

戸 田 学 （早稲田大学社会科学総合学術院教授）

生 藤 昌 子 （招へい研究員）

平成２０（2008）年度
高 宮 浩 司 （新潟大学経済学部准教授）

松 崎 大 介 （沖縄国際大学経済学部准教授）

戸 田 裕 之 （前東京都立大学経済学部教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

小 佐 野 広 （京都大学経済研究所教授）

有 賀 健 （京都大学経済研究所教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

田 中 孝 憲 （招へい研究員）

平成２１（2009）年度
有 賀 健 （京都大学経済研究所教授）

奥 平 寛 子 （岡山大学大学院社会文化科学研究科准教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

松 崎 大 介 （沖縄国際大学経済学部准教授）

宮 際 計 行 （エミリー大学経済学部教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

田 中 孝 憲 (招へい研究員)

平成２２（2010）年度
有 賀 健 （京都大学経済研究所教授）

奥 平 寛 子 （岡山大学大学院社会文化科学研究科准教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

小 野 善 康 （内閣府経済社会総合研究所長）

松 崎 大 介 （沖縄国際大学経済学部准教授）

宮 際 計 行 （エミリー大学経済学部教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

木 成 勇 介 （九州大学経済学部講師）
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康 明 逸 （朝鮮大学校経営学部助教）

富 岡 淳 (招へい研究員)

平成２３（2011）年度
有 賀 健 （京都大学経済研究所教授）

板 谷 淳 一 （北海道大学大学院 経済学研究科教授）

奥 平 寛 子 （岡山大学大学院社会文化科学研究科准教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

小 野 善 康 （内閣府経済社会総合研究所）

康 明 逸 （朝鮮大学校経営学部助教）

木 成 勇 介 （九州大学経済学部講師）

篠 原 隆 介 （信州大学経済学部准教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

松 崎 大 介 （沖縄国際大学経済学部准教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

品 川 英 朗 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

PARK, JangWoo （大阪大学社会経済研究所特任研究員）
富 岡 淳 （青森公立大学経営経済学部講師）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

平成２４（2012）年度
生 藤 昌 子 （南デンマーク大学環境経済・経営経済学科教員）

板 谷 淳 一 （北海道大学大学院経済学研究科教授）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

小 野 善 康 （内閣府経済社会総合研究所長）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

川 村 哲 也 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

品 川 英 朗 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

劉 洋 （アジア太平洋研究所研究員）

平成２５（2013）年度
生 藤 昌 子 （南デンマーク大学環境経済・経営経済学科教員）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

大 山 昌 子 （前・東京経済大学経済学部准教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

廣 瀬 健 一 （小樽商科大学商学部経済学科教授）
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康 明 逸 （朝鮮大学校経営学部助教）

富 岡 淳 (招へい研究員)

平成２３（2011）年度
有 賀 健 （京都大学経済研究所教授）

板 谷 淳 一 （北海道大学大学院 経済学研究科教授）

奥 平 寛 子 （岡山大学大学院社会文化科学研究科准教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

小 野 善 康 （内閣府経済社会総合研究所）

康 明 逸 （朝鮮大学校経営学部助教）

木 成 勇 介 （九州大学経済学部講師）

篠 原 隆 介 （信州大学経済学部准教授）

柴 田 章 久 （京都大学経済研究所教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

松 崎 大 介 （沖縄国際大学経済学部准教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

品 川 英 朗 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

PARK, JangWoo （大阪大学社会経済研究所特任研究員）
富 岡 淳 （青森公立大学経営経済学部講師）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

平成２４（2012）年度
生 藤 昌 子 （南デンマーク大学環境経済・経営経済学科教員）

板 谷 淳 一 （北海道大学大学院経済学研究科教授）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

小佐野 広 （京都大学経済研究所教授）

小 野 善 康 （内閣府経済社会総合研究所長）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

沈 俊 毅 （広島市立大学国際学部講師）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

川 村 哲 也 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

品 川 英 朗 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所特任研究員）

劉 洋 （アジア太平洋研究所研究員）

平成２５（2013）年度
生 藤 昌 子 （南デンマーク大学環境経済・経営経済学科教員）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

大 山 昌 子 （前・東京経済大学経済学部准教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

廣 瀬 健 一 （小樽商科大学商学部経済学科教授）

ホリオカ・チャールズ・ユウジ （フィリピン大学経済学部教授）

殷 テ イ （経済産業研究所研究員）

品 川 英 朗 （大阪大学社会経済研究所招へい研究員）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所招へい研究員）

劉 洋 （アジア太平洋研究所研究員）

平成２６（2014）年度
李 嬋 娟 （明治学院大学国際学部専任講師）

生 藤 昌 子 （南デンマーク大学環境経済・経営経済学科教員）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

大 山 昌 子 （前・東京経済大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （高知工科大学マネジメント学部講師）

七 條 達 弘 （大阪府立大学経済学部教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

中 野 浩 司 （大阪商業大学経済学部経済学科助教）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

廣 瀬 健 一 （小樽商科大学商学部経済学科教授）

松 島 斉 （東京大学大学院経済学研究科教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

山 村 英 司 （西南学院大学経済学部教授）

渡 邊 直 樹 （筑波大学システム情報系准教授）

殷 テ イ （経済産業研究所研究員）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

舛 田 武 仁 (高知工科大学総合研究所日本学術振興会特別研究員ＰＤ)
山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所招へい研究員）

劉 洋 （経済産業研究所研究員）

平成２７（2015）年度
殷 テ イ （経済産業研究所研究員）

宇 野 浩 司 （大阪府立大学学術研究院第１学群社会科学系准教授）

大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

大 山 昌 子 （龍谷大学経済学部准教授）

岡 野 芳 隆 （高知工科大学マネジメント学部講師）

加 藤 憲 司 （神戸市看護大学看護学部准教授）

七 條 達 弘 （大阪府立大学経済学部教授）

下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

中 野 浩 司 （大阪商業大学経済学部経済学科助教）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

廣 瀬 健 一 （小樽商科大学商学部経済学科教授）

BRAGUINSKY, Serguey
（Social and Decision Science・准教授）
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ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所招へい研究員）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

劉 洋 （経済産業研究所研究員）

渡 邊 直 樹 （筑波大学システム情報系准教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）

平成２８（2016）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

BRAGUINSKY, Serguey
（Social and Decision Science・准教授）

ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

平成２９（2017）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
BRAGUINSKY, Serguey

（Social and Decision Science・准教授）
ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

小 川 一 夫 （関西外国語大学・教授）

佐々木 周 作 （日本学術振興会特別研究員（慶応義塾大学））

黒 川 博 文 （日本学術振興会特別研究員（慶応義塾大学）

澤 田 有希子 （東京大学先端科学技術研究センター・助教）

高 塚 創 （香川大学大学院地域マネジメント研究科・教授）

水 谷 徳 子 （公益財団法人家計経済研究所 研究員）

平成３０（2018）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）
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ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

山 川 敬 史 （大阪大学社会経済研究所招へい研究員）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

劉 洋 （経済産業研究所研究員）

渡 邊 直 樹 （筑波大学システム情報系准教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）

平成２８（2016）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
下 野 恵 子 （大阪大学社会経済研究所招へい教授）

新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
戸 田 裕 之 （前・東京都立大学経済学部教授）

八 田 達 夫 （大阪大学名誉教授）

BRAGUINSKY, Serguey
（Social and Decision Science・准教授）

ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

平成２９（2017）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
BRAGUINSKY, Serguey

（Social and Decision Science・准教授）
ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

LEUNG, KaYuCharles
(City University of HongKong・准教授）

小 川 一 夫 （関西外国語大学・教授）

佐々木 周 作 （日本学術振興会特別研究員（慶応義塾大学））

黒 川 博 文 （日本学術振興会特別研究員（慶応義塾大学）

澤 田 有希子 （東京大学先端科学技術研究センター・助教）

高 塚 創 （香川大学大学院地域マネジメント研究科・教授）

水 谷 徳 子 （公益財団法人家計経済研究所 研究員）

平成３０（2018）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Department ofEconomicsMonashUniversity Professor）
新 谷 元 嗣 （東京大学先端科学技術センター教授）

田 中 沙 織 （国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）脳情報通信総合研究所）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（公益財団法人アジア成長研究所主席研究員）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

LEUNG, KaYuCharles (City University of HongKong・准教授）
小 川 一 夫 （関西外国語大学・教授）

高 塚 創 （香川大学大学院地域マネジメント研究科・教授）

池 田 新 介 （関西学院大学教授）

橋 本 賢 一 （神戸大学准教授）

令和元（2019）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Monash大学経済学部教授）
新 谷 元 嗣 （東京大学大学院経済学研究科教授）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（神戸大学経済経営研究所教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

小 川 一 夫 （関西外国語大学教授）

Yu Zhou （早稲田大学高等研究所研究員講師）

Lijun Pan （南京大学商学院助教）

池 田 新 介 （関西学院大学教授）

橋 本 賢 一 （神戸大学准教授）

Partha Sen （Delhi School of Economics教授）
Asen Kochov （University of Rochester准教授）
Alireza Naghavi （University of Bologna教授）
Jean-BaptisteMichau （Ecole Polytechnique教授）
GerhardWolfgang Lorenz Illing （LMUUniversity ofMunich教授）
KaYui Charles Leung （City University of HongKong准教授）
渡 辺 誠 （VUUniversity Amsterdam准教授）

令和２（2020）年度
大 垣 昌 夫 （慶應義塾大学経済学部教授）

Sisira Jayasuriya (Monash大学経済学部教授）
新 谷 元 嗣 （東京大学大学院経済学研究科教授）

ChongwooChoe （Monash大学経済学部教授）
ホリオカ・チャールズ・ユウジ

（神戸大学経済経営研究所教授）

宮 際 計 行 （フロリダ国際大学経済学部准教授）

小 川 一 夫 （関西外国語大学教授）

Yu Zhou （京都大学大学院経済学研究科特定講師）

Lijun Pan （南京大学商学院助教）

池 田 新 介 （関西学院大学教授）

GerhardWolfgang Lorenz Illing （LMUUniversity ofMunich教授）
KaYui Charles Leung （City University of HongKong准教授）
Hikmet Gunay （Manitoba経済学部教授）
Tong Li （Vanderbilt経済学部教授）
Matthias Schlegl （上智大学経済学部経済学科助教）

SunNing （南京審計大学教授）

小 野 善 康 （大阪大学社会経済研究所名誉教授）
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歴代Visiting Research Scholar (VRS)（旧外国人研究員）
昭和６１年度 (1986.4 - 1987.3 )

Chew, Soo Hong Assistant Professor, Department of Political Economy, Johns
Hopkins University, U.S.A.

1986/7/10－1986/10/10

Gao, Ruxi Associate Professor, School ofManagement Science, Fudan
University, CHINA

1987/2/1－1987/4/30

昭和６２年度 (1987.4 - 1988.3 )

Strange, Roger Lecturer, King’s College London, University ofLondon, U.K

1987/7/1－1987/11/30

Afriat, Sydney Professor, Economic Department, University ofOttawa,
CANADA

1988/3/1－1988/5/31

昭和６３年度 (1988.4 - 1989.3 )

Lahiri, Sajal Tenured Lecturer, Department ofEconomics, University of Essex,
U.K.

1988/6/1－1988/8/31

Jussawalla, Meheroo Senior Lecturer, East-West Center, Hawaii University, U.S.A.
1988/6/1－1988/8/31

Oum, TaeHoon Associate Professor, Faculty ofCommerce and Business
Administration, University ofBritish Columbia, CANADA

1988/9/1－1989/1/31

平成元年度 (1989.4 - 1990.3)

McAleer,Michael John Senior Lecturer, Department of Statistics, Australian National
University, AUSTRALIA

1989/4/1－1989/6/30

Huang, Yuxiang Professor, SchoolofEconomics andManagement,Tong Ji
University,CHINA

1989/4/1－1989/6/20

Owen, Robert Associate Professor, Faculty ofEconomics and Business
Administration, University ofLimburg, THENETHERLANDS

1989/8/1－1989/10/31
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歴代Visiting Research Scholar (VRS)（旧外国人研究員）
昭和６１年度 (1986.4 - 1987.3 )

Chew, Soo Hong Assistant Professor, Department of Political Economy, Johns
Hopkins University, U.S.A.

1986/7/10－1986/10/10

Gao, Ruxi Associate Professor, School ofManagement Science, Fudan
University, CHINA

1987/2/1－1987/4/30

昭和６２年度 (1987.4 - 1988.3 )

Strange, Roger Lecturer, King’s College London, University ofLondon, U.K

1987/7/1－1987/11/30

Afriat, Sydney Professor, Economic Department, University ofOttawa,
CANADA

1988/3/1－1988/5/31

昭和６３年度 (1988.4 - 1989.3 )

Lahiri, Sajal Tenured Lecturer, Department ofEconomics, University of Essex,
U.K.

1988/6/1－1988/8/31

Jussawalla, Meheroo Senior Lecturer, East-West Center, Hawaii University, U.S.A.
1988/6/1－1988/8/31

Oum, TaeHoon Associate Professor, Faculty ofCommerce and Business
Administration, University ofBritish Columbia, CANADA

1988/9/1－1989/1/31

平成元年度 (1989.4 - 1990.3)

McAleer,Michael John Senior Lecturer, Department of Statistics, Australian National
University, AUSTRALIA

1989/4/1－1989/6/30

Huang, Yuxiang Professor, SchoolofEconomics andManagement,Tong Ji
University,CHINA

1989/4/1－1989/6/20

Owen, Robert Associate Professor, Faculty ofEconomics and Business
Administration, University ofLimburg, THENETHERLANDS

1989/8/1－1989/10/31

Blumenthal, Tuvia Professor, Department of Economics, Ben GurionUniversity,
ISRAEL
1989/9/1－1990/8/31

平成２年度 (1990.4 - 1991.3)
Eaton, Jonathan Professor, Department of Economics,University of Virginia,

U.S.A.
1990/4/1－1990/5/31

Evans, PaulD. Associate Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.

1990/9/28－1991/1/3

Marvel,Howard Professor, Department of Economics, Ohio State University,
U.S.A.
1990/12/29－1991/3/27

平成３年度 (1991.4 - 1992.3)
Móczár, József Associate Professor, Department of Economics,KarlMarx

University, HUNGARY
1991/4/1－1991/8/31

Neary,Hugh Associate Professor, Department of Economics, TheUniversity of
BritishColumbia, CANADA
1991/7/2－1992/1/6

Lim, Chin Professor, Faculty of BusinessAdministration, National University
of Singapore, SINGAPORE
1992/2/28－1992/5/31

平成４年度 (1992.4 - 1993.3)

Sheard, Paul (Lecturer,Department of Economics,Australian National
University, AUSTRALIA

1992/4/1－1992/6/30

Hillas, John AssistantProfessor, Department of Economics and the Institute of
DecisionSciences, State University ofNewYork, U.S.A.
1992/9/1－1993/1/20

Wu, Jia-Pei Vice President of the State Information Center,Beijing,CHINA
1992/10/1－1993/1/7

平成５年度 (1993.4 - 1994.3)
Lahiri, Sajal Reader,Department of Economics,University ofEssex, U.K.

1993/4/1－1993/4/30

Katzner,Donald Professor, Department of Economics,University ofMassachusetts,
U.S.A.
1993/5/1－1993/7/31

Ethier,Wilfred J. Professor, Department of Economics,University of Pennsylvania,
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U.S.A.
1993/5/17－1993/8/16

Ren,Zhao-Zhang Professor, Department of Economics, Guangxi University,
CHINA
1993/10/1－1994/3/31

Yoon, Chang Ho Professor, Department of Economics, Korea University, KOREA
1993/12/15－1994/3/14

Lim, Chin Professor, Faculty of Business Administration, National University
of Singapore, SINGAPORE
1994/3/25－1994/6/29

平成６年度 (1994.4 - 1995.3)
Vroman, Susan Professor, Department of Economics, Georgetown University,

U.S.A.
1994/5/1－1994/7/31

Bohlin, Erik Research Associate, Department of IndustrialManagement&
Economics, Chalmers University of Technology, SWEDEN
1994/7/11－1994/9/30

Curtis, Terry Professor, Department of CommunicationDesign, California State
University, Chico, U.S.A.
1994/8/1－1994/10/31

Oum, Tae Hoon Professor, Faculty of Commerce and Business Administration,
University of British Columbia, CANADA
1994/10/1－1995/3/31

Glass, Amy Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1995/3/28－1995/6/30

平成７年度 (1995.4 - 1996.3)
Viard, AlanD. Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State

University, U.S.A.
1995/5/1－1995/8/14

Mumy,Gene E. Associate Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1995/8/7－1995/11/15

Punzo, Lionello F. Professor, Dipartimento di Economia Politica, Universita’ di
Siena, ITALY
1995/10/1－1996/3/31

Evans, PaulD. Professor, Department of Economics, Ohio State University,
U.S.A.
1995/12/11－1996/3/10
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U.S.A.
1993/5/17－1993/8/16

Ren,Zhao-Zhang Professor, Department of Economics, Guangxi University,
CHINA
1993/10/1－1994/3/31

Yoon, Chang Ho Professor, Department of Economics, Korea University, KOREA
1993/12/15－1994/3/14

Lim, Chin Professor, Faculty of Business Administration, National University
of Singapore, SINGAPORE
1994/3/25－1994/6/29

平成６年度 (1994.4 - 1995.3)
Vroman, Susan Professor, Department of Economics, Georgetown University,

U.S.A.
1994/5/1－1994/7/31

Bohlin, Erik Research Associate, Department of IndustrialManagement&
Economics, Chalmers University of Technology, SWEDEN
1994/7/11－1994/9/30

Curtis, Terry Professor, Department of CommunicationDesign, California State
University, Chico, U.S.A.
1994/8/1－1994/10/31

Oum, Tae Hoon Professor, Faculty of Commerce and Business Administration,
University of British Columbia, CANADA
1994/10/1－1995/3/31

Glass, Amy Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1995/3/28－1995/6/30

平成７年度 (1995.4 - 1996.3)
Viard, AlanD. Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State

University, U.S.A.
1995/5/1－1995/8/14

Mumy,Gene E. Associate Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1995/8/7－1995/11/15

Punzo, Lionello F. Professor, Dipartimento di Economia Politica, Universita’ di
Siena, ITALY
1995/10/1－1996/3/31

Evans, PaulD. Professor, Department of Economics, Ohio State University,
U.S.A.
1995/12/11－1996/3/10

Chern,Wen S. Professor, Department of Agricultural Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1996/3/14－1996/6/13

平成８年度 (1996.4 - 1997.3)
Zhao, Jingang Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State

University, U.S.A.
1996/5/20－1996/8/19

Tasneem, Chipty Assistant Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1996/8/27－1996/11/26

Giorgio, Brunello Professor, Department of Economics, Udine University, ITALY
1996/11/9－1997/2/8

平成９年度 (1997.4 - 1998.3)
Choi, Jay Pil Associate Professor, Department of Economics, Columbia

University, U.S.A.
1997/5/1－1997/8/31

Sjóstróm, John Tomas Associate Professor, Department of Economics, Harvard
University, U.S.A.
1997/6/2－1997/9/1

Ben Zion, Uri Associate Professor, Faculty of Industrial Engineering and
Management Technion, Israel Institute of Technology, ISRAEL
1997/9/16－1998/2/28

Lahiri, Sajal Professor, Department of Economics, EssexUniversity, U.K.
1998/1/16－1998/4/15

平成１０年度 (1998.4 - 1999.3)
Ethier,Wilfred J Professor, Department of Economics, Pennsylvania University,

U.S.A.
1998/5/22－1998/8/21

Fisher, EricO’N Associate Professor, Department of Economics, Ohio State
University, U.S.A.
1998/6/16－1998/9/16

Sikdar, Soumyendranath Professor, Department of Economics, Calcutta University, INDIA
1998/9/22－1999/2/21

Yun, KwanKoo Professor, State University of NewYork at Albany, U.S.A.
1999/1/1－1999/6/30

平成１１年度 (1999.4 - 2000.3)
Zhou, Lin Associate Professor, Department of Economics, Duke University,

U.S.A.
1999/5/15－1999/8/14
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Kwon, Soonwon Professor, Department of Economics, Duksung University,
KOREA
1999/7/1－2000/2/29

Gaston, Noel George Professor, Department of Business Administration, Bond
University, AUSTRALIA
1999/10/1－1999/12/31

Chew, Soo Hong Professor, Department of Economics, Hong KongUniversity of
Science and Technology, HONGKONG
2000/3/1－2000/6/12

Mao,Mei-Hui Jennifer Associate Professor, Department of Business Administration,
National University of Singapore, SINGAPORE)
2000/3/1－2000/5/31

平成１２年度 (2000.4 - 2001.3)
Cadsby, Charles Bram (Associate Professor, Department of Economics, Guelph

University, CANADA)
2000/6/1－2000/8/31

Suh, Sang-Chul Professor, Department of Economics,Windsor University,
CANADA
2000/6/13－2000/12/18

Dasgupta, Dipankar Professor, Department of Economics, Indian Statistical Institute,
INDIA
2000/10/1－2001/3/31

McAleer,Michael John Professor, Department of Economics,Western Australia
University, AUSTRALIA
2001/1/5－2001/7/10

平成１３年度 (2001.4 - 2002.3)
Ryu, Keunkwan Associate Professor, Division of Economics, Seoul

NationalUniversity, KOREA
2001/6/1－2001/8/31

Nahm, Daehoon Professor, Department of Economics, Division of Economicand
Financial Studies,Macquarie University, AUSTRALIA)
2001/8/1－2001/11/30

Helm, Carsten Professor, School of Business and Economics,
Humboldt-University of Berlin, GERMANY
2001/9/1－2001/11/30

Mclennan, AndrewMartin Professor, Department of Economics, University ofMinnesota,
U.S.A
2002/1/10－2002/6/30
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Kwon, Soonwon Professor, Department of Economics, Duksung University,
KOREA
1999/7/1－2000/2/29

Gaston, Noel George Professor, Department of Business Administration, Bond
University, AUSTRALIA
1999/10/1－1999/12/31

Chew, Soo Hong Professor, Department of Economics, Hong KongUniversity of
Science and Technology, HONGKONG
2000/3/1－2000/6/12

Mao,Mei-Hui Jennifer Associate Professor, Department of Business Administration,
National University of Singapore, SINGAPORE)
2000/3/1－2000/5/31

平成１２年度 (2000.4 - 2001.3)
Cadsby, Charles Bram (Associate Professor, Department of Economics, Guelph

University, CANADA)
2000/6/1－2000/8/31

Suh, Sang-Chul Professor, Department of Economics,Windsor University,
CANADA
2000/6/13－2000/12/18

Dasgupta, Dipankar Professor, Department of Economics, Indian Statistical Institute,
INDIA
2000/10/1－2001/3/31

McAleer,Michael John Professor, Department of Economics,Western Australia
University, AUSTRALIA
2001/1/5－2001/7/10

平成１３年度 (2001.4 - 2002.3)
Ryu, Keunkwan Associate Professor, Division of Economics, Seoul

NationalUniversity, KOREA
2001/6/1－2001/8/31

Nahm, Daehoon Professor, Department of Economics, Division of Economicand
Financial Studies,Macquarie University, AUSTRALIA)
2001/8/1－2001/11/30

Helm, Carsten Professor, School of Business and Economics,
Humboldt-University of Berlin, GERMANY
2001/9/1－2001/11/30

Mclennan, AndrewMartin Professor, Department of Economics, University ofMinnesota,
U.S.A
2002/1/10－2002/6/30

Park, In-Uck Assistant Professor, Department of Economics, University of
Pittsburgh, U.S.A.
2002/1/18－2002/4/30

平成１４年度 (2002.4 - 2003.3)
Shin, Kwanho Associate Professor, Department ofEconomics, Korea University,

KOREA
2002/6/9－2002/9/8

Mukherji, Anjan Professor, Center for Economic Studies and Planning, School of
Social Sciences, Jawaharlal Nehru University, INDIA
2002/8/1－2003/7/20

Osborne, Evan Associate Professor, Department ofEconomics,Wright State
University, U.S.A
2002/9/17－2003/5/31

平成１５年度 (2003.4 - 2004.3)
Ryu, Keunkwan Associate Professor, Division of Economics, Seoul National

University, KOREA
2003/6/1－2003/8/31

Costa-Gomes,Miguel A. Senior Lecturer, Department of Economics, University of York,
U.K.
2003/9/1－2003/12/15

Nachbar, John Haines Professor, Department of Economics,Washington University,
U.S.A.
2003/9/1－2004/3/31

平成１６年度 (2004.4 - 2005.3)
Gaston, Noel George Professor, School ofBusiness,Bond University, AUSTRALIA

2004/5/7－2004/9/9

Konow, James Douglas Professor, Department of Economics, LoyolaMarymount
University, U.S.A.
2004/5/20－2004/8/20

Choe, Chongwoo Senior Lecturer, Australian Graduate School ofManagement,
University ofNew SouthWales,AUSTRALIA
2004/9/1－2005/1/6

Jayasuriya, Sirara K. Professor, Department of Economics, University ofMelbourne,
AUSTRALIA
2004/12/1－2005/2/28

Flynn, SeanMasaki Assistant Professor, Department of Economics, Vassar College,
U.S.A.
2005/1/7－2005/4/21
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平成１７年度 (2005.4 - 2006.3)
Wooders, JohnCharles Professor,Department of Economics, University ofArizona,

U.S.A.
2005/5/17－2005/8/17

McLennan, AndrewMartin Professor,Department of Economics, University ofMinnesota,
U.S.A.
2005/5/17－2005/7/29

Kim, Jeong-Yoo Professor,Economics Department, KyungHeeUniversity,
KOREA
2005/12/1－2006/2/28

Shin, Kwanho Professor,Department of Economics, Korea University, KOREA
2005/12/20－2006/3/2

Sanyal, Amal Associate Professor,Commerce Division, Lincoln University,
THENETHERLANDS
2006/3/1－2006/6/30

平成１８年度 (2006.4 - 2007.3)
Blume, Andreas Professor,Department of Economics, University of Pittsburgh,

U.S.A.
2006/5/1－2006/6/29

Sinha, Tapendra Narayan Professor,Department ofActuarial Studies , Instituto Tecnologico
Autonomo deMexico,MEXICO
2006/7/3－2006/8/10

Yu, Zhihao Associate Professor,Department ofEconomics,
CarletonUniversity, CANADA
2006/7/20－2006/10/31

Oh, Seonghwan Professor,Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2006/9/1－2006/11/30

Deacon, Robert Thomas Professor,Department of Economics, University ofCalifornia,
U.S.A.
2006/11/1－2006/11/30

Chun, Youngsub Professor,Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2006/12/7－2007/3/6

平成１９年度 (2007.4 – 2008.3)
Raymo, JamesMichael Associate Professor,Department of Sociology, University of

Wisconsin-Madison, U.S.A.
2007/5/21－2008/5/20
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平成１７年度 (2005.4 - 2006.3)
Wooders, JohnCharles Professor,Department of Economics, University ofArizona,

U.S.A.
2005/5/17－2005/8/17

McLennan, AndrewMartin Professor,Department of Economics, University ofMinnesota,
U.S.A.
2005/5/17－2005/7/29

Kim, Jeong-Yoo Professor,Economics Department, KyungHeeUniversity,
KOREA
2005/12/1－2006/2/28

Shin, Kwanho Professor,Department of Economics, Korea University, KOREA
2005/12/20－2006/3/2

Sanyal, Amal Associate Professor,Commerce Division, Lincoln University,
THENETHERLANDS
2006/3/1－2006/6/30

平成１８年度 (2006.4 - 2007.3)
Blume, Andreas Professor,Department of Economics, University of Pittsburgh,

U.S.A.
2006/5/1－2006/6/29

Sinha, Tapendra Narayan Professor,Department ofActuarial Studies , Instituto Tecnologico
Autonomo deMexico,MEXICO
2006/7/3－2006/8/10

Yu, Zhihao Associate Professor,Department ofEconomics,
Carleton University, CANADA
2006/7/20－2006/10/31

Oh, Seonghwan Professor,Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2006/9/1－2006/11/30

Deacon, Robert Thomas Professor,Department of Economics, University ofCalifornia,
U.S.A.
2006/11/1－2006/11/30

Chun, Youngsub Professor,Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2006/12/7－2007/3/6

平成１９年度 (2007.4 – 2008.3)
Raymo, JamesMichael Associate Professor,Department of Sociology, University of

Wisconsin-Madison, U.S.A.
2007/5/21－2008/5/20

Veszteg, Róbert Ferenc Associate Professor, Departamento de Economia, Universidad de
Navarra, HUNGARY
2007/8/1－2008/1/31

平成２０年度 (2008.4 – 2009.3)
Raymo, JamesMichael Associate Professor,Department of Sociology and Center for

Demography and Ecology, Univerisity ofWisconsin-Madison,
U.S.A
2008/04/01-2008/05/20

Sikdar, Soumyendranath Professor,Department of Economics,Calcutta Univerisity,
INDIA
2008/08/01-2008/11/28

Berg,Nathan Charles Assistant Professor, School of Economics, Political, and Policy
Sciences,University of Texas at Dallas,U.S.A
2008/05/28-2008/08/15

Kim, Jeong-Yoo Professor,Department of Economics,KyungHeeUniversity,
KOREA
2008/04/01-2008/06/30

Lahiri, Sajal Professor,Department of Economics, Southern Illinois University,
U.K
2008/10/01-2000/10/31

MacLaren, Donald Associate Professor,Department of Economics, University of
Melbourne,U.K
2009/03/02-2009/06/05

平成２１年度 (2009.4 – 2010.3)
BERG,Nathan Charles Assistant Professor, School of Economics, Political, and Policy

Sciences, University of Texas at Dallas,U.S.A
2009/05/01-2009/08/31

KURZ, HeinzD. Professor,Department of Economics,University of Graz,
AUSTRIA
2009/8/26-2010/9/25

KIM,Dong-Ju Professor,Department of Economics,Korea University,KOREA
2009/9/1-2010/2/19

VROMAN, SusanB Professor,Department of Economics,Georgetown University,
U.S.A
2009/10/16-2010/01/08

COXHEAD, Ian Andrew Professor,Department of Agricultural andApplied Economics,
University ofWisconsin,U.S.A
2010/2/1-2010/5/28
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平成２２年度 (2010.4 – 2011.3)
DASTIDAR, Krishnendu Ghosh Professor, Centre for Economic Studies and Planning, School of

Social Sciences, Jawaharlal Nehru University, INDIA
2010/04/15-2010/07/15

CHERN,Wen Shyong Professor, Department of Economics, National ChungCheng
University, TAIWAN
2010/06/01-2010/08/31

STARK,Oded Professor, ZEF, University of Bonn,GERMANY

2010/07/16-2010/08/31

JAYASURIYA, Sisira Professor, School of Economics and Finance,

La TrobeUniversity, AUSTRARIA

2010/09/01-2010/11/30

GASTON, Noel Professor, School of Business, BondUniversity, AUSTRARIA
2010/09/21-2010/12/21

平成２３年度 (2011.4 – 2012.3)
CHOE, Chong-woo Professor, Department of Economics,Monash University,

AUSTRALIA
2011/04/20-2011/07/19

HARSTAD, RonaldM. Professor, Department of Economics, University ofMissouri,
U.S.A
2011/07/15-2011/10/14

LEE, In-Ho Professor, Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2011/09/02-2012/01/30

KIM, Jeong-Yoo Professor, Department of Economics, Kyung HeeUniversity,
KOREA
2012/01/06-2012/02/28

SCHUMMER, James Peter JR. Associate Professor, Managerial Economics and Decision Sciences
Department, Kellogg School ofManagement Northwestern
University, U.S.A
2012/02/02-2012/03/22

BRUNELLO,Giorgio Professor, Department of Economics, University of Padova,
ITALY
2012/03/01-2012/05/31

平成２４年度 (2012.4 – 2013.3)
GÜNAY, Hikmet Associate Professor, Department of Economics, University of
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平成２２年度 (2010.4 – 2011.3)
DASTIDAR, Krishnendu Ghosh Professor, Centre for Economic Studies and Planning, School of

Social Sciences, Jawaharlal Nehru University, INDIA
2010/04/15-2010/07/15

CHERN,Wen Shyong Professor, Department of Economics, National ChungCheng
University, TAIWAN
2010/06/01-2010/08/31

STARK,Oded Professor, ZEF, University of Bonn,GERMANY

2010/07/16-2010/08/31

JAYASURIYA, Sisira Professor, School of Economics and Finance,

La TrobeUniversity, AUSTRARIA

2010/09/01-2010/11/30

GASTON, Noel Professor, School of Business, BondUniversity, AUSTRARIA
2010/09/21-2010/12/21

平成２３年度 (2011.4 – 2012.3)
CHOE, Chong-woo Professor, Department of Economics,Monash University,

AUSTRALIA
2011/04/20-2011/07/19

HARSTAD, RonaldM. Professor, Department of Economics, University ofMissouri,
U.S.A
2011/07/15-2011/10/14

LEE, In-Ho Professor, Department of Economics, Seoul National University,
KOREA
2011/09/02-2012/01/30

KIM, Jeong-Yoo Professor, Department of Economics, Kyung HeeUniversity,
KOREA
2012/01/06-2012/02/28

SCHUMMER, James Peter JR. Associate Professor, Managerial Economics and Decision Sciences
Department, Kellogg School ofManagement Northwestern
University, U.S.A
2012/02/02-2012/03/22

BRUNELLO,Giorgio Professor, Department of Economics, University of Padova,
ITALY
2012/03/01-2012/05/31

平成２４年度 (2012.4 – 2013.3)
GÜNAY, Hikmet Associate Professor, Department of Economics, University of

Manitoba, TURKEY
2012/04/02-2012/07/31

GROSSBARD, Shoshana Amyra Professor, Department of Economics, San Diego State University,
U.S.A
2012/06/05-2012/07/05

ROSE,AndrewKenan Professor,Haas School of Business,University of California
Berkeley,U.S.A
2012/07/06-2012/08/09

CHEN, Chia-Hui Assistant Research Fellow, Institute of Economics,Academia
Sinica, TAIWAN
2012/10/10-2012/12/28

平成２５年度 (2013.4 – 2014.3)
DASTIDAR, Krishnendu Ghosh Professor,Centre for Economics Studies and Planning,School of

Social Sciences, Jawaharlal Nehru University, INDIA
2013/07/24-2014/7/18

KIM,HISAM Research Fellow, Korea Development Institute,KOREA
2013/08/01-2014/1/30

平成２６年度 (2014.4 – 2015.3)

Weese Eric, Gordon Assistant Professor,Yale University, U.S.A
2014/04/01-2014/8/22

LEUNG, Ka Yui Charles Associate Professor,City University of Hong Kong, CHINA(Hong
Kong)
2015/01/05-2015/4/30

BRAGUINSKY, Serguey Associate Professor,CarnegieMellonUniversity,U.S.A)
2015/2/24-2015/8/28

平成２７年度 (2015.4 – 2016.3)

MISHRA, Debasis Associate Professor, Indian Statistical Institute, INDIA)
2015/05/18-2015/6/29

ILLING, GerhardWolfgang Lorenz Professor, Macroeconomics, University ofMunich,GERMANY
2015/08/31-2015/12/11

LI,Ming Associate Professor,Concordia University,CANADA)
2015/12/15-2016/4/14

平成２８年度 (2016.4 – 2017.3)

MISHRA, Debasis Associate Professor, Indian Statistical Institute, INDIA
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2016/05/11-2016/6/24

CIARRETAANTUÑANO, Aitor Associate professor, University of the Basque Country, SPAIN
2016/07/1-2016/9/30

MASSoCRRERAS, Jordi Professor, Universitat Autònoma de Barcelona, SPAIN)
2016/11/2-2016/12/2

KIM, Jeong-Yoo Professor, Kyung Hee University, KOREA
2017/1/5-2017/2/2

平成２９年度 (2017.4 – 2018.3)
SHARMA, Tridib Professor, Department of Economics,MexicoAutonomous

Institute of Technology,MEXICO
2017/6/1-2017/7/4

YOO, SeungHan Associate Professor, Education and research on Economics, Korea
University, KOREA
2017/6/16-2017/8/31

CHOE, Chongwoo Professor, Department of Economics, MonashUniversity,
AUSTRALIA
2017/10/1-2017/11/30

SUEN,Wing Chuen Professor, Economics, The University of Hong Kong, HKSAR,
CHINA
2017/8/16-2017/10/15

JUNG,Yong Seung Professor, Department of Economics, KyungHee University,
KOREA
2017/11/1-2018/2/28

平成３０年度 (2018.4 – 2019.3)
MICHAU, Jean-Baptiste Associate Professor, Department of Economics, Ecole

Polytechnique, FRANCE
2018/4/16-2018/6/30

SHIN, Kwanho Professor, Department of Economics, KoreaUniversity, KOREA
2018/6/29-2018/9/6

VOHRRA, Rakesh Professor, Department of Economics, University of Pennsylvania,
USA
2018/7/1-2018/7/31

SUN,Ning CheungKong Scholar Professor of Economics, Institute for Social
and Economic Research,
Nanjing Audit University, CHINA
2018/7/31-2018/8/24
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2016/05/11-2016/6/24

CIARRETAANTUÑANO, Aitor Associate professor, University of the Basque Country, SPAIN
2016/07/1-2016/9/30

MASSoCRRERAS, Jordi Professor, Universitat Autònoma de Barcelona, SPAIN)
2016/11/2-2016/12/2

KIM, Jeong-Yoo Professor, Kyung Hee University, KOREA
2017/1/5-2017/2/2

平成２９年度 (2017.4 – 2018.3)
SHARMA, Tridib Professor, Department of Economics,MexicoAutonomous

Institute of Technology,MEXICO
2017/6/1-2017/7/4

YOO, SeungHan Associate Professor, Education and research on Economics, Korea
University, KOREA
2017/6/16-2017/8/31

CHOE, Chongwoo Professor, Department of Economics, MonashUniversity,
AUSTRALIA
2017/10/1-2017/11/30

SUEN,Wing Chuen Professor, Economics, The University of Hong Kong, HKSAR,
CHINA
2017/8/16-2017/10/15

JUNG,Yong Seung Professor, Department of Economics, KyungHee University,
KOREA
2017/11/1-2018/2/28

平成３０年度 (2018.4 – 2019.3)
MICHAU, Jean-Baptiste Associate Professor, Department of Economics, Ecole

Polytechnique, FRANCE
2018/4/16-2018/6/30

SHIN, Kwanho Professor, Department of Economics, KoreaUniversity, KOREA
2018/6/29-2018/9/6

VOHRRA, Rakesh Professor, Department of Economics, University of Pennsylvania,
USA
2018/7/1-2018/7/31

SUN,Ning CheungKong Scholar Professor of Economics, Institute for Social
and Economic Research,
Nanjing Audit University, CHINA
2018/7/31-2018/8/24

CHOE, Chongwoo Professor, Department of Economics, MonashUniversity,
AUSTRALIA
2018/11/1-2018/11/30

AWAYA, Yu Assistant Professor, Department of Economics, University of
Rochester, USA
2018/12/18-2019/1/15

KUNIMOTO, Takashi Associate Professor, School of Economics, SingaporeManagement
University, SINGAPORE
2018/12/20-2019/1/15, 2019/2/16-2019/3/7

KRISTROM, Bengt Johan Professor, CERE, Swedish University of Agricultural Sciences,
SWEEDEN
2019/1/7-2019/1/23

TACNENG, Ruth Associate Professor, Faculty of Law and Economics, University of
Limoges, FRANCE
2019/2/15-2019/2/28

SUEN,Wing Chuen Professor, Economics, The University of HongKong, HKSAR,
CHINA
2019/3/6-2019/3/19

令和元年度 (2019.4 – 2020.3)

SEN, Partha Professor, The Indian Institute of Foreign Trade, INDIA
2019/4/1-2019/5/31

KOCHOV, Asen Associate Professor, Department of Economics, University of
Rochester, USA
2019/4/15-2019/5/15

WANG, Jin Associate Professor, HongKong University of Science and
Technology, HKSAR, CHINA
2019/5/8-2019/5/30

CASEY, Gregory Assistant Professor, Department of Economics,Williams College,
USA
2019/5/27-2019/6/24

KUNIMOTO, Takashi Associate Professor, School of Economics, SingaporeManagement
University, SINGAPORE
2019/6/8-2019/7/7, 2019/8/2-2019/8/15, 2019/12/23/-2020/1/16

AWAYA, Yu Assistant Professor, Department of Economics, University of
Rochester, USA
2019/6/12-2019/7/3, 2019/12/15-2020/1/14

NAGHAVI, Alireza Professor, Department of Economics, University of Bologna,
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ITALY
2019/6/17-2019/9/11

KIM, Sun-Bin Professor,Department of Economics, Yonsei University, KOREA
2019/7/1-2019/10/15

BORSKY, Stefan Assistant Professor,WegenerCenter forClimate andGlobal
Change, University ofGraz, AUSTRIA
2019/7/8-2019/7/12

ERASLAN,Hulya Professor,Department of Economics, Rice University, USA
2019/7/16-2019/8/31

FAN, Jingting Assistant Professor,Department ofEconomics, Pennsylvania State
University, USA
2019/7/24-2019/7/29

LU, Yi Professor, School of Economics andManagement, Tsinghua
University, CHINA
2019/7/24-2019/8/9

NORMANN,Hans-Theo Professor,Düsseldorf Institute forCompetition Economics (DICE),
Heinrich-Heine University, GERMANY
2019/8/2-2019/8/9

SUN, Ning Professor, Institute for Social andEconomic Research, Nanjing
Audit University, CHINA
2019/8/2-2019/8/27, 2020/1/29-2020/2/10

MICHAU, Jean-Baptiste Professor,Department of Economics, Ecole Polytechnique,
FRANCE
2019/8/23-2019/10/18

CHOE, Chonqwoo Professor,Department ofEconomics, MonashUniversity,
AUSTRALIA
2019/10/1-2019/12/20

WATANABE,Makoto Associate Professor,Department ofEconomics,VUUniversity
Amsterdam, NETHERLAND
2019/12/13-2019/3/16

MISHRA,Debasis Professor, Indian Statistical Institute, INDIA
2020/1/6-2020/1/17

TREMBLAY,Mark Assistant Professor, Farmer School ofBusiness, Miami
University
2020/2/2-2020/2/10

ILLING, GerhardWolfgang Lorenz Professor,Department ofEconomics, University ofMunich,
GERMANY
2020/2/17-2020/4/30
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ITALY
2019/6/17-2019/9/11

KIM, Sun-Bin Professor,Department of Economics, Yonsei University, KOREA
2019/7/1-2019/10/15

BORSKY, Stefan Assistant Professor,WegenerCenter forClimate andGlobal
Change, University ofGraz, AUSTRIA
2019/7/8-2019/7/12

ERASLAN,Hulya Professor,Department of Economics, Rice University, USA
2019/7/16-2019/8/31

FAN, Jingting Assistant Professor,Department ofEconomics, Pennsylvania State
University, USA
2019/7/24-2019/7/29

LU, Yi Professor, School of Economics andManagement, Tsinghua
University, CHINA
2019/7/24-2019/8/9

NORMANN,Hans-Theo Professor,Düsseldorf Institute forCompetition Economics (DICE),
Heinrich-Heine University, GERMANY
2019/8/2-2019/8/9

SUN, Ning Professor, Institute for Social andEconomic Research, Nanjing
Audit University, CHINA
2019/8/2-2019/8/27, 2020/1/29-2020/2/10

MICHAU, Jean-Baptiste Professor,Department of Economics, Ecole Polytechnique,
FRANCE
2019/8/23-2019/10/18

CHOE, Chonqwoo Professor,Department ofEconomics, MonashUniversity,
AUSTRALIA
2019/10/1-2019/12/20

WATANABE,Makoto Associate Professor,Department ofEconomics,VUUniversity
Amsterdam, NETHERLAND
2019/12/13-2019/3/16

MISHRA,Debasis Professor, Indian Statistical Institute, INDIA
2020/1/6-2020/1/17

TREMBLAY,Mark Assistant Professor, Farmer School ofBusiness, Miami
University
2020/2/2-2020/2/10

ILLING, GerhardWolfgang Lorenz Professor,Department ofEconomics, University ofMunich,
GERMANY
2020/2/17-2020/4/30

PIGUILLEM, Facundo Associate Professor, Einaudi Institute for Economics and Finance
ITALY
2020/3/2-2020/3/14

SUEN,Wing Chuen Professor, Economics, The University ofHongKong, HKSAR,
CHINA
2020/3/13-2020/3/31

令和 2年度 (2020.4 – 2021.3)

ILLING, GerhardWolfgang Lorenz Professor, Department ofEconomics, University ofMunich,
GERMANY
2020/4//1-2020/4/8

GUNAY,Hikmet Professor, Department ofEconomics, University ofManitoba
CANADA
2020/4/2-2020/4/30

MAGNUS, Jan.R. Professor, Department of Econometrics andData Science, Vrije
Universiteit Amsterdam, THENETHERLANDS
2020/11/30-2020/12/11
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〒567-0047 大阪府茨木市美穂ケ丘６ー１
大阪大学社会経済研究所

Tel: 06-6879-8552（庶務係）
Fax: 06-6879-8584（事務宛）

06-6879-8583（教員宛）
新大阪駅から

・タクシーで約 30分
・地下鉄御堂筋線（北大阪急行）千里中央駅下車

タクシーで約 10分又は
阪急バス阪大本部前まで約 15分又は
大阪モノレール阪大病院前駅下車

・ JR東海道線茨木駅下車 タクシーで約 10分
又は近鉄バス阪大本部前まで約 20分
大阪空港（伊丹）から

・タクシーで約 30分
・大阪モノレール阪大病院前まで約 30分

アクセスガイド

梅田から

・阪急千里線北千里駅下車 タクシーで約 7分又は
徒歩で約 30分
・阪急京都線茨木市駅下車 近鉄バス阪大本部前まで

約 25分
・地下鉄御堂筋線（北大阪急行）千里中央駅下車

タクシーで約10分又は阪急バス阪大本部前まで約15分
又は大阪モノレール阪大病院前駅まで約 15分

*阪大本部前バス停より社会経済研究所まで徒歩約 7分
*大阪モノレール阪大病院前駅より社会経済研究所まで
徒歩約 7分

路 線 図

吹田キャンパス

吹田キャンパス近辺


